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1. 序論 
 
1.1 本研究の目標と目的 
 
現代社会では科学技術が高度に利用されているが、科学技術が社会生活に浸透する
ほど様々な課題が顕在化してくる。原子力利用は、社会の維持、発展のために重要な科
学技術のひとつである。一方で、原子力利用は「予め目的とした社会的な恩恵の達成に
よって想定した社会的な問題を解決できるが、同時に別の社会的な問題を引き起こす恐
れのある社会的な損失が伴う可能性を有する」と表現されるように、社会の範疇におけ
る恩恵と損失（の可能性）のトレードオフとなる顕著かつ典型な例と見ることができる。
それゆえ、原子力の利用は論争的な性格を強く有し、社会の中で対立や軋轢を生む可能
性を有している。ゆえに、対立や軋轢が新たな社会的な損失を生まないように、社会と
の関係について探求する姿勢が原子力利用を目指す立場の者にも求められる。 
本研究は、原子力利用によって引き起こされている、あるいは引き起こす可能性の
ある社会的な問題（以下、原子力を巡る社会的な問題と略す）の解明を目指し、問題を
分析する手法の構築に取り組むものである。その達成のために意識調査に着目し、原子
力を巡る社会的な問題の解明とそのために必要となる手法（方法論）の開発を含めて、
研究を進めていく。なお、原子力を巡る社会的な問題に対する詳細は、第 3 章以降で後
述する。そして、本研究では原子力を巡る社会的な問題を題材とするが、種々の科学技
術の社会への実装の際に生じる社会的な問題全般にも適用可能とすることを目論む。 
一般的な事項における社会的な問題に対する解決方策を示す技術体系を社会技術と
捉えれば、原子力技術が人々の生活向上に貢献し、将来につながる技術体系として確立
されるためには、当該科学技術自身が引き起こす可能性のある社会的な問題を最小化す
る機能を有していなければならず、自身の実装（社会生活に浸透することを指す）の在
り方を巡る方法論を自身の中に内包していることが求められる。なお、最小化とは社会
的な問題を封じ込めることを意味するものではなく、社会の中で解決策を見出していく
ことと捉える。それを実現することで原子力技術は社会技術の先駆者としての地位が確
立される。 
社会技術の研究開発の進め方について検討した「社会技術の研究開発の進め方に関
する研究会 1）」では、社会技術を自然科学と人文・社会科学の複数領域の検知を統合し
て新たな社会システムを構築していくための技術と定義している。原子力を巡る社会的
な問題の解決を目指すためには、社会技術として人文・社会科学の複数領域の知見を統
合していくことが必須である。原子力を巡る社会的な問題に対処していくためには、技
術面だけに囚われない視野が必要であり、社会が持つ性質や現象などについて、社会を
構成する人々の人格を考慮した上で探求する姿勢、社会工学的な思考が求められる。 
吉川による「研究開発戦略立案の方法論 持続社会の実現のために」2）に基づけば、
社会的な問題の解決に向けたアプローチは、社会的な問題を分析し、解明する“観察”、
問題解決を目指した方法論の形成を担う“構成”、および問題解決のための“行動”の
3 行為（プロセス）の再帰的なサイクルで表現される。第 1-1 図にそのイメージを示す。
以下、“観察”、“構成”、“行動”と吉川が定義した“用語”を用いていく。 
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なお、吉川が示したアプローチは、生産管理や品質管理などを円滑に行うために提
唱され、近年では研究開発システムへの適用も推奨されている PDCA サイクル(Plan:計
画→Do:実施・実行→Check:評価→Act:改善）と通じるものがある。問題の解決に、問
題自体をよく知ること、その上で解決策を立案することの重要性に疑いはない。 
本研究では、原子力を巡る社会的な問題に対する“観察”と“構成”について言及
していく。そこで、“観察”の方法論の構築と共に問題の要点を抽出し、その上で“観
察”を“構成”と連携させていく。そして、2011 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖
地震および福島第一原子力発電所の事故（以下、福島事故と略す）後の原子力利用の在
り方について、福島事故前後に及ぶ“観察”と“構成”の遂行によって得た成果に基づ
いて考究するものである。 
福島事故後、今後の原子力利用の在り方を巡る意向に顕著な意見相違が表出してい
る。本研究では、人々の意識や感情に着目し、意識や感情の相違によって生じる対立を
伴う社会的な問題として、今後の原子力利用の在り方に言及していく。そこで、研究の
目標を以下の 3点とした。 
 
   研究目標 1)：原子力を巡る社会的な問題を分析する手法を構築し、問題の要点
などを可視化する。  
   研究目標 2)：福島事故後の原子力を巡る状況を明らかにする。  
   研究目標 3)：福島事故後の原子力の在り方に対する方策について検討し、問題
解決に向けた道筋を提示する。  
 
本研究は、科学技術の社会への実装によって生じる社会的な問題の解明と解決に向
けた方策について言及し、工学に携わる者（工学的技術＝科学技術を社会に実装するこ
とに関わる者、工学者）と公衆（社会一般の人々、メディアを通じて世論を担う人々）、
特に工学に携わる者が取るべき社会工学的な思考の要点を示し、科学技術の発展的な展
開に向けた貢献に寄与することを志向する。 
 
 
 
 
第 1-1 図 社会的な問題に対するアプローチ 
吉川 2)をもとに筆者改定 
 
社会的な問題
の分析・解明
“観察”
問題解決を目指し
た方法論の形成
“構成”
問題解決の
“行動”
社会の中での行為
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1.2 本研究の特徴と背景 
 
本研究の遂行において、福島事故前後の変化に着目することを必須と見る。福島事
故後の状況について言及するためには、福島事故前の状況を明らかにした上で分析する
ことが不可欠と捉えるものである。それより、福島事故後の変化を実証的に捉えること
が可能となる。 
そして、本研究は社会を人々の考えと行動の相互作用からなる複合体として捉え、
社会と原子力の関係を通じて原子力を巡る社会的な問題について考究する。そのために、
福島事故前後数年の期間において実施した意識調査や社会情勢の分析によって、福島事
故後の原子力を巡る社会的な問題の本質を見極めていく。それに基づいて、社会的な問
題の解決に向けた方途・道筋について検討していく。 
これらの研究や考察で得た知見に基づいて、福島事故後の原子力の在り方について
提言を示していく。これら一連の検討評価を実証情報に基づいて遂行することが本研究
の特徴の一つであり、このような方針を明確とした上で進められている関連研究を見受
けることはない。 
さらに、原子力技術の枠組みの中で実施されている原子力と社会の関係改善を目的
とした関連研究と比較すると、本研究の特徴が鮮明化できる。福島事故前、1999 年 3
月に原子力利用に対する社会的側面について専門的かつ学際的に行う場として、日本原
子力学会に社会・環境部会が設置されたことや 1999 年 9 月 30 日の東海村 JCO 臨界事故
の発生を契機に、原子力関係者による関連分野の研究が活発化している。社会科学基盤
の弱さがこれまでの原子力技術にとって深刻な盲点であり、この弱さが原子力技術にと
って命取りにもなりかねないことを多くの日本原子力学会員（以下、学会員と略す）が
認識したこと、そして、原子力と社会の関係が良好とはいえない状況（以下、“逆風”
と表現する）にあるとする認識を高めたことを示したものと捉えられる。 
一方で、学会員に代表される原子力関係者による関連研究が活発化した背景にも注
意を払う必要もある。JCO 臨界事故による市民の不安や不信が原子力利用に対して“逆
風”となり、その是正を求めたことが関連研究の活発化の背景となっていると捉えれば、
“逆風”の正体を見誤っている可能性も否定できない。同時に、日本原子力学会の春の
年会や秋の大会での報告および掲載された論文などから、原子力関係者による関連研究
を俯瞰すると特徴的かつ深刻な 2点の問題点が浮かび上がる。 
一つ目の問題点は、研究の連携不足に起因する。ここでは、“観察”の範疇の研究と
して、意識調査による民意の把握 3,4,5）や報道情報の収集や分析 6,7）による社会情勢の把
握が該当する。そして、“構成”はリスク概念や安全・安心と信頼の関係性、あるいは
合意形成の方法論などに対する理論的な研究を背景として、対話やコミュニケーション、
あるいは教育などの場の在り方に対する実践や提言研究として行われる場合が多い 7,8）。
また、“行動”は、リスクコミュニケーションなどの実践が主で、ほとんどが小規模の
社会実験段階に留まる 10,11）。 
ここにおいて、多くの研究は“観察”、“構成”、“行動”の特定の 1 面に力点を置い
たものとなりがちで、それらが連携しているとは言い難い状況を呈している。特に、“観
察”と“構成”の連携は低いと言わざるを得ない。さらに、“観察”においても情報の
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収集や整理段階までで研究を留め、それが問題の分析に結び付けないものも見受けられ
る。 
二つ目の問題点は、“観察”が定性的・経験的な分析に置き換えられ、不十分な状態
で“構成”そして“行動”を行う傾向があることと括れる。その背景には、原子力関係
者を取り巻いていた雰囲気が大きく影響していた。たとえば、2005 年に原子力の動向
を定めた原子力政策大綱 12）では、原子力と社会の関係改善に関する要点として原子力
と国民・地域社会の共生の観点から以下を挙げており、原子力関係者の意識を規定する
ものであった。 
 
・安全確保のための活動の透明性確保 
・「原子力をどう考えているのか、それはなぜなのか」を知るための広聴活動 
・そこで知り得た情報に基づく理解促進活動の必要性 
・学習機会の整備・充実など 
 
これに従えば、“構成”は市民に情報を知らしめる方法論の検討が主となり、理解促進
が賛同や不安軽減に、そして受容性の確保に直接的に結びつくものと捉えられる。 
しかし、英国において、Wynne らの批判的検証 13)により、英国貴族院科学技術特別
委員会は Science and Society: The Third Report 14)の中で、市民の科学技術に対する
態度を良好なものとするためには、理解促進から信頼の危機に対する対応への転換が必
要となると述べている。にもかかわらず、日本の原子力関係者には、以前として理解促
進が不安の解消を通した受容性確保の要点であると認識されていた。二つ目の問題は、
「原子力利用の進め方」を決定する社会的な合意形成過程における市民の立ち位置の問
題（市民は原子力利用に関わる社会的な合意形成にどのように関わるべきかを問うこと
に相当）を潜ませていた。 
福島事故前、原子力利用の進め方に関する社会的な合意形成（政策形成、意思決定
でもある）過程は、十分な民主的な手続きを踏まえたものであるとは言い切れず、多く
の指摘が報告されている 15）。少なくとも、非専門家の位置付けとなる市民の実効的な関
与はほとんどなかった。市民の参加を志向して、当時の原子力委員会が実施した「原子
力政策円卓会議」（1996 年から 1999 年）および「市民参加懇談会」（2001 年から 2009
年）は、広聴として意見を聞く範疇から脱し切れていないことが指摘されている 16）。そ
して、原子力関係者の多くが原子力と社会の関係改善を志向して、種々の関連研究や検
討を行っていたが、原子力利用の進め方に関わる政策決定に市民が実効的に関わること
を視野としたものは少数の研究例 17）に限定されていた。 
一方で、社会科学系研究分野では科学技術政策に市民が実効的に関与する意義や方
法論に関する研究が盛んに行われている 18）。2001 年に設立された科学技術社会論学会
は社会学のなかで科学技術を題材とした研究を行うことを趣旨としたものである。しか
し、そこでの研究が原子力関係者の意識に影響を及ぼすことは少なかった。福島事故で
中止された 2011 年春の年会（原子力学会）の社会・環境部会セッションでは、原子力
の復権には社会に理解してもらうことを重要な要素の一つとして提示していた 19）。この
ように、二つ目の問題点は“逆風”の正体と対応を見誤っている可能性とも関連して、
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原子力関係者に共通したものであることが否めない。 
しかし、福島事故がこの状況を一変させた。福島事故直後から、全国各地で原子力
発電に反対するデモ活動などが行われるようになり、親子連れに象徴されるように多数
の市民が参加した。連動して、メディアや各種の機関で原子力発電に関わる世論調査が
活発に行われている。市民の関心や意思が表出したものと捉えられる。 
大震災および福島事故後の社会情勢の変化に鑑みれば、原子力と社会の関係に関す
る研究の意義は社会的にも一層高まっていく。それが、“行動”として現実化した。福
島事故前から熟議による政策形成に着目していた民主党政権 20）が実施した熟議に基づ
く「エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査 21）」は、2030 年までのエネル
ギーと環境に関する選択肢（3つのシナリオ）判断に限定するものであったが、日本の
全社会レベルを対象として、政策判断に対して実効力のある、科学技術に関わる政策判
断過程への市民の参画を求めた最初の“行動”であった。これを契機として、“行動”
の要に位置する熟議の中で“観察”や“構成”が精緻化していけば、吉川が指摘した 3
行為による再帰的なサイクルが完遂し、原子力を巡る社会的な問題はこのサイクルの中
で解明され、解決されていく。そうなれば、原子力と社会の関係に関する研究成果は、
結実されたことになる。そして、原子力と社会の関係は改善され、21 世紀に向けた原
子力技術体系の一歩を踏み出すことも可能と思われた。それに至れば、本研究は実質的
な意義を喪失するところでもあった。 
しかし、吉川が指摘した 3 行為による再帰的なサイクルは実現されなかった。その
後、2012 年 12 月 16 日の第 46 回衆議院選挙により、自由民主党が政権（第 2 次安倍政
権、2012 年 12 月 26 日から）を担うことになった。そして、2014 年 4 月 11 日に閣議決
定されたエネルギー基本計画 22）では、一定規模の原子力発電の必要性を示した。エネ
ルギー政策への市民の参画については、政権のトップダウン志向にも依存し、福島事故
前の状況に回帰したと言わざるを得ない。鈴木 23）は、エネルギー政策への国民参加の
不足を指摘している。また、与野党の超党派国会議員によって、福島事故後に発足した
原発ゼロの会においても同様な趣旨を述べている 24）。 
このように現状は、原子力利用の動向を巡って意見の対立が深刻化する可能性が強
まり、原子力を巡る社会的な問題がより表出化していく方向に移っている。実際に、主
要な新聞紙は、原子力利用を巡って意見を 2極化し、同時に市民も 2 極化していくこと
が危ぶまれる。福島事故後の状況変化は激しく、原子力利用を巡る社会的な問題も複雑
化の様相を見せている。ここにおいて、“観察”と“構成”について言及する本研究の
意義は、福島事故前よりもさらに高まっていく。 
これまでに述べた課題に対する解決として、第一に社会的な問題を分析する“観察”
の充実が必要となり、これを本研究の目的の一つとする。本研究では、社会調査の手法
に則した意識調査を“観察”の道具立てとしていく。そして、意識調査結果を活用して
問題の本質の探究を実証的に行っていく。第二の関連研究の課題に対する対策として、
提示した“観察”と“構成”を確実に結びつけ、原子力を巡る社会的な問題の解決を目
指した道筋を示すこととする。 
前述したように、本研究では福島事故後の状況について言及するために福島事故前
の状況を把握することが不可欠と捉える。このような研究姿勢を明確とした関連研究は
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見受けにくい。たとえば、“観察”としての意識調査においても福島事故前後数年にお
いて同一調査対象に同一な調査を継続的に実施した研究は、本研究以外に 2 例 25,26）が
見受けられるほどである。前者は、“観察”における情報収集のみに特化する傾向が強
く、後者は“構成”において、社会的な問題解決を広報戦略に限定している。 
 
1.3 本研究の構成 
 
第 1-1 図に示した社会的な問題に対するアプローチ図に乗っ取り、本研究の全体構
成を第 1-2 図に示す。 
 
 
 
 
第 1-2 図 社会的な問題に対するアプローチと本研究の構成 
 
 
まず、第 2 章では本研究の位置付けを明確にするために、福島事故前後に分けて社
会情勢の経緯と科学技術と社会の関係性研究の動向について整理する。その上で、提示
した目的と関連研究が持つ課題について述べる。また、関連研究との比較についても言
及する。 
次に、第 3 章では福島事故前の原子力を巡る市民意識や社会状況を読み解くために
必要な情報を俯瞰的に収集し、整理する。これは、“観察”の基礎情報として活用する
意識調査に求められる要件の抽出を目指したもので、意識調査に必要な観点や方法（意
識測定方法）に関する考察に資する情報分析の位置づけである。この中で、社会的な問
題の特徴を明確に表現する仮説を設定していく。 
第 4 章では、第 3 章で示した仮説の検証と社会的な問題の分析に資する方法論の実
証として、2006 年 11 月に市民（首都圏住民）を対象に実施した意識調査について記述
する。社会的な問題は、社会意識などの意識変動に関わることを示すと共に、これまで
の知見から質問項目を設定し、市民と原子力関係者の意識を継続的に調査し、その経年
変化を追うことの必要性に言及していく。 
社会的な問題の分
析・解明
“観察”
問題解決を目指した方
法論の形成
“構成”
第3章：観察の方法論の
考察としての既存意識調
査に関する情報整理
仮説設定、方法論設定
第6章：示唆の遂行
に向けた意識改革
第4章：観察の方法論
の実証、意識調査の
実施仮説検証、
要点把握
第5章(1)：検証した仮説や把握した
要点踏まえて設計した継続意識調
査の実施福島事故後の状況の
把握、 問題の分析
第5章(2)：継続意識
調査問題の分析
に基づく、解決に向
けた道筋の提示
“観察”を充足する方法論に基づく意識調査を
計画・実施
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第 5 章では、2008 年 12 月から 2014 年 1 月までに 1 年間隔で実施した継続意識調査
について記述する。この継続意識調査は原子力を巡る社会的な問題の分析を目指し、市
民（首都圏住民）と原子力関係者（日本原子力学会員）の原子力を巡る意識の経年変化
を追うことを目論んだものである。両者の意識変動とその差異を知ることで、原子力利
用の今後の方向性に関する検討に資する情報を得ることを目的とする。 
そして、2011 年 1 月と 2012 年 1 月に実施した調査の間に福島事故が発生した。これ
によって、福島事故前後の状況を把握することが可能となった。福島事故は首都圏住民
だけではなく、学会員の意識にも影響を及ぼしていた。福島事故後 3 年間の両者の変動
を見ることで、福島事故によるものと思われる影響の継続性に関しても評価可能なもの
となり、両者の今後の変動を予測可能な状態となるに至った。そこから、福島事故後の
原子力利用の在り方について検討し、問題解決に向けた方途・道筋を提示する。その提
言を実現するためには、市民と原子力利用の推進を目指し、それを担う立場の者の姿勢
や意識改革が重要となることを示唆する。 
第 6 章では、第 5 章の分析に基づいて提示した問題解決への方途・道筋に則して、
福島事故後の原子力利用の在り方を左右する基本概念となるリスク概念と合意形成の
方法論を題材に両者の姿勢や意識改革の必要性に言及し、原子力利用の在り方を巡る姿
勢の変革の必要性について言及する。 
第 7章では、本研究で得られた成果と今後の課題に言及し、まとめとする。 
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2. 本研究の位置付け 
 
2.1 科学技術と社会の関係性研究の動向 
 
2.1.1 福島事故前 
 日本における社会技術研究開発の中核的な推進機関の役割を担う「(独)科学技術振興
機構社会技術研究開発センター」は、社会技術を『自然科学と人文・社会科学の複数領
域の知見を統合して新たな社会システムを構築していくための技術であり、社会を直接
の対象とし、社会において現在存在しあるいは将来起きることが予想される問題の解決
を目指す技術』1）と定義している。原子力技術が社会技術として、社会において現在存
在し、あるいは将来起きることが予想される社会的な問題（原子力を巡る社会的な問題）
の解決を目指す技術に至るためには、人文・社会科学の複数領域の知見を統合すること
が必須となる。そして、原子力を巡る社会的な問題の探求は社会技術の基礎的な研究分
野に属する。 
原子力を巡る社会的な問題に着目することは、原子力と社会との関係について考究
することと等価である。原子力と社会との関係に着目した研究は、1972 年に Oak Ridge 
National Laboratory (ORNL)の所長の任にあったAlvin M. Weinbergによる“Science and 
Trans-Science”と題する論文 2)に端を発すると思われる。この論文が、原子力に携わ
る物理学者が原子力と社会との関係性について言及した最初のものであろう。しかし、
ここで提起された問題や概念について、多くの原子力関係者の間で注目され、継続的に
検討されることはなかった。 
 それから約 20 年後、1990 年代の日本では、事故や不祥事に対応する形で原子力委員
会が「原子力政策円卓会議」（1996 年から 1999 年）および「市民参加懇談会」（2001 年
から 2009 年）として原子力と市民との間の関係改善に向けた取組が行われたが、学術
的な評価は社会科学系の研究者による事後評価の観点に留まった 3,4）。 
 日本原子力学会に 1999 年 3 月に設置された社会・環境部会を契機に、原子力関係者
による原子力と社会との関係に関する関連研究が活発化していく。同部会の設置趣旨書
5）には、『原子力利用が社会との関連が大きいことを特徴と捉え、原子力利用に対する
社会的側面について学問的に研究する場を設置する』とある。そして、『原子力を取り
巻く状況は混迷化の様相を呈しており、 発電所の新規立地や放射性廃棄物の処分問題
など、社会との関連で困難な課題が顕在している』と述べている。発電所の新規立地や
放射性廃棄物の処分地選定などが研究に取り組む動機であることが窺える。 
 また、日本原子力学会誌 1999 年 3 月号に「原子力技術と社会」と題した記事が掲載
され 6）、冒頭に『原子力技術と社会の関係をどのように扱うかは、産業界や政府のみな
らず、研究者にとっても大きな課題として認識されはじめた』と記している。 
 このように、原子力に携わる研究者が、原子力と社会の関係を研究対象と捉えるよう
になった契機が 1999 年ころであることがわかる。なお、谷口 7)は、1998 年 10 月に再出
発した核燃料サイクル開発機構の発足に向け、情報リテラシー及び企画立案能力の強化
として社会科学部門の創設を提案している。 
10 
 
 そして、1999 年 9 月 30 日に発生した東海村 JCO 臨界事故は、原子力界に大きな衝撃
を与えた。2000 年の原子力安全白書 8)には絶対安全からの決別が表明されるなど、原子
力と社会の関係を論じる際に重要な社会的な背景に大きな影響を及ぼした。このころか
ら、科学技術と人文・社会科学との融合の必要性が広く強調され出し、1999 年に発表
された「科学と科学的知識の利用に関する世界宣言」（ブダペスト宣言）9)の中で示され
た「社会における、社会のための科学」が実践されるようになっていく。 
 日本学術会議は、2001 年 4 月に『21 世紀における人文・社会科学の役割とその重要
性―「科学技術」の新しいとらえ方、そして日本の新しい社会・文化システムを目指し
て―』10）と題した声明を出している。そこでは、現状の問題点を『科学技術の概念が
自然科学に偏重して理解され、研究環境の整備もバランスを欠いている現状は、人文・
社会科学の創造的発展を阻害しがちである上に、自然科学の発展に対してもマイナスの
影響を及ぼす可能性をもっている。人文・社会科学は自然科学と相互に補完的な役割を
担っているのみならず、自然科学とは異なる発想と手法によって、科学技術に対して独
自の貢献を行う可能性をもっているからである。日本の科学技術のバランスのとれた発
展のために、自然科学と人文・社会科学の統合的・融合的な発展を促進する学術研究体
制を、早急に整備することが必要である。』とした上で、以下の 4 項目を提言している。 
 
① 学術の統合・融合を通じて、科学技術と社会との望ましい関係をきり拓くこと
ができるという文明的展望を、内外に発信しなければならない。 
② 科学技術概念をひろく人文・社会科学へと拡張し、人文・社会および自然科学
諸分野が調和のとれた発展をすることが重要である。 
③ 科学技術の全体的発展のために、科学技術総合戦略を束ねる「かなめ」として
人文・社会科学を位置づけることが必要である。 
④ 科学技術基本計画の運用に当たっては、人文・社会科学の役割を明確に位置づ
け直す必要がある。 
 
ここにおいて、人文・社会科学が「かなめ」の位置付けとなるとする強い決意が見
て取れる。少なくとも、科学技術に携わる者と行政だけで科学技術の動向を決定するこ
とに懸念を表明したものと捉えることができる。 
さらに、日本学術会議は『人類社会に調和した原子力学の再構築』と題した報告 11)
を 2003 年に出している。そこでは、『原子力をめぐる政治・社会・経済・人間科学等を
扱う人文・社会科学研究者との交流や協力も不足していた。広い意味での原子力学は、
科学技術的側面のみならず人文・社会科学との連携や協力が不可欠である。』とし、原
子力技術においても文理融合の必要性を強調している。 
前述した「科学と科学的知識の利用に関する世界宣言」（ブダペスト宣言）9)を受け、
2000 年 4 月に「社会技術の研究開発の進め方に関する研究会」が組織され、『「社会の
問題の解決を目指す技術」、「自然科学と人文・社会科学との融合による技術」、「市場メ
カニズムが作用しにくい技術」の 3 つを「社会技術」として推進していくべき』12)と取
りまとめている。そして、2001 年に閣議決定された第 2 期科学技術基本計画 13）におい
ても「社会のための、社会の中の科学技術の構築」がその政策の一つに位置づけられた。 
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これらを受けて当時の文部科学省は、自然科学と人文・社会科学との融合を図りつ
つ、個別分野を超えた幅広い視点から研究開発をおこなう「社会技術研究イニシャティ
ブ」を取りまとめた。このイニシャティブの下に、2001 年 7 月、「社会技術研究システ
ム」が構築された。その後、2005 年 5 月に研究開発や成果の社会への展開のための推
進体制の強化を図ることなどを目的とし、「社会技術研究システム」を「(独)科学技術
振興機構社会技術研究開発センター」に改組し、日本における社会技術研究開発の中核
的な推進機関の役割を担うに至った。この下に多くの社会科学研究が行われており、原
子力技術を含む科学技術と社会の関係に関する研究と類似の研究も行われた。 
一方、科学技術社会論学会が 2001 年 10 月に設立されるなど、科学技術と社会の新
しい関係を探る社会科学系の活動もこのころから活発化した。2004 年の第 3 回科学技
術社会論学会年次研究大会では、札野 14）が「平成 16 年度科学技術の振興に関する年次
報告（平成 16 年版科学技術白書―これからの科学技術と社会―）」15)を題材に、科学技
術に起因する諸問題の解決のためには科学技術と社会の関係が密接不可分であること
を前提とした上で、両者の間に新しい関係を築く必要があることを訴えている。ここで
も、社会のための科学技術という考え方を提唱し、その実現に向けて科学技術者と社会
が果たすべき役割について言及している。 
そして、科学技術の発展が地球環境問題や生命倫理問題などに代表されるさまざま
な「負の遺産」を生じさせていることが科学技術白書にも記載されるようになったこと
も重要である。ここで記述されている新しい関係を、行政や科学技術者は教育や啓蒙に
よって築かれるものと捉え、社会科学者は社会との協働によるものと捉える傾向が強い
様相を呈する。 
海外では、EU 圏の科学技術社会論系の研究者である Ravetz らが"post-normal 
science"とする概念を提唱している 16)。この概念は、科学者が客観的な知識を政策決定
者に提供することのできる"Normal Science"に対し、事実は不確実を含み （科学は現
在進行中）、価値は論争的であり（科学は価値を語れない）、利害関係が大きく （価値・
利害は個々人のものである）、かつ決定が切迫している （早く決めないと手遅れになり
うる）とする状況の出現により、科学によって確実で厳密な解が与えられない状況の存
在を指摘している。この中で、科学技術の枠内だけでは解決し得ない問題や状況の出現
が強く意識されている点は、Weinberg2)の示唆とも重なる部分がある。 
ここにおいて、科学技術と社会の関係に関して共通する認識を以下と括ることがで
きる。科学技術の著しい進歩が科学技術で成り立つ社会を構築し、大きな影響力をもつ
ことになった。同時に、科学技術自体が複雑化し、それゆえ科学技術によって生じる社
会的な問題も高度化している。しかも、科学技術自体発展段階であることで科学的根拠
や証拠に不確実性が存在している。さらに、ひとつの事でも望ましいと思う者とそう思
わない者の存在や利害の対立など価値観の多様化が起こっている。このような状況では、
科学技術と政治や社会を別のものと区切って考えることはできない。両者が重なり合っ
た部分を価値判断領域と捉え、それを重視することが科学技術によって生じる社会的な
問題を解決に導く。そして、解決には科学技術的考察と社会・政治的考察がともに必要
であり、科学技術と社会・政治の排他的分業では解決できない。そのために自然科学と
人文・社会科学の融合が求められている。高度な生産技術である科学技術は、社会の中
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に位置づけられた社会活動であり、社会と切り離して考えることはできない。それゆえ、
社会の全ての者が科学技術と無縁ではなくなり、利害関係者（当事者）となっていく。
そこから、科学技術と社会の関係に関する検討はますます必要となる。 
本研究は、前述した認識を研究の基礎におく。そして、この認識における科学技術
の代表が原子力技術に他ならないと捉える。原子力技術が置かれている状況は、Ravetz
らが指摘している点に合致する。そこで、社会技術として原子力技術を確立することが、
これからの社会に適用するための必須条件となり、原子力を巡る社会的な問題の解決や
解消へと導くものとなっていくと確信する。 
このような視野を持たなくとも、原子力技術を研究開発する立場にいる者も研究開
発や原子力関連施設の設計・建設・運転を実施しながら、技術的な評価や検討だけでは
解を見出し得ない「問い」の存在を認識することが増えてきている。このような「問い」
に解を求めるために自然科学と人文・社会科学の融合が重要となる。 
代表的な「問い」として、安全基準（あるいは、規制基準）と絡めて、"How Safe is 
Safe Enough?"17）が知られている。この問いは、市民が抱く安全と安心に密接に関係し
ていることを吉川ら 18）が指摘している。この問いに対する見解は、安全が科学的に担
保できるか否かの見解によって大きく異なる。吉川らは、安全に対する見方で科学技術
の専門家を 3 つの立場に分けている。 
第1の立場は、科学的見地から求めた安全基準の達成を持って安全と見なすもので、
安全は完全に科学技術の範疇のものとなる。この立場では問いが存在しなくなり、科学
技術と人文・社会科学の関係は考慮しなくともよくなる。 
第 2の立場は、安全基準の達成を持っても社会の合意が得られないことを心理的な
安心に求めるもので、問いの文言に適合する立場である。この立場では問いの位置付け
を科学技術の影響力の及ばない人間心理の範疇として、心理的な対策だけを人文・社会
科学に求めることになる。この立場では、科学技術と人文・社会科学の関係は融合では
なく、使い分けとなる。心理学や社会心理学に基づいたリスク認知に関する研究が、こ
こに該当し、多様な研究が行われている 19)。 
第 3 の立場は、安全を科学技術の範疇だけのものと見ず、社会への配慮とともに論
じるもので、科学技術と人文・社会科学の融合なしでは問いに立ち向かうことはできな
いと捉える。場合によっては、問いの形を、たとえば"How Fair is Safe Enough?"20）
などと変えることもある。 
原子力と社会の関係を論じる際にこの問いが意味すること、すなわち安全と安心に
対する捉え方について、この問いの解の見出し方などが研究の方向性を支配する。本研
究では、このような問いに対する第 3の立場を重視することが社会技術としての原子力
技術を確立するために必要だと捉える。 
福島事故前には実績のある軽水炉の運転について表立った支障は出ておらず、この
問いは実質的に不問の位置づけにあった。この点に関しては、後述する本研究で活用し
た継続意識調査によっても裏付けられる。佐田 21）は原子力を巡る世論と反原発運動の
変遷をたどり、2000 年代に起こった事故や不祥事によって、反対運動が全国的な盛り
上がりを見せるには至らなかったと報告している。世論は、軽水炉利用を容認していた
のである。このことは、軽水炉の確実な運転実績（無事故で特別な情報が発信されてい
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ないこと）による信頼が、問いに対する解となっていったことを示すものである。 
従って、福島事故前に社会的な問題の対応に当たっている原子力関係者の視線は、
プルサーマルの推進、高レベル放射性廃棄物の処分場のサイト選定や軽水炉の新増設な
どとする今後の目標達成にあった。これらは、実績による信頼醸成とはならない点が、
軽水炉の運転とは状況を異にしている。原子力関係者は、ウラン燃料を用いた軽水炉の
利用に対する社会的な抗議（反原発運動）に目を向けることは少なく、すぐに対応が必
要な社会的な問題とは捉えてはいなかった。 
 
2.1.2 福島事故後 
しかし、佐田 21）は軽水炉運転に対する反原発運動はなんらかのきっかけにより再び
活性化する余地を残しており、反原発運動を盛り上げる最大の源泉は原子力施設の大事
故にほかならないと結んでいる。 
福島事故によって、佐田の暗示が現実のものとなった。佐田の予想どおり、各地で
脱原発（脱原発依存を含む）運動が活性化していった。そして、当時の菅政権（2010
年 6 月 8 日から 2011 年 9 月 2 日）は、2011 年 5 月 6 日に行政指導として浜岡原子力発
電所の停止要請を中部電力に行ったことを公表し、中部電力はその要請を受け入れて浜
岡原子力発電所は停止した。さらに、7 月 13 日には脱原発宣言を表明している。政府
要人による原子力発電所停止要請や脱原発宣言は、これまでには例を見ない行為であっ
た。しかし、これまでの総理大臣と出身（同時に、考え方）が異なっている菅氏が福島
事故時に総理大臣であったことの影響について否定はできない。 
脱原発、あるいは脱原発依存を目指した活動は市民（市民団体）に限定されず、超
党派の国会議員による政策提言にまで及び、国政を左右する状況に至っている。2012
年 3 月には、「原発ゼロ」実現への思いを共有する与野党の超党派国会議員によって原
発ゼロの会「共同代表：河野太郎(自民党)、近藤昭一(民主党)」が発足した。そこでは、
原発ゼロ／廃炉推進のための法案を準備し、エネルギー政策の見直しを議論する開かれ
た場として、有識者とともに「国会エネルギー調査会(準備会)」を継続開催するとし、
2015 年 2 月 12 日現在、8 党と無所属の衆参国会議員 70 名が参加している。上記以外に
も、福島事故前には起こり得ないと思われるような事態が現実となっていった。このよ
うに、福島事故後、原子力発電を巡る社会情勢は激変したと言える。 
この間に特筆すべきこととして、2011 年 7 月から 8 月に実施された「エネルギー・
環境の選択肢に関する討論型世論調査」22）がある。討論型世論調査は、熟議に基づい
た国民の意向（統計的に代表性が担保された小人数による意見となる）を実際に政策決
定の過程に採用することを試みた画期的な取組である。討論型世論調査が実施された背
景には、たとえ民意が反映されていたとしても特定の者のみで決める行為が成り立たな
くなったとする判断が当時の政府（民主党政権）にあったものと捉えることができる。
これも、原子力を巡る社会情勢の劇的な変化を示す象徴的な出来事の一つであることに
疑いはない。そこでは、2030 年に原子力発電所を完全に廃止（いわゆる、原発ゼロ・
シナリオ）が 47%の支持を集めている。これを受けて、野田政権（2011 年 9 月 2 日から
2012 年 12 月 26 日）は 2030 年代に原子力発電所の稼働を停止することを目指す政策を
発表したが、閣議決定は見送られた。 
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一方で、福島事故後、野田政権は 2012 年 7 月に大飯 3，4 号機の稼働を承認した。
しかし、2013 年 9 月の同機の定期点検による停止をもって、その後日本全国の原子力
発電所は稼働されていない（2015 年 6 月現在）。原子力発電の稼働がなくとも、2013 年
の冬から 2014 年の夏において、電力供給に表立った支障はなかった。 
その後、2012 年 12 月 16 日の第 46 回衆議院選挙により自由民主党が政権（第 2次安
倍政権、2012 年 12 月 26 日から）を担うことになった。さらに、2013 年 7 月 21 日の第
23回参議院選挙、2014年12月14日の第47回衆議院選挙に行われた国政選挙において、
自由民主党が大勝している。今後の原子力発電利用を否定していない政策を掲げている
同党は、『原子力に依存しなくとも良い経済・社会構造の確立を目指し、再稼働の可否
については 3 年以内の結論を目指す（2012 年衆議院選挙公約 23)より）』から『安全が確
認された原発は再稼働する（2013 年 2 月 28 日の第 183 回国会における安倍内閣総理大
臣施政方針演説 24)より）』と原子力発電に対する肯定的態度を徐々に強めている。 
そして、2014 年 4 月 11 日に閣議決定されたエネルギー基本計画 25）では『原子力発
電への依存度をできる限り低減するとしながら、原子力は重要なベースロード電源』と
したことで、一定規模の原子力発電の必要性を示した。これは、原発回帰を宣言したも
のである。しかし、原子力発電の新増設については見解の記述を避けている。 
このような原子力発電における“順風”な情勢にも関わらず、鹿児島県の川内原子
力発電所や福井県の大飯原子力発電所では再稼働に向けた取組が進められているもの
の、2015 年 6 月現在再稼働されていない。そこに、脱原発依存を求める民意が大きく
影響していることは明らかである。 
自由民主党政権において、原子力発電の可否を定め、再稼働を進める過程は福島事
故前を彷彿させるものであった。国会議員による原発ゼロの会 26）は、『3.11 の反省に
基づき原子力規制委員会創設をはじめとする原子力規制改革がなされたにも関わらず、
各主体の役割・責任が曖昧なまま、同委設置法案の国会審議や附帯決議の趣旨を無視し
た恣意的な法解釈と既成事実の積み重ねの中で原発再稼働に至ろうとしていることを
大いに憂慮する』、『エネルギー基本計画への提言として、国民参加による意思決定手続
きとガバナンスの適正化がない』と述べている。民主党政権（2009 年 9 月 16 日から 2014
年 12 月 26 日）で行われた「エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査」22)
を筆頭とする民意の把握や反映、そして市民の参画は限定された。エネルギー政策への
市民の参画については、政権のトップダウン志向にも依存し、福島事故前の状況に回帰
したと言わざるを得ない。エネルギー基本計画に対するパブリックコメントの扱いなど
にも、その傾向は表れている 27）。 
福島事故後、原子力を巡る社会的な問題は再び活性化し、表面化したと言える。そ
して、社会的な研究を行っている原子力関係者らの視線は、放射線に対する影響や不安
に対する社会的な問題など福島事故の対処的な事項に向けられ、原子力が置かれている
状況の分析や原子力の動向に関わる社会的な問題に向けた取組などに着目した研究は
ほとんどなされていない。また、日本原子力学会の年会における社会科学的な研究に該
当するセッション「総論」における発表件数も低下傾向を示している。 
福島事故後、原子力利用の動向は新たな局面を迎えており、一大転機を迎えている
と言っても過言ではない。ここにおいて、本研究は福島事故後の 3年間において実施し
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た意識調査により、首都圏住民と日本原子力学会員の意識の変動や社会情勢に基づいて、
福島事故後の原子力利用の在り方について方途・道筋を示すことの意義は大きい。 
 
2.2 提示した目的と諸課題に対する対応 
 
本研究では構築主義的な立場 28）から、原子力を巡る関心事や懸念に伴って生じる社
会的な問題について考究するスタンスを取る。構築主義的な立場では、社会的な問題を
市民や関係者の意識によって発生し、顕在化するものと見る。この考え方は、長谷川 29）
が『社会問題とは、人々によって意味付与され、発見されるものである』と述べている
ことと等価である。 
従って、この立場において、原子力を巡る社会的な問題の分析に市民や原子力関係
者の意識調査は欠かせない。換言すれば、意識調査結果に基づかずに原子力を巡る社会
的な問題に言及することは片手落ちとなる。本研究では、首都圏住民と日本原子力学会
員を対象として、著者らが実施した意識調査や種々の機関で実施した意識調査を用いて、
福島事故後における原子力の状況を社会的な問題と捉えて、論旨を展開していく。この
ような視座から原子力利用を巡る動向について考究した研究例は見当たらない。なお、
市民として首都圏住民を選定したことは、社会運動としての理念的活動における原子力
を巡る社会的な問題に対して言及していくことになる。本研究では、住民運動として原
子力施設立地付近の生活環境の防衛に関わる活動とは切り分けていく。 
そして、原子力の動向を規定するエネルギー政策のように市民の生活を左右する政
策に対する社会的意思決定過程における基本的方策として、決定過程への市民の参画を
積極的に推し進めることが合理的かつ総合的な、そして納得を伴った政策を導くために
不可欠な要素と捉えていく。種々の政策に関わる社会的合意形成過程に、市民が関与す
ることは国際的にも社会の潮流となっている。欧州や米国では、先導的な試みがなされ
ている。特に、スウェーデンでは原子力発電の存続期間を巡って、1980 年に国民投票
が実施されている。ドイツやフランサなどでも、高レベル放射性廃棄物の処分地の選定
において、市民や住民の参画による合意形成がなされている。 
原子力政策円卓会議 201030）では、日本の意思決定プロセスは形骸化しているという
認識に立って、熟議民主主義の時代に沿った意思決定プロセスの見直しを求めていた。
従って、民意の正確な把握と実効的な反映がなされなければ、原子力利用に活路は開け
ないと捉えることは妥当である。特に、福島事故後はその傾向を強めているものと思わ
れる。この観点に鑑み、福島事故後の原子力利用の在り方、特に、その在り方を判断す
るために必要な社会的な意思決定の在り方について、福島事故を契機に激変した社会状
況に則した提言を示していくことが肝要となる。 
そこで、まず福島事故前の原子力を巡る市民意識や社会状況を読み解くために必要
な情報を俯瞰的に収集し、整理した。福島事故前には“観察”に力点を置き、原子力を
巡る社会的な問題に対する分析に必要な要点の抽出から開始し、社会的な問題の特徴を
明確に表現する要点を仮説として提示した。ここでは、原子力利用に対して消極的賛成
を示す層内に賛成的、あるいは、反対的な意識背景を有する層を想定することで原子力
がおかれている状況をよく説明できるとし、その上で意識の特徴を以下と設定した。 
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・消極的賛成層の意識背景には、両義性意識（賛成な点も反対な点もあり、それが
二律背反となる意識傾向）が影響を及ぼしている。 
・両義性意識は、原子力利用に対する有用－無用、安心－不安、信頼－不信感情が
関連しあい、賛否に非対称な影響を及ぼす。 
・両義性意識は、原子力利用に対する「止むを得ない」感情と結びつく。 
・リスク認知に相当する安心／不安感情は、原子力利用を実施する主体などに対す
る信頼度に左右され、その信頼度は管理に対する期待の持ち方が主要因となる。 
・原子力利用に対する信頼は社会に対する信頼と結びつく。 
・生活を営む意識（社会意識）や価値観が原子力利用の賛否に影響を及ぼす。特に、
将来社会に対する意識（どのような社会を望むか）の影響が大きい。 
 
同時に、社会的な問題の本質を意識調査から探求する際に必要な意識を抽出し、社
会的な問題を分析するために実施する意識調査における要点も示した。これは、“観察”
の基礎情報として活用する意識調査に求められる要件の抽出を目指すもので、“観察”
のために必要な観点や方法に関する考察の位置づけとなる。 
この考察を受け、上述の仮説の検証を含めて福島事故前において意識調査の主眼で
あった「原子力利用に対する賛否態度」を規定する要因（規定因）を解明し、合わせて、
生活を営む意識との関連などを明らかにするために意識調査を設計し、福島事故前の
2006 年 11 月に首都圏住民を対象に 1回の意識調査を実施した。 
先行研究 31,32）から、規定因として安心感（リスク認知と表現する研究もある）と有
用感（ベネフィット認知と表現する研究もある）および信頼が挙げられている。ここで
は、それらが規定因であることを追認するとともに、その影響度合いを評価し、原子力
利用に対する賛否態度に探求した。 
そこでは、有用－無用、安心－不安の影響度が偏り（非対称性）を見せていること
を示した。すなわち、有用性認識が賛成の根拠となる度合いよりも不要性認識が反対の
根拠となる度合いの方が大きい。また、安心感は強く賛成感情を抱かせるが、反対感情
に対する不安感の影響度は強くない。賛成は安心から、反対は不要性認識から生じる傾
向がある。信頼については、影響度の偏りは少なく、賛否と対称的に連動している。ま
た、信頼の影響が多岐に及んでいることを掴んだ。 
さらに、林 33）の指摘を参考に生活を営む意識と賛否態度の関連を探り、その背景に
は成長的な経済発展志向度、経済発展を志向している対象との間での意識や利害の共通
度、経済発展への科学技術の貢献に対する期待度、および、成長的な経済発展で生じる
損害や犠牲に対する許容度などがあることを示した。なお、賛否態度と生活意識や価値
観などの関連については、土屋 34）や岡本 35）らの研究例があるが、本研究では新たな影
響因子や影響度を見出すなど、先行研究を上回る成果を導いている。 
そして、原子力利用に対する有用性認識について、現状における有用性はほとんど
の市民が認めているが、将来の有用性に対する認識が現状の原子力利用の賛否に影響す
ることを示した。これは、下岡 36）もその後の調査で確認するなど、意識調査における
新たな観点となった。現状と将来に切り分けて有用性を確認した意識調査はなかった。 
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最も特筆すべき成果は、半数ほどを占める消極的な賛成層に着目し、その層の意識
の背景を分析した結果に基づき、「しかたがない・やむをえない」とする心情を抱いて
いること、その心情の強度に応じて、深層的な賛否態度が賛成から反対に広くまたがる
ことを示したことで、これまでは定性的に言われていたことを初めて定量的に評価した。 
これらの成果は、本研究において詳細に解明されたものであり、特に消極的賛成層
の深層的な賛否態度について言及した研究例はない。そして、いわゆる「サイレント・
マジョリィテー」とされる消極的賛成層の動向が原子力を巡る社会情勢に影響を及ぼす
過程を明らかにしたことは、本研究の独自な成果として強調できる。 
なお、ここでの成果より、一般的な科学技術の導入を巡る社会的問題に言及するた
めには、当該科学技術に対する表層的な意識について強弱を含めて測定すると共に価値
観などを含めた社会意識を関連させることで、意識の深層に及ぶことが重要であること
を示し、それを行うための大枠としての方法論を構築した。 
この成果を受けて、原子力を巡る社会的な問題の動向（経年変化）を把握するため
に、一定間隔により繰り返す縦断的な（継続的な）調査を計画した。調査対象の母集団
を市民の代表として首都圏住民、および専門家の代表として日本原子力学会員を選定し、
1 年毎に実施することとした。いわゆる定点調査となる。意識変動を知ることで、原子
力を巡る社会的な問題の変動を把握し、社会的な問題の本質をさらに探求することを目
指したものである。 
本研究で活用した継続意識調査は、社会調査の手法に則した一貫性のある調査であ
る。この継続意識調査は、先に実施した意識調査の知見を反映させて調査票（質問項目）
を設計している。ここでは、原子力利用の是非に対して消極的な賛成、現状維持を表明
する層の意識の内部構造を区別化することが重要である。そのためには、少なくとも「利
用に対する賛否」、「今日と将来における有用／無用認識」、「安心／不安」、「信頼／不信」
について、選択肢の対称性を確保した双極形態を取った 5 段階の選択肢（肯定、弱い肯
定、中間：どちらとも言えない、弱い否定、否定）とする 5件法にて尋ねることが妥当
となる。これは、各種の質問において、「積極的」、「消極的≒中間回答」、「どちらとも
言えない≒保留」には意味があると捉え、その背景を分析するために必要な措置の位置
付けである。 
そして、首都圏住民と日本原子力学会員として、非専門家／専門家（工学者）、ある
いは需要側／供給側とする立場に対して実施し、結果の集計や分析・評価も学術的な新
たな知見を得ることを目論んだ。これにより、両者の意識差についても言及することが
できた。これは、公衆と工学（ここでは原子力技術）に携わる者（ここでは、主に進め
方を取り仕切る立場となる）の間の意識差とその経年変化が、社会的な問題の分析に重
要となることを意識したものである。 
継続意識調査は 2008 年 12 月から 2014 年 1 月までに 1 年間隔で実施した。そして、
2011年1月と2012年1月に実施した調査の間に福島事故が発生したことで、結果的に、
この継続意識調査は福島事故前後 3 年間、計 6年間の意識変化に言及できるものとなっ
た。首都圏住民においては、福島事故後 3 年を経過した時点においても、福島事故によ
るものと思われる影響による原子力利用の否定態度は継続し、原子力利用を安心できな
いものと見る傾向が激増した。一方、日本原子力学会員も福島事故によるものと思われ
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る影響を受け、否定見解を増やしたが、その後に特徴的な変動を示した。本研究では、
この変動について分析することで、日本原子力学会員の意識背景にも迫った。 
これより、福島事故前後の状況を把握することが可能となった。福島事故は首都圏
住民だけではなく日本原子力学会員の意識にも影響を及ぼしていた。そして、福島事故
後 3年間のそれぞれの変動を見ることで、福島事故によるものと思われる影響の継続性
に関しても評価できた。経年変化を含んだ“観察”が行え、福島事故前後における原子
力を巡る社会的な問題の分析に至った。そこから、福島事故後の原子力利用の在り方に
対する方策について検討し、問題解決に向けた方途・道筋を提示した。それは、原子力
利用に伴うリスクを注視し、リスクの選択を社会（公衆）と共同して行うことを基本方
針とすることを旨とするものである。その実現には、市民と原子力利用の推進を目指し、
それを担う立場の者のそれぞれの姿勢や意識改革が重要な役割を担うことを示唆した。 
最後に、示した方途・道筋を概念的に補強するために、福島事故後の原子力利用の
在り方を左右する姿勢や意識改革の方向性に対する言及を通じて、市民と原子力利用の
推進を目指し、それを担う立場の者の意識改革に必要な観点として、リスク概念と合意
形成の方法論を取り上げた。福島事故後の原子力の動向を左右する事項において劇的に
変化したことには、原子力利用に対する安心感が変化し、絶対安全あるいは安全神話の
否定の帰結としてリスクを前面に押し出さなければならないことが挙げられる。本研究
で活用した継続意識調査において、首都圏住民と原子力関係者の安心感の変化に特徴が
確認されている。 
ここで、原子力関係者の安全に対する意識において、原子力施設の事故の危険性に
対する感受性は弱いと言わざるを得ない状況であったことも示した。原子力学会員に限
定されるが原子力関係者の事故の危険性に対する感受性の弱さを実データに基づいて
実証した研究例はなく、本研究のみの成果である。そして、いわゆる「安全神話」ある
いは「ゼロリスク」に対する呪縛は原子力関係者こそを桎梏していたものとなっていた
ことを示した。なお、桎梏については、原子力開発の中枢を担った宮 37）やリスク評価
に詳しい堀越 38）など多数の原子力関係者が言及している。 
日本原子力学会員の事故の危険性に対する感受性の弱さや「安全神話」とする桎梏
が、福島事故の発生に影響を及ぼしていた可能性が指摘されている。それを踏まえて新
たな対応を勘案することが緊縛の課題である。継続意識調査で得られた日本原子力学会
員の安全に対する意識の動向に基づいて、福島事故後に必要なことを示した研究例はな
い。この成果は、福島事故後の原子力利用の動向に大きな影響を及ぼすものであり、福
島事故の教訓ともなる。事故の危険性に対する感受性の弱さは、『本当に危ないことは、
安心しすぎることである。危険であると認識しているうちは安全である。安心感が危機
を生み、危機感が安心を生む』とする指摘（為末大の発言 39）より）に通じる。 
本研究では、その影響を考慮して、原子力を利用する行為を「リスクの有る行為」
と捉え直すことを念頭とした新たなリスク概念を構築していく。ここでは、リスク概念
と意思決定の関係に着目して論じるもので、リスクを社会的な視野から見つめ直すこと
を主眼とし、技術的なリスク評価には立ち入らない。この概念の構築と適用が、福島事
故の教訓を活かしたものとして機能し、福島事故後の原子力利用の基本精神ともなるも
のである。同時に、この概念の帰結として、リスクの有る行為の是非にはその行為によ
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って損害を被る可能性のある者らの“決意や覚悟”とした心情が重要となり、それを醸
成するには判断過程への市民の参画が必須となることも示した。そして、合意形成に必
要な概念と方法論についても言及した。 
そして、新たに定義した「リスク概念」や「合意形成概念」に基づいて、継続意識
調査などの結果による福島事故後の原子力を巡る社会的な問題の分析とその対策を確
実なものへとしていく道筋を示していく。その上で、今後の原子力利用の在り方、特に、
今後の原子力の在り方を判断するために必要な政策決定過程に対する要件を示すこと
が、本研究の最終的な到達点となる。社会技術としての原子力技術を確立するために最
初に実施することは「リスクの有る行為としての原子力利用の是非」を多面的な視野か
ら、市民の参画の下で（あるいは、市民が支配的に）熟議すること、その方法論を確立
することが、第一歩となると結論づけるものである。 
 
2.3 関連研究との比較 
 
市民や原子力関係者の意識との関連付けした上で、原子力の在り方を判断するため
に必要な政策決定過程に対する要件について提示することは、本研究の学究的意義とし
て位置付けられるものであり、他の研究にない特徴である。 
なお、類似の先行研究は、大きく 2 つに分類できる。一つは、意識調査に関するも
のである。特に、福島事故前後の市民の意識を調査に基づいて言及している研究には、
横手 40）や北田 41）があるだけである。どちらも精緻な意識調査を行い、市民の意識変化
とその要因について評価している。しかし、調査結果の提示が研究目的となっており、
今後の原子力利用の在り方についての示唆は示すものの今後の政策提言や政策決定過
程に対する要件に結びつくものではない。 
もう一つの区分は市民参画の在り方に関するものである。政策決定過程への市民の
参画に関する研究については、科学技術社会論や公共事業に関わる土木関係の研究例が
方法にある 42,43,44,45）。前述の「エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査」22)
は、その実践的な“行動”である。これに関わる研究報告や提言がなされている 46,47）。
これは、今後の原子力の在り方を判断するために必要な政策決定過程における市民の参
画の一つの方法を実行したものである。 
他の社会的懸案事項の解決に向けた対策の立案に対する市民参画に関する研究は
多々あったことを例示した。しかしながら、「エネルギー・環境の選択肢に関する討論
型世論調査」以外の原子力に関わる事項における市民参画は、小規模な社会実験的な研
究例があるにすぎない 48,49,50)。それらは市民参画の方法論や意義・効果などに関する研
究が中心課題である。なお、市民の参画とは次元が異なる「参加」として、たとえば「広
報・広聴」あるいは「対話」とした説明・説得活動に関する研究は枚挙される。 
原子力に関わる意思決定においても、推進する側と一般市民の協働の必要性とその
発展形としての共進化概念が指摘されて久しい 51,52）。これは福島事故前から指摘されて
いた。福島事故による状況の激変によって、この指摘はさらに重みを増している。にも
かかわらず、原子力発電所の再稼働を目指している政府や産業界は、福島事故前の進め
方に固執していると言っても過言ではない。現状（2015 年 6 月）以降、数機の原子力
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発電所の再稼働を達成しえたとしても、新しい・開かれた環境で決定され、実施されて
いる原子力発電とはなり得ず、原子力発電所の新増設などには結びつかない。本研究が
目指している社会技術としての原子力技術にはなりえず、むしろ逆行しているとさえ言
える。 
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3. 原子力を巡る社会的な問題の分析に向けた予備検討 
 
3.1 はじめに 
 
 福島事故前の原子力を巡る市民意識や社会状況を読み解くために必要な情報を俯瞰
的に収集し、整理する。原子力利用を円滑に推進するためには、市民が原子力利用をどの
ように捉えているかを知り、その上で的確な対応を取る必要がある。ここでは、“観察”に
力点を置き、原子力を巡る社会的な問題に対する分析に必要な要点の抽出を行う。そこ
で、これまでに実施された原子力利用に関する意識調査や社会意識調査の結果を総合し、
市民が原子力利用に向き合う態度を明確にしていく。そして、社会意識の変化を背景とし
て、市民が原子力利用への賛否を決めている要因を見出し、原子力利用を巡る状況をどう
意味付けているかを探っていく。 
 この章ではこれまでに実施された意識調査を整理、分析することで、原子力が置かれて
いる状況を市民の意識の観点から論じる。そして、ここで見出すべきことは、原子力を巡
る社会的な問題について言及するために必要な事項である。 
 原子力利用に対して、多くの市民が消極的賛成を示すことが種々の調査で明らかにされ
ており、この点にまず着目する。これまで賛成層と見られていた消極的賛成層には賛否を
合わせ持つ意識（すなわち、両義的意識）が存在し、その中での意識の揺れが原子力利用
を取り巻く社会状況を大きく左右する。その意味で、消極的賛成層の“消極的”である意
味を理解することが重要になる。消極的姿勢をとる背景には、多くの市民が「原子力利用
に対し、主体的に取り組まず、同時に取り組めない」状況があるものと思われる。 
 
3.2 原子力を巡る社会的な問題の捉え方 
 
 原子力利用と市民（社会）との関係において、原子力利用が社会に作用を及ぼし、その
変化が社会を構成する者（市民）に影響を与える。同様に、社会を構成する者が原子力利
用に影響を与える。ここでは、原子力利用と社会との影響を“場”を介在した両者の相互
作用と捉えていく。ここで、“場”は、社会を構成する者により形成される意識の集合で構
成され、雰囲気（≒世論）としても表現される。社会を構成する者の“場”への作用は、
意識変化の結果として及ぼされる。そこで、意識の変化を知ることが、原子力が置かれて
いる社会状況を浮き彫りにする。そこから、原子力を巡る社会的な問題を読み解け、解決
に向けた的確な対応を可能にしていく。 
 まず、原子力を巡る社会的な問題について定義をする。ここでは、社会的な問題とは、
多くの者が「問題だ」と感じている状況 1)によって生じるとする立場を取る。すなわち、多
くの者が原子力利用に、何らかの問題（違和感や懸念）を感じているために（あるいは、
問題を提起している活動に共感や賛同することで）、原子力利用が社会的に問題化するもの
と考える。そこで、原子力を巡る社会的な問題を、多くの者が原子力利用やその周辺にお
ける問題点を感知、摘出することによって顕在化している社会現象として考察していく。
その上で、その要因について言及していく。 
 この観点では、社会的な問題には問題固有の特質は存在しないと言える。言い換えると、
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ある状況が社会的な問題で、別のある状況は社会的な問題には至らないとなるとき、その
状況間で社会的な問題か否かを選別する基準は存在しない。状況を社会的な問題とするの
は社会の意識であり、多くの者が当該状況を社会的な問題であると認識していることが社
会的な問題化の本質であるということができる。それゆえ、社会的な問題の特徴は、社会
を構成する者がどのように問題を意味づけるかによって、問題自体が大きく変わることに
ある。行政に係わる者、原子力関係者、立地地域住民、都市圏住民や市民など立場の違い
が特有の問題意識を生み、視点を変えることにより問題自体も変化してくる。 
 そこで、原子力利用がどのように捉えられているか、すなわち、誰が何をどのような点
を問題としているか（あるいは問題でないと主張しているか）を多角的に分析評価するこ
とにより、原子力利用が置かれている状況を明らかにしていくことができる。それが、原
子力を巡る社会的な問題の解明につながる。特に、社会を構成する者（市民）が原子力を
巡る状況をどう意味づけているかを知ることは、原子力を巡る社会的な問題の解明にもっ
とも有用な情報を与える。そして、原子力利用は社会と係わり、社会も原子力利用と係わ
ることで互いに働きかけ、影響を及ぼし合っている。そのため、原子力を巡る状況の意味
づけを検討する際には、社会状況や社会意識の変化を結びつけて考えることが必要である。 
 
3.3 原子力関係者や社会科学研究者が捉える原子力を巡る社会的な問題 
 
 原子力を巡る社会的な問題を検討するために多角的な視点から見つめ直していく。原子
力を巡る社会的な問題は、原子力の枠組みの中から見れば、多くの市民が原子力利用に問
題を感じていることにより、原子力利用プロジェクトが円滑に推進できないことと要約で
きる。一方、立場を変えれば、社会的な行為として推進されている原子力利用プロジェク
トに伴う社会的利害の幅が大きいため、その導入や活用をめぐって意見が対立し、かつ、
その対立が社会的損失を生み出しうる状況を出現させていることとも要約できる。社会的
損失自体も立場が変われば、見方が変わる。このように、視点を変えると問題自体も変わ
ることを意識することが社会問題の分析に重要であり、一面的な検討では本質を見損なう
恐れがある。 
 原子力関係者の多くは、原子力利用の枠組みの中から原子力を巡る社会的な問題を注視
し、そこから原因を事故や不祥事による信頼の喪失、市民の知識・理解不足による不安感
の発生とメディア情報への市民の過敏な反応、及び、原子力関係者からの情報提示及び説
明能力不足と捉え、それらを問題の本質と見ている。そして、安全に対する不断の取り組
みを率先すると共に原子力全般に対する事項をわかりやすく周知、説明する方法を模索し、
原子力利用を巡る論争を説明、説得で収めようとしている。 
 一方、原子力を含む科学技術などを研究題材としている社会科学系の研究者の多くは、
原子力を巡る社会的な問題を社会制度（特に、現行の科学技術政策の決定過程）が抱える
問題によって生じているものと捉えていることが窺える。社会科学系研究者が市民の意思
を必ずしも代表しているものではないが、社会構造を熟知した研究者による視野から捉え
た原子力を巡る社会的な問題の一端をつかむことができる。しかし、本当の意味での社会
の視点から、社会的な問題化の本質を探るためには市民の意識を知ることが重要である。 
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3.4 市民の意識から読み解く原子力を巡る社会的な問題 
 
 市民が抱く問題意識を明確にすることは、原子力を巡る社会的な問題の分析に必須であ
る。ここでは、公表されている意識調査結果から、原子力利用に対する賛否態度とその背
景を分析する。柴田 2) や加藤 3)が、これまでに実施された原子力利用に関する意識調査に
ついてまとめており、多種多様な調査が実施されていることがわかる。社会問題は社会情
勢の変化にも依存する。そこで、手順を第 3-1 図に示すように、まず、数 10 年に亘って継
続的に実施された調査から原子力利用の賛否態度の経年変化とその特徴を明らかにする。
継続的に実施された調査では原子力利用に対する賛否のみが公表されており、不安感など
原子力利用に関連する意識の経年変化を知ることは難しい。そこで、直近に実施された原
子力利用に関する詳細な調査結果をもとに賛否態度を決めている因子（賛否態度規定因）
を同定し、態度決定構造（意識構想）を見出す。そして、賛否態度規定因に対応する意識
の変遷とその背景を追うことで、人々の原子力賛否に対する問題意識の変遷を検討し、原
子力を巡る社会的な問題を見極めていく。 
 
 
 
第 3-1 図 原子力を巡る社会的な問題の分析手順 
原子力意識調査
（継続的、賛否のみ）
問題意識の変遷とその背景の抽出
社会問題の本質
賛否態度の経年変化
原子力意識調査
（非継続、詳細な意識）
社会意識調査
賛否態度規定因
態度決定構造
社会意識の経年変化
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3.4.1 原子力利用に対する賛否態度の経年変化 
 全国民を調査対象とし、同じ条件・質問内容での原子力に関する定期的な調査は、朝日
新聞（1978/12～2002/10）、NHK（1981/8～1998/3）、エネルギ ・ー情報工学研究会議（1989/7
～2003/10）などで実施されている。これらは、質問形式（設問や回答選択肢の設定）に違
いがあり、結果も表面的に異なっている。例えば、朝日新聞が実施した調査では、「これか
らのエネルギー源として、原子力発電を推進することに賛成ですか、反対ですか」とする
質問を全調査で行っている。 
 一方、NHK が 18 回実施した調査では、「原子力発電を積極的に進めるべきだとお考えで
すか？  “積極的に進めるべきだ”、“慎重にすすめるべきだ”、“これ以上進めるべきでは
ない”、“原子力発電はやめるべきだ”」と賛否の強弱を考慮した 4 つの選択肢を示して回答
を求めている。結果を第 3-2 図に示す。朝日新聞の調査については、同時期に実施された定
期世論調査の調査人数（新聞記事より）をもとに 95％の信頼区間を追記した。調査結果に
は様々な誤差があることが知られているが、ここでは計量評価できるサンプル誤差のみを
図に盛り込んだ。 
 
(1) 調査結果の概要 
 朝日新聞の結果では、1980 年当初、推進賛成は 60％前後であったが、その後減少し続け、
1986 年 8 月の調査では反対が賛成を上回っている。1990 年 9 月の調査で反対が 53％、賛
成が 27％とそれぞれ極大、極小となり、その後は反対が 40％台、賛成が 30％台に揺れ戻
しを見せながら落ち着いている。 
 調査期間内に TMI 事故をはじめ種々の事故、不祥事が起きている。TMI 事故は、直後の
調査で賛成が減少したが、次の調査では回復しており、一過性の影響とみることができる。
チェルノブイリ事故後に賛否の割合が逆転したのはそれ以前からの変化傾向の継続であり、
それ以前から続いていた変化傾向（賛成の減少、反対の増加）を加速していることに注意
しておく必要がある。その後の事故や不祥事の影響は顕著に見られない。1990 年頃を境に
した賛成が下に凸（同様に反対が上に凸）となる傾向は原子力関連の事故や不祥事の影響
だけでは説明できない。この長期的変動は社会意識や情勢などの変化によるものと考える
ことが妥当である。事故や不祥事によっても社会意識や情勢は変化し、賛否変動に現れる。
しかし、賛否の長期的変動は原子力関連以外の様々な要因による変化との関連の結果を強
く含むと考えられる。 
 NHK の結果は、調査全期間において、どの回答層もチェルノブイリ事故前後以外に大き
な変化はない。特に、“慎重に進めるべき”と回答した層が 50％台と多数を占め、全期間で
ほぼ一定していることが特徴に挙げられる。“積極的に進めるべき”と回答した層は 1980
年代前半では 10％台であったが、チェルノブイリ事故の影響でステップ的に減少し、その
後は 7～9％ほどをたどっている。“原子力発電はやめるべき”と回答した層は、調査初期で
は 5、6％ほどであったが、1990 年前後数年には 10%台となり、朝日新聞の反対回答層と
同様に 1990 年前後を極大に上に凸状態を示している。“これ以上進めるべきではない”と
回答した層は、チェルノブイリ事故後に 10％台から 20％台後半にステップ的に上昇し、そ
の後、徐々に減少しているものの事故の影響が長期に渡っている。 
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 (1) 朝日新聞の調査結果
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第 3-2 図 朝日新聞と NHK による調査結果 
柴田 2)や朝日新聞記事などに基づく集計結果より作成 
 
 
 
 
(b) 反対回答の変化傾向
(2) NHKの調査結果
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“慎重に進めるべき”とする層がほぼ一定に多数を占めることで、柴田 2）は“慎重に”の
文言によりここに回答が集中し、結果の明確性を損ねたと指摘している。確かに、“積極的
に進めるべき”層を合わせた 60％台が原子力を支持する層（＝賛成層）とすると朝日新聞
の結果とは回答割合や変化傾向で整合が取れていないし、チェルノブイリ事故の影響がこ
の層にだけ見受けられないことも奇異である。一方、負の面を持つ対象に対する判断が、
消極的な肯定としての弱い賛成（ここでは、慎重に進めるべき）となることは当然なこと
でもある。平松 4)は、質問順序や質問形式などで結果が異なること、結果の誘導も可能であ
ることなどを指摘し、調査結果が必ずしも社会の意見を示しているわけではないとの問題
点を述べている。両調査も何らかの影響で結果の精度を欠き、それが両結果の違いである
可能性はある。 
 しかし、ここでは両結果とも人々の意見の“一面”を表しているものとして互いの結果
を照らし合わせ、特に中間回答となる“弱い”態度に着目し、朝日新聞、NHK に代表され
る二択式と四択式の調査結果に見られる特徴を探ることで、そこに隠れた“真意”を明ら
かにしていく。 
 
(2) “弱い”態度の扱いとその“真意” 
 賛成か反対かの二択式の質問では、回答者が両義的な意識を有している場合（賛成な点
も反対な点もあり、それが二律背反状態となっている場合）には賛否態度を計りきれない
可能性があることを世論調査事典 5)などが指摘している。NHK 調査の場合は、賛否の強度
を段階的に問うもので、両義的な意識の影響を考慮することができる。だが、中間回答を
好む傾向のあるとされる日本人の特性を考慮すれば、無難で答えやすい“慎重に”に多く
の回答が集まることも否定できない。朝日新聞の賛否二択での調査では、回答を保留する
層が NHK のものより多い。賛否を明確に意思表示することを避ける層の存在も予感させる。 
 小野寺 6)は、“非常に”、“かなり”と言った程度表現の影響を調査し、弱い程度を表現し
た修飾語がついた回答には逆の意味を含む範囲に回答者の意識が分布していることを明ら
かにしている。つまり、弱い賛成（あるいは、反対）を選択する回答者の意識は、「強い賛
成（反対）を控えめに表現するような者」から「反対（賛成）のほうが強いが賛成（反対）
する点もあるために弱い賛成（反対）に回答するような者」など賛否が異なる態度をまた
いで広く分布している可能性を示唆している。 
 
(a) 二択式調査と四択式調査の統合分析 
 そこで、NHK 調査での “ 積極的に進めるべきだ“、“慎重にすすめるべきだ”、“これ
以上進めるべきではない”、“原子力発電はやめるべきだ”と回答した層をそれぞれ強い賛
成層、弱い賛成層、弱い反対層、強い反対層として、朝日新聞調査での賛成、反対、保留
と回答した層を結果の整合性を考慮して第 3-1 表のように割り振る。ここで、例えばα1と
は“慎重に進めるべき”と回答した層が賛否を二択で問われた場合に賛成と回答する比率
（0≦α1≦1）を示したものである。 
 両調査は実施日が異なるので、朝日新聞の結果を内挿して NHK の実施日での結果を推定
する。朝日新聞の結果が短期間で急激な変化を見せていないことから内挿を妥当とした。
それより、4 つの未知数＝割り振る比率（α1、α2、β1、β2）に対して、2 つの等式が得
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られる。なお、 ˆ ˆ, , , , , , ,F A H f f a a h  は、第 3-1 表に示す朝日新聞と NHK の調査における
各層の回答割合を示す。 
 
 
第 3-1 表 弱い態度の賛否を割り振る比率  
 
 
  1 1
ˆ ˆF f f a                     (1) 
 2 2
ˆ ˆA a f a                     (2) 
このとき、 
 ˆ 0f f f F                     (3) 
 ˆ 0a A a a                      (4) 
 
が全調査期間で成立している。(3)式は、強い賛成層と弱い賛成層の和が二択式での賛成層
より多いことを示している。(3)式及び(4)式から、弱い賛成層に反対的色彩の層が存在する
ことがわかる。 これより、“慎重に進めるべき”層で賛成の色彩を有する層は、α1 を最大
にすること、および、β1を最小（すなわち、0）とすることで 
                  1 ˆff f F f                    (5) 
賛成 反対 保留
積極的に進
めるべき 1 0 0
慎重に進
めるべき
これ以上進める
べきではない
止める
べきだ
わからない、
無回答
NHK調査
朝日新聞調査
F A H
f
fˆ
a
h
aˆ
10 0
100
1 2
21
1 21   
1 21   
F
f
fˆ
f
ff
A
a
aˆ
f
a
h
haH
h
h
hf
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と得る。(5)式は、弱い賛成層の中で賛成的な色彩を有する層である弱い賛成層（賛成的色
彩）を表している。α1 を最大にすること、および、β1を最小（すなわち、0）とすること
は、弱い賛成層（賛成的色彩）が“慎重に進めるべき”層のみで構成されていることを仮
定するものである。この仮定を検証する手段はないが、“慎重に進めるべき”とする選択肢
は強度を考慮せねば賛成の意味を表すものであり、結果の整合性から妥当とした。 
 さらに、 
                 0h f a                       (6) 
も全調査期間で成立することから、(4)式は、どちらかと言えば反対の立場だが、賛否を問
われれば“慎重に進めるべき”と回答する層を表し、“慎重に進めるべき”層×α2 で決ま
る弱い賛成層（反対的色彩）を示している。(6)式は、賛否の二択では回答を保留する層を
表しており、二択式と四択式での回答を保留した層の差は、 
                 0h H h                        (7) 
である。そして、この層を回答の意思のある保留として、賛成でも反対でもなく慎重な推
進を求めるものと捉え、現状維持的な色彩を有する層と解釈する。この層は、“慎重に進め
るべき”層×（1-α1-α2）で決まる弱い賛成層（現状維持的色彩）と“これ以上進めるべき
ではない”層×（1-β1-β2）で決まる弱い反対層（現状許容的色彩）に分けることができる。
これを分ける情報は存在しない。そこで、弱い賛成層（現状維持的色彩）と弱い反対層（現
状許容的色彩）を二択式の賛否の比率と等価となるように分けた。すなわち、 
  hf h
F
F A
                        (8) 
 ha h
A
F A
                         (9) 
とした。(8)式が弱い賛成層（現状維持的色彩）、(9)式が弱い反対層（現状許容的色彩）を表
すものとなる。これより、“これ以上進めるべきではない”層の中で弱い反対層（反対的色
彩）は、 
               ˆaa haa                        (10) 
となり、割り振り率β2 を求めることができる。“これ以上進めるべきではない”層は弱い
賛成層と異なり、β1≒0 とで回答とは逆の態度となる賛成的色彩を有する層はない。 
 
(b) 両調査結果を統合した結果の解釈  
 これらの分析から、弱い賛成層は賛否をまたがる態度に分布していること、弱い反対層は
ほぼ反対態度を持つことがつかめる。第 3-3 図、第 3-4 図にここで求めた割り振り率の推測
結果を示す。 
 チェルノブイリ事故前後（1986 年 3 月と 6 月）に行われた調査で見られたステップ状の
変化について、第 3-3 図より弱い賛成層（賛成的色彩）の増加と弱い賛成層（反対的色彩）
の減少が見られる。また、第 3-4 図より弱い反対層（反対的色彩）の増加との弱い反対層（現
状許容的色彩）の減少が見られる。この変化は、強い賛成層の一部が弱い賛成層（賛成的
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色彩）に移行し、同時に弱い賛成層（反対的色彩）が弱い反対層（反対的色彩）に移行し
たものと考えられる。 
 
 
第 3-3 図 弱い賛成の中身 
 
 また、チェルノブイリ事故以前で、第 3-3 図において、1986 年まででは弱い賛成層（賛
成的色彩）が減少し、弱い賛成層（反対的色彩）が増加していること、さらに第 3-4 図にお
いて、1986 年まででは弱い反対層（反対的色彩）が減少し、弱い反対層（現状許容的色彩）
が増加していることを、弱い態度を示す層内での賛否強度差の低下（態度の均一化）と見
ることができる。態度の対立を和らげる方向に動いていた社会の流れをチェルノブイリ事
故が断ち切り、再び態度の分化を起こし、その後、長期に及んでいることをうかがわせる。
他の事故や不祥事が賛否態度に長期的な影響を及ぼしている様相は見られないが、チェル
ノブイリ事故だけが賛否態度に長期的な影響を及ぼしている。 
 さらに、強い賛成層の一部はチェルノブイリ事故で弱い賛成層に移行したが、弱い反対
層が強い反対層に移行することはなかった。このことは、強い反対層と弱い反対層（反対
的色彩）の違いは反対の強度ではなく、その他の要素が入り込んでいることを示している。
なお、興味深い点として、強い賛成層と強い反対層の和は、調査期間全般において変動が
○ 弱い賛成（賛成的色彩） α1
□ 弱い賛成（反対的色彩） α2
◇ 弱い賛成（現状維持的色彩）
1986年6月
1986年3月
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0.0
0.5
1.0
割
り
振
り
率
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さらに少なくなる。強い態度の層は、社会情勢などの変動に影響を受けにくく、確信・信
念に基づいている層（いわゆるハードコアな層）とそのときの状況で賛否を強い態度に振
り分ける層（中間態度を取らない層）に分けることができる。 
 
 
第 3-4 図 弱い反対の中身 
 
 このような解釈を用いると、多数を占める弱い賛成層内での賛否の色彩変動が賛否変動
に大きな影響を及ぼしていることになる。賛否の強度を細分した態度の時系列変化を第 3-5
図に示す。これが、賛否強度とその背景を考慮した賛否動向を示している。 
 
○ 弱い反対（反対的色彩） β2
□ 弱い反対（現状許容的色彩） １-β2
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第 3-5 図 賛否強度を考慮した態度の経年変化 
 
(c) 五択式調査との整合 
 エネルギー・情報工学研究会議 7)が実施した調査（1989/10～2003/10）では、今後の原
子力発電所建設の賛否について、“積極的に推進”、“少しずつ推進”、“現状を維持”、“少し
ずつ廃止”、“全面的に廃止”と五択式の選択肢で質問している。“積極的に推進”と“少し
ずつ推進”が減少し続け、“現状を維持”と“少しずつ廃止”が増加傾向を見せている。選
択肢に“現状維持”が明文的に盛り込まれると賛否回答傾向が異なっていく。各回答間の
経年変化傾向を注視すると、現状維持層の変化は強い賛成層と弱い賛成層と負の相関を、
弱い反対層と正の相関傾向を見せる。上記と同様な分析で背景を探ると、“少しずつ推進”
層は現状維持が選択肢にあるためにほぼ弱い賛成層（賛成的色彩）であることがわかる。
また、現状維持層は 1995 年ころまでではほとんど反対的色彩を持っていたが、その後に賛
成的色彩を持った層が現れ、少しずつ増えてきていることがわかる。また、“少しずつ推進”
と“現状を維持”を足し合わせると NHK の“慎重に進めるべき”と同様な回答割合と変化
傾向を示している。“慎重に進めるべき”層は、“少しずつ推進”か“現状を維持”に回答
が分かれる。そして、“少しずつ推進”と回答していた層が“現状を維持”に回答を変えて
きていること、すなわち弱い賛成層（賛成的色彩）が賛成態度を弱め、賛成的色彩を有し
つつ現状維持を望みだしたことを示唆している。同時に NHK の四択式の質問に“現状維持”
を加えた五択式の質問では、弱い賛成層（反対的色彩）が現状維持に回答する傾向が強く
なっている。 
S.O 強い反対
R.O-O 弱い反対（反対的色彩）
R.F-O 弱い賛成（反対的色彩）
R.O-H 弱い反対（現状許容的色彩）
H.A 保留・無回答
R.F-H 弱い賛成（現状維持的色彩）
R.F-F 弱い賛成（賛成的色彩）
S.F 強い賛成
1982     85           1990          95    1998年
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R.O-H
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 (3) 賛否態度経年変化の分析結果 
 原子力関係者の多くが原子力を巡る社会的な問題を強く意識し、社会との関係改善を志
向したのは 1990 年代後半のころからであることは前述している。事故や不祥事の影響を含
めて 1990 年代後半以降、原子力が社会における問題として強く認識され、原子力プロジェ
クトが円滑に推進しにくくなっている。それ以前には反対運動はあったものの、原子力プ
ロジェクトは着実に推進されていた。賛否の二択式調査（朝日新聞）では、1990 年ころに
賛成が極小となり、その後は徐々に回復していること、四択式調査（NHK）では、賛否に
対する態度が安定していることなど、意識調査の結果からは 1990 年代後半からの原子力を
巡る社会的な問題の動向を掴むことができない。しかし、弱い態度層の色彩変化を探るこ
とで、弱い賛成層（反対的色彩）は 1980 年代には 10%程度であったものが、それ以降は増
え続けて近年では弱い賛成層（賛成的色彩）と共にどちらも全体の 30%近くを占めている
と推測でき、1990 年以降の推進しにくい状況と合致している。アンケート式の意識調査で
は読み取ることのできない弱い賛成層の色彩の変化が原子力を巡る社会的な問題の状況変
化に影響を及ぼしているものであり、弱い態度を取る中間層が反対的色彩に移行している
ことによる推進に対する懐疑的な心情（反対ではなく、躊躇を求めている）が感じ取れる。 
 これまでの検討によって、“慎重に”に代表される弱い賛成（あるいは、現状維持）には、
反対の色彩も盛り込まれることが明らかになった。回答者は自身の態度に最も近い選択肢
を選ぶが、選択肢に入り込まない部分が存在する。そこで、これらの意識背景を含んだ態
度を決定付けている要因（賛否態度規定因）とそれらから構成される態度決定構造を明ら
かにする必要が出てきた。 
 
3.4.2. 原子力に対する賛否態度規定因と態度決定構造 
  佐田 8)は、原子力を巡る社会的な問題について社会運動や意思決定過程などを絡めて社会
科学的考察を行っている。その中でサイレント・マジョリティとする層の特徴を述べ、期
待と不安とが入り混じった態度を取ることを指摘している。中間的回答を好む傾向の現れ
であるとしても“慎重に”とする背景は両義的意識の現れであり、不安を抱えながらも必
要性を認めていると捉えられる。弱い賛成層の意識をさらに明らかにするため、意識の中
に賛成と反対が混在している両義的意識の背景を探り、原子力に対する賛否態度規定因と
その背景について検討し、“消極的”の意味を明らかにする必要がある。 
 
(1) 意識調査結果の概要 
 原子力に対する意識を詳細に調査した多くの結果（非継続的な調査）を整理し、それら
を俯瞰的に見て賛否態度を分ける要因を分析する。 
 
(a) 原子力に対する意識調査 
 原子力に対する賛否以外に不安感など原子力に係わる多種の意識を同時に質問し、その
関連から意識を見出す調査が多く行われている。下岡 9)は、原子力発電に関する質問間の関
係から賛否態度に及ぼす有用感や安心感の影響を分析している。弱い態度の両義的意識の
存在に触れ、多くの人々が恐れや不安のような感情的な要因以上に安全性や必要性といっ
た認知的要因を重視していることを指摘している。 
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a) エネルギー・情報工学研究会議による調査 
 エネルギ ・ー情報工学研究会議 7)の調査では、大事故の可能性、安全確保の可能性、政府、
電力会社、メディアに対する信頼、エネルギーや地球環境への関心、社会進歩などに対す
る意識変化と推進の賛否変化との関連を見ることができる。そこから、多くの者がエネル
ギー供給に原子力が貢献していることを評価しているものの、エネルギーを大量消費する
現行の社会に疑念を感じ始めていることがわかる。また、政府、電力会社、そしてメディ
アへの信頼の低い層が推進への疑念を持っていることもわかる。 
 
b) 社会経済生産性本部による調査 
 社会経済生産性本部 10)が 2003 年 12 月に実施した最新の調査では原子力発電の必要性、
安全性や推進の是非などを質問している。その質問間のクロス集計結果も公表されている。
ただし、必要性、安全性、推進の是非では、例えば、推進肯定＝“積極的に推進”＋“慎
重に推進”として回答の強度を考えずに結合されているため、ここで示した考え方に基づ
いた分析はできない。 
 
 
第 3-6 図 社会経済生産性本部による意識調査 
（必要性、安全性、推進是非のクロス集計） 
参考文献 10)をもとに筆者がグラフ化  
 
 必要性と推進の是非の間では、第 3-6 図に示すように回答者全体の 22.7%が“不要∩（か
つ）推進否定”と答えている。必要としている層の中での推進是非については、現状維持、
推進肯定、推進否定とする層の存在がわかる。また、安全ではないとする層にも推進否定
と現状維持と少数の推進肯定の立場があることもわかる。さらに、今後重要なエネルギー
政策に関する質問と必要性から、化石燃料を今後のエネルギーの柱と考える層のみが原子
力を必要とするよりも不要と答える割合が高くなっている。そして、新エネルギーなどの
導入に期待はするものの、化石燃料への依存を避けるために原子力の必要性を認知してい
ることがうかがえる。また、今後の暮らしレベルとエネルギー消費（社会進歩観）と推進
是非の間では現状程度で十分とする意識が現れている。 
％
A 不要∩推進否定 22.7
B 必要∩現状維持 20.1
C 必要∩推進肯定 16.9
D 必要∩推進否定 7.5
E 不明∩不明 5.6
F 不要∩不明 5.1
G 不要∩現状維持 5.0
その他 17.1
％
A 安全ではない∩推進否定 26.9
B 安全ではない∩現状維持 14.2
C どちらとも∩現状維持 11.4
D どちらとも∩推進肯定 10.2
E 安全ではない∩不明 7.5
F 安全∩推進肯定 5.8
G 安全ではない∩推進肯定 5.3
その他 12.2
必要性と推進是非
0% 50% 100%
A B C D E F G
安全性と推進是非
A B C D E GF
0% 50% 100%
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c) 内閣府による調査 
  内閣府が実施した「エネルギーに関する世論調査」11)では、今後の原子力発電の進め方な
どと共に原子力発電について安心、不安の観点から質問している。安心と答えた者が安心
する理由として、46.1%が「国や電気事業者を信頼しているから」を挙げている。また、不
安と答えた者が不安を持つ理由として、事故や不祥事の影響を挙げている。回答は選択形
式であり、安心できる理由として、「安全だから」とする選択肢が存在し、30.9%がこれを
理由としている。安全だと感じる理由として、技術的なことと国や電気事業者に対する信
頼に基づくものであることが掴める。安全であることを技術的な観点から確信する層は原
子力技術に熟知した少数層であり、別の選択肢として国内外での運転実績を 44％の者が選
択していることを含め、着実な運転実績が安全を感じる理由となることなどから、安心を
抱く層は実施主体に対して実績を通じて信頼を感じ、実績が信頼を増していく層であるこ
とがわかる。技術に抱く信頼は、技術の信頼性を保障する組織や人に対する信頼に大きく
依存していることを示唆している。 
 
d) 原子力安全システム研究所による調査 
  原子力安全システム研究所 12)では、種々の調査を継続的に行っている。そのなかで、推
進の是非を“利用するのがよい”、“利用もやむを得ない”、“他電源に頼る”、“利用すべき
でない”（アンケートに用いた選択肢の文言を省略した）を選択肢として質問している。同
時に不安感を“非常に不安”、“かなり不安”、“少し不安”、“全く不安なし”とした不安強
度を考慮した選択肢での質問や発電能力に対する見解を質問するなど多くの調査項目があ
る。そこでは、事故で不安感などが変動するものの、推進の是非は安定していることが示
されている。経年変化傾向から、“利用するのがよい”とする層は“少し不安”や“全く不
安なし”と回答する層と同一な変化傾向を見せ、“利用もやむを得ない”とする層は“かな
り不安”と同傾向を持つ。“他の発電に頼る”とする層は“非常に不安”と同傾向を見せる
が、“かなり不安”とは逆傾向を見せることが特徴的である。“利用すべきでない”とする
層は“非常に不安”のみと同傾向を見せる。これらから、“利用するのがよい”層はあまり
不安を感じていないこと、“利用もやむを得ない”層は拒否するほどではないがかなりの不
安を感じていること、“他の電源に頼る”層と“利用すべきでない”層は強い不安を感じて
いることを読み取ることができる。 
 一方、両義性における「不安」の対極としての「必要性」に対する見解は、今後のエネ
ルギー政策に対する見解や将来の主力電源として期待する技術に対する意識などからわか
る。省エネルギー対策や太陽光発電に期待すると共に原子力によるエネルギー供給への期
待は高い。この調査では、「現在の日本の発電能力は十分だと思うか」を質問し、“ちょう
どよい”と“やや不足”と回答する者が多数を占めている。この質問結果と推進是非の関
係からも“必要性”に対する意識を見ることができる。発電能力に対する見解から、“利用
するのがよい”層は発電能力不足を感じ、“利用もやむを得ない”層は十分であるものの不
足に対する懸念を感じている。“他の発電に頼る”と“利用すべきでない”層は、発電能力
は十分であると感じている。これらの傾向は、他の調査においても同様である。これらに
より、推進の是非を変化させる要因を第 3-7 図のように表せる。 
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第 3-7 図 賛否態度を分ける要因 
参考文献 12)をもとに筆者がグラフ化 
 
 さらに、多くの質問結果から原子力発電所への総合的態度（好意的⇔非好意的）を数量
化Ⅲ類によって求めている。この中で総合的態度への各質問の選択肢スコア（ものさし）
を第 3-8 図としてまとめている。横軸の数値が大きいほど好意的、小さくなるほど非好意的
であることを表しており、質問項目に対応した意識に対する選択肢の相対的なスコアとな
る。例えば、原子力発電を悪い影響が与えないように上手に利用することができるか否か
（上手な利用可能性）の項目では、できないと答えた人の反対度は大きく、できると答え
た人の賛成度は同程度に大きいことを示している。どちらでもないと回答した人は、中立
（横軸の値が 0）よりも反対側にあり、反対態度をもつことを表している。この調査では質
問の項目設定によって、どちらでもないと回答することで態度の明確化を避ける人の中に
中立的態度ではなく、“隠れた”賛否態度が存在していることを示唆するなど貴重な情報を
示している。この 8 つの項目から選択した回答のスコアの和が総合的態度となる。不安に
かかる項目の選択肢スコアが低く、かつ、不安の強度（非常に、かなり、ある⇔なし）は
考慮されずに有無のみが意味を持つことなど興味深い情報を得ている。 
 この分析により賛否の根拠について同定することができる。賛成態度を取る者は原子力
を上手に利用することができると考え、今後の主力電源を原子力としていることと共に説
明情報に対する賛同度・共感度が高くなっている。有用度や重要度が賛成態度に及ぼす影
響は、賛同度や共感度に比べて小さくなっている。逆に反対態度を取る者は原子力を上手
に利用することができないと考え、有用度や重要度に対し強い疑義を持っている。そして、
説明する対象（実施主体や行政など）に対して不信感を抱き、その結果として説明情報な
どからの影響度は小さくなっている。 
 これらの調査結果より、科学技術の可能性を信じると共に他者への賛同、共感、期待と
して現れる信頼感の強い者が賛成態度を持つ傾向にあること、科学技術の負の面を強く意
識し、他者からの情報よりも自身の社会観、社会進歩観と照らし合わせた上での無用性意
識の高い者が反対傾向を持ちやすいことがわかる。同時に、不安が賛否を規定する支配的
因子ではなく、信頼や共感などの認識度の違いによる二次的因子であることを示している。 
 
かなり不安
不安なし
発電能力増強不要
非常に不安
不安あり
発電能力増強必要
強い賛成 弱い賛成 強い反対弱い反対
情緒的傾向
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第 3-8 図 原子力への総合的態度の物差し 
参考文献 12)をもとに筆者がグラフ化 
 
(b) 原子力に対する意識と社会意識を同時に調査した社会心理学的調査 
 林 13)は、市民の原子力に対する賛否態度は原子力に対する直接的な賛否態度のみではな
く、それを包む、あるいはそれを支える多くのものに対する態度と関連しているという立
場から総合的に解明する必要があることを指摘している。この立場から、原子力に対する
賛否態度と政治的態度、社会観、価値観、迷信などに対する考えなどの社会意識を同時に
調査し、賛否態度などの背景・心理状態を明らかにすることを目的とした社会心理学的な
調査研究が実施されている。 
 代表的な調査例として、原子力安全システム研究所 12)は、原子力への態度と人々の特性
の関係を見出している。そこでは、社会全体の出来事に対する関心の有無から 10 数%の無
関心層と関心層に分類し、無関心層の特徴を明らかにした。次に、関心層について、前述
の原子力に対する総合的態度を分ける意識の特徴を情緒的傾向などから説明し、態度の強
弱に情緒的思考の影響があることを示している。岡本 14)は、社会進歩観、権力や秩序への
考え方、及びリスクに立ち向かう姿勢の 3 つの観点で原子力に対する賛否態度を規定し得
るとしている。土屋 15)は、秩序・協力を重視するか、自由を重視するかの傾向と自発的か、
従属的かの傾向の 2 軸から人々を 5 分類できることを見出し、原子力賛否態度との関連を
考察している。篠崎 16)は、安全に対する信頼、危険度評価と共に社会の成り立ちや仕組み
に対する見方を表す社会システム観を導入し、その観点から賛否態度を説明している。そ
の中で、個人志向が賛成態度に、社会志向が反対態度へと結びつくことを示している。 
 社会意識と原子力利用への意識を合わせて調査し、人々の回答傾向を分析したこれらの
研究から、賛否態度を分ける気質として社会進歩に対する期待度、社会的な従属度などの
志向が挙げられ、生き方、働き方、家族・人間関係・社会のあり方に対する意識が賛否態
度に強く影響を及ぼしていることが示されている。原子力利用に対する態度は、自身の置
重要度
重要どちらともいえない重要でない
有用度 有用
どちらともいえない
有用でない
事故不安 少し不安、全く不安なし非常に、かなり不安
希望主力電源 原子力発電原子力発電以外
説明同意数 賛成意見に
多く同意
賛否意見に同数同意反対意見に
多く同意
安全記事共感度 安全記事：共感できる
安全記事：共感できない
上手な利用可能性
できるどちらともいえないできない
利用態度
利用する
のがよい
利用もやむ
を得ない
他の発電
に頼る
利用すべき
でない
-2 -1 0 1 2反対度 賛成度
意識の観点
40 
 
かれている立場や環境、それに伴う知識や経験によって獲得した、あるいは生来的な気質
によるところが大きいことがわかる。そこから、自身が望む生活（及び、それを実現する
社会）の在り方、そのために自身が取る方法に対する考え方が賛否を分ける要因になる。 
 
(c) 原子力に対する賛否態度規定因に着目した調査 
 賛否態度の規定因、構造を探求する調査研究も多い。ここでは、代表的な調査を示し、
賛否態度規定因について考察していく。 
 
a) 木村による調査 
 木村 17)は、都市部を対象に原子力政策への支持に関する態度と、立地地域を対象に近接
地への原発立地に対する態度について調査し、共分散構造分析などの統計手法から事業主
体信頼、有用性、立地恩恵、リスク認知の 4 因子を抽出し、その因果関係をモデル化して
いる。都市部では、有用性の認識度が政策支持態度に大きく影響し、有用性の認識につい
て国や電力会社などの事業主体への信頼度に左右されることを見出している。また、立地
地域では、危険に対する捉え方を示すリスク認知が建設支持度に大きく影響し、同時にリ
スク認知は事業主体への信頼度に左右されるとしている。都市部でリスク認知にあまり影
響されないことは危険性に対する他人事意識の現れと解釈できる。一方、立地地域では、
危険性を自分自身のこととして意識していることがわかる。どちらも事業主体への信頼が
有用性認識とリスク認知に間接的に影響していることは、事業主体の言動や行動の確から
しさを観察することでそれらを判断していることを示唆している。有用性やリスクに関し
ては、それ自体について判断しているだけではないことがわかる。 
 
b) 角田による調査 
 角田 18)は、大学生を対象に原子力利用に伴うリスク認知とそこに影響を及ぼす要因につ
いて調査した。政府・電力会社、メディア、及び科学技術に対するそれぞれの信頼度、関
心度、知識量、環境に対する重要度、環境への悪影響の認識度、事故の可能性の認識度と
安全にかかる事項の認識度の因果関係を見出している。安全にかかる事項の認識度は関心
が高まると向上し、政府・電力会社への不信が高まると減少するとしている。 
 
c) 大西による調査 
 大西 19)は、原子力発電（軽水炉）、もんじゅ、火力発電、医療用レントゲンについての受
容度を調査し、地域特性、男女差、科学技術対象の違いを分析している。人々が原子力発
電事業において営利事業的要素が優先されている気配への危惧の念を感じ始め、同時に胡
散臭い印象を抱いていることが原子力を推進する実施主体への信頼を低下させ、十分な管
理能力への信頼を損ねる形で全体的な受容度を低下させていると指摘している。 
 
d) 上市による調査 
 上市 20)は、一般的なリスク全般に関する意識を調査し、その中で理系大学生を対象とし
て原子力利用に対する意識調査を実施している。そこでは、多くの研究同様にメリットと
リスクに対する認識が原子力利用への賛否を決定づけるものとしている。心配性傾向を示
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す情緒性の強い者は不安を抱きやすく、それがメリットの割にコストが大きいと考えるこ
とにつながり、原子力利用への忌避を示すとしている点が注目される。また、不安が危険
性認知につながらないこともあることを示している。 
 
e) 山本による調査 
 山本 21)は、関西地区を対象に原子力利用への受容度を調査し、役立つか否かを示す有用
性認識が必要性を高めること、事故報道への過敏性が信頼を低下させ、不安を増加させる
こと、さらに信頼感の低下が不安の増加にも結びつくことを示している。そこから、必要
性と不安及び信頼が、受容度を決定付ける要因としている。 
 
f) 増地による調査 
 原子力利用に対する賛否規定因の検討に参考となる他の科学技術などに関する検討とし
て、増地 22)は環境ホルモンのリスク認知と受容について札幌市民を対象に調査している。
そこでは、環境ホルモンに対する関心が高いほどメディアや書物などを利用すること、書
物の利用頻度が上がると環境ホルモンの認識度と知識が高まり、それがリスク認知に反映
されてプラスチック製品の利用を控えるようになることを示している。同時に、プラスチ
ック製品の便益認知が高いと利用を控えないことを示している。メディアが関心を励起し
ているのではないことを示唆するとともに損失か便益のどちらを強く意識するかの観点か
ら、行動の変化を示している点は興味深い。状況によって、特定な一面のみを強く意識す
る作用があり、それが賛否態度（ここでは、プラスチック製品の利用頻度）を形付ける。 
 
g) 調査結果の解釈 
 賛否態度規定因の研究結果は調査時期、対象、方法などが異なり、結果も必ずしも整合
が取れているものではない。しかし、不安（あるいは、リスク認知）と有用性の比較が賛
否態度を規定すること、さらには実施主体への信頼が直接賛否に結びつくことなど共通す
る点を見出せる。また、危険性や有用性の認識は、技術的認識と共にそれに関する行為を
実施している実施主体への信頼によってもたらされていることがわかる。そこから、賛否
判断を第 3-9 図のように表現する。有用性と危険性の重視度は、判断者の立場、状況などに
依存し、関心の持ち方によっては一面のみに意識が集中する場合もある。 
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第 3-9 図 原子力の賛否態度決定構造 
 
(2) 意識調査の分析結果 
  第 3-9 図に示す原子力に対する有用性認識、危険性認識、及び信頼度で表現される原子力
利用の賛否態度規定因と関連する社会意識の調査結果を総合すると、原子力利用の推進是
非に対する賛否態度決定構造を第 3-10 図としてまとめ直すことができる。このポイントは
判断過程に不安の強度は直接影響せず、信頼の有無によって定まる 2 次的な指標であると
する点、及び、原子力利用だけに限定された意識ではなく社会秩序や進歩に関する考え方
が原子力利用に対する有用性認識や信頼度を決定付け、原子力利用への賛否態度を決めて
いる点にある。そして、社会秩序や進歩に関する考え方はその者の気質と状況認識とが複
合され、形成される。強い賛成態度層は行政・専門家・実施主体などに対する信頼感が高
く、それゆえに有用性認識も高く、危険性認識（≒不安）が低くなる。弱い賛成態度層は
強い賛成層ほど信頼感は高くないので不安を抱くが、有用性の観点を含めて総合的に判断
して態度を決める。弱い賛成層の賛否の色彩は信頼と有用性に対する認識のバランスに求
めることができる。また、強弱を合わせた反対態度層は信頼も有用性認識も低い。そして、
態度の強弱は信頼や有用性に対する認識の強弱と共に自身の信念-情緒傾向により決定され
有用性
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危険性
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必須度
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るものである。社会的な事項全般への関心が低い層が判断を問われた場合には、土屋 15)が
指摘するように賛成と回答する傾向を持つ。このように考えると、上述した強弱と背景を
考慮した賛否態度の経年変化傾向を社会意識の変化と共に論じる必要がある。 
 
 
第 3-10 図 原子力の賛否態度決定構造 （社会意識と統合した結果） 
 
 
3.4.3 社会意識と原子力に対する賛否態度の経年変化の関連 
 長谷川 23)は、社会的な問題とは人々によって意味付与され、発見されるものであると述
べている。人々の見方が変われば、起こった、あるいは起こりうる出来事に対して生じる
問題も異なり、場合によっては問題化されないこともある。社会的な問題を考える上で社
会の状況や意識の変化を掴むことは重要で、賛否態度の経年変化傾向を解釈する上で欠か
せない。小林 24)は、この観点から意識・価値観の変化から原子力の賛否態度の変遷を説明
している。原子力に対する賛否規定因の同定結果から、賛否態度は社会意識に大きく関係
していると考えられる。そこで、関連する社会意識の変化を各種の調査結果から検討する。 
 継続的に実施されている社会意識調査は、内閣府 25)、NHK 放送文化研究所 26)、統計数
理研究所 27)などが実施しており、社会情勢の変化に伴う人々の意識変化を知ることができ
る。1970 年代以前では、社会の決定に対して受動的で社会が規範として示す価値観や目標
を共有していた者が多数であった。その根底には社会全体で共通の目標として豊かさを求
め、その実現のために産業的社会価値志向（将来、効率、仕事重視）に基づく集団重視を
基調とした受動的な姿勢が強くあったことが挙げられる。近年では、高度経済成長を経て
産業的社会価値志向から消費社会的価値志向（現在、情緒、余暇重視）への移行が見られ
る。また、伝統や権威に対する考え方、社会（国家）と個人の関係、社会貢献のあり方な
どの意識変化から受動的な姿勢が社会維持のためには必要であるとする考えからの脱却志
信頼低 社会進歩観：：
原子力の
無用性認識
無用ではない
無用
反対態度
（弱い）賛成態度
“やむを得ない”・
“消極”的賛成
多数派不安感大
社会－個人間意識：：
社会的行為・対象への
関心・動機
判断意欲
関心有
関心無
関心無
社会秩序重視
権威主義的傾向：：
行政・専門家
・実施主体への
信頼
（強い）賛成態度
信頼高
不安感小
関心ないから反対
関心ないから賛成
不安感大
どうにもなら
ないから賛成
信頼できないから、反対
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向が強くなり、「ライフスタイルの自己決定権を主張」する能動的な考え方を有する者の増
加を見ることができる。さらに、公害などの経験により科学技術が持つ負の面を感じ始め、
科学技術の進歩に依存した経済成長を根幹とした社会に疑問を持ち始めてきたことなどを
意識調査結果が示している。これらを第 3-10 図に示した原子力利用に対する賛否の判断基
準と照らし合わせると、原子力利用に対する賛否態度の経年変化と社会意識の変化を結び
つけることができる。意見を分け、かつそれを表明できる状況が出現したことの影響と原
子力への賛否が関連していることが掴める。 
 意識の変化は、ある出来事などの影響で突発的に変わる場合と時代の変化で緩やかに変
わる場合がある。事故などによる突発的な意識変化ではチェルノブイリ事故以外は、意識
の表層としての賛否態度には直接的かつ長期的な影響を及ぼしていない。1990 年代以降に
頻発した事故や不祥事の前後の意識変化については、原子力安全システム研究所 12)、岡本
14)、藤井 28)などが調査している。どれも表層的な賛否態度の変化には顕著に現れないもの
の信頼感、危険性認識、関心度などが態度の深層において変化していることを示している。
この時期の特徴として、社会全体の意識の変化と連動して原子力利用の負の面を顕在化さ
せる出来事の発生により、人々が原子力の負の危険性を強く実感したことが挙げられる。
原子力利用の正の面については、価値観の多様化を許容する社会状況の出現によって、人々
の目的が分散し、原子力の価値に対する評価が分かれ始めた。また、共通目標の喪失は利
害の不一致を通じて、信頼の低下にも影響を及ぼしている。負の面においては、事故など
によって現実のものと認識されるようになり、正負の特性に対する意識のバランスが変わ
りつつあると共に両面性自体を強く意識するようになる。両面性を意識すると心の中で葛
藤が生じ、それを解消しようとする意識が働き、自身の都合のよい片面だけを強く意識す
ることもある。藤井 28)の調査では、負の面の緩和要求が国の規制強化に求める要求の増加
として表れ、また、負の面に対する意識の強弱には原子力を推進する組織に対する信頼が
大きく影響することも示している。両面性の解消（ここでは、主に不安の解消）を強い対
象への依存に求める意識が働いている。 
 
3.4.4. 分析結果のまとめ 
 これまでの展開から、不安と信頼の関係などを整理し、原子力利用に対する賛否態度を
形付ける要因についてまとめる。 
 
(1) 不安と安心に対する信頼の関係 
 不安に代表されるリスク認知に関する研究は Slovic 29)を筆頭に多くの研究があり、様々
な認知要因とその影響度が評価されている。大西 19)は、怖ろしいもの（本質的な危険性）
であっても十分に管理されていれば危険なもの（人などに損害を及ぼすもの）にはならず、
すなわち、管理に対する期待（＝管理する側への信頼）が対象物の是非に大きく係わるこ
とを指摘している。原子力の場合では十分な管理が損害を及ぼさないための必須条件であ
り、その管理は国、電力会社、実施主体が行う。市民は技術的な信頼性を根拠に対象物の
安全性について考えることは少なく、決定・運営する組織とその組織を構成する者たちの
能力及び意図に対する信頼を基準に安全性を判断していることを意識調査が示している。 
 市民は安全に対しては受動的とならざるを得ない。自己の安寧や存在そのものを脅かし
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そうな危機が漠然と予期され、そこから生じる感情が不安である。それゆえ、不安の有無
は依存的なものであり、自身では如何ともしがたいものとなる。どの程度の不安を許容し
得るかについては、その不安の源に対する怖ろしさなどの印象と共に自己の制御可能性（如
何ともしがたいものか否か）と自発性（その不安源の選択は自身の意思によるものか否か）
に大きく依存する。不安が現実化し損害となるまでの可能性が不安を考える場合には重要
であり、その可能性を自分自身が制御できること、さらに、その可能性は自身の意思決定
の結果であることが不安の許容度を左右する。この不安の許容度こそが「どこまで安全な
ら安心」を示し、安全の閾値、すなわち当該対象を許容するか否かの基準を示している。 
  ここでは、対象や状況において、安全か危険かを区別することは個々人の判断であり、
その基準は安心と同様に主観的なものであるとする立場を取る。この観点から、当該対象
を許容するか否かの基準を安全の閾値と捉えた。不安は、安心、安全と対比される。不安
がないと認識するためには、安全であると確信すること、あるいは、危険だと思い至らな
いことのどちらかを満たす必要がある。そこから、安心は安全であるとする意識（安心＝
安全には必ずしもならない）と同等となり、不安の許容度は、安心と同列に安全の閾値に
もなる。 
 また、安全・安心を考える場合、信頼の関与を抜きに言及することはできない。対象が
自身で制御できない、あるいは自身だけで是非を選べない場合には、リスク認知（ここで
は危険な対象に対する感じ方）の強弱が対象の是非を決めずにリスク認知の強弱が信頼の
必要度(リスク対象の管理に対する期待でもある）を左右する。すなわち、怖ろしく感じる
物に対しては管理をする側への信頼要求度が増すのである。人々の意識において、「自分の
力だけではどうすることもできず、任せるしかない」状況が信頼を強く要求し、信頼を損
ねる行為やその可能性には強く反発し、同時にますます不安が喚起されていく。大塚 30)は、
人々がリスクの原因を専門家や実施主体の行為や人格と結びつけて捉える傾向を指摘する
と共にリスク、ハザード、不確実性、不安を行為の主体性と予測・制御の可能性の観点か
ら分類し、非主体的行為による、かつ、予測・制御の可能性が低い場合に抱く感情を不安
としている。このように人々が原子力利用に対して感じる不安は、 
 
・ 任せるしかなく、しかも、信じられない（信じられなくなった）から不安を抱く 
・ 任せるしかなく、ゆえに、自分ではどうすることもできないから不安を抱く 
・ 自分の意思による行為ではないので不安を許容できない 
 
と表現することができる。このような不安と信頼の関係から、第 3-7 図における賛否態度を
分ける要因を原子力技術に対する意識と社会意識を合わせて第 3-11 図として捉え直すこと
ができる。第 3-10 図に示すように不安を信頼によって決定される従属指標として捉えるこ
との意味がより明らかとなる。弱い賛成層が、原子力利用の負の面を不安として表明する
背景には任せるに足ると認識するまでの信頼が不足していることが挙げられる。 
 
(2) 原子力利用に係わる信頼 
 原子力利用の賛否を規定する信頼は、原子力を実施している主体とそれを構成する者の
行動や言動を通じて判断されることを多くの調査が示している。特に、原子力安全システ
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ム研究所 12)の調査では、賛成傾向の強い者ほどこの傾向が強くなることを示している。こ
の傾向は、社会を運営するシステム（以下、社会運営システム）に対する捉え方が大きく
関与するものと考えられる。ここで、社会運営システムとは社会のあり方や方向性を先導
し、そのために社会を機能させている制度や仕組みを決め、同時にそれを司る組織やその
中で活動する者を網羅した概念であり、人々の生活を左右する機能体を指している。そし
て、人々が自身の生活を左右しているものと認識している対象でもある。すなわち、人々
が、社会のあり方を決め、運営しているものと認識する対象を指す。社会運営システムが
何であるかは個々人の意識により微妙に変わる。 
 岡本 14)の調査などから、自身が社会運営システムに属する（あるいは、強く係わってい
る）と認識する者、社会運営システムと利害が共通している者、社会運営システムに対す
る期待の大きな者、および、社会運営システムに強く同調する者は、社会運営システムに
依存し、それゆえ信頼する傾向が強くなることがわかる。この信頼から、原子力利用に対
しても賛成を示す。それに対し、上記に必ずしも当てはまらない層（あるいは、当てはま
らないと思っている層）は、社会運営システムに対して全面的に依存し、同調することを
肯定しない。多くの市民は、社会運営システムに対して強く否定もしなければ、強く肯定
もしない態度を取る。そして、社会運営システムと完全に独立して社会生活を営むことは
通常はない。意識調査から見られる近年の特徴として、社会的な決定に対して自身の思考
や判断を重視する傾向が強くなっている。このような傾向から、社会運営システムやそこ
で実行される行為に対して信頼できることとできないことを自身の判断で分けて考えよう
としていることがつかめる。そして、ここでの信頼とは社会運営システムやそこで実行し
ている行為への共感（そして、同意）によって形成されていく。共感や同意によって、そ
の行為への納得が生まれ、信頼を抱くようになる。 
 多くの者は、社会運営システムに現行の社会を確実に維持し、かつ、将来の不確実性を
低減する機能を果たすことを期待している。社会運営システムに求める期待に多くの者が、
疑義を抱くようになっていることを社会意識調査から読み取ることができる。例えば、NHK
放送文化研究所 26)の社会意識調査から、「将来、効率、仕事重視」志向から「現在、情緒、
余暇重視」志向への移行が顕著に見られることはその現れとなる。効率から情緒、仕事か
ら余暇の志向変化は豊かさの体感の結果と解釈することができる。一方、将来から現在の
視点の変化は豊かさを実現したことでの現状維持意識が生じただけではなく、恵まれた現
状を維持できるかどうかについて、不安を感じていることが特徴となる。すなわち、将来
から現在の視点の変化は「これで十分」とする意識ではなく、「現状を維持するだけでも十
分に大変」とする意識の現れである。生きることで精一杯の段階では、将来志向が育まれ、
生きるに十分な段階では、それを守ろうとする意識として現在志向が生じてくる。特に、
1990 年台を境に豊かさに陰りを感じたとき、市民が将来の不確実性を強く意識することで
強い不安感が生じていく。「現状を維持するだけでも十分に大変」とする意識は、この不安
感に裏打ちされ、将来の不確実性の低減を社会運営システムに求める期待を弱めていき、
社会運営システムに対する信頼を低下させる。そして、個人化を強めることにつながる。 
 社会的不祥事の続発にも関連した期待の弱まりが、社会運営システムへのさらなる不信
につながっていく。さらに、不信から生じる不安が人々から未来志向を失わせ、短期間で
結果を求めるようになる。それが、未来に向けた科学技術にも目を向けなくしていく。特
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に、社会運営システムに密接に結びついている原子力に対する不信の根底には、このよう
な人々の目線の変化がある。原子力利用は現状の社会運営システムの意向に基づいて、そ
の一部を担う“機能”として実施され、同時に社会運営システムによって管理されている。
それゆえ、原子力利用に対する信頼は社会運営システムへの信頼に密接に係わり合い、社
会運営システムへの信頼が原子力利用への信頼を左右する。同時に、原子力利用への信頼
が社会運営システムへの信頼にも影響を及ぼしている。 
 ここでは、多くの者の危険性認識（≒不安感情）が危険性認識対象の管理に対する期待
として作用することで補われることを強調している。ここでの期待とは技術的な管理能力
は十分であることを前提に、その能力を使いこなす人的・組織的な意図に対する期待であ
り、誠実さの評価によって判断されるものである。そこにおいて、多くの者にとって「あ
の人やあの組織の言動は信じがたい」、「この人やこの組織の言動が信じられる」とする手
順で種々の情報を判断し、信頼を通じて安全か否かを判断しているのである。ここでの信
頼の低下とは「本当に言うとおりか、大丈夫か」とする感情であり、自身が相手に期待す
る行為をその相手がしていないのではと疑うことを通じた相手の誠実さへの疑義に他なら
ない。期待は、期待した状態が実現されたか否かの判断と期待を担う対象の誠実さから判
断される。 
 
 
 
第 3-11 図 賛否態度を分ける要因 
 
かなり不信
信頼
発電能力増強不要
非常に不信
信頼なし
発電能力増強必要
強い賛成 弱い賛成 強い反対弱い反対
情緒的傾向
社会秩序重視
権威主義的傾向
進歩的社会観
科学技術期待度
無い方が良い 無くしたいあっても良い
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3.5 原子力を巡る社会的な問題に関する考察 
 
  ここまでの展開から原子力利用が置かれている状況と意識変化の関係を整理すると、
1970 年代まで(見方によっては 1990 年代まで)では広く持たれていた社会的な共通目標（豊
かさの実現など）を達成し、教育水準の上昇などとも関連して、価値観が多様化し（ある
いは多様化が許容され）、社会が進むべき方向への見解が分かれ出した。また、伝統や権威
に対する考え方に現れる社会的決定の在り方に関する意識の変化が社会的な共通目標から
の逸脱に対する抑制力を低下させたことは、それまではあまり出ることが少なかった層の
意見が顕在化しやすい状況を出現させた。そして、その雰囲気から強い態度層の活動を活
発化させると共に表面化し、原子力利用が社会的懸案事項であるとする認識を強めていく
こと、及び、特質の両面性を強く実感したことの相乗効果によって推進の躊躇を求めてい
る状態（見直し機運の高まり）が見えてくる。すなわち、社会全般に関する意識変化によ
る意見の分かれ（の可能性とその表明機会の増加）とこの原子力利用を取り巻く状況変化
によって、原子力利用に対する求めが変化し、今日の「円滑推進しにくい」、「推進の躊躇
を求めている」状況を生んでいる。そこには、社会的逸脱を（ある程度まで）許容する社
会状況の出現、すなわち、意見が分かれ、かつ、それを表明できる（表明しても生活して
いくことのできる）社会への変化が、社会的意思決定に対する捉え方を変え、原子力利用
に対する意味づけに大きく影響している。 
  従来から原子力利用の動向を決める社会的意思決定は、行為の是非の決定から運営に関
する全般において「人々は専門家や実施主体に任せる－専門家や実施主体は人々から任せ
られる」という図式が中核にあり、この図式を成立・維持させるためには信頼関係（主に
市民からの信頼）とその行為を巡る意見の分かれが少ないことが必要であった。それが「任
せる－任せられる」の関係を正当化し、状況を把握した専門家の決定が社会の決定である
ことを保障するものであった。社会の中での科学技術は、この決定を受けて推進されてい
く。特に、国の支持・支援が重要な原子力利用の推進には、人々の合意形成を前提とした
社会的意思決定が成されている必要がある。原子力利用の黎明期では「夢の技術（として
の期待）」や「任せる」とする形での合意形成が成立しており、その正当性を疑うことは少
なかったし、決定事項（＝原子力利用の導入・推進）そのものに対する疑義もごく僅かで、
意見の分かれが少なかった。むしろ、意見がなかった状態と言ってもよい。同時に安全に
対する見解は自明性を前面に押し出すことによって保たれており、「任せる」ことに違和感
を抱くことはなかった。ここで、自明性とは事故が起こるとは思わない状況であることを
指し、「事故が起こることはありえない、起こるはずがない」とする予期を共有している状
況を指す。事故はありえないとする予期の共有は信頼をベースとした一任関係で成立する。
原子力利用の導入初期は、夢のエネルギー源である原子力への期待によって負の面を意識
しないことで自明性が形成され、1980 年以前では「日本では事故は起こりえない」を基調
とする絶対安全による説得と納得で自明性が担保されていた。事故の現実性認識が弱い段
階では、自明性が拠り所として効果的に機能し、「任せる」とする合意が広く浸透していた。
この合意は、弱い態度層がその中核を成すものである。 
 この「任せる－任せられる」を基盤とした社会において意思決定するためのシステム（社
会的意思決定システム）では、信頼関係に裏打ちされた暗黙の合意形成、すなわち、信頼
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＝合意の図式が成立し、信頼を失うことは合意自体をも失うことにつながる。近年になり、
真の意味での合意形成が不十分であるとする立場などから社会的意思決定システムの正当
性に対する疑義が生じてきた。それでも、正当性を否定するような信頼関係の喪失が顕著
と成らなければ、正当性に対する疑義が表立つことはなかった。 
 しかし、1981 年に敦賀原子力発電所で発生した放射性廃液漏洩事故とその前後の情報隠
蔽などの不祥事が、信頼関係の裏づけとして機能していた自明性を揺るがす契機となった
ことが指摘されている 2)。第 3-2 図(1)で見られる 1980 年ころからの賛成意見の減少傾向は、
この自明性の薄れが影響しているものと考えられる。さらに、1990 年代以降に頻発した事
故や不祥事により信頼が崩れていった。信頼が崩れれば、弱い賛成層が抱く不安という形
を通して、強い態度層や意見表明を控えていた層から正当性に対する疑義が表立っていく。
さらに、正当性が疑われる社会的意思決定システムで決定された事項に対する異議の表明
の活発化へと連なっていく。これらが相乗的に作用することで、原子力利用に係わる行為
が社会での懸案事項と様変わりしていく。すなわち、「任せる－任せられる」を基盤とした
社会的意思決定システムにおいて、その成立の鍵となる信頼関係が崩れたこと、さらに「任
せる－任せられる」という図式のシステムそのものに対する疑義が、状況を写している。
そして、原子力関係者の視野の中にこの図式の社会的意思決定システムへの固執が強く残
存し、市民からはそれが風通しの悪さ（閉鎖性）認識へとつながってしまう。暗黙の合意
の薄れを原子力利用への受容に対する抵抗と捉え、その要因を“非合理な・感情的な不安”
に帰結する意識が状況を混乱化させている。 
 ここでは、市民と原子力の相互作用を社会とする“場”を介在したものと捉え、市民に
よる“場”への作用は意識変化の結果として与えられるものであるとする考え方を採用し
て説明することを試みた。原子力利用に代表される科学技術は、“場”のあり方を変える。
その変化が市民に伝わり、その生活や意識を変えていく。同時に、“場”である社会は、そ
のあり方や方向性を決め、運営している制度および制度を司る組織やその中の者（社会運
営システム）によって成されていく。ここでは、これらの要因を総合して、市民の意識が、
原子力を巡る社会的な状況や問題をどのように形成していくかをまとめた。 
 当該事項に対する強い態度層の存在や活動が問題を発掘し、その問題を多くの者が認識
することで当該事項が社会的関心事となっていく。そして、当該事項が社会的関心事であ
ることで弱い態度層に懸念や不安が誘発され、暗黙の合意の薄れとして社会的雰囲気（“場”）
を変える。社会的雰囲気を通じて懸念や不安の喚起を強い態度層が感知するとさらに活動
が表面化し、さらに社会的な関心を強めていく。それらが相乗的に機能していく。この相
乗効果から、多数を占める弱い賛成態度層の賛否態度は変えない程度の意識の背景変化（す
なわち、危険性と有用性による両義性意識のバランス変化）が“場”の変化（すなわち、
暗黙の合意の低下）として社会全体に大きな影響を及ぼすことになる。 
 同時に、近年における顕著な変化として「両義性の大きさ」の変化があげられる。両義
性の大きさとは意識の度合いの違いであり、両義性の対象（ここでは原子力利用）につい
て意識を強くすることである。これまで、多くの市民は“任せる”関係の中から原子力利
用を意識しないで済むことを求めていた。この前提が崩れ、市民が原子力利用に対する意
識を強めれば、両義性も大きくなる。両義性を強く実感するようになると、葛藤も大きく
なり、そこから不安がさらに高まっていく。 
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 この状況を改善するには、暗黙の合意を拠り所にするのではなく、意見が分かれている
ことを前提とした社会的意思決定システムを模索することが、これからの原子力推進には
不可欠である。 
 
3.6 まとめ 
 
  これまでに実施された意識調査と社会情勢の変化を関連させ、原子力が置かれている状
況と問題意識の変遷の分析評価を行った。原子力利用と社会の関係において、一方が他方
の動向を一方的に決めることでは機能せず、相互に補い合い、支え合わねばならない。大
多数を占める弱い賛成層の意識の背景変化が社会全体の雰囲気を変え、社会における懸案
事項として社会全体での議論の必要性（躊躇を求めている）を訴えていることは、その現
れである。現行の社会的意思決定システムでは意見の分かれが大きく、さらに明確な意見
が打ち出され、対立化している場合には成立の前提が崩れ去り、訴えに答えることができ
なくなってしまう。そして、信頼の喪失と社会意識変化による意見の分かれによって、主
に弱い賛成層による暗黙の合意が低下したことが社会的に大きな影響をもたらしている。 
  社会意識は、時代の流れで変化していく。その流れが原子力利用に係わる事項を限定さ
れた者の利害の問題から全ての者の生活を左右する問題（≒政治的問題）へ移行させ、傍
観的でもあった弱い態度層にとっても自分たちの問題となっていく。社会意識の変化に対
応した方策によって、原子力利用と社会の相互作用によって生じる問題を克服していかね
ばならないことがわかる。 
第 3 章では、福島事故前の原子力を巡る市民意識や社会状況を読み解くために必要
な情報を俯瞰的に収集し、整理した。福島事故前には、“観察”に力点を置き、原子力
を巡る社会的な問題に対する分析に必要な要点の抽出から開始し、社会的な問題の本質
を把握するために必要な要因を仮説として提示していく。ここでは、原子力利用に対し
て消極的賛成を示す層内に賛成的、あるいは、反対的な意識背景を有する層を想定する
ことで原子力がおかれている状況をよく説明できることを示し、その上で意識の特徴を
以下とし、原子力を巡る社会的問題の把握に必要となる仮説となる。 
 
・消極的賛成層の意識背景には、両義性意識（賛成な点も反対な点もあり、それが
二律背反となる意識傾向）が影響を及ぼしている。 
・両義性意識は、原子力利用に対する有用－無用、安心－不安、信頼－不信感情が
関連しあい、賛否に非対称な影響を及ぼす。 
・両義性意識は、原子力利用に対する「止むを得ない」感情と結びつく。 
・リスク認知に相当する安心／不安感情は、原子力利用を実施する主体などに対す
る信頼度に左右され、その信頼度は管理に対する期待の持ち方が主要因となる。 
・原子力利用に対する信頼は社会に対する信頼と結びつく。 
・生活を営む意識（社会意識）や価値観が原子力利用の賛否に影響を及ぼす。特に、
将来社会に対する意識（どのような社会を望むか）の影響が大きい。 
 
  原子力を巡る社会的な問題に対する分析に必要な要点の抽出から開始し、社会的な問
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題の特徴を明確に表現する要点を仮説として提示した。これは、“観察”の基礎情報と
して活用する意識調査に求められる要件の抽出となる。第 3章で実施したように、俯瞰
的な視野から情報の収集・整理・分析を実施することによって原子力を巡る社会的問題
に言及している研究例は少ない。特に、意識の表層に留まらず、より深層にまで言及し
た上で原子力を巡る社会的な問題に対応した研究例は見当たらない。 
 また、社会的な問題を市民の問題意識に求めたことで、科学技術全般によって生じる、
あるいは生じる可能性のある社会的な問題に対する展開に一般性を持たせることができる。
状況は異なっていても、問題意識の存在とその解明を追うことで社会的な問題全般に対す
る対応方策として適用可能となる。 
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4. 原子力を巡る社会的な問題の分析に向けた意識調査 
 
4.1 はじめに 
 
 原子力を巡る社会的な問題の分析に向けた“観察”は、対象の選定、観点の抽出、実行、
結果の整理・分析、そして、得られた情報に基づいて対象とした社会的な問題の本質を見
極める行為に細分できる。第 3 章では、主に観察の観点を抽出し、原子力を巡る社会的な
問題の分析に関連する要因を仮説や要点として提示した。これを受けて、意識調査を計
画・設計した。第 4 章では、この集計結果と分析評価についてまとめる。なお、この調査
研究は、科学技術と社会の共進化概念 1)を提唱し、原子力と社会の関係改善について考究し
ている東京工業大学 21 世紀 COE プログラム「世界の持続的発展を支える革新的原子力」
（COE-INES）の社会研究グループ 2)の中で実施した。 
 原子力利用に対する意識調査 3,4)の多くは表面的な意識を探る段階に留まっており、原子
力利用に対する態度を規定する意識の深層を解明し、そこから原子力利用の円滑推進に向
けた具体的な提言にまで踏み込んだものは少ない。また、そこで示された提言も市民に対
する説明・説得の観点における要点を示すに留まっている。 
 第 3 章では、これまでに実施された意識調査を分析することで、市民の観点から原子力
利用に対する態度の特徴を論じ、原子力利用の円滑推進に向けた展開を示した。それを実
効的ものとしていくためには、そこで見出した仮説を実証的データに基づいて検証してい
かねばならない。第 4章は、2006 年 11 月に実施した原子力利用に対する意識調査の結果を
まとめ、原子力利用に対する態度を規定する意識の深層にまで踏み込んだ分析を行ってい
く。そこから、原子力利用と社会の関係に関わる課題について論じるものである。 
 
4.2 意識調査の概要 
 
 第 3 章では、原子力利用に対して消極的賛成を示す層内に賛成的、あるいは、反対的な
意識背景を有する層を想定することで原子力がおかれている状況をよく説明できることを
示し、その上で意識の特徴を以下と示した。 
 
・消極的賛成層の意識背景には、両義性意識（賛成な点も反対な点もあり、それが二律背
反となる意識傾向）が強く影響を及ぼしている。 
・両義性意識は、原子力利用に対する有用－無用、安心－不安、信頼－不信感情が関連し
あい、賛否に非対称な影響を及ぼす。 
・両義性意識は、原子力利用に対する「止むを得ない」感情と結びつく。 
・リスク認知に相当する安心／不安感情は、原子力利用を実施する主体などに対する信頼
度に左右され、その信頼度は管理に対する期待の持ち方が主要因となる。 
・原子力利用に対する信頼は社会に対する信頼と結びつく。 
・生活を営む意識（社会意識）や価値観が原子力利用の賛否に大きく影響を及ぼす。特に、
将来社会に対する意識（どのような社会を望むか）の影響が大きい。 
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 上記の特徴を確認することを目指して意識調査（以下、本調査）を計画し、実施した。
まず、原子力や社会に関連する種々の質問の回答結果から原子力利用に対する賛否態度と
種々の意識との関連を把握し、そこから総合的な好意度を算定し、その分布を求めた。そ
こから、消極的賛成層の意識は“好意的＝賛成的”から“非好意的＝反対的”な意識をま
たいだ分布を有することを確認し、｢止むを得ない」感情の形成要因について考察した。さ
らに、本調査では原子力利用に対する賛否の回答結果と社会意識などを含むその他質問間
の関連を探り、賛否態度の背景には成長的な経済発展志向度、科学技術に対する期待度、
および、成長的な経済発展で生じる犠牲に対する許容度などがあることを示し、生活意識
や価値観などの影響についても検討した。以下に、調査実施概要を示す。 
 
調査対象   首都圏 40km に居住する 20 歳～70 歳男女 
標本数     2500 人 
抽出方法   住宅地図からの無作為抽出 
調査時期  2006 年 11 月 7 日～2006 年 12 月１日 
調査方法   郵送法 
回収結果  有効回収数(率)   551 人（22.0％） 
質問項目   原子力利用に関する質問 11、 
           社会生活を営む意識などに関する質問 17（質問文、選択肢と結果は付録に示す） 
 
 なお、調査対象者の抽出において住民基本台帳などを閲覧することは難しくなっている。
本調査は、住宅地図をもとに調査該当地域から調査世帯を無作為抽出した。世帯主に回答
が集中しないように、調査対象世帯の中で生年月日が 11 月 1 日に一番近い同居者（世帯主
を含む）を調査対象者とすることで、特定の性別、年代に偏りがでないようにした。 
 
4.3 意識調査の分析結果 
 
 原子力利用の是非を賛否の強度を考慮して五択で尋ねた。選択肢と結果を以下に示す。 
 
① 積極的に進める (6.0%)      ← 強い賛成態度を示すと考えた選択肢 
② 慎重に進める (52.1%)       ← 弱い賛成態度を示すと考えた選択肢 
③ 現状を維持する (13.4%)     ← どちらともいえないとも表現される選択肢 
④ 少しずつ廃止する (21.8%)   ← 弱い反対態度を示すと考えた選択肢 
⑤ 全面的に廃止する (3.3%)    ← 強い反対態度を示すと考えた選択肢 
★ その他 (1.3%) 、 無回答 (2.2%) 
 
 提示した選択肢において、賛成側の強度は、「積極的」と「慎重に≒消極的」と明確であ
る。一方、「少しずつ」と「全面的に」の文言では、必ずしも反対の強度だけを表している
ものではなく、廃止の現実度認識などが含まれており、反対強度以外の要素が反映される
点に注意を要する。第 4-1 図に内閣府調査 5)と合わせて回答結果を示す。調査地域や質問な
どが異なるが両調査とも同様な傾向を示している。 
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第 4-1 図 原子力利用の是非（賛否の五択式調査） 
 
 
4.3.1 原子力利用に対する賛成態度と質問回答の関連 
  原子力利用の賛否結果と他の様々な質問の回答傾向との関連をクロス集計、残差分析、
および数量化Ⅲ類などの統計手法を用いて探っていく。質問間のクロス集計では、χ2検定
より質問間の回答の関連性（独立性）が評価できる。さらに、残差分析を用いると選択肢
ごとの関連を詳細に見ることができる。2つの質問の間にまったく関係がない（統計的に独
立な）場合の回答割合（期待度数）との実際の回答割合の差より算出される調整済み残差
という統計量の大小によって該当項目の特異性を検定することができる。 
 さらに数量化Ⅲ類では、１人の回答者が同時に選択する傾向が高い選択肢には近いスコ
アが与えられ，関連のない選択肢同士には遠いスコアが与えられる。回答者にも選択肢に
与えられるスコアと関連したスコアが与えられる。スコア順に配置すると、選択肢、回答
者に何らかの規則が視覚的に確認できる。スコアに基づいた軸は，選択肢と回答者を何ら
かの特徴から分類する軸（因子）となる。因子の意味付けは分析者に委ねられている。 
 
(1) 五択式賛否態度と他の質問の関連 
(a) 原子力利用に対する危険性認識と安心／不安 
  ここでは、リスク認知に相当する危険性認識と安心／不安を組み合わせて質問した。集
計結果は、以下となった。 
 
① 危険性を感じないので、安心している (3.1%) 
② 危険性は感じるが、安心している (35.0%) 
③ 危険性は感じないが、不安である (12.3%) 
④ 危険性を感じるので、不安である (43.0%) 
⑤ 一概に言えない   (6.0%) 
 
本調査（首都圏40ｋｍ）
無回答
2%
少しずつ廃止する
22%
現状を維持する
13%
慎重に進める
53%
積極的に進める
6%
その他1%
全面的に廃止する
3%
内閣府調査5)（全国）
積極的に推進していく
早急に廃止する
15%
20%
47%
8%
その他8%
2%
慎重に推進していく
現状を維持する
将来的には廃止する
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  上記質問回答と五択賛否態度ごとのクロス集計結果を第 4-2 図に示す。第 4-2 図より安
心とした選択肢①、②は賛成態度が強いほど選択割合が高く、反対層は①を選んでいない
ことが分かる。④は反対態度が強くなるほど選択割合が高くなっている。残差分析では、
質問間のクロス集計において項目（選択肢）ごとに有意な回答数割合の特異性について、
全回答傾向を考慮して検定できる。結果を第 4-1 表に示す。例えば、「積極的に進める」層
は 1%の有意水準で①や②を他の賛否層よりも高い割合で選んでいることが分かる。 
 
 
第 4-2 図 五択賛否とのクロス集計結果（各態度層での回答割合） 
 
 
第 4-1 表 クロス集計・残差分析結果 
 
 
①
① ① ① ①
②
②
②
② ②③
③
③ ③
③④
④
④
④
④
⑤
⑤
⑤
⑤ ⑤
0%
20%
40%
60%
80%
100%
積極的に
進める
慎重に
進める
現状を
維持する
少しずつ
廃止する
全面的に
廃止する
① 本来的な危険性を感じないので、安心している
② 本来的な危険性は感じるが、安心している
③ 本来的な危険性は感じないが、不安である
④ 本来的な危険性を感じるので、不安である
⑤ 一概に言えない
該当部分の回答割合が、
++ 1%の有意水準で高い
+  1%の有意水準で高い
-- 5%の有意水準で低い
- 5%の有意水準で低い
灰色空白欄は（有意ではないが）低い
空白欄は（有意ではないが）高い
選択肢番号 ① ② ③ ④ ⑤
積極的に進める ++ ++ - -- _
慎重に進める _ ++ _ --
現状を維持する _ _ _
少しずつ廃止する - -- ++ _
全面的に廃止する _ -- _ ++ _
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第 4-3 図 五択賛否と「危険性認識と安心・不安」の質問間 における 
数量化Ⅲ類分析結果 
 
 
   数量化Ⅲ類による分析を行うことで、回答（選択肢）の特徴（ここでは、選択肢を選ん
だ心情など）を表す因子が複数個算出できる。危険性認識と安心・不安に関する回答結果
と五択賛否態度による分析から 2 つの因子を選定し、因子ごとに選択肢のスコアを 2 組算
出した。第一因子を X 軸に、第二因子を Y 軸として対応するスコアを X-Y 平面にプロット
することで選択肢の特徴を表す意識平面が得られる。結果を第 4-3 図に示す。この平面か
ら、質問の回答への関連度合い（統計的に似ている傾向の強さ）が配置の遠近として視覚
的に掴むことができる。 
  選定した因子は、X軸が賛成・反対を示す選択肢が強度順に並んでおり、賛否傾向を示す
軸（賛否軸）となると共に①と②が賛成側、③と④が不安側に配置され、安心－不安を示
す軸にもなっている。ここでの質問では、安心／不安は有無を尋ね、その度合い（強度）
は尋ねていない。しかし、この分析から第一因子のスコアが、安心／不安の強度に相当す
るものであることも分かる。これより、賛成強度には安心の強度が影響するが、「全面的に
廃止する」と「少しずつ廃止する」で第一因子のスコアの差がなく、これらの選択肢を選
んだ層の反対強度に安心－不安の観点の影響が少ないことが分かる。 
  分布は、「現状を維持する」を底にした∨型であり、Y 軸は主張の強さも示している。Y
軸の上側は「危険性を感じないので安心」、「感じるので不安」とする見解であり、下側が
「感じるが安心」、「感じないが不安」である。これは、「ので」（順接）と「が」（逆説）で
結びつけられた意識構造の特徴を示す軸である。さらに、6%が選択している「⑤一概に言
えない」が Y 軸の最下部にあり、明確な回答を避ける意識を合わせた両義性傾向の強弱を
示す軸となっていると考えられる。以下、同様な分析を質問ごとに行った。 
 
 
慎重に進める 現状を維持する
少しずつ廃止する
全面的に廃止する
①
②
③
④
⑤
積極的に進める
反対傾向
不安傾向
賛成傾向
安心傾向
第一因子
第
二
因
子
両義性度大傾向
両義性度小傾向 ①～⑤は、第2図に示
した選択肢を指す
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(b) 興味・関心、および自分への係わり意識 
  原子力利用に対する興味・関心と自分への係わり意識の有無を同時に尋ねた。回答者の
53.9%が興味・関心、および自分への係わり意識が共にあると回答している。この質問と五
択賛否態度を組み合わせて数量化Ⅲ類で分析すると、選択肢スコアの配置から第一因子と
して興味・関心の有無を示す軸が、第二因子として自分への係わりの有無を示す軸が現わ
れ、興味・関心と係わりの有無を示す意識平面を得る。 
 この意識平面において、「積極的に進める」層は興味・関心、自分への係わりが共に有り
とする象限に位置し、この層は興味・関心および自分への係わり意識が共に有るとする傾
向を持つことが分かる。同様に、「全面的に廃止する」と「慎重に進める」層は興味・関心
は有るが、自分への係わりが無く、「少しずつ廃止する」層は興味・関心は無いが、自分へ
の係わりは有り、「現状を維持する」層は興味・関心も自分への係わりが共に無いとする傾
向を見出すことができる。なお、興味・関心や自分への係わり意識と賛否態度は連関せず、
賛否軸は表れない。 
 
(c) 原子力利用の必要性認識（現在と将来における必要性） 
  現在と将来の 2 つの時点での必要性について尋ねた。将来として、どの時期を想定する
かは回答者の判断に委ねた。集計結果は以下となった。 
 
① 今も役立っているし、将来も必要である (52.1%) 
② 今は役立っているが、将来は必ずしも必要ではない (28.7%) 
③ 今は役立っているが、将来は不要である (8.3%) 
④ 今は役立っていないが、将来は必要である (1.5%) 
⑤ 今は役立っていないが、将来は必要になる場合もある (1.1%) 
⑥ 今も役立っていないし、将来も不要である (0.4%) 
⑦ 一概に言えない (6.0%) 
 
  回答者の 89.1%が現時点の必要性を認識している。将来における必要性は、必要 53.6%、
不要 8.7%、状況による 29.8%と見解が分かれている。   
  五択賛否態度と必要性認識を数量化Ⅲ類によって分析すると、第一因子は賛否強度を示
すと共に賛成側から「将来は必要」、「状況による」、「不要」の順に選択肢が並ぶ。将来的
に不要になると見ている層が反対する傾向を示し、将来の必要性に対する認識が賛否を分
けることを掴める。一方、五択賛否選択肢の配置は∨型とならず、第二因子は両義性を示
さない。 
 
(d) 原子力利用を行っていることへの信頼感と判断根拠 
  原子力利用全般への（ある意味で漠然とした）信頼について強度（信頼度合い）を考慮
して四択で尋ねた。集計結果は、以下となった。 
 
① 信頼している (9.8%) 
② まあ信頼している (47.4%) 
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③ あまり信頼していない (26%) 
④ 信頼していない (8.9%) 
 
五択賛否態度と合わせた数量化Ⅲ類による分析では、第一因子が賛否度と同時に信頼度を
示す軸になる。強度を考慮した賛否態度と信頼度が強く連関している。第二因子は「現状
を維持する」を底にした∨型であり、信頼度合いを示す選択肢①～④も∨型の配置となる。
中間回答を好む傾向を示すと共に両義性の度合いを示しているものと見ることができる。 
   中間回答が控えめ表現なのか、意識の葛藤なのかを区別することは簡単ではない。第二
因子は両義性の度合いを示すものと捉えるが、そこには、強い主張や断定を避ける気質も
含まれている。中間回答をさせる要因として、両義性意識の存在と断定を避ける気質が複
合したものと捉えることが妥当であろう。 
  次に、信頼度を判断した観点について、技術的観点、組織の姿勢などの選択肢を提示し、
複数選択式で尋ねた。選択肢の詳細は付録を参照されたい。五択賛否との間でのクロス集
計と残差分析から、以下が特徴となる。 
 
・「積極的に進める」層は、技術的観点を選択する割合が 78.8%（全回答者では 44.3%）で
あり、1%の有意水準で他層より回答割合が高い。一方、原子力関係者が原子力利用に取
り組む姿勢(3.0%、全回答者では 24.0%)を選択する割合が有意に低い。 
・「慎重に進める」層は、これまでの実績(54.7%、全回答者で 49.7%)が有意に高い。 
・「少しずつ廃止する」層は、これまでの実績(41.7%、全回答者では 49.7%)が有意に低く、
国の安全規制に対する取り組み(53.3%、全回答では 43.9%)が有意に高い。 
・「全面的に廃止する」層は、原子力利用に取り組む姿勢(44.4%、全回答者では 24.0%)が有
意に高い。 
 
  ここでは、選択肢として「信頼するしかない」を盛り込んだ。信頼度を判断する観点と
しては奇異であるが、全回答者の 22.7%が選んでいる。「慎重に進める」、「現状を維持する」
層はそれぞれ 25.8%、29.7％と高い割合で選択している。一方で「少しずつ廃止する」層と
「全面的に廃止する」層は、14.2%、5.6%と回答割合が低く、賛成層ほど「信頼するしかな
い」意識を抱いていることが分かる。 
  また、原子力への信頼、信頼を判断する観点、および原子力利用に対する本来的危険性
認識と安心／不安の質問間で数量化Ⅲ類による分析を行うと第一因子に信頼－不信、安心
－不安を示す軸が現われる。（信頼、安心）－（不信、不安）傾向と強度が連関している。
さらに第一因子のスコアから信頼を判断する観点として、「技術的観点」、「これまでの実績」、
「専門家の意見」、「社会の雰囲気」、「信頼するしかない」の観点が信頼者の判断根拠とな
っている傾向が掴める。特に、「信頼するしかない」は、「まあ信頼している」とほぼ同値
のスコアを有し、「まあ信頼している」を選んだ回答者の判断根拠が、「信頼するしかない」
とする傾向が他の信頼強度層（特に不信層）よりも強いことが分かる。一方、不信層は、
国や原子力に関係している組織や人の姿勢や取り組みなどを根拠としていることも読み取
れる。 
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(e) 原子力利用がもたらす恩恵と犠牲 
 原子力利用がどのような恩恵と犠牲をもたらすかについて、それぞれ 10 個の選択肢を提
示して複数回答可で尋ねた。何を選択したかと共に何個選択したかも重要な観点となる。
選択個数と五択賛否態度の間で残差分析をすると第 4-2 表を得る。第 4-2 表中の選択割合
が有意に高い（あるいは低い）項目の分布より、恩恵選択個数は賛成層で多く、反対層で
少ないこと、犠牲選択個数は賛成層で少なく、反対層で多いことが読み取れる。賛成層は
恩恵を、反対層は犠牲を強く意識していることが掴める。賛成・反対とも賛否態度が強く
なるとどちらか一面を強く意識するようになる。これから、藤井ら 6)が指摘したフレーミン
グ効果（自身の態度によって、恩恵か犠牲のどちらか一面を強く意識するようになること）
が確認された。 
 
第 4-2 表 クロス集計・残差分析結果 
 
 
(f) 将来社会に対する考え方（成長と犠牲のイメージ） 
 これからの社会に対する考え方を尋ねた。回答割合と結果を第 4-4 図に示す。「成長を望
んでいない」、あるいは、「無理してまで望まない」とする回答も多い。五択賛否態度との
クロス集計結果を第 4-4 図(1)に示す。残差分析より賛否に強く影響している意識であり、
賛成層と反対層ともそれぞれの層内での賛否強度にも影響していることが分かる。そして、
以下の傾向を読み取ることができる。 
 
・成長を志向する①は、「積極的に進める」層の選択割合が高く、賛成態度が弱まるほど低
くなる。 
・「全面的に廃止する」層は、①と③を選んでいない。 
・⑤は「全面的に廃止する」層の割合が高く、反対強度が弱まるほど低くなっている。 
 
 
(1) 恩恵選択個数と五択賛否 (2) 犠牲選択個数と五択賛否
表中の記号は第4-1表と同様
恩恵選
択個数
積極的
に進め
る
慎重に
進める
現状を
維持す
る
少しず
つ廃止
する
全面的
に廃止
する
0個 . -- ++
1個 . - ++
2個 . . .
3個 . . .
4個 . ++ . --
5個 -- . .
6個 ++ . . .
7個 + . . .
8個 ++ . . . .
9個 . . . .
10個 ++ . . . .
犠牲選
択個数
積極的
に進め
る
慎重に
進める
現状を
維持す
る
少しず
つ廃止
する
全面的
に廃止
する
0個 ++ . - .
1個 ++ . -- .
2個 . + . -
3個 . . .
4個 - .
5個 . - . ++ ++
6個 . . . ++ .
7個 . . . .
8個 . . .
9個 . . . . ++
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第 4-4 図 五択賛否と「これからの社会に対する考え方」の質問間における分析結果 
 
  賛否態度との数量化Ⅲ類による分析では、第 4-4 図(2)に示す賛否軸が現れる。同時に、
成長のための犠牲を許容するか否かを示す軸にもなっている。賛成層は犠牲を許容する傾
向を持ち、反対層は犠牲を拒否する傾向を持つことが分かる。分布は∨型であり、Y軸は下
方向ほど現状維持を志向している選択肢が配置される。上方向は現状改革を志向する選択
肢が配置されており、両義性の度合いを示すと共に現状に対する認識を示す軸が現われる。 
  将来社会に関する質問の選択肢では、“犠牲”とだけ提示し、その具体的内容を示さなか
った。この質問の後で“犠牲”のイメージを「自然環境」、「文化」、「人間性」、「暮らしや
すさ」、「平和」、「物質的豊かさ」、「精神的豊かさ」、「ゆとり」などを選択肢として、複数
両義性度大傾向
現状維持志向
両義性度小傾向
現状改革志向
反対傾向
犠牲拒否
賛成傾向
犠牲許容
第一因子
第
二
因
子積極的に進める
慎重に進める 少しずつ廃止する
全面的に廃止する
①
②
③
④
⑤
⑥
現状を維持する
(2) 数量化Ⅲ類
(1) クロス集計
①
①
① ①
①
②
② ②
②
②③ ③
③
③
③
④
④
④
④
④⑤
⑤
⑤
⑤
⑤
⑥
⑥
⑥
⑥ ⑥
0%
25%
50%
75%
積極的に進める 慎重に進める 現状を維持する 少しずつ廃止する 全面的に廃止する
① 多少の犠牲があっても成長を基盤とした社会を目指す (17.1%)
② 今後も成長を望むが何かを犠牲にするなら現状でもよい (24.7%)
③ 一層の成長は望まないが現状維持の為の犠牲は許容する (8.7%)
④ 現状維持を望むが何かを犠牲にするなら後退も仕方ない (12.3%)
⑤ 成長よりも犠牲の少ない穏やかな社会を目指す (27.9%)
⑥ 一概に言えない (6.5%) 
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選択式で尋ねた。原子力利用に対する賛否感情で求めるもの（犠牲＝失いたくないもの）
が変わる。残差分析から、賛成層と反対層の犠牲に対する捉え方が大きく異なることが、
(e)で示した原子力利用がもたらす犠牲を尋ねた質問と同様にこの質問でも現われる。賛成
層はどの選択肢も選択割合が低く、選択個数が少ない。一方、反対層はほとんどの選択肢
で選択割合が高く、選択個数が多くなっている。 
 選択肢内容による特徴は、反対強度に顕著に現われる。「少しずつ廃止する」層は「物質
的豊かさ」のみ他層より選択割合が低く、他の選択肢の選択割合は高い。特に、「平和」を
重視すると共に「精神的豊かさ」を基調とした暮らしやすい社会を望んでいる傾向がある。
一方、「全面的に廃止する」層は、必ずしも「物質的豊かさ」を否定していない。 
  なお、これらの質問の前に原子力利用の犠牲について尋ねており、回答者は犠牲の観点
として、将来社会に求めるものと原子力利用による犠牲を結びつけること（すなわち、質
問文や質問順序によって“刷り込み”を受けること）が考えられる。原子力利用がもたら
す犠牲と将来社会の動向における犠牲の間で残差分析を行った。回答割合が有意に異なる
ものとして、成長を強く志向している層（選択肢①を選んだ層）の 36.2%（全回答者では
56.6%）が、原子力利用がもたらす犠牲として「生活環境や自然環境への被害」を選択し、
その回答割合は他の層に比べて有意に低い。その他に有意な回答割合の差異はない。「積極
的に進める」層は①を選択する割合が有意に高く、この層のみが成長的社会を念頭として、
すなわち原子力利用がもたらす恩恵として、「便利で安定な生活」、「経済発展」を有意に高
い割合で選択し、原子力利用と将来社会を強く結びつけていることが掴める。 
 
(g) 科学技術への期待と導入によって生じる損失への対応 
  まず、科学技術への期待を地球温暖化や環境問題の解決への意識を通して調査した。そ
の対策として科学技術の進歩を選択する割合は、「現状を維持する」層が 43.2%（全回答者
では 61.3%）と最も低く、逆に「積極的に進める」層は 84.8％が選択している。「積極的に
進める」層は多少の犠牲を伴っても経済成長を望み、経済成長に伴う環境への負荷緩和を
科学技術の進歩に求めており、自身の生活を改めるとする意識は他の層よりも低い。一方、
この層は環境問題の解決に向けて、自身の生活変化を厭わず（回答に矛盾がある）、社会貢
献に対しても積極的な意識を有するなど社会志向を示している。賛成／反対を含め賛否態
度が強い層ほど、問題解決に向けた生活変化への対応に積極的な姿勢を有している。 
  科学技術の導入によって生じる危険性への対応に対する意識において、危険性に対する
許容度や自己責任意識（危険性の回避への依存傾向、制御可能性認識を伴う）の強弱と賛
否態度が連関している。 
 
(h) 社会をリードしている組織や人々に対する信頼感 
 社会をリードしている組織や人々に対する信頼感について強度を考慮して四択で尋ねた。
結果は以下となった。 
 
① 信頼している (3.1%) 
② まあ信頼している (26.9%) 
③ あまり信頼していない (44.5%) 
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④ 信頼していない (14.7%) 
⑤ 一概に言えない (8.7%) 
 
  ここで、社会をリードしている組織や人々とは、社会のあり方や方向性を先導し、その
ために社会を機能させている制度や仕組みを決め、同時にそれを司る組織やその中で活動
する者を網羅した概念であり、人々の生活を左右する機能体を指す。そして、人々が自身
の生活を左右しているものと認識しているものでもある。 
 原子力利用に対する賛否態度と信頼の連関は、原子力への信頼も社会への信頼も同様な
傾向を見せる。残差分析の結果を第 4-3 表に示す。選択割合が有意に高い項目（あるいは
少ない）が対角に並んでおり、連関が強いことが分かる。賛否態度と社会への信頼度が、
連関している（相関係数 0.370,p<.01）。なお、賛否態度と原子力への信頼度は、相関係数
0.611 とより強く関連している。賛成層は社会も原子力も信頼し、逆に反対層は社会も原子
力も信頼していない傾向が見て取れる。現状維持を志向する層は、原子力はある程度は信
頼しているが、社会をあまり信頼していない傾向がある。 
 
第 4-3 表クロス集計・残差分析結果 
 
 
 
  この後で、社会をリードしている組織やその中の人々として何を連想するかを複数選択
式で尋ねた。「積極的に進める」層は、学者や専門家を選ぶ割合が 42.4%（全回答者では 37.2%）
と高く、彼らへの信頼感が高いことが分かる。賛成層ほど科学技術への期待度などが高い
こととも整合が取れている。科学技術への期待度とそれを実行している学者や専門家への
信頼度が高いことが、この層の特徴と言える。 
  一方、「少しずつ廃止する」と「全面的に廃止する」層は、大企業・産業界をそれぞれ 55%、
50%（全回答者では 46.5%）と回答割合が高い。これらの層は、犠牲に敏感に反応する傾向
が見て取れる。そこから、犠牲に目を向けない利益優先主義に不信感を持つこの層が、利
益優先主義と見ている大企業・産業界に理念・価値観の不一致として不信感を抱いている
ものと推測できる。 
 
(i) 価値観などの影響 
  生活目標や理想の家族像、人間像などを通して、生活意識や価値観を調査した。価値観
とは善悪・好悪に対する判断基準であり、物事に向き合う態度は価値観に規定され、価値
表中の記号は第4-1表と同様
選択肢番号 ① ② ③ ④ ⑤
積極的に進める ++ ++ - - _
慎重に進める ++ - -- _
現状を維持する _ -
少しずつ廃止する _ -- ++ +
全面的に廃止する _ -- _ ++
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観と矛盾しないように形成される 7)。将来社会として望むイメージや原子力利用による恩恵
や犠牲などは、価値観が直接的に反映されやすいものと考えられる。 
 生活目標（生活していくための視点）として、個人的-社会的欲求と短期的-計画的志向
のどれを重視するかを組み合わせて尋ねた。この質問では、NHK 放送文化研究所 8)が継続的
に実施している意識調査を参考とし、生活目標を文言で尋ねた。選択肢は付録に示すが、
欲求・志向を直接的に尋ねたものではなく、文言の意味から回答者の欲求・志向を推定す
るものとした。なお、ここで用いた選択肢では個人的欲求は自己の生活を中心的に満足さ
せることを、社会的欲求は自己以外の他者にも目が向いていることを指し、計画的志向は
将来にも目が向いていることを、短期的志向は主に現時点のみに目線が集中していること
を示している。 
  五択賛否態度と生活目標を合わせて数量化Ⅲ類によって分析すると、「積極的進める」
層は個人＋計画的、「慎重に進める」、「現状を維持する」層は個人＋短期的、「少しずつ廃
止する」層は社会＋短期的、「全面的に廃止する」層が社会＋計画的志向を有する傾向があ
ることが示される。弱い賛否層の視点は現在にあり、将来的な視点を持つ傾向が低い。「積
極的に進める」層と「全面的に廃止する」層は、計画的な生活目標を有し、将来に目が向
いている。個人的欲求か社会的欲求のどちらを有するかが、賛否を分け、将来的か短期的
な視点が、同一賛否層内の強度を分ける要因となる。ただし、社会貢献意識を尋ねた質問
では、「積極的に進める」層は積極的な社会志向を直接示した選択肢を多く選んでおり、生
活目標志向と合致しない。これは、意識は必ずしも整合が取れているわけではないことに
よる回答の矛盾か、あるいは、直接的な選択肢による表層的心理と文言の意味に含まれた
深層的心理の差違によるものと思われる。「積極的に進める」層は、自身がこうすべきとす
る意識が他者も自身と同様にこうあるべきとする意識に転化している傾向を感じさせ、個
人的欲求による集団重視志向の存在を意識させる。 
 また、伝統志向の尺度にもなる「理想とする家族・夫婦関係」を尋ねた。家族関係に対
する伝統的-近代的志向の強弱と賛否態度が連関した。伝統志向の強弱は、社会をリードす
る対象や社会的意思決定に対する意識などに影響を及ぼす。恩恵・犠牲に対する見方、信
頼度の判断の仕方、将来社会のイメージなどは、生き方を示しているこれらの意識によっ
て影響されていることが確認できた。 
 
(2) 原子力利用に対する消極的賛成層の意識背景の分離 
 五択選択肢で尋ねた賛否とその他の質問との関連性を探ることで、消極的賛成層の意識
背景を分析することができる。原子力に関わる意識の中で「Q4. 原子力利用の有用性（現
在と将来における必要性）」、「Q5. 原子力利用に対する危険性認識と安心・不安」、「Q6. 原
子力利用を行っていることへの信頼性」、社会意識の中で「Q16. これからの社会に対する
考え方」、「Q20. 科学技術の導入によって生じる損失や危険性への対応」、「Q22. 社会をリ
ードしている組織や人々に対する信頼度」を尋ねた質問に賛否強度と強い連関があり、そ
れらの回答を用いた数量化Ⅲ類による分析によって賛否軸が表れた。これらの回答から、
賛否回答だけでは表せない原子力に対する総合的好意度を定量的に評価できる。ここでは、
各選択肢のスコアを 2 つの因子について算出した。各質問の選択肢ごとのスコアは第 4-4
表および第 4-5 図に示す。 
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第 4-4 表各質問の選択肢ごとのスコア 
 
 
 
 
 
質問 選択肢 第1因子 第2因子
① 積極的に進める -2.60 3.52
② 慎重に進める -0.65 -0.66
③ 現状を維持する 0.27 -1.12
④ 少しずつ廃止する 1.62 1.01
⑤ 全面的に廃止する 2.66 2.88
① 今も役立っているし、将来も必要である -1.01 -0.27
② 今は役立っているが、将来は必ずしも必要ではない 0.98 0.07
③ 今は役立っているが、将来は不要である 1.80 2.13
④ 今は役立っていないが、将来は必要である -0.77 -1.45
⑤ 今は役立っていないが、将来は必要になる場合もある 1.47 0.56
⑥ 今も役立っていないし、将来も不要である 2.10 2.12
⑦ 一概に言えない 1.27 -0.73
① 本来的な危険性を感じないので、安心している -3.10 5.70
② 本来的な危険性は感じるが、安心している -1.23 -0.43
③ 本来的な危険性は感じないが、不安である 0.19 -1.13
④ 本来的な危険性を感じるので、不安である 1.11 0.55
⑤ 一概に言えない 0.55 -1.67
① 信頼している -2.42 3.28
② まあ信頼している -0.67 -1.08
③ あまり信頼していない 1.19 0.33
④ 信頼していない 2.23 2.30
⑤ 一概に言えない 0.72 -1.06
① 多少の犠牲があっても成長を基盤とした社会を目指す -1.39 0.93
② 今後も成長を望むが何かを犠牲にするなら現状でもよい -0.14 -0.40
③ 一層の成長は望まないが現状維持の為の犠牲は許容する -1.05 -1.00
④ 現状維持を望むが何かを犠牲にするなら後退も仕方ない 0.73 0.01
⑤ 成長よりも犠牲の少ない穏やかな社会を目指す 0.90 0.21
⑥ 一概に言えない 0.50 -0.16
① 国や地方自治体がしっかり規制すべきだ 0.07 0.32
② 導入しようとする企業や機関が責任もって対応すべきだ -0.33 -1.14
③ 個人個人が自己責任で対応すべきだ -1.29 1.62
④ 損失や危険性を最小限に抑える事を導入の前提とすべき -0.21 -0.52
⑤ 損失や危険性がまったく無いことを導入の条件とすべき 0.62 0.13
⑥ ある程度の利益があれば損失や危険性はやむをえない -1.17 1.11
⑦ 一概に言えない 0.74 -0.48
① 信頼している -2.46 4.25
② まあ信頼している -1.16 -0.16
③ あまり信頼していない 0.31 -0.34
④ 信頼していない 1.38 0.68
⑤ 一概に言えない 0.65 -0.68
Q20
Q22
賛否
Q4
Q5
Q6
Q16
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第 4-5 図 五択賛否との複数質問との数量化Ⅲ類分析結果 
 
 
 第 4-5 図は∨型に分布しており、X軸は賛否度、Y軸は両義性度を示している。回答者が
どの選択肢を選んだかによって、質問ごとに賛否度と両義性度が決まる。回答者は、ここ
で示した質問について様々な組み合わせで回答する。各選択肢に与えられたスコアに基づ
き、回答者にも選んだ選択肢に対応した評点が付く。その値を全質問で足し合わせると、
回答者ごとに複数の質問を総合した賛否度と両義性度を算出することができる。第 4-6 図
に全回答者の総合的態度を示す。図中の各点は、回答者個々の総合的賛否度と両義性度の
スコアで配置されている。なお、平面の原点はその軸で示される傾向の中間点となり、特
性を分けている。 
 第 4-6 図に示した各回答者の原子力利用に対する総合的態度は、五択賛否態度で特徴付
けることができる。第 4-7 図では、第 4-6 図を五択賛否態度ごとに分離して表示する。そ
れぞれの層が“広がり”を持ち、分布に他の賛否層と重なる部分が存在している。「積極的
に進める」層と「全面的に廃止する」層（強い態度層）の賛否度は、回答した賛否と同一
Q2原子力発電を推進することへの賛否（五択）
Q4 原子力発電の有用性（現在と将来における必要性）
Q5 原子力発電に対する考え方（本来的危険性認識と不安）
Q6 原子力発電を行っていることへの信頼性
Q16 これからの社会に対する考え方（成長と犠牲）
Q20  科学技術の導入によって生じる損失や危険性への対応
Q22 社会をリードしている組織や人々に対する信頼度
積極的に
進める
慎重に進める
現状を維持する
少しずつ廃止する
全面的に
廃止する
Q4:⑦
Q4:③
Q4:④
Q4:⑥
Q6:⑤
Q5:①
Q04:①
Q04:⑤
Q05:④
Q05:⑤
Q06:①
Q06:⑤
Q16:①
Q16:③
Q20:①
Q20:②
Q20:③
Q20:⑤
Q20:⑥
Q22:①
両義性度大傾向
両義性度小傾向
反対傾向賛成傾向
第一因子
第
二
因
子
Q_:①～⑦は、第4-4表に示した選択肢を指す
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範囲に分布し、賛否をまたいでいない。同時に、両義性の意識度合いも低い。 
 
 
 
第 4-6 図  回答者個々の総合的賛否度と両義性度の分布 
 
  一方、「慎重に進める」層は、賛否軸において、反対度を持つ範囲まで回答者が分布して
いる。賛成側の分布は、「積極的に進める」層と重複している。「積極的に進める」層より
両義性度が高いことが分かる。「慎重に進める」層は賛否をまたいでおり、意識の背景とし
ての賛否度を考慮して、それぞれ「慎重に進める－賛成的」および「慎重に進める－反対
的」層に分けることができる。本調査では、「慎重に進める－反対的」層は回答者全体の 20%
程度となっている。これは「慎重に進める」を選択した弱い賛成層の特徴である。また、「少
しずつ廃止する」層は「全面的に廃止する」層より、中間よりの反対域に分布している。
こちらも、「全面的に廃止する」層よりも両義性度が高い。この層には、賛否と意識の背景
が異なる層（「弱い反対－賛成的」層）は存在しない。さらに、「現状を維持する」層は、
高い両義性と中間点の周りの賛否両域に分布している。 
 この分析により、弱い賛成を示す選択肢を選んだ層（＝「慎重に進める」層）の意識に
は有用性認識と不安に代表される両義性意識が存在し、意識の背景において賛成的か反対
的な色彩を有する層に分けられることが確認できた。意識の背景は、両義性意識のバラン
スによるものとなる。 
 
両義性度大傾向
反対傾向賛成傾向
第一因子
第
二
因
子
両義性度小傾向
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反対傾向賛成傾向
第一因子
第
二
因
子
積極的に進める
全面的に廃止する
両義性度大傾向
両義性度小傾向
(1) 強い賛否態度層個々の総合的賛否度と両義性度の分布
慎重に進める
反対傾向賛成傾向
第一因子
第
二
因
子
両義性度小傾向
(2) 弱い賛成態度層個々の総合的賛否度と両義性度の分布
両義性度大傾向
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第 4-7 図 五択賛否層ごとの個々の総合的賛否度と両義性度の分布 
少しずつ廃止する
反対傾向賛成傾向
第一因子
第
二
因
子
両義性度小傾向
(3) 弱い反対態度層個々の総合的賛否度と両義性度の分布
両義性度大傾向
現状を維持する
反対傾向賛成傾向
(4) 現状維持層個々の総合的賛否度と両義性度の分布
第一因子
第
二
因
子
両義性度大傾向
両義性度小傾向
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4.3.2 原子力利用に対する賛否回答とその背景 
  原子力利用の賛否態度に原子力の有用－無用、安心－不安、信頼－不信の因子が大きく
影響していることは、これまでの調査で確認されている 9)。ここでは、これを追認し、賛否
に対するそれらの影響度を評価した。さらに、参画意欲など特徴的な質問を取り混ぜ、こ
れらの意識からも賛否態度との関連を見ていく。 
 
(1) 原子力賛否の背景分析 
  これまでの展開から、今後の社会のあり方に対する感情・イメージが原子力利用の賛否
態度に影響を及ぼし、原子力利用の（将来における）有用－無用、安心－不安、信頼－不
信に対する意識の背景（一因）となっていることが分かった。そこには、成長的な経済発
展志向度、それを志向している組織や機関およびそれらを構成する者との間での意識や利
害の共通度、経済発展への科学技術の貢献に対する期待度、および、成長的な経済発展で
生じる犠牲に対する許容度などがあることを示した。 
 ここから、原子力利用に対する賛否態度の意識背景を整理すると、賛成態度が強まるほ
ど、経済面での成長的発展を望み、成長的発展を志向している組織などと意識や利害が共
通している。経済成長的社会発展への科学技術の貢献を期待し、そこで生じる犠牲を止む
を得ないものと見ている。一方、反対態度が強まるほど経済面での成長的発展だけを強く
は望まず、そのための犠牲を認めていない。成長的発展を最重要視している組織などとの
間に理念的対立感を抱き、不信感を強める。そこから、原子力利用を忌避する意識が強く
作用する傾向を読み取ることができる。 
 
 
第 4-8 図 各質問の選択肢ごとの賛否スコア 
 
 
 第 4-4 表で示した因子ごとのスコアは、賛否度と両義性度を測る尺度になっている。第
4-8 図に各質問の選択肢ごとの賛否に対するスコアを図示する。賛否に対して、有用－無用、
安心－不安の影響度が偏り（非対称性）を見せている。すなわち、有用性認識が賛成の根
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拠となる度合いよりも不要性認識が反対の根拠となる度合いの方が大きい。また、安心感
は強く賛成感情を抱かせる（逆に、賛成感情が安心感を抱かせる場合もある）が、反対感
情に対する不安感の影響度は強くない。賛成は安心から、反対は不要性認識から生じる傾
向を読み取れ、賛成する要因と反対する要因が異なることが分かる。 
  原子力利用に対する安心-不安感情は、そのものの危険性だけでなく、むしろ、その危険
性を管理する組織に対する信頼が強く影響している。原子力利用に対して不信感を抱いて
いる層は、信頼を判断する観点として国や原子力に関係している組織や人の姿勢や取り組
みを挙げている。姿勢や取り組みが不信感を生む要因となっていることは、リスクを管理
する人や組織に対する疑義に結びつくものであると考えられる。そこから、安心－不安と
信頼－不信が結びついていく。 
 一般的には、信頼はその組織の能力と誠実さに対する認識によって規定される。一方、
SVS(Salient Value Similarity)モデルでは、『相手と自分が当該問題において重要な価値
を共有していると感じると、その相手を信頼するようになる 10)』と指摘している。原子力
利用を推進している組織と賛成層は、成長的な経済発展を重視することで利害が共有され、
その組織と組織が行っている行為に共感し、信頼するようになる。逆に反対層は成長的な
経済発展を重視していないことで利害が共有されず、その組織に共感することはなく、共
感しえない行為を計画・実施している組織を信頼に足るものと見ない。ここから、有用-無
用と信頼-不信が結びつく。賛否に対する強い態度層は、賛成－反対と有用－無用、安心－
不安、信頼－不信の連関関係が強く、両義性意識をほとんど持たない。すなわち、強い賛
成態度は有用、安心、信頼で規定され、強い反対態度は無用、不安、不信によって規定さ
れる。一方、弱い態度層は、両義性意識を持ち、賛否態度との相関が弱まる。すなわち、
相関関係からのずれが、両義性意識に他ならない。 
 
(2) 決定過程への参加／不参加による決定への納得度 
  第 3 章では、意見が分かれていることを前提とした社会的意思決定過程の構築を提案し
ており、そのためには市民の意思決定過程への関与、参画が重要な役割を果たす。そこで、
自身が属する集団において、自身に不利益となる決定がなされた場合の対応を決定場面へ
の参加／不参加の影響を考慮して尋ねた。質問文は付録に記すが、ここでは属する集団の
定義やどのような決定事項に関することであるかは明示せず、回答者の状況設定に委ねた。 
 選択肢とその単純集計結果を第 4-9 図、クロス集計結果を第 4-10 図に示す。40.5%が参
加／不参加で異なる選択肢を選んだ。なお、原子力利用に対する賛否態度は、「慎重に進め
る」層を「慎重に進める－賛成的」および「慎重に進める－反対的」層に分け、6区分とし
た。第 4-10 図(1),(2)より、選択肢①は「積極的に進める」層で選択割合が高く、賛成度
合いが弱まるほど低くなることが分かる。不参加の場合、「全面的に廃止する」層は①と②
をまったく選んでいない。④は、反対度合いが強まるほど回答割合が高くなる。参加の有
無による変化を整理すると第 4-10 図(3)を得る。どの層も参加によって③を選ぶ割合が減
り、①と②が増える。決定過程への参加によって、不本意な決定でも受け入れる傾向が増
している。特に、「全面的に廃止する」層は参加した場合では①や②も選択し、同時に④が
大きく減少している。一方、現状維持を含む賛成層で参加によって④が増えている。 
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第 4-9 図 不利益な決定に対する対応（参加／不参加の影響） 
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第 4-10 図 参加／不参加による対応意識のクロス集計結果 
 
 
 この前に原子力利用について尋ねており、回答する上で原子力利用に対する決定が、こ
こでの質問に答える際の状況認識に結びついたことは十分に考えられる。回答者が原子力
利用に対する決定なのか、一般的な事項に対する決定なのかのどちらを想定したかを分離
することは本調査においては難しい。また、何に関わる決定かによって、参加／不参加の
影響がどの程度かについても判断する情報は見当たらない。第 4-10 図に示した原子力利用
に対する賛否層ごとの差異が、一般的事項全般における普遍的なものか、原子力利用に係
わる事のみに限定されたものかを区別することを難しくしてしまった。しかし、この質問
は決定過程への参加／不参加の影響を見ることにある。この観点での（たとえ、回答者が
どのような集団や決定事項を想定したとしても）一側面での差異を見ることには成功した
と考えている。 
 賛否態度とこの質問間での数量化Ⅲ類による分析から、第一因子は異議を申し立てると
する選択肢④と①（従う）、⑤（無視する）が対極にあり、この因子は異議の申し立て意欲
の強弱を示す軸と捉えることができる。ここから、異義の申し立て意欲は「積極的に進め
る」層が最も弱く、以下順に「慎重に進める－賛成的」、「少しずつ廃止する」、「慎重に進
める－反対的」、「現状を維持する」、「全面的に廃止する」層で高くなり、ほぼ賛否度と連
関していることが分かる。 
 第二因子は、参加／不参加を問わず①、④、③、②、⑤の順に並び、①と⑤が対極に、
②、③、④がほぼ同値で①と⑤の中間値となる。「積極的に進める」、「全面的に廃止する」
層が、①とほぼ同値を取る。①は“従う”とする姿勢から自身が属する集団への貢献志向
を表すものと、⑤は“無視する”とする姿勢から非貢献志向を表すものと捉えれば、第二
因子は自身が属する集団への貢献志向（集団のため志向）の強弱を示す軸と見られる。 
 「積極的に進める」層は、①を有意に高い割合（不参加で 30.3%、全回答者では 6.2%、
参加で 33.3%、全回答者では 14.2%）で選んでいる。このことと数量化Ⅲ類による分析で得
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られた 2 因子による意識平面での配置から、この層が集団への貢献としての同調的な協調
姿勢を有している傾向が強いことを窺わせる。一方、「全面的に廃止する」層は、④を有意
に高い割合（不参加で 27.8%、全回答者では 11.4%、参加で 16.7%、全回答者では 12.3%）
で選ぶ。意識平面での配置と合わせると、「全面的に廃止する」層は「積極的に進める」層
とは異なる貢献志向を持つことと解釈できる。「積極的に進める」⇔「全面的に廃止する」
層の貢献姿勢の意識の差違を、「例え、異議があっても異議を申し立てないことが協調であ
り、それが集団への貢献になる」⇔「異議がある場合は申し立てることが集団に貢献する
ことになり、それが協調につながる」とする姿勢と捉えると結果を解釈しやすい。 
 また、②にある「しかたがない」とする志向は非協調（非貢献）的傾向を示し、意に反
する決定においても対応行動を取らない姿勢を示している。弱い賛否態度層には、「何もし
ない、しかたがない＝非貢献的、貢献しえない」とする意識傾向があると解釈できる。 
 特徴で整理すると、自身に不利益な決定に対して、「全面的に廃止する」層は異議を申し
立てる、「少しずつ廃止する」層は状況に応じて判断する、「弱い賛成－反対的」層は“し
かたがない”意識が強い、それに対して、「弱い賛成－賛成的」層と「積極的に進める」層
は“従う”特性を有する傾向があると解釈できる。 
  
(3)国／地域レベルの科学技術政策への参画意欲 
  国レベル（例えば原子力発電や遺伝子組み換え食品の導入など科学技術の導入・推進に
係わる事項）と地域レベル（例えば原子力発電所の建設などに係わる事項）における科学
技術政策の意思決定過程への参画意識を尋ねた。選択肢（複数選択可）は同一とした。集
計結果は以下となった。   
                                                               
                                             国／地域レベルの結果（以下、同様） 
①常に自分の意志で係わっていきたい                       17.4% / 18.7% 
②場合によっては自分の意志で係わっていきたい             25.2% / 27.8% 
③自分の意志で係われるところから係わっていきたい         45.0% / 42.3% 
④自分の意志で係われるよう意欲や知識を高めていきたい     39.7% / 35.6% 
⑤自分の意志で係われるように参加の手段を模索したい       13.8% / 17.2% 
⑥自分の意志で係われるように参加の手段を作ってほしい     27.4% / 23.8% 
⑦自分の意志で係わるべきではない                          1.5% /  1.3% 
⑧自分の意志で係わることはできない                        5.4% /  5.1% 
⑨自分の意志で係わることはしない                          4.2% /  4.7% 
⑩ 一概に言えない                                         5.1% /  4.7% 
 
 積極的な意欲を示す選択肢（①、②、⑤）で地域レベルがやや高い。それらよりも若干
積極性が低い意欲を示している選択肢（③、④、⑥）は国レベルの方が高く、しかも選択
割合も高い。自身の生活に直結する身近な問題として、例えば街づくりなどに住民が決定
過程に係わる機会が増えつつある。市民が、科学技術に係わる決定と街づくりなどに係わ
る決定を区別して考えているか否かは本調査では確認できないものの、科学技術に係わる
決定において、参画意欲が高い地域レベルに対して、国レベルでは関与の道は不十分と認
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識しつつ、その上で参画を求めているものと解釈することができる。 
 この質問と決定過程への参加／不参加による影響を尋ねた質問、および五択賛否態度と
の間で数量化Ⅲ類による分析を行った。第一因子は、参画意欲の低い選択肢（⑦、⑧、⑨）
が大きなスコアを持つことから、参画意欲の強弱を示す軸と捉えることができる。五択賛
否態度のスコアから、賛否態度層ごとの参画意欲の傾向を掴むことができる。そこから、
参画意欲は「全面的に廃止する」層がもっとも強く、以下順に、「少しずつ廃止する」、「弱
い賛成－反対的」、「弱い賛成－賛成的」、「現状を維持する」、「積極的に進める」層となる。 
 賛否態度との残差分析から、「全面的に廃止する」層は①を有意に高い割合で選択し、国
レベルへと地域レベルへの参画を両方とも強く求めていることが分かる。一方、「積極的に
進める」層の国レベルへの参画意欲は低く、係わらないとする意識も高い。 
  また、原子力利用に対する興味・関心および自分への係わりを尋ねた質問間での分析か
ら、興味・関心と自分への係わりが無いと回答した層は、参加への自身の強い意思が伴う
ものを選ぶ割合が低いことが分かる。同時に⑦、⑧も選んでおらず、参加の有効性を全て
否定してはいないものの、負担の少ない参加-③や参加への依存-⑥および、参加しない意
思-⑨を選んでいる。興味・関心および自分への係わり意識が低ければ参加意欲は低くなる
こと、また、「弱い賛成－反対的」層は「弱い賛成－賛成的」層より興味・関心が低いこと
が分かる。 
 
4.4. 意識調査から見えること 
 
  人は、こう有りたいとする願望から自身が望んでいる将来社会のイメージを抱く。そし
て、そのイメージは広く分散し、利害が共通した特定将来イメージの共有が薄れつつある
と捉えられる。伝統やしきたりに対する意識などを尋ねた継続的な社会意識調査 11)から、
現代社会では追従的な姿勢からの脱却が顕著な流れとなっていることが読み取れ、与えら
れたイメージに追従する意識が薄れつつあることは明らかな流れだと思われる。さらなる
成長的社会を望む者の割合は減少傾向にある。これは、内閣府が実施している国民生活に
関する調査 12) における心の豊かさを求める層の増加からも裏付けられる。本調査では調査
結果の経時変化は追えないが、本調査結果が示す将来社会のイメージに対する見解の別れ
が、時代の経過と共に大きくなっていることは確かではないかと思われる。 
  原子力利用の賛否が、成長的社会志向度合いと関連していることを本調査が明らかにし
た。そこには、市民が「どのような社会を望むか」が大きく係わり、この意識は「どのよ
うな暮らし方、生き方を望むか」と等価である。そして、暮らし方・生き方とは市民の日
常生活に係わる事項であり、原子力利用に係わる事項は高度に科学的・専門的事項である
と同時に市民の日常生活を左右する事項にもなっていく。日常生活を左右する事項であれ
ば、市民で話し合いながら、その動向を見出すことは社会の基本である。この観点から、
原子力利用の動向を見出すための意思決定過程に市民が加わることは当然なことと受け止
められる。 
  原子力利用の是非をめぐる論争は、将来社会の望むべき方向性の議論から始める必要が
あり、その議論は市民が参画した上で方向性を見出すことを念頭としたものであることが
望まれる。これまでは成長的社会志向を前提とした上で原子力推進者が市民に理解を求め
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る形の議論展開が推し進められていた。これでは、協働の観点から見れば、市民の参画に
よる意思決定とは言い難い。 
  本調査で存在を確認した「慎重に進める－反対的」層は、原子力利用に対して反対的意
識を多く有しても“賛成”し、「少しずつ廃止する」とは回答しない。ここで明らかとした
原子力利用に対する総合的態度では、「慎重に進める－反対的」層と「少しずつ廃止する」
層では意識の重なる部分が存在し、表明する意見を分ける明確な閾値は見あたらず、安心、
信頼、有用性意識などの差違では両層を明確に分けることができない。 
  これまで、「慎重に進める」と回答する弱い賛成層は、表明する意見から賛成層として扱
われていた。第 3 章では弱い賛成態度層に着目し、原子力利用がおかれている社会状況に
及ぼす影響について考察し、以下の影響メカニズムによって原子力利用の賛否に対して強
い影響を及ぼしていることを示した。 
 
・強い賛否態度層が原子力利用に問題点を発掘し、問題として提起する。（問題発掘段階） 
・弱い賛否態度層はその動きによって問題の存在に気づき、当該事象を社会的な問題と捉
えるようになり、社会的関心事となっていく。（気づきの段階） 
・この過程で、潜在的な志向としての弱い賛否態度層の中には、当該事象（ここでは原子
力利用）が社会的関心事となっていくことで“傍観者”から“懸念を抱き、不安を表明
する傍観者”と変貌していく。（態度の形成段階） 
・多くの弱い賛否態度層はこの過程で意識や態度を変えるまでには至らないが、意識の背
景としての両義性意識のバランスは変化する。 
・この様相が弱い賛否態度層の賛否背景を通して社会の雰囲気に変化を及ぼす。（雰囲気へ
の影響段階） 
・社会の雰囲気の変化が強い態度層の問題発掘・提起活動を活発化させる。（問題の再励起
段階） 
・問題発掘・提起活動の活発化が当該事象を社会的な問題として、より意識されていく。 
・この過程において、弱い賛否態度層の態度は賛否の背景を揺らぎやすいものとしていく。 
・その揺らぎが、原子力利用がおかれている社会状況に大きな影響力を及ぼす。 
 
  原子力利用と社会の関係における共進化状況 1)には、市民が自由に意見を表明し、反映で
きる状況が重要である。「慎重に進める－反対的」層が表明する態度と意識の背景を異にす
ることが、意識的なのか、無意識的なものなのかを判別することは本調査では出来ない。
しかし、この層は自身の意見を表明することを躊躇し、“不明確な”態度を取っている。な
お、ここでの表明とは公の場などで意見を述べることを指すのではなく、今回の郵送によ
る意識調査の段階でも自身の心理と逆の回答を意識的／無意識的に係わらずにしてしまう
ことを表明しないと捉えたものである。意見を言わない・言えないとするこの態度は、原
子力利用に対する懐疑的な心情が“潜伏”しているものと捉えることもでき、“わだかまり”
的な違和感を生んでしまう要因とも考えられる。そこから、事故や不祥事などの発生によ
る刺激によって、潜んでいた感情が表出し、社会的雰囲気の変化（いわゆる逆風）として
現われていく。このような意識傾向が原子力利用をめぐる是非判断を複雑なものとし、原
子力利用に係わる社会の雰囲気を変わりやすいものとしていると言える。 
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  不明確な態度を取る背景には、個人特性と共に様々な社会的要因があり、両面からの改
革が望まれる。表明する意見と心理が異なる一因には、原子力利用に係わる意思決定過程
に対する見方が係わっているものと捉えることは、本調査で完全に検証しきれなかったも
のの妥当ではないかと思われる。手続き的公正概念を導入し、決定過程への参画が当該事
項に対する人々の印象形成に重要な役割を果たすことが確認されている 13)。 
 なお、手続き的公正概念については、社会心理学の研究成果として、「決定の適切さ」以
上に「手続きの公正さ」が重視されることが指摘されており、これは決定過程への信頼が
全ての信頼の基礎となることを意味している。ほとんどの場合で、人々は決定内容の如何
に係わらず、手続き的公正を感じると満足度が高まることも指摘している。 
  本調査においても、決定過程への参加／不参加の影響や科学技術に係わる事項に対する
参加意欲などから、多くの市民が何らかの形で参画を求め、参画した上での決定なら納得
する意向を有していることを示した。そこでは、“対話”が両面から改革の手がかりとなる。
原子力利用に関する意思決定において、対話の重要性が叫ばれている 14),15)。原子力界では、
意思把握としての（広報・公聴の一環としての）対話を実践する活動が推進されているも
のの、今後の動向を見出す（問題解決の）ために必要な意思疎通としての対話が実践され
ているとは言いがたい。対話の先には、意思決定過程への参画が開かれていなければなら
ない。手続き的公正を遵守し、決定項目に対して修正可能性（決定は不変ではなく、対話
の過程で柔軟に変更しうる可能性）を否定しない意思決定過程が市民の参画意欲を高め、
信頼感も醸成されていくことが指摘されている 16)。不明確な態度は受動的な姿勢によって
形成されやすく、決定に対する能動的な立場を構築することで是正を図るべきである。 
  ここでの意識調査結果から、意思決定過程に対して、および、そこでの決定によって被
る可能性のあるリスクに対して受動的姿勢を見せている市民の存在を指摘し、市民が原子
力利用を自分の問題として捉え直し、そして主体的な関与を促すための方策を提言するも
のである。 
 リスクを通じて、原子力利用を考えることが肝要である。リスクについて直接、間接的
に係わらず関係者間で意見を交換する試みとして、リスクコミュニケーションが率先され
ている。原子力利用に対するリスクコミュニケーション活動は、谷口ら 17)の先導的試みに
始まり、市民・住民と原子力事業者の間の意思疎通を目指して活動が行われていた。また、
市民・住民との対話を実効的なものとする先進的な試みが、八木、北村ら 18)によって社会
的意思決定への展開を視野に遂行されている。これらの活動は、原子力利用の是非に対し
て説明・説得の観点を主眼としていたこれまでの展開に一石を投じるものである。また、
化学物質や環境などに対する一般的なリスクコミュニケーションの捉え方において、関沢
19)や織 20)が発展段階として定義の変遷をまとめている。そこでは、 
第一段階：データの提示段階（技術的な情報提供、開示、広報）から、 
第二段階：情報の提供段階（教育、宣伝、解説、説得手法の獲得）を経て、 
第三段階：共通ベースと意見交換段階（責任ある参画と手続き的公正さを重視） 
に至ることがリスクコミュニケーションの確立であり、第三段階に至るために必要な事と
して、判断基準と結果の関連を提示する必要性を強調し、意思決定過程の透明性を求めて
いる。 
 原子力利用における意思決定において、決定したことの「受け入れ」を社会に求めるこ
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とに集中し、修正可能性はほとんど無かった。また、原子力利用の前提となる将来社会の
イメージは固定的で、社会に示すものであった。これに固執することが“閉鎖性”を際立
たせてしまい、同時に社会の意識の変化に適応する能力を失わせてしまう。意思決定に関
わる者が市民の参画を促し、誰もが意見を言え、どのような意見であろうとも反映される
可能性を否定されていないとする認識を市民と共有し、協力して今後の動向を探っていく
ことを意思決定の基本とすべきである。そこから、相互に信頼感が醸成されていく。相互
の信頼感が原子力利用を円滑に進める鍵となる。そのためには、多くの者が“それでよい”
と認めた意思決定過程で創出された決定を“正しい”ものとして選択する考え方に意識を
変えていかねばならない。そのような意思決定過程を構築していくことが、共進化の具現
化であり、原子力利用を「止むを得ない行為」から「自身の意思による選択によって実施
されている行為」として、すなわち主体的行為として見ることを可能とする。「止むを得な
い行為」では、“わだかまり”的な意識が反映されて過度に安全性を要求し、その行為によ
る損失（の可能性）は許容されにくくなる。「止むを得ない行為」から脱却することで、原
子力利用に伴うリスクにも立ち向かうことができるようになっていく。リスク概念には、
“ 危険・損失” と“ 恩恵・利益” の量とその可能性がそもそも含まれており、選択（= 
意思決定） が内包されたものであると捉えることが重要となる。 
 多くの市民が原子力利用に対する姿勢と原子力界が進めようとする方策の差異を浮き彫
りにし、その原因を見極めることで「自らを省みる」ことが可能となり、今まで見えなか
ったことが見えてくる。原子力は、社会技術の先鞭として積極的に社会に開かれたものと
なるべき展開を期待される存在である。その上で、原子力利用を社会の中で円滑に進める
ためには、「これからどうするか」を共に判断していく過程を重視することであり、結果の
正当性を強調するのではなく、決定過程の正当性を確保し、その認知を得るべきである。 
 
4.5. まとめ 
 
 第 3 章で提示した仮説や特長などの実証を行い、弱い賛成態度層の意識背景の持ち方な
どに対する仮説を検証することに成功した。さらに、原子力利用に対する賛否態度と社会
意識（生活を営む意識）との関連を調べ、今後の社会動向として経済成長志向を持つか、
そこへの科学技術の貢献や功罪にどのように目を向けているか、そして、社会的事項全般
にどのように向かい合うか（自分の価値観―集団の価値観のどちらを優先するかなど）に
よって、原子力利用への態度が影響されることを明らかにした。そこから、原子力利用を
めぐる意思決定過程を見直すことが原子力利用をさらに推進するための方策となりうるこ
とを示した。 
 そして、原子力に対する賛否と安心-不安の関係を解明にし、不安感が否定見解に及
ぼす影響は限定的であることも示した。事故や不祥事に起因する原子力に対する“逆風”
は一次的なものであり、社会状況の変化に伴う社会意識の変化が原子力を巡る意識に影
響を及ぼしていることを明らかとした。社会的な問題は関係する者らの意識変動に関わ
るので、市民と原子力関係者の意識を継続的に調査し、その経年変化を追うことが必要
となっていく。なお、この意識調査の詳細は、平成 19 年度社会と原子力の関係に関する
社会調査報告書 21）に記している。 
79 
 
 また、意識は社会状勢などの影響によって変化する。第 3 章で場の相互作用と定義した
ように、個々人の意識と社会の有り様は相互に影響を及ぼしあっている。社会状況が社会
的な問題に大きく関わっているとすることから、原子力を巡る社会的な問題において、継
続的な意識調査による意識の経年変化を追うことが重要である。 
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付録 調査票と集計結果 
 
はじめに、原子力発電についてお伺いします。 
Q１. これからのエネルギー源として、原子力発電を推進することに対してどのように思わ
れますか。① 賛成 (58.1%)、② 反対 (25.2%)、③ その他 (14.9%) 
 
Q２．同じ質問を以下の選択肢からお答えいただく場合は、どのように思われますか。 
（選択肢は本文中に記載） 
 
Q３. あなたは、原子力発電に興味や関心がありますか。そして、原子力発電は自分に係わ
りのあることだと思われますか。 
①興味や関心があり、自分に係わりのあることだと思う (53.9%) 
②興味や関心はあるが自分に係わりのないことだと思う (10.5%) 
③興味や関心はないが自分に係わりのあることだと思う (28.3%) 
④興味や関心がなく、自分に係わりのないことだと思う (2.0%) 
⑤一概に言えない (3.8%) 
 
Q４. 原子力発電は役に立っていると思われますか。（選択肢は本文中に記載） 
 
Q５. 原子力発電について、どのように思われますか。（選択肢は本文中に記載） 
 
Q６. 漠然とした質問ですが、あなたは、原子力発電を行っていることを信頼していますか。 
（選択肢は本文中に記載） 
    
Q７. どのような観点から、【Q６】の答えをお選びになりましたか。（複数回答可） 
① 技術的な観点  (44.3%) 
② これまでの実績  (49.7%) 
③ 原子力に関係している組織が取り組む姿勢  (39.2%) 
④ 原子力に関係している人、個々人が取り組む姿勢  (24.0%) 
⑤ 国が原子力行政に取り組む姿勢  (32.8%) 
⑥ 国の規制や安全確保に対する取り組み  (43.9%) 
⑦ その道の専門家の意見  (5.4%) 
⑧ 身近で信頼している人の意見  (2.0%) 
⑨ マスコミの報道  (9.3%) 
⑩ 社会の雰囲気  (4.7%) 
⑪ 信頼するしかない  (22.7%) 
⑫ その他  (4.7%) 
⑬ そもそも信頼していない  (0.7%) 
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Q８. 原子力発電はどのような恩恵をもたらすと思われますか。（複数回答可） 
① 便利で安定な生活  (41.0%) 
② 日本社会の経済発展  (35.4%) 
③ 発展途上国などの今後の発展  (8.7%) 
④ 秩序だった社会の維持・形成  (5.6%) 
⑤ CO2 の発生を抑え、地球温暖化防止  (49.4%) 
⑥ 経済と環境の両立  (19.2%) 
⑦ 化石燃料の代替  (54.6%) 
⑧ 石油資源などをめぐる争いの回避  (34.3%) 
⑨ 石油の有効利用  (14.2%) 
⑩ 核兵器の削減  (4.0%) 
⑪ その他  (1.6%) 
⑫ 何も連想しない  (2.7%) 
 
Q９． 原子力発電はどのような犠牲をもたらすと思われますか。（複数回答可） 
① 死傷や健康被害などの人的な被害  (68.2%) 
② 経済的な被害  (6.4%) 
③ 生活環境や自然環境への被害  (56.6%) 
④ 日本国内での対立や緊張関係の発生  (16.0%) 
⑤ 国際関係の中での対立や緊張関係の発生  (9.8%) 
⑥ 不安やおびえなどの感情を持つ方々の増加  (30.5%) 
⑦ 不満を抱く方々の増加  (12.5%) 
⑧ 核兵器開発  (27.6%) 
⑨ 管理体制の強化  (15.4%) 
⑩ テロの脅威  (51.2%) 
⑪ その他  (1.1%) 
⑫ 何も連想しない  (1.1%) 
  
次に、社会意識（生活を営む意識）についてお伺いします。 
Ｑ13．あなたの社会貢献に対する意識はいかがですか。 
① 自身の負担が伴っても積極的に社会に貢献する (4.2%) 
② 自身の負担が伴っても出来る範囲で社会に貢献する (30.7%) 
③ 自身の負担が多少であれば、社会に貢献する (20.3%) 
④ 他の人も同様な負担を負えば自分自身も社会に貢献する (10.2%) 
⑤ 自身の負担が伴わない範囲で社会に貢献する (8%) 
⑥ 個人を活かす（自分のできる）ことで社会に貢献する (21.8%) 
⑦ 個人がよければ社会の事はかまわない (0.4%) 
⑧ 一概に言えない (2.4%) 
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Q14. あなたが決定する場面に参加していない状況で、あなたが属する集団が決めたことで
あなたの利害が損なわれる可能性があるとします。ここで決めたことには、従わなくとも
法律違反になることはありませんが、場合によっては、従わないことでさらに不利益を受
ける場合があるかもしれない状況を想定してください。あなたはどうしますか？  
① 決まったことなので、納得して従う (6.2%) 
② 決まったことだから、しかたがなく従う (12.9%) 
③ 決まったことをよく考え、状況に応じて判断する (64.2%) 
④ 決まったことではあるが、異議を申し立てる (11.4%) 
⑤ 決まったことではあるが、まったく従わずに無視する (0.5%) 
⑥ 一概に言えない (2.7%) 
 
Q15． では、あなたが決定する場面に参加した状況で、あなたが属する集団が決めたこ
とであなたの利害が損なわれる可能性があるとします。ここで決めたことには、従わなく
とも法律違反になることはありませんが、場合によっては、従わないことでさらに不利益
を受ける場合があるかもしれない状況を想定してください。あなたはどうしますか？  
① 決まったことなので、納得して従う (14.2%) 
② 決まったことだから、しかたがなく従う (19.1%) 
③ 決まったことをよく考え、状況に応じて判断する (49.5%) 
④ 決まったことではあるが、異議を申し立てる (12.3%) 
⑤ 決まったことではあるが、まったく従わずに無視する (0.4%) 
⑥ 一概に言えない (2.7%) 
 
Q16. これからの社会はどのようにしていくべきだとお考えですか。 
① 多少の犠牲があっても成長を基盤とした社会を目指す (17.1%) 
② 今後も成長を望むが何かを犠牲にするなら現状でもよい (24.7%) 
③ 一層の成長は望まないが現状維持の為の犠牲は許容する (8.7%) 
④ 現状維持を望むが何かを犠牲にするなら後退も仕方ない (12.3%) 
⑤ 成長よりも犠牲の少ない穏やかな社会を目指す (27.9%) 
⑥ 一概に言えない (6.5%) 
 
Q17．上の質問（Q16）の中で「犠牲」という言葉からどのようなことをイメージされます
か。（複数回答可） 
① 自然環境 (71.7%) 
② 文化 (18.5%) 
③ 伝統（慣わし） (18.7%) 
④ 人間性（自分らしさ） (31.6%) 
⑤ 人同士の結びつき（助け合い） (31.0%) 
⑥ 国際関係（平和） (27.2%) 
⑦ 暮らしやすい社会・生活環境 (56.8%) 
⑧ 精神的に豊かな生活 (35.0%) 
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⑨ 物質的に豊かな生活 (30.5%) 
⑩ 時間（余裕、ゆとり） (26%) 
⑪ その他 (2.2%) 
⑫ 何も連想しない (0.2%) 
 
Q18． 地球温暖化や環境問題をどのように解決すべきだと思われますか。（複数回答可） 
① 科学技術の進歩 (61.3%) 
② 個人個人が自身の生活意識を改めること (77.7%) 
③ 規制や環境税など政治的な決断 (39.7%) 
④ 途上国の経済発展の規制 (8.5%) 
⑤ 途上国に環境影響の少ない技術の提供 (53.4%) 
⑥ 一概に言えない (1.5%) 
⑦ その他 (2.9%) 
⑧ 解決を目指さない (0%) 
 
Q19． 地球温暖化や環境問題を克服するためなら、ご自身の生活を変えても良いと思わ
れますか。 
① 皆がどうあろうとも変えてもよい (17.6%) 
② 皆が変えるなら変えてもよい (13.2%) 
③ ある程度なら、他者の行動に関係なく変えてもよい (56.6%) 
④ できれば変えたくない (4.2%) 
⑤ 全く変えたくない (0.5%) 
⑥ 一概に言えない (6.0%) 
 
Q20． 例えば原子力発電や遺伝子組み換え食品など科学技術の導入によって、あなた自身
の生命、健康、および財産などが損なわれる可能性がある場合、どのように対応すべきだ
とお考えですか。 
① 国や地方自治体がしっかり規制すべきだ (35.2%) 
② 導入しようとする企業や機関が責任もって対応すべきだ (13.1%) 
③ 個人個人が自己責任で対応すべきだ (5.1%) 
④ 損失や危険性を最小限に抑える事を導入の前提とすべき (19.1%) 
⑤ 損失や危険性がまったく無いことを導入の条件とすべき (21.2%) 
⑥ ある程度の利益があれば損失や危険性はやむをえない (1.6%) 
⑦ 一概に言えない (2.5%) 
 
Q22． 例えば、政府や行政など社会をリードしている組織やその中の人々を信頼してい
ますか。  （選択肢は本文中に記載） 
 
Q23．例えば、政府や行政など社会をリードしている組織やその中の人々として何を連想さ
れますか。（複数回答可） 
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① 政治家（議員） (58.8%) 
② 政治家（大臣、知事、市町村長） (63.2%) 
③ 政党 (25.0%) 
④ 官僚・公務員 (56.8%) 
⑤ 大企業・産業界 (46.5%) 
⑥ 学者や専門家（有識者） (37.2%) 
⑦ マスコミ (30.3%) 
⑧ 一般の人々（民意） (7.4%) 
⑨ 一概に言えない (2.2%) 
 
Q24． あなたの生活目標として、一番近いのはどれですか。 
① その日その日を、自由に楽しく過ごす (11.3%) 
② しっかりと計画をたてて、豊かな生活を築く (24.0%) 
③ 身近な人たちと、なごやかな毎日を送る (46.5%) 
④ みんなと力を合わせて、世の中を良くする (14.2%) 
 
Q25． 例えば原子力発電や遺伝子組み換え食品の導入など科学技術に係わる国レベルの
決定にどのように係わっていくべきだとお考えですか。（複数回答可） 
① 常に自分の意志で係わっていきたい (17.4%) 
② 場合によっては、自分の意志で係わっていきたい (25.2%) 
③ 自分の意志で係われるところから、係わっていきたい (45.0%) 
④ 自分の意志で係われるよう意欲や知識を高めていきたい (39.7%) 
⑤ 自分の意志で係われるように参加の手段を模索したい (13.8%) 
⑥ 自分の意志で係われるように参加の手段を作ってほしい (27.4%) 
⑦ 自分の意志で係わるべきではない (1.5%) 
⑧ 自分の意志で係わることはできない (5.4%) 
⑨ 自分の意志で係わることはしない (4.2%) 
⑩ 一概に言えない (5.1%)  
 
Q26． 例えば原子力発電所の建設など科学技術に係わる地域レベルの決定にどのように
係わっていくべきだとお考えですか。（複数回答可） 
① 常に自分の意志で係わっていきたい (18.7%) 
② 場合によっては、自分の意志で係わっていきたい (27.8%) 
③ 自分の意志で係われるところから、係わっていきたい (42.3%) 
④ 自分の意志で係われるよう意欲や知識を高めていきたい (35.6%) 
⑤ 自分の意志で係われるように参加の手段を模索したい (17.2%) 
⑥ 自分の意志で係われるように参加の手段を作ってほしい (23.8%) 
⑦ 自分の意志で係わるべきではない (1.3%) 
⑧ 自分の意志で係わることはできない (5.1%) 
⑨ 自分の意志で係わることはしない (4.7%) 
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⑩ 一概に言えない (4.7%) 
 
Q27．あなたが理想とする家族の関係として、一番近いのはどれですか。 
① 父親は主人として威厳を持ち母親は父親に心から尽くす (5.8%) 
② 父親も母親も自分の仕事や趣味をもち熱心に打ち込む (22.1%) 
③ 父親は仕事に力を注ぎ、母親は任された家庭を守る (8.5%) 
④ 父親も家庭に気をつかい母親も家庭づくりに専念する (48.8%) 
⑤ 一概に言えない (10.0%) 
 
Q28． あなたが理想とする人間として、一番近いのはどれですか。 
① 秩序を守る、規則正しい人間 (9.8%) 
② お互いの権利や生活を尊ぶ人間 (25.2%) 
③ 実社会で役立つ知識や技能を身につけた人間 (8.2%) 
④ 教養があり、心が豊かな人間 (44.5%) 
⑤ 一概に言えない (9.3%) 
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5. 継続意識調査による原子力を巡る社会的な問題の分析 
 
5.1 はじめに 
 
 原子力を巡る社会的な問題の変遷を追うことは、その本質把握に重要な役割を成す。
そこで、第 4 章までの知見に基づいて、原子力を巡る社会的な問題を分析するために必
要な意識項目について、非専門家と専門家の意識を継続的に調査し、その経年変化を追
うことが求められる。一定間隔において繰り返す縦断的な（継続的な）調査（以下、継
続意識調査と略す）を計画した。この継続意識調査は、先に実施した意識調査の知見を
反映させて調査票（質問項目）を設計している。ここでは、非専門家（市民）／専門家
（原子力関係者）、あるいは需要側／供給・計画側とする立場に属する者を調査対象と
し、両者にほぼ同一な質問をすることとした。両者の意識変動を知ることで、原子力を
巡る社会的な問題の解明と原子力利用の今後の方向性に関する検討に資する情報を得
ることを目指した。 
この継続意識調査は、非専門家の位置付けとなる市民として東京駅を中心とした半
径 30km 圏内に在住している 20 歳以上の男女成人（以下、首都圏住民）と原子力の専門
家として原子力学会員（以下、学会員）を対象とした。全調査で母集団を固定した、い
わゆる定点調査となる。毎回、改めて母集団から回答者を抽出するので、回答者は調査
毎で異なり、回答者個々人の意識変化を追うことはできない。 
準備期間を経て、2008 年 12 月から 2014 年 1 月の間に 1年間隔で実施した。そして、
2011 年 1 月と 2012 年 1 月に実施した調査の間に福島事故が発生したことで、福島事故
前後 3年間、計 6 年間の意識変化に言及でき、福島事故前後の状況を比較評価しながら
把握することを可能とした継続意識調査となった。 
この継続意識調査によって、福島事故が首都圏住民だけではなく学会員の意識にも
影響を及ぼしたことが示された。そして、福島事故後 3年間の両者の変動を見ることで、
福島事故によるものと思われる影響の継続性に関しても評価可能となった。首都圏住民
においては、福島事故後 3年を経過した時点においても福島事故によるものと思われる
影響による原子力利用の否定態度は継続し、原子力利用を安心できないものと見る傾向
が激増した。一方、学会員も福島事故によるものと思われる影響を受け、否定見解を増
やしたが、その後に特徴的な変動を示した。これより、両者の今後の変動をある程度ま
で予測可能な状態にまで至った。この継続意識調査より、経年変化を含んだ“観察”が
行え、福島事故前後における原子力を巡る社会的な問題の解明に資していく。特に、福
島事故後の社会的な問題において、“構成”に資する十分な情報を確保することができ、
原子力利用の在り方を検討する情報として活用していく。 
なお、この継続意識調査は 2011 年度までは日本原子力学会「マスメディア報道と原
子力世論に関するデータベース構築と拡充」特別専門委員会が主体となり、2012 年度
から 2014 年度までは日本原子力学会「市民および専門家の意識調査・分析」特別専門
委員会の下で行われている。調査結果は、特定非営利活動法人パブリック・アウトリー
チの WEB サイト http://www.ponpo.jp/ にて公開されており、日本原子力学会社会環境
部会の下に設置したデータ管理ワーキンググループが本調査結果を管理し、同ワーキン
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ググループの提示する使用条件を遵守し、かつ、学術的・教育的目的にのみ利用すると
いう制限の下、第三者が個票データおよび集計結果を利用できる 1,2)。 
 
5.2 継続意識調査の概要と集計結果 
 
5.2.1 調査の概要 
 市民として首都圏住民を対象とした調査は，対象区域で無作為に抽出した 25 地点内
で直近の国勢調査を基準とした性年齢別に割り当てた 20 名の住民（25 地点×20 名の計
500 名）を対象に留置法にて実施している．調査実施時期などの概要を第 5-1(1)表に示
す。原子力の専門家として学会員を対象とした調査は、日本原子力学会員名簿から無作
為に 1400 名を抽出し、調査票を郵送し、回答票を返送してもらう郵送法を採用してい
る。概要を第 5-1(2)表に示す。第 3 回調査以降は、首都圏住民と学会員に対する調査
を同一時期に実施している。 
 
第 5-1 表 調査概要 
 
(1) 首都圏住民 
 
 
(2) 学会員 
 
 
 第 5 章では、福島事故前後 3 回の調査（学会員は第 3回から第 8回、首都圏住民では
第 2回から第 7回、毎年 1回実施し、福島事故を挟んで 6 年間の調査となる）を評価対
実施時期 回答者数 方法
第2回 2008年12月 500 留置
第3回 2010年1月 500 留置
第4回 2011年1月 500 留置
第5回 2012年1月 500 留置
第6回 2013年1月 500 留置
第7回 2014年1月 500 留置
東北地方太平洋沖地震 福島事故(2011年3月)
実施時期 方法
第3回 2008年12月 611 43.6% 郵送
第4回 2010年1月 625 44.6% 郵送
第5回 2011年1月 624 44.6% 郵送
第6回 2012年1月 611 43.6% 郵送
第7回 2013年1月 559 39.9% 郵送
第8回 2014年1月 558 39.9% 郵送
東北地方太平洋沖地震 福島事故(2011年3月)
回答者数（回収率）
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象としていく。なお、調査対象期間内に、全調査で採用した質問（以下、継続質問とす
る）と調査ごとに追加、あるいは改定した質問（以下、トピック質問とする）が存在す
る。また、全調査では採用していないが、複数回の調査で採用した質問もある。なお、
継続質問においても、トピック質問の関係から質問順序が異なる場合があるなど、全調
査において全てが同一な調査票とはなっていない。 
 
5.2.2 調査の集計結果 
(1) 原子力発電に対する利用、有用、安心、関心に関する意識（継続質問） 
  主な継続質問には、原子力発電に対する意識を示す「利用―廃止に対する意見（利用
の肯定―否定）」、「有用―無用に対する意見（有用の肯定―否定）」、「安心―不安に対す
る意見（安心の肯定―否定）」および「関心の有無（関心の肯定―否定）」を問う 4つの
質問項目がある。これらは、全調査で採用しており、福島事故前後 3 年における原子力
発電に対する意識の動向を把握できる。以下、本文中では「利用」、「有用」、「安心」、
「関心」と略する。 
  例えば、第 5-2 表に示す「利用」では、質問文を『あなたは、今後、原子力発電を利
用していくべきだと考えますか、それともやめるべきだと考えますか』とし、利用に対
する肯定（利用していくべき）と否定（やめるべき）とも明記している。その上で選択
肢を『利用していくべきである』、『どちらかといえば利用していくべきである』、『どち
らともいえない』、『どちらかといえばやめるべきである』、『やめるべきである』とし、
強弱（積極的と消極的とも表現できる）を考慮した肯定『利用していくべき』―否定『や
めるべき』の順序で提示している。以下、同様に「有用」、「安心」、「関心」についても
中立表現『どちらともいえない』を含めた 5件の選択肢を用いて、強弱を考慮した肯定
／否定度を尋ねる 5 件法を採用している。これは、第 4章に示した知見に基づき、双極
形態の選択肢を用いることで意識の背景を見極め易くすることを目論んだものである。 
 首都圏住民と学会員の経年変化を第 5-2 表から第 5-5 表に示す。ここでは、各質問項
目の選択肢を肯定、弱肯定（本文中では弱い肯定）、中間、弱否定（本文中では弱い否
定）、否定と略して記している。一部に無回答者がおり、また丸め誤差の影響で 5 件の
選択肢合計は 100%とならないものがある。 
 首都圏住民は割当法にて調査対象者を抽出しているので、無作為抽出を基本とした統
計手法の適用には制限が付く。一方、学会員は学会員名簿から無作為に調査対象者を抽
出しているが、回収率が 40%程度であり代表性には課題がある。ここでは、両者とも標
本サイズ（回答者数）を考慮した上でサンプリング誤差を評価し、前後の調査における
回答結果の差異について、統計的な検定を行った。表中には結果を↓(++, +, --, -)
で付記している。それぞれ、1%の有意水準で増加、5%の有意水準で増加、1%の有意水準
で減少、5%の有意水準で減少していることを示し、回答の差異が有意と捉えられる部分
を特定している。 
 5 件法において、選択肢を数量化（-2=肯定、-1=弱肯定、0=中間、1=弱否定、2=否定）
することで定量的な評価、分析が行える。これらの質問における選択肢は、順序尺度で
あり、厳密な意味では間隔尺度にはなっていない。あるいは、間隔尺度であっても選択
肢間の間隔(差）が定かではないと言える。しかし、選択肢に中立表現「どちらともい
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えない」を明記した上での双極形態（選択肢の対称性を確保）を取った 5段階の選択肢
群である。ここでは、5件の選択肢を順序に応じて-2 から 2 として 1点間隔で点数化し
て分析することを前提とする。この場合、点数値の負が肯定方向を、正が否定方向を、
そして 0 が中立（中間）を示し、回答結果を数値情報として評価分析が行える。このよ
うな点数化は、SD(Semantic Differential)法として心理学実験などでよく用いられ、
実績のある、妥当な手法である。 
 第 5-6 表に定量化した情報に基づいて、首都圏住民と学会員の「利用」、「有用」、｢安
心」、「関心」の平均値（全体的意識に相当する）と不偏分散の経年変化と Welch の t 検
定 3)、F 検定 4)による平均値と不偏分散の差の検定結果を示す。福島事故前後で市民、
学会員とも統計的に有意(p<.01)に増加（＝否定方向への変化）しており、原子力発電
利用に対する意識が否定側へ向かった。市民の変化は一過性ではなく、福島事故後も継
続している。一方、学会員においては、福島事故後に特徴的な変化があり、福島事故約
2 年後の第 7 回の肯定側への変化、第 8 回の否定側への変化も統計的に有意(p<.01)な
ものとなっている。 
 
(2)原子力発電の利用に関わる意見に対する納得度（継続質問） 
 次に、原子力発電の利用に関わる意見を提示し、その意見への納得／不納得度を問う
質問がある。この質問では、意見に対する納得／不納得度合いを示す順に並んでいる 5
件の選択肢（納得できる＝肯定、…、納得できない＝否定）と“わからない・しらない”
＝不知と表現した選択肢を加えた計 6件の選択肢を提示する形式で質問した。この質問
は、前述した原子力発電に対する関心から安心を問う質問項目の直後に配置している。 
「（8)原子力発電は 20 年後の社会や人びとの生活にとって有用である」のみ、首都圏住
民の第 2 回、学会員の第 3 回調査では質問していない。質問形式と結果を第 5-7(1)～
(8)表に示す。 
 
(3) 普段の生活における関心や不安のある事柄に関する質問 
 さらに、社会全般の事柄に対する関心と不安について問う質問がある。この質問は、
「輸入食品」、「病気」、「原子力」、「原子力施設の事故」、「自然災害」、「交通事故」など
の事柄を選択肢として提示し、関心や不安のある事柄について選択数は指定せずに複数
選択形式で尋ねた。調査途中で選択肢に相当する事柄を一部変更したため、全調査にお
いて同一質問とは言えない。しかし、主要な事柄に変更はなく、本論文では変更の無い
部分について継続評価可能な質問として扱う。第 5-8(1)～(3)表に質問形式と代表的か
つ特徴的な事柄についての関心と不安の有無についての回答結果の経年変化を示す。な
お、全調査でこの質問を最初に行っている。 
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第5-2表  「利用」に対する意識の経年変化 
Ｑ．あなたは、今後、原子力発電を利用してゆ
くべきだと考えますか、それともやめる
べきだと考えますか。右の選択肢のう
ち、あなたのお考えにもっとも近いと思
われる数字の個所に１つだけ○をつけ
てください。  
                                               肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 
 
(1) 首都圏住民 
 
 
(2) 学会員 
利用してゆくべ き
である
どちらかとい えば
利用してゆくべ き
である
どちらともい えないどちらかとい えば
やめるべ きである
やめるべ きである
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定
第2回 13.2% 28.6% 42.0% 12.6% 3.6%
第3回 11.2% 28.6% 43.0% 12.2% 5.0%
第4回 14.2% 29.6% 42.4% 11.2% 2.6%
第5回 5.8% 14.8% 30.4% 27.0% 21.8%
第6回 5.6% 17.6% 26.6% 31.2% 19.0%
第7回 4.6% 14.4% 28.0% 29.2% 23.6%
↓- 
↓-- ↓-- ↓++ ↓++↓--
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定
第3回 82.7% 12.3% 2.8% 1.1% 1.1%
第4回 82.9% 12.3% 3.0% 1.1% 0.5%
第5回 84.6% 10.9% 1.6% 1.4% 1.0%
第6回 65.1% 20.3% 7.5% 4.9% 1.8%
第7回 71.4% 20.6% 3.8% 2.0% 2.1%
第8回 62.7% 24.6% 5.4% 4.7% 2.7%
↓-- ↓++
↓--
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓+ ↓-- ↓--
↓++ ↓++
↓+ 
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第5-3表  「有用」に対する意識の経年変化 
Ｑ．あなたは、原子力発電は今日の社会や人びと
の生活にとって有用だと思いますか、それ
とも無用だと思いますか。右の選択肢のう
ち、あなたのお考えにもっとも近いと思わ
れる数字の個所に１つだけ○をつけてく
ださい。 
                                               肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 
 
(1) 首都圏住民 
 
 
(2) 学会員 
有用だと
思う
どちらかとい えば
有用だと
思う
どちらともい えないどちらかとい えば
無用だと
思う
無用だと
思う
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定
第2回 17.0% 38.4% 37.8% 4.8% 2.0%
第3回 17.2% 37.0% 37.2% 5.6% 3.0%
第4回 21.2% 40.6% 32.8% 4.4% 1.0%
第5回 11.2% 29.6% 34.8% 13.2% 11.0%
第6回 11.2% 30.4% 32.8% 14.2% 11.4%
第7回 7.8% 32.2% 32.0% 14.6% 13.2%
↓- 
↓-- ↓++ ↓++↓--
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定
第3回 86.3% 11.8% 1.3% 0.5% 0.2%
第4回 85.9% 12.6% 1.1% 0.0% 0.2%
第5回 88.6% 9.0% 1.1% 0.5% 0.3%
第6回 71.8% 21.8% 4.6% 1.0% 0.5%
第7回 78.4% 17.2% 2.1% 0.7% 1.4%
第8回 69.0% 24.6% 3.9% 0.7% 1.8%
↓-- ↓++
↓--
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓+ ↓- ↓- 
↓++
↓- 
↓++
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第5-4表  「安心」に対する意識の経年変化 
Ｑ．あなたは原子力発電の利用について、安心
ですか、それとも不安ですか。右の選択
肢うち、あなたのお考えにもっとも近い
と思われる数字の個所に１つだけ○をつ
けてください。 
                                               肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 
 
(1) 首都圏住民 
 
 
(2) 学会員 
安心であるどちらかとい えば
安心である
どちらともい えないどちらかとい えば
不安である
不安である
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定
第2回 2.6% 14.2% 33.8% 36.2% 13.2%
第3回 0.8% 14.2% 34.8% 39.0% 11.2%
第4回 1.6% 17.0% 31.6% 39.0% 10.8%
第5回 0.6% 4.6% 24.0% 35.4% 35.4%
第6回 0.4% 5.6% 20.2% 40.0% 33.8%
第7回 1.6% 6.2% 24.0% 34.6% 33.2%
↓- 
↓-- ↓-- ↓++
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定
第3回 48.1% 38.6% 8.8% 2.3% 2.0%
第4回 46.7% 37.9% 10.1% 2.9% 2.1%
第5回 51.1% 35.4% 7.4% 4.2% 1.3%
第6回 23.2% 38.8% 20.6% 10.5% 6.5%
第7回 30.4% 38.8% 17.4% 8.8% 4.1%
第8回 28.7% 42.5% 17.0% 8.6% 3.2%
↓--
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓++
↓++ ↓++ ↓++
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第5-5表  「関心」に対する意識の経年変化 
Ｑ．あなたは、原子力発電に関心がありますか、
それともありませんか。右の選択肢のう
ち、あなたのお考えにもっとも近いと思
われる数字の個所に１つだけ○をつけて
ください。 
                                               肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 
(1) 首都圏住民 
 
 
(2) 学会員 
関心があるどちらかとい えば
関心がある
どちらともい えないどちらかとい えば
関心がない
関心がない
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第2回 11.4% 26.4% 34.4% 20.2% 7.4% 0.0%
第3回 10.4% 28.2% 30.8% 21.2% 9.4% 0.0%
第4回 10.4% 27.6% 29.6% 23.0% 9.4% 0.0%
第5回 29.2% 35.4% 25.8% 7.6% 1.8% 0.2%
第6回 27.8% 44.2% 21.0% 6.2% 0.6% 0.2%
第7回 24.2% 41.0% 25.4% 7.0% 1.8% 0.6%
↓++
↓++ ↓++ ↓-- ↓--
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
関心 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第3回 88.1% 10.0% 1.5% 0.2% 0.3% 0.0%
第4回 88.2% 9.9% 0.8% 0.6% 0.2% 0.0%
第5回 89.7% 9.0% 0.2% 0.3% 0.2% 0.6%
第6回 89.5% 8.2% 1.6% 0.3% 0.0% 0.3%
第7回 89.8% 9.3% 0.5% 0.0% 0.2% 0.2%
第8回 88.5% 10.6% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓++
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第 5-6 表  原子力発電に対する意識（平均値）の経年変化 
 
(1) 首都圏住民 
 
 
(2) 学会員 
 
 
  
平均 分散 平均 分散 平均 分散 平均 分散
第2回 -0.35 0.96 -0.64 0.79 0.43 0.95 -0.14 1.20
第3回 -0.29 0.98 -0.60 0.88 0.46 0.81 -0.09 1.28
第4回 -0.42 0.91 -0.77 0.75 0.40 0.89 -0.07 1.30
第5回 0.44 1.33 -0.17 1.29 1.00 0.83 -0.83 0.99
第6回 0.40 1.31 -0.16 1.33 1.01 0.80 -0.92 0.79
第7回 0.53 1.29 -0.07 1.31 0.92 0.96 -0.79 0.90
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少平均値では、
値の増加は否定方向への移行
値の減少は肯定方向への移行　に相当
関心
↓--
↓-
↓+ ↓+
利用 有用 安心
↓++ ↓++ ↓++ ↓++ ↓++ ↓--
↓- ↓--
平均 分散 平均 分散 平均 分散 平均 分散
第3回 -1.74 0.45 -1.83 0.21 -1.29 0.76 -1.85 0.20
第4回 -1.76 0.37 -1.84 0.18 -1.24 0.82 -1.85 0.21
第5回 -1.77 0.42 -1.85 0.23 -1.31 0.78 -1.88 0.16
第6回 -1.42 0.91 -1.64 0.45 -0.62 1.31 -1.87 0.17
第7回 -1.57 0.70 -1.70 0.47 -0.83 1.18 -1.89 0.14
第8回 -1.40 0.95 -1.58 0.58 -0.85 1.07 -1.88 0.13
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
関心
↓--
↓--
利用 有用 安心
↓- ↓-
↓++
↓-- ↓-- ↓--
↓++ ↓++ ↓++ ↓++ ↓++ ↓++
↓++ ↓++ ↓++ ↓+
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第5-7表  原子力発電の利用に関わる意見に対する納得度 (1)～(8) 
Ｑ．原子力発電の利用に係わる意見として、た
とえば以下のような意見が聞かれます。
以下のそれぞれの意見に対して、あなた
は納得できますか、納得できませんか。
あなたのお考えにもっとも近いと思われ
る数字の個所にそれぞれ１つだけ○をつ
けてください。 
原子力発電がなくても電力は十分供給できる 
 
原子力発電は発電の際に二酸化炭素（CO2）を出さ
ないので地球温暖化の防止に貢献できる 
日本での原子力発電の現在の発電量を考えると近
い将来に原子力発電に代われる発電方法はない 
原子力発電の技術開発より新しいエネルギーの開
発と育成に重点をおくべきだ 
運転年数が長い原子力発電所が増えているので安
全性は低下している 
原子力に携わる人たちの安全確保に対する意識や
努力を信頼している 
わが国のような地震国に原子力発電所は危険であ
る 
原子力発電は 20 年後の社会や人びとの生活にとっ
て有用である 
 
選択肢            （以下の表中における表現） 
納得できる            肯定 
どちらかといえば納得できる    弱肯定 
どちらともいえない        中間 
どちらかといえば納得できない   弱否定 
納得できない           否定 
わからない・しらない       不知 
  
納得できるどちらかとい えば
納得できる
どちらともい えないどちらかとい えば
納得できない
納得できないわからない ・ しらない
１ ２ ３ ４ ５ ６
１ ２ ３ ４ ５ ６
１ ２ ３ ４ ５ ６
１ ２ ３ ４ ５ ６
１ ２ ３ ４ ５ ６
１ ２ ３ ４ ５ ６
１ ２ ３ ４ ５ ６
１ ２ ３ ４ ５ ６
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(1)原子力発電がなくても電力は十分供給できる 
 
[A] 首都圏住民 
 
 
 
[B] 学会員 
 
 
  
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第2回 3.8% 11.2% 36.4% 24.4% 17.0% 7.2%
第3回 4.0% 11.6% 37.8% 23.8% 12.8% 10.0%
第4回 3.6% 12.0% 31.2% 25.6% 18.0% 9.6%
第5回 15.2% 20.4% 33.6% 17.2% 8.2% 5.2%
第6回 15.0% 21.0% 31.2% 20.2% 8.2% 4.2%
第7回 20.4% 27.0% 28.4% 14.6% 5.8% 3.8%
↓--
↓- ↓+ 
↓++ ↓++ ↓-- ↓--
↓+ ↓+ ↓- 
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
供給 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第3回 1.1% 1.3% 3.6% 14.4% 79.2% 0.2%
第4回 1.6% 1.4% 4.6% 15.2% 76.5% 0.3%
第5回 2.4% 2.2% 4.2% 17.3% 72.9% 0.3%
第6回 4.7% 5.1% 9.2% 26.7% 53.5% 0.3%
第7回 2.7% 3.2% 6.3% 22.0% 65.8% 0.0%
第8回 4.8% 5.7% 9.3% 25.8% 53.8% 0.2%
↓+ ↓++ ↓++ ↓++ ↓--
↓++
↓+ ↓--
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
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(2)原子力発電は発電の際に二酸化炭素（CO2）を出さないので地球温暖化の防止に貢献 
  できる 
 
[A] 首都圏住民 
 
 
 
[B] 学会員 
 
 
 
 
  
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第2回 13.8% 34.4% 31.6% 5.8% 2.6% 11.4%
第3回 9.6% 35.2% 33.0% 4.8% 3.8% 13.2%
第4回 15.2% 35.6% 27.8% 5.8% 2.2% 13.4%
第5回 9.8% 30.0% 28.4% 8.6% 9.0% 14.0%
第6回 11.2% 28.0% 28.8% 10.6% 10.6% 10.8%
第7回 10.6% 27.2% 32.2% 8.0% 11.4% 10.6%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓- 
↓++
↓-- ↓++
温暖 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第3回 59.6% 25.2% 7.7% 3.9% 3.6% 0.0%
第4回 58.1% 24.5% 10.2% 3.5% 3.0% 0.2%
第5回 58.7% 24.8% 7.5% 3.7% 4.6% 0.2%
第6回 50.9% 30.0% 10.1% 3.8% 4.4% 0.5%
第7回 60.8% 22.0% 8.9% 3.9% 3.0% 0.7%
第8回 53.8% 30.1% 9.1% 4.5% 1.8% 0.4%
↓-- ↓+ 
↓++ ↓--
↓- ↓++
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
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(3)日本での原子力発電の現在の発電量を考えると近い将来に原子力発電に代われる 
  発電方法はない 
 
[A] 首都圏住民 
 
 
 
[B] 学会員 
 
 
 
 
 
  
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第2回 8.0% 17.6% 40.6% 13.2% 6.4% 14.0%
第3回 4.4% 22.8% 34.8% 15.0% 9.0% 14.0%
第4回 8.8% 21.8% 33.0% 13.8% 7.8% 14.4%
第5回 4.8% 14.8% 32.0% 18.6% 19.8% 10.0%
第6回 4.2% 15.4% 26.8% 22.8% 21.4% 9.2%
第7回 5.2% 13.6% 31.0% 21.8% 20.8% 7.6%
↓- 
↓- ↓+ 
↓++
↓- ↓-- ↓+ ↓++
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
代替 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第3回 66.0% 21.3% 7.7% 1.8% 3.1% 0.2%
第4回 61.1% 23.5% 9.1% 2.4% 3.5% 0.2%
第5回 67.5% 17.9% 8.0% 3.5% 2.2% 0.3%
第6回 50.6% 26.5% 11.5% 6.1% 4.4% 0.3%
第7回 57.8% 24.0% 7.5% 5.9% 4.5% 0.2%
第8回 44.6% 31.9% 11.8% 6.3% 3.8% 0.9%
↓+ ↓- 
↓-- ↓++ ↓+ ↓+ ↓+ 
↓+ ↓- 
↓-- ↓++ ↓+ 
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
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(4)原子力発電の技術開発より新しいエネルギーの開発と育成に重点をおくべきだ 
 
[A] 首都圏住民 
 
 
 
[B] 学会員 
 
 
 
 
 
  
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第2回 26.4% 32.8% 28.8% 5.2% 2.4% 4.2%
第3回 26.2% 32.6% 26.8% 4.0% 2.4% 7.6%
第4回 24.8% 34.2% 31.6% 3.2% 1.0% 5.0%
第5回 44.6% 34.8% 13.6% 2.6% 0.6% 3.6%
第6回 45.8% 31.0% 14.2% 3.0% 2.6% 3.2%
第7回 43.4% 36.2% 14.0% 1.4% 2.8% 2.0%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓+ 
↓++ ↓--
新エ 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第3回 4.9% 10.0% 34.5% 28.3% 22.1% 0.2%
第4回 5.8% 12.8% 35.0% 25.0% 21.3% 0.0%
第5回 4.6% 8.5% 32.4% 27.7% 26.3% 0.0%
第6回 8.7% 18.2% 42.7% 18.5% 11.5% 0.0%
第7回 7.7% 12.5% 37.6% 23.4% 18.6% 0.0%
第8回 8.2% 16.5% 36.2% 23.5% 15.2% 0.0%
↓- ↓+ 
↓++ ↓++ ↓++ ↓-- ↓--
↓-- ↓+ ↓++
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
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(5)運転年数が長い原子力発電所が増えているので安全性は低下している 
 
[A] 首都圏住民 
 
 
 
[B] 学会員 
 
 
 
 
 
  
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第2回 16.8% 34.4% 34.0% 6.2% 1.4% 7.2%
第3回 16.0% 36.0% 28.6% 7.0% 1.2% 11.0%
第4回 18.4% 32.0% 32.2% 6.2% 1.4% 9.8%
第5回 40.2% 32.2% 17.2% 2.6% 1.0% 6.6%
第6回 44.2% 30.2% 14.8% 3.6% 1.6% 5.4%
第7回 40.8% 30.2% 17.4% 3.6% 2.0% 5.8%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓++ ↓-- ↓--
経年 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第3回 5.9% 16.7% 22.3% 25.9% 29.0% 0.3%
第4回 4.5% 20.5% 19.0% 26.7% 28.3% 0.5%
第5回 3.8% 14.6% 19.7% 25.0% 36.1% 0.3%
第6回 12.9% 28.8% 20.8% 20.3% 16.7% 0.0%
第7回 13.8% 26.3% 17.2% 21.1% 21.1% 0.5%
第8回 8.4% 25.3% 22.8% 22.2% 20.3% 0.7%
↓-- ↓++
↓++ ↓++ ↓- ↓--
↓-- ↓+ 
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
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(6)原子力に携わる人たちの安全確保に対する意識や努力を信頼している 
 
[A] 首都圏住民 
 
 
 
[B] 学会員 
 
 
 
 
 
  
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第2回 9.8% 26.2% 40.4% 13.0% 5.2% 5.2%
第3回 8.0% 30.0% 40.6% 10.4% 3.4% 7.4%
第4回 7.4% 36.8% 36.8% 8.2% 4.0% 6.6%
第5回 5.0% 17.2% 34.6% 20.4% 17.8% 5.0%
第6回 4.0% 13.4% 32.4% 22.2% 22.6% 5.0%
第7回 3.6% 16.4% 36.2% 21.6% 16.6% 5.4%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓- 
↓+ 
↓-- ↓++ ↓++
信頼 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第3回 38.0% 43.0% 12.4% 3.9% 2.3% 0.2%
第4回 37.6% 41.9% 13.1% 4.3% 2.4% 0.2%
第5回 43.8% 37.2% 13.8% 3.0% 1.4% 0.0%
第6回 23.4% 42.2% 20.1% 7.4% 6.2% 0.2%
第7回 28.1% 41.9% 17.9% 7.9% 3.4% 0.7%
第8回 25.3% 46.6% 18.8% 7.3% 1.3% 0.2%
↓+ 
↓-- ↓++ ↓++ ↓++
↓- 
↓- 
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
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(7)わが国のような地震国に原子力発電所は危険である 
 
[A] 首都圏住民 
 
 
 
[B] 学会員 
 
 
 
 
 
  
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第2回 23.8% 29.0% 32.6% 5.2% 3.6% 5.6%
第3回 19.2% 30.6% 34.0% 5.6% 1.8% 8.6%
第4回 16.0% 33.0% 34.0% 6.6% 1.8% 8.4%
第5回 47.6% 24.4% 18.2% 4.0% 1.8% 4.0%
第6回 45.4% 28.8% 18.2% 3.4% 2.0% 2.2%
第7回 51.6% 27.4% 14.6% 2.4% 1.6% 2.0%
↓--↓++ ↓-- ↓--
↓+ 
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
地震 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第3回 2.5% 8.2% 17.5% 28.0% 43.4% 0.3%
第4回 2.7% 9.0% 15.8% 28.5% 43.8% 0.0%
第5回 1.6% 5.9% 13.1% 25.0% 53.4% 0.5%
第6回 4.9% 14.4% 25.7% 27.2% 27.2% 0.0%
第7回 5.0% 12.3% 19.3% 29.9% 32.6% 0.7%
第8回 4.8% 13.6% 19.5% 32.4% 29.0% 0.2%
↓- ↓++
↓++ ↓++ ↓++ ↓--
↓-- ↓+ 
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
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(8)原子力発電は 20 年後の社会や人びとの生活にとって有用である 
 
[A] 首都圏住民 
 
 
 
[B] 学会員 
 
 
 
 
 
  
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第2回
第3回 9.4% 26.4% 41.8% 7.0% 3.6% 11.8%
第4回 13.4% 28.0% 39.4% 4.2% 3.6% 11.4%
第5回 4.0% 13.8% 35.8% 15.6% 20.2% 10.4%
第6回 4.4% 10.2% 37.4% 14.6% 23.4% 9.8%
第7回 3.6% 10.8% 34.6% 18.2% 25.2% 7.4%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓+ 
↓-- ↓-- ↓++ ↓++
将来 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第3回
第4回 74.7% 18.9% 4.5% 0.5% 0.5% 0.6%
第5回 79.5% 15.9% 2.7% 0.3% 1.1% 0.0%
第6回 50.1% 32.2% 11.0% 3.4% 2.1% 0.7%
第7回 62.3% 25.9% 7.5% 1.3% 2.3% 0.7%
第8回 53.8% 31.0% 10.0% 2.2% 2.3% 0.2%
↓+ 
↓-- ↓++ ↓++ ↓++
↓++ ↓- ↓- ↓- 
↓--
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
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第5-8表  普段の事柄に関する関心と不安に対する意識の経年変化 (1)～(3) 
質問文 
Q 関心．以下のような事柄のうち、あなたが普段から関心を持っている事柄はどれですか。  
   特に関心を持っているものをいくつでも選んで番号に○をつけてください。 
 
Q 不安．以下のような事柄のうち、あなたが普段の生活を送るうえで不安を感じる事柄は
どれですか。特に不安を感じるものをいくつでも選んで番号に○をつけてください。 
 
選択肢 
 
  
福島事故前の調査における選択肢 福島事故後の調査における選択肢
１．政治 １．政治や経済
２．物価・経済
３．少子・高齢化 ２．少子高齢化
４．科学技術 ３．科学技術
５．資源やエネルギー ４．資源やエネルギー
６．原子力 ５．原子力
７．環境 ６．地球温暖化などの環境問題
８．地球温暖化
９．輸入食品 ７．輸入食品
10．遺伝子組み換え食品 ８．遺伝子組み換え食品
11．交通事故 ９．交通事故
12．原子力施設の事故 10．原子力施設の事故
13．地震や台風のような自然災害 11．地震や台風のような自然災害
14．老後
15．犯罪 12．犯罪
16．戦争
17．外交 13．外交
18．核不拡散問題 14．核不拡散問題
19．テロ 15．戦争やテロ
20．雇用
21．教育 16．教育
22．廃棄物問題 17．廃棄物問題
23．放射性廃棄物問題 18．放射性廃棄物問題
24．病気 19．病気
25．趣味や娯楽 20．趣味や娯楽
26．ボランティア・地域活動 21．ボランティアや地域活動
27．その他： 22．その他
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(1) 原子力、科学技術 
 
[A] 首都圏住民 
 
 
 
[B] 学会員 
 
 
 
 
 
 
  
関心 不安 関心 不安 関心 不安
第2回 14.0% 11.4% 13.2% 7.8% 27.4% 19.0%
第3回 9.8% 10.0% 9.6% 5.4% 25.8% 18.6%
第4回 10.2% 10.4% 9.8% 6.0% 24.2% 17.2%
第5回 47.4% 50.6% 33.4% 29.4% 38.4% 25.4%
第6回 44.0% 42.0% 36.6% 29.4% 42.8% 28.2%
第7回 36.2% 39.0% 29.4% 25.2% 34.2% 21.0%
↓- ↓- ↓-- ↓--
↓++
↓--
↓++ ↓++ ↓++ ↓++ ↓++
原子力施設の事故 原子力 資源・エネルギー
↓- 
関心 不安 関心 不安 関心 不安
第3回 45.7% 7.7% 77.3% 5.4% 71.4% 35.0%
第4回 51.5% 10.9% 81.4% 8.3% 69.9% 32.0%
第5回 46.6% 7.5% 77.4% 5.1% 70.4% 26.9%
第6回 63.2% 24.2% 81.8% 14.7% 78.9% 42.4%
第7回 58.5% 18.6% 82.5% 16.6% 78.2% 44.0%
第8回 61.6% 21.7% 84.4% 13.1% 79.7% 40.5%
資源・エネルギー
↓- 
↓++ ↓++
↓+ 
↓++
↓- 
↓++
↓- 
原子力施設の事故 原子力
↓+ 
↓- 
↓++
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(2) 少子高齢化、輸入食品、病気 
 
[A] 首都圏住民 
 
 
 
[B] 学会員 
 
 
  
関心 不安 関心 不安 関心 不安
第2回 31.4% 25.6% 33.4% 30.0% 54.0% 56.6%
第3回 40.8% 34.6% 16.2% 15.6% 52.8% 56.8%
第4回 37.8% 33.0% 18.2% 15.4% 48.8% 54.8%
第5回 35.8% 31.2% 18.4% 15.0% 50.2% 47.6%
第6回 38.6% 31.4% 14.8% 12.0% 43.8% 47.2%
第7回 35.4% 27.4% 20.8% 20.6% 46.2% 46.4%
↓+ ↓++
↓- 
↓- 
少子・高齢化 輸入食品 病気
↓++ ↓++ ↓-- ↓--
関心 不安 関心 不安 関心 不安
第3回 24.2% 31.1% 10.8% 16.4% 24.9% 40.8%
第4回 24.6% 32.0% 5.1% 8.8% 26.2% 42.6%
第5回 33.2% 38.3% 5.6% 9.1% 23.9% 38.8%
第6回 25.2% 36.3% 3.3% 6.4% 25.5% 40.3%
第7回 26.5% 35.8% 6.3% 7.7% 21.5% 42.4%
第8回 26.9% 33.9% 7.3% 11.5% 28.1% 46.1%
↓- 
↓+ 
少子・高齢化 輸入食品
↓-- ↓--
↓++
↓--
↓+ 
↓+ ↓++
病気
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(3) 交通事故、自然災害、犯罪 
 
[A] 首都圏住民 
 
 
 
[B] 学会員 
 
 
  
関心 不安 関心 不安 関心 不安
第2回 29.6% 30.0% 46.0% 45.4% 49.6% 50.2%
第3回 22.6% 23.6% 49.0% 51.0% 35.6% 36.6%
第4回 20.4% 22.0% 41.6% 42.8% 28.8% 31.0%
第5回 21.4% 23.6% 63.6% 56.4% 37.0% 37.6%
第6回 21.0% 26.2% 56.0% 57.0% 32.4% 37.4%
第7回 22.2% 26.6% 65.4% 65.2% 35.4% 43.8%
↓++ ↓++ ↓+ 
↓+ 
↓- 
↓++ ↓++ ↓++
↓- ↓-- ↓- 
↓--
交通事故 自然災害 犯罪
↓- ↓- ↓--
関心 不安 関心 不安 関心 不安
第3回 8.0% 19.8% 27.8% 22.7% 18.2% 33.9%
第4回 9.0% 16.5% 30.6% 29.1% 15.5% 28.8%
第5回 7.2% 15.7% 25.8% 24.5% 14.4% 26.8%
第6回 4.4% 21.1% 37.5% 37.5% 11.3% 32.1%
第7回 10.0% 24.9% 33.5% 39.5% 11.4% 30.9%
第8回 11.1% 25.3% 45.5% 50.9% 13.6% 34.4%
↓++ ↓++
交通事故 自然災害
↓+ 
↓- 
↓++
↓+ 
↓++ ↓++
犯罪
↓+ 
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5.3 首都圏住民の特徴 
 
5.3.1 市民を対象とした他の意識調査 
 市民に対する原子力利用の是非などに関する継続的な意識調査は、内閣府 5)、社会経済生
産性本部 6)（2009 年日本生産性本部に名称変更）、エネルギー・情報工学研究会議 7)（2011
年 10 月に解散）、エネルギー総合工学研究所 8)、原子力安全システム研究所 9)や日本原子力
文化振興財団 10)など種々の機関で実施されてきた。これらの中で、福島事故を前後した調
査結果に基づいて福島事故の影響によるものと考えられる意識変化を検討したものには、
原子力安全システム研究所の北田 11,12)と日本原子力文化振興財団の横手 13)の研究がある。 
 北田は、1993 年から 2011 年 12 月までの計 14 回の調査結果から福島事故の影響について
論じている。ここでは、福島事故後に関西電力供給地域の住民に対して 2 回調査が行われ
ており、福島事故後 4ヵ月から 7ヵ月経過時点の変化について評価している。 
 横手は、2007 年 1 月から 2012 年 11 月までの計 6 回の全国民を対象とした調査の集計結
果の変動について報告している。福島事故後には 2011 年 11 月まで 2014 年 11 月の 4 回調
査が行われている。この調査では、原子力発電の利用の是非について直接的に尋ねた質問
は無く、原子力発電の必要性認識で原子力に対する賛否態度を代表させている。必要性認
識のみでは、原子力利用に対する賛否態度を測り知ることはできない。この点は、2014 年
調査では改善されている。また、内閣府、社会経済生産性本部、エネルギー・情報工学研
究会議、エネルギー総合工学研究所では、福島事故後の調査に関する公表はない。 
 一方、福島事故後にはエネルギー政策をめぐる動向に対する関心の高まりからメディア
を中心に活発な調査が行われている。一貫性のある継続意識調査としては、NHK 放送文化研
究所では、「原発とエネルギーに関する意識調査 14)」と題して福島事故後の 2011 年 6 月と
10 月から電話調査方式で調査し、集計結果を公表しているものや時事通信社による「原発
の安全性・脱原発・再稼働に対する世論の動向」15)としてまとめられているものがある。し
かし、福島事故前の情報がなく、福島事故による影響について言及するには限界がある。 
 本研究における継続意識調査は、福島事故の前後複数年における長期的な原子力利用に
対する世論の動向について言及でき、多様な質問から意識の深層にまで迫ることのできる
数少ない調査と言っても過言ではない。ここでは継続意識調査に基づいて現実の社会にお
ける意識の経年変化を分析することによって、原子力利用の社会的合意形成に影響する要
因をマクロ的な視点から検討していくことを目指す。 
 
5.3.2 調査結果の分析評価 
(1) 原子力発電に対する「利用」、「有用」、「安心」、「関心」に関する意識の分析評価 
(a) 集計結果分析評価 
a) 回答結果の変化についての分析評価 
 第 5-2 表から第 5-5 表に示した首都圏住民の回答結果の調査間における変化について、
福島事故前後で確率的に偶然とは考えにくく、意味があると考えられる有意な変化があっ
たが、福島事故前には「関心」の弱い肯定の増加（第 5 回 35.4%から第 6 回 44.2%の増加）
以外に有意な変化はない。福島事故前において「利用」と「有用」で第 3 回と第 4 回の間
でどちらも否定が減少し、「安心」で第 2回調査と第 3回調査の間で肯定が減少しているだ
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けである。福島事故前は、意識の変化はほとんど無かった状態だと言える。 
 福島事故前後の変化では、「関心」と「有用」の選択肢・中間が変化せずに「利用」と「安
心」では減少していること、「安心」における弱い否定＝やや不安に変化がないことが特徴
として挙げられる。選択肢・中間の変化様相を判断に対する躊躇度合いの変化と捉えれば、
「利用」と「安心」の観点で迷いが少なくなり、判断しやすくなったものと解釈できる。 
 
b)選択肢の点数化による分析評価 
 第 5-6 表には選択肢を点数化し、各回答者の回答を点数で表した上での回答者全体の（算
術）平均値と不偏分散値を示している。平均は回答者全体の肯定／否定傾向を示す量であ
り、数値の大小と正負方向が意識の動向を理解しやすいものとする。不偏分散は回答のば
らつき度合いを示す尺度になる。 
 例えば、「利用」では、福島事故前の第 4回調査までは平均値が負値であり、福島事故後
の第 5 回から第 7 回調査では正値となっている。福島事故前は利用を肯定していたが、福
島事故後に利用を否定する方向に全体的意識が変化したことが掴め、利用に対して肯定か
ら否定への大きな変化が読み取れる。また、不偏分散値の変化から福島事故前は意見のば
らつきが縮小していく傾向（ここでは、中間意見が増え、強い賛否意見が減る傾向）にあ
ったが、福島事故後に意見のばらつきが大きくなっていったこと（ここでは、中間意見が
減り、否定意見が増える傾向）が読み取れる。「安心」の平均値は、不安傾向を示す正値が
福島事故によって大きな値となり、不安傾向がさらに増していることを示している。不偏
分散が福島事故前後であまり変化していないこと、すなわち意識のばらつき度合いに変化
が少ないことが特徴的である。 
 平均値変化について統計的に検定した結果において、福島事故前では第 3 回調査と第 4
回調査の間で「利用」と「有用」の平均値が有意に減少している。これは、福島事故前に
は利用を肯定し、同時に有用性認知が増していたことを示している。福島事故前後で、ど
の質問項目も有意に変化している。第 5 回から第 7 回調査の間には有意な変化はなく、福
島事故の影響と思われる変化が一貫して継続している。 
 
c)福島事故前後を中心とした集計結果分析評価のまとめ 
 福島事故の直前に実施した第 4 回調査と事故後の第 5 回調査における特徴的な変化と福
島事故後の傾向を以下に整理する。第 3 章と第 4 章で行った調査分析では、肯定／否定の
強弱や中立を選択した回答者の評価が重要であることを指摘しており、第 5 章でも強弱を
考慮した個別の選択肢に注意していく。 
 
①「関心」： 関心度が高まっている。肯定は 20%ほど増加し、弱い否定が 15%ほど減少
している。関心度のばらつきは減少している。そして、第 6 回で弱い肯定がさらに
10%程度増加した。 
②「利用」：肯定から否定に変化している。否定は 20%ほど増加し、選択肢・中間が減
少している。意識のばらつきは増加した。 
③「有用」：有用感は減少したが無用認識には至っていない。肯定、弱い肯定とも 10%
ほど減少し、弱い否定、否定は 10%ほど増加している。選択肢・中間 は変化してい
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ない。意識のばらつきは増加した。 
④「安心」：不安傾向がさらに高まった。肯定は事故前から低く、安心の肯定層の変化
はほとんどない。選択肢・弱い肯定と中間が減少している。弱い否定は変化してお
らず、否定が 25%ほど増加している。意識のばらつきの変化は少ない。 
 
  不偏分散値の変化は、「関心」では肯定（＝関心がある）を中心に分布が偏ったこと、「利
用」と「有用」では弱い肯定が減少して分布が広がったこと、「安心」では分布形状が否定
方向にそのまま移動したことによるものである。中間的な回答をしていた層が原子力発電
を否定する傾向を強めたと解釈できる。 
  福島事故後は「関心」における弱い肯定のみが有意に増加しているが、これは福島事故
によると思われる変化がさらに増す方向である。その他の選択肢および、平均値に有意な
変化は見られない。福島事故によると思われる変化が、それ以前の状況に戻っていないこ
とがわかる。この傾向は、日本原子力文化振興財団が調査し、原子力利用に対する反対が
減少し中立へ移行とまとめた評価 13)と異なる。一方、広瀬が調査し、福島事故後の否定傾
向が継続しているとまとめた評価 16)とは一致する。 
 
(b) 関連性に関する分析評価 
a)相関係数の分析評価 
  まず、4つの質問項目（「関心」、「利用」、「有用」、「安心」）間の関連性を把握するために
選択肢の点数化による数値情報に基づいて相関分析を行う。第 5-1(1),(2)図に各質問項目
間の相関係数の経年変化を示す。第 4 回と第 5 回調査の間の変化が福島事故による影響と
思われる変化である。福島事故前の変化は小さい。 
 第 5-1(1)図に示す「関心」に関わる関連性の経年変化では「関心」と「利用、有用、安
心」の間において、福島事故前後で正から負の相関となる変化があった。第 5-1(2)図に示
す「利用」、「有用」、「安心」の間は全調査において相関係数が有意で、関連性が認められ
る。特に、「利用－有用」（●）の関連は強く、全調査でほぼ一定している。福島事故前後
の「利用－安心」（□）の間の相関係数と福島事故後の「有用－安心」（▲）間の相関係数
のみが有意に増加している。 
 
b)偏相関係数の分析評価 
 相関係数だけでは質問項目間に複雑な関連性がある場合には評価が難しい。互いに関連
する複数の質問項目間の関連性は、偏相関係数を求めることで質問項目間だけの関連性を
見出すことができる。第 5-2(1),(2)図に偏相関係数の経年変化を示す。第 5-2(1)図に示し
た「関心－安心」（▲）の間では全調査で偏相関係数が負であり、関心の強弱と不安の強弱
が結びつく傾向があった。第 2、4回調査では値が 0に近く統計的に関連性はなく福島事故
前では有意な関連性はないと言えるが、福島事故後の第 5、6回調査では有意な関連性を示
している。「関心－有用」（□）の関連は福島事故後の変化が大きく、その後も変化は継続
している。福島事故前は関心の強弱と有用認識の強弱が結びつく傾向があったが、福島事
故後にその関連性がなくなると共に関連性が逆転しだしている。「関心－利用」（●）は福
島事故後で関連性がなくなった。これより、関心の在り方に変化があったことがわかる。 
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(1) 関心と利用、有用、安心の間 
 
 
(2) 利用、有用、安心の間 
 
第 5-1 図 質問項目間の相関係数の経年変化 
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(1) 関心と利用、有用、安心の間 
 
 
(2) 利用、有用、安心の間 
 
第 5-2 図 質問項目間の偏相関係数の経年変化 
 
 第 5-2(2)図に示した「利用」、｢有用」、「安心」間の偏相関係数は、ほとんどで有意な値
であり、質問項目間に関連性が認められる。ただし、第 5回調査の「有用－安心」（▲）の
間の偏相関係数は有意な値ではない。「利用－有用」（●）の間の関連性は、全調査でほぼ
一定していることが特徴的であり、利用の是非と有用・無用認識が強く関連している。そ
して、福島事故前後で「利用－安心」（□）、「有用－安心」（▲）の関連性が、それぞれ増
加、減少している。第 5 回調査と第 7 回調査による福島事故後の経年変化では、福島事故
で変化したと思われる関連性が変動している。 
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(c)主成分分析による分析評価 
 主成分分析は、多次元の観測変数（実際に測定した変数、ここでは調査結果）から共通
している成分を抜き出し、互いに無相関な合成変数を新たに見出す統計手法である。抜き
出す成分を主成分と言う。主成分は、質問項目に含まれる全情報に対して説明できる割合
（寄与率）の大きい順に番号化される。主成分負荷量は -1 から 1 の間 の値を取り、主
成分に対する観測変数の影響度（重み）を示す。主成分負荷量を乗じた観測変数の総和が
主成分（合成変数）であることから、情報が縮約された新たな尺度の構築や観測変数群の
構造の探索が行える。この分析によって、前述した相関分析をさらに掘り下げることがで
きる。なお、主成分分析は以下のように定式化される。 
 
第 j 次主成分 ＝  （観測変数 1の第 j主成分負荷量）×（観測変数 1）  
               ＋（観測変数 2の第 j主成分負荷量）×（観測変数 2）  
                    ： 
               ＋（観測変数 Nの第 j主成分負荷量）×（観測変数 N） 
 
第ｊ次の主成分(j=1～L：Lは最大で観測変数の数 Nに一致） 
 
a) 原子力発電に対する利用、有用、安心 
  まず、3つの質問項目（「利用」、「有用」、「安心」）について、選択肢の点数化による数値
情報を用いて分析を行う。観測変数の数は N=3 となる。第 5-3 (1)～(3) 図に第 1から第 3
主成分負荷量と第 5-4 図に寄与率の経年変化を示す。 
  寄与率が全調査で 70%程度と最も大きい第 1主成分は、3つの質問項目が同一方向に並ん
でいる。これは肯定／否定方向が同一であることを意味し、「利用肯定、有用、安心」と「利
用否定、無用、不安」とする意識を結び付けるもので原子力発電に対する好悪感情にも相
当する形での賛否を示す変数と判断できる。「利用」、「有用」、「安心」に関する意識が、原
子力発電の賛否意識に対して 70%程度の寄与を及ぼしている。そして、福島事故後に「安心」
の主成分負荷量が小さくなっている。第 7回調査では、「安心」の主成分負荷量が福島事故
前の状態に近付いている。 
 寄与率が 20%程度の第 2 主成分は、全調査で「有用」と「安心」が逆方向である。また、
福島事故前後で「利用」の方向が逆転し、「安心」と同方向となっている。第 2主成分では、
利用に対する意識がそのまま好悪感情とはなってはいない。第 2 主成分で表わされるもの
は、利用に対する意識と好悪感情の乖離であり、有用性と不安の葛藤を示す変数として両
義性を示していると解釈できる。両義性の観点では、福島事故前には不安であっても有用
認識が利用に結び付いていた。しかし、福島事故後には不安が利用の否定に結び付く傾向
を強めているものと読み取れる。すなわち、「不安もあるが有用なので利用」とする態度か
ら「有用であっても不安なので廃止」とする態度への逆転的な変化と捉えることができる。 
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(1) 第 1 主成分負荷量 
 
 
(2) 第 2 主成分負荷量 
 
 
(3) 第 3 主成分負荷量 
 
第 5-3 図 3 質問項目における主成分分析結果（主成分負荷量） 
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 福島事故後に寄与率が一度減少し、再び増加していることから、両義性認識が変動する
傾向も読み取れる。両義性認識が縮小するとは、原子力発電に対する有用・無用認識と安
心・不安感情と利用の是非の関連が強くなったことの反動であり、迷いが少なくなってき
ていることを示すものと解釈できる。両義性認識が増大するとは、その逆である。福島事
故後 3 年程度経過した時点で、両義性認識の傾向が福島事故前の状況に見られた「不安も
あるが有用なので利用」に戻る兆候が出ている。また、両義性認識の傾向が増大する傾向
を示していることは、原子力の今後の判断に戸惑いが生じだしたとも見ることができる。 
  寄与率が 10%以下程度の第 3主成分は、「利用」と「有用」、「安心」が逆方向になってい
る。福島事故前は「有用」の値が大きく「安心」の値は小さかったが、福島事故後に「安
心」の値が同方向で大きくなっている。第 1 主成分は「原子力発電は有用で安心であり、
利用したいので賛成＝好意」あるいは「原子力発電は無用で不安であり、停止したいので
反対＝非好意」とする賛否に直結している意識構造を表しており、有用（無用）認識や安
心（不安）感情が原子力発電に対する賛否の主要な規定因となっていることを表している。
それに対して、第 3 主成分は「原子力発電は有用で安心と感じるが、利用は否定する」あ
るいは「原子力発電は無用で不安と感じるが、利用は肯定する」に代表される意識構造を
示しているものと捉えられ、解釈は一様にはならない。その他の規定因の影響を示唆して
いるものとも見ることができる。 
 なお、福島事故後の変動に顕著なものを見ることはないが、福島事故 3 年後の第 7 回調
査において、福島事故前の状態に戻る兆候を感じ取ることもできる。 
 
 
第 5-4 図 3 質問項目における主成分分析結果（寄与率） 
 
b) 原子力発電に対する関心、利用、有用、安心 
 次に、「関心」を加えて同様な分析を行うと第 5-5(1)～(4)図に示す結果を得る。賛否を
示す第 1 主成分に関心の影響度が表れる。福島事故前までは 4 つの質問項目が同一方向で
あるが、福島事故後で「関心」が逆方向の小さな値となっている。これは、福島事故前に
原子力に対する賛否態度と関心度に見られた関連性が福島事故後に少なくなったことを示
すものである。この関心に関わる関連性の変化は、福島事故による関心の高まりによって、
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関心の持ち方が賛否傾向に関わらなくなり、偏相関係数による分析結果を補足している。 
  第 2 主成分は全調査で「関心」の値が大きく、第 1 主成分が示す賛否の影響を除外した
上での関心の強弱を示す変数となる。福島事故前には「関心」のみ方向が逆である。「関心」
と「安心」の値が他よりも大きく、不安が関心を喚起していたと解釈できる。福島事故直
後は「関心」以外の値は小さくなり、「安心」のみが逆方向な小値である。賛否に関わらず
に不安が引き起こしていた関心が、福島事故によって弱くなったことを示している。第 7
回調査では、「関心」の方向に対する「利用」、「有用」、「安心」の方向が完全に逆転した。 
  第 3 主成分は、3 質問項目における第 2 主成分とほぼ同様であり、「関心」は「安心」と
同方向（小値）である。第 4主成分は、3質問項目における第 3主成分とほぼ等しい。 
 
 
(1) 第 1 主成分負荷量 
 
 
(2) 第 2 主成分負荷量 
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(3) 第 3 主成分負荷量 
 
 
(4) 第 4 主成分負荷量 
 
第 5-5 図 4 質問項目における主成分分析結果（主成分負荷量） 
 
 
第 5-6 図 4 質問項目における主成分分析結果（寄与率） 
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 寄与率を第 5-6 図に示す。第 1 主成分と第 2 主成分の寄与率が特徴的な変動を見せてい
る。第 1主成分負荷量と第 2主成分負荷量の変動を絡めて検討すると以下と解釈できる。 
 福島事故前は関心と賛否が連関し、賛成傾向の強い者が同時に関心も高い傾向を持って
いた。反対傾向が強い者を含めて、賛成傾向の強くない者は関心が低いと表明する傾向に
あった。しかし、福島事故によって、その傾向は喪失し、賛否に関わらず関心がもたれる
状況となった。これは、反対傾向を強めた者も関心があると表明したことによるもので、
関心がある者が反対する傾向を強めたことになる。そして、その傾向は時間とともに顕著
になり、関心を持つことと反対することが関連するようになってきた。そして、福島事故
による関心の高まりによって、第 6 回調査時に関心の持ち方が賛否に関わらなくなった状
況が顕著となった。 
 
(d) 数量化Ⅲ類による分析評価 
 数量化Ⅲ類は間隔尺度でなくとも分析でき、選択肢回答や回答者の関連性を掴むことが
できる。回答の関連性に基づいて、選択肢の特徴を分類する軸を互いに関連の無い複数個
算出し、選択肢に軸ごとの特徴を示す評点が与えられる。前述の原子力安全システム研究
所 11)や第 4 章では、数量化Ⅲ類を原子力利用に対する意識の分析に活用し、興味深い結果
を得ている。 
 数量化Ⅲ類では、主成分分析と同様に質問項目に含まれる全情報に対して説明できる割
合（寄与率）の大きい順に軸が番号化される。数量化Ⅲ類は、点数化せずに分析する点が
主成分分析と異なる。主成分分析に比して、算出した変数の寄与率が相対的に低く、結果
の解釈に困難を伴う場合もあるが、質問の選択肢ごとに情報を得ることができる。選択肢
の関連性を探ることは、回答者がその選択肢を選んだ心情などを考究する情報となる。 
 まず、3つの質問項目（「利用」、「有用」、「安心」）について分析を行う。寄与率の大きな
2軸に基づく選択肢評点を平面に図示すると，質問の回答への傾向（統計的に似ている傾向
の強さ）を遠近として掴める。全調査において、第 1軸と第 2軸の寄与率はそれぞれ 20％、
15%程度である。 
  第 5-7(1)～(2)図に、福島事故前後の結果の特徴を代表している福島事故前の第 3回調査
と福島事故後第 5回調査の結果のみを示す。図中に記した「利、有、安」は質問項目（「利
用」、「有用」、「安心」）を、「A～E」は、選択肢 A＝肯定～E＝否定を略したものである。第
1軸は、3つの質問項目とも原子力への賛否を示す肯定／否定の強度順に並んでおり、賛否
を示す軸となっている。第 2 軸は、強い肯定や否定を示す「A」と「E」が同一方向の大き
な値で、意見の強弱や意見数の大小を示す軸となり、両義性意識を表現したものと解釈で
きる。第 1軸が賛否を、第 2軸が両義性を示すことは、主成分分析と傾向が一致している。 
 配置された選択肢の関わりあいをクラスター分析すると福島事故前後の差異が明確にな
る。クラスター分析では，対象の数値群を内部での結合と外的な分離を達成した『部分的
集合＝クラスター』に分ける。数量化Ⅲ類による選択肢評点分布に適用すれば，１人の回
答者が同時に選択する傾向が高い選択肢群を見出すことができる。ここでは、階層的クラ
スタリングとして Ward 法（ユークリッド距離）を用い，個々のデータがまとめられていく
過程を表現したデンドログラムによって、分割数やクラスター特性を決定する。 
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(1) 第 3 回調査（福島事故前） 
 
 
 
(2) 第 5 回調査（福島事故後） 
 
第 5-7 図 質問項目間における数量化Ⅲ類分析結果（第 1軸、第 2軸平面） 
 
 
 第 5-7(1)～(2)図中では分析結果に基づいて数個の選択肢のまとまり（クラスター）を示
す閉じた実曲線と、それらの結び付きを示す点直線（デンドログラムに相当）を付記した。
福島事故前後で、弱い肯定／否定や中間意識を示す選択肢 B＝弱い肯定、C＝中間：どちら
ともいえない、D＝弱い否定の結び付きに違いが出ている。福島事故前は、強い否定を示す
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選択肢をまとめた第 5クラスターが最後に他のクラスターと結びついたが、福島事故後は
強い肯定を示す選択肢をまとめた第 1クラスターが最後に結びついている。最後に結びつ
くことはそのクラスターに含まれる選択肢が最も孤立していること、すなわち、その選択
肢を選んだ回答者の意識が調査対象者間でもっとも離れていることを意味している。 
 
 
(1) 第 1 軸（賛否軸）値の「利用」と「有用」の選択肢・中間 
 
 
 
 
(2) 第 1 軸（賛否軸）値の「安全」の選択肢・中間と弱否定 
 
第 5-8 図 第 1軸（賛否軸）値の経年変化 
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  第 3 章では中間態度を示す選択肢(B)、(C)、(D)を選ぶ傾向が高い回答者の意識背景につ
いて数量化Ⅲ類によって分析し、この層が強い賛成層、あるいは強い反対層のどちらの考
え方に賛同・共感しているかを見出すことで世間の雰囲気が把握できることを示している。
この層は、多数を占めている。第 5-7(1)～(2)図に示した分析結果から、福島事故前はこの
層が賛成側に結びつくことで賛成的雰囲気を醸成していたが、福島事故後には反対的雰囲
気へと変わっていったものと解釈できる。 
 各選択肢の並び順には福島事故前後で顕著な違いは見られにくいが、中間意識を示す選
択肢のまとまり（第 3 クラスター）の賛否方向が変わっている。そこから選択肢の特徴を
知ることができる。第5-8(1)～(2)図に賛否を示す第1軸値の特徴的な値の経年変化を示す。 
第 5-8(1)図に示す「利用」と「有用」における選択肢・中間を選んだ回答者の意識は、福
島事故前には反対方向の見解を含むものであったが、福島事故後には賛成方向の見解を示
すものに変化している。 
  一方、第 5-8(2)図に示す「安全」においては、選択肢・中間の値（◇）は全調査で賛成
方向であり、福島事故後に賛成度を増す方向に変化した。選択肢・弱い否定の値（▲）が、
事故前後で賛否方向が変わっている。どちらともいえないなどを選択し、明確な意思表示
を避ける背景には、そのときの雰囲気を察知し、その雰囲気を弱く否定する傾向が背景に
ある。選択肢・中間を選択すること、すなわち意思を明確に表明しないことが、どのよう
な意味を持つかは回答者のその時点における社会の雰囲気の察知度合いに依存する。さら
に、福島事故後に「安心」において弱い否定を示す選択肢を選ぶことは、“安心を完全に否
定しないこと”であり、幾分かの原子力利用に対する賛成意識を含んでいると解釈できる。 
  第 5-2 表から第 5-4 表に示した福島事故前後における回答結果の変化と合わせて評価す
ると、「利用」における選択肢・中間を選んだ背景が福島事故前後で反対から賛成へと変化
したことは、選択肢・中間を選んだ回答者が察知している社会的雰囲気の裏返しであり、
福島事故後には利用の否定が社会的雰囲気となっていると感じていることの表れと推測で
きる。また、「有用」において選択肢・中間の回答割合が変化していないことは、利用の是
非判断よりも有用・無用判断の方が判断により悩むものであることの表れと推測される。 
  なお、「関心」を含めて数量化Ⅲ類で分析すると、福島事故前には第 5-7(1)図に示す馬蹄
形分布に沿って関心の有無（強弱）と賛否が同一方向に並び、賛否と関心が同一方向で関
連すると共に第 2 軸が示す両義性意識にも沿っていることが確認される。一方、福島事故
後では、「関心」の選択肢の分布が変動し、賛否を示す第 1軸の値がほぼ 0になると共に「関
心」における選択肢・肯定のみが第 2 軸で大きな値を持つ。賛否に関わらずに原子力発電
に対する強い意識を抱くことと関心の強さが関連するようになっていることがこの分析で
も示される。 
 
(2) 原子力発電の利用に関わる意見の納得度に関する分析評価 
  この質問では、選択肢「わからない・しらない」の回答率が高いため点数化による評価
は見送る。原子力発電に対する賛否に影響が大きな因子として信頼感があり、第 5-7(6)表
に示す「原子力に携わる人たちに対する信頼」（以下、「信頼」）を取り上げる。また、福島
事故前後の変化に着目していることから、第 5-7(7)表に示す「地震の危険性」についても
取り上げている。 
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 「地震の危険性」では、危険性の肯定が福島事故後で増えている。福島事故前後では、
同時に選択肢・弱い肯定、中間、不知が有意に減少している。地震の影響を実感し、地震
の危険性認識を高めたことによって選択肢・肯定を多くの回答者が選んだと見ることがで
きる。本継続意識調査からは 2007 年以前の状態を知ることはできないが、調査の範囲にお
いては福島事故後の状態はそれ以前と大きく異なった状態、すなわち地震による原子力発
電所事故で甚大な被害が出ることを漠然とした認識から確固たる認識へと変わった状態と
見ることが妥当である。この実感こそが、福島事故後に最も変化したものと捉えられる。
なお、地震の危険性を否定する選択肢・弱い肯定や肯定を選んだ層の回答率は低く、地震
の前後で変化していない。 
  「信頼」の観点においては、2007 年 7 月に発生した新潟県中越沖地震後に実施した第 2
回調査以降、信頼感は増加し、その後福島事故前までは緩やかな増加傾向となっている。
福島事故前の第 4 回調査では、選択肢・肯定や弱い肯定を選んだ信頼層が 44.2%で最大に、
選択肢・弱い否定や否定を選んだ不信層は 12.2%で最小となった。この間に顕著な状況変化
はなく、原子力発電所が順調に稼働していることが信頼感の向上につながったものと判断
できる。 
  一方、福島事故後に信頼感は減少した。ただし、変化の度合いは福島事故前までに増加
していった信頼が 2008 年の状態近くに戻った程度であり、「地震の危険性」のように福島
事故以前とは大きく異なった状態に移行したわけではない。福島事故前に、多くの者が原
子力発電を意識するような出来事が発生しなかったことで向上した信頼感を、福島事故に
よるものと思われる影響で失ったと捉えることが妥当である。ただし、信頼の影響を検討
する際には、どの対象に対して信頼感を評価したかが重要である。本継続意識調査におい
ては、原子力に携わる人たちの安全確保とするもので、対象が部分的ではある。 
 
(3) 普段の生活における関心や不安のある事柄に関する分析評価 
  この質問では、20 個程度の事柄を選択肢として提示している。ほとんどの事柄で関心の
有無と不安の有無は一致する傾向にある。この質問における事柄には、調査時期における
社会情勢を敏感に反映するものがある。たとえば、第 5-8(2)表に示している「輸入食品」
において、関心、不安とも第 2 回と第 3 回調査の間で有意に減少している。これは、2008
年 1 月に中国製冷凍餃子の農薬混入事件が発生した影響と解釈できる。1年後には、事件発
生前にほぼ戻っている。一方、「病気」は、ほとんどの調査で選択数が最大で、ほぼ一定し
ているなど、事柄ごとの特徴がよく出ている。 
  提示した事柄に「原子力」と「原子力施設の事故」がある。前者はイメージとしての原
子力に対するもので、後者は事故とした文言を明記することで具体性を強めたものである。
両者とも関心、不安の選択数が福島事故前後で有意に増加している。「原子力施設の事故」
のほうが「原子力」に対して福島事故後の増加幅が大きく、事故の実感を反映したものと
思われる。「原子力施設の事故」に関する不安は、福島事故後の第 5回と第 6回調査におい
て有意に減少している。第 6 回と第 7 回調査の間で、関心の低下を示す兆候が見られる。
また、この間、「資源・エネルギー」に関する関心と不安が明らかに減少している。 
 本継続意識調査において、原子力に関する関心や不安は前述したように質問文の中で原
子力についての関心や不安を明記した 5 件の選択肢を提示した形式でも質問している。病
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気や自然災害など関心や不安に関わるものを想定した複数の事柄の中から原子力に対する
関心や不安を問う場合と質問文の中で原子力についての関心や不安を明記して問う場合で
は、結果が異なることは予想できる。2種類の質問を同一調査で実施していることで、明示
的な表現によって関心・不安対象を意識することの影響を見ることができる。 
 
 
(1) 関心 
 
 
(2) 不安 
 
第 5-9 図 原子力に対する関心と不安の回答割合の変化 
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 第 5-9(1)図は「原子力」と「原子力施設の事故」の関心において、両方とも選択（▲）、
「原子力」のみを選択（◆）、「原子力施設の事故」のみを選択（■）、および、少なくとも
1 つを選択（○）した回答割合の経年変化を示している。第 5-9(2)図は、不安における同
様なものである。ここでは、少なくとも 1 つを選択した回答率（○）を関心や不安のある
事柄に関する質問において原子力に対する関心や不安の有無を表明したものと捉えてみる。 
 
 
第 5-10 図 原子力への関心と不安における質問形式の差異 
 
 
 第 5-10 図に第 5-9 図に示した関心／不安の経年変化において、「原子力」と「原子力施
設の事故」の両事柄において、少なくとも 1 つを選択（○）した割合を「原子力を意識し
ていない状態」を付記して、関心（○）、不安（◇）として再度示す。この図に明示的な表
現によって関心や不安の対象を意識させた質問項目「関心」で関心があることを示してい
る選択肢・肯定と弱い肯定の回答割合の和（●）と同様に質問項目｢安心」で不安があるこ
とを示している選択肢・弱い否定と否定の回答割合の和（◆）を合わせて「原子力を意識
した状態」を付記して示す。ここでは、関心や不安について強弱を考慮せずに有無のみで
違いを分けた。 
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 福島事故前には、原子力に対する関心や不安において異なる質問形式で問う場合には結
果に違いがあった。福島事故後、関心や不安は増加方向に変化したが、異なる質問形式に
よる結果の違いが減少した。これは、原子力に対する意識が強まることで喚起される関心
や不安の特徴を部分的に捉えていると思われる。福島事故前には、調査対象である首都圏
住民にとって原子力の日常性は低いものであったと解釈できる。日常的に意識はしていな
くとも、なんらかのきっかけ（たとえば、この調査）によって意識し、関心や不安がある
と答えていた可能性が十分にあると考えられる。福島事故後では、原子力を日常的に意識
する状態へと移行したと考えられる。その表れが、異なった質問形式による違いの減少で
あると捉えることができる。 
 一方で、事柄選択方式による原子力に対する関心や不安は、福島事故から時間が経過す
るにつれて、減少傾向となっていることがわかる。原子力の日常化が薄れつつある兆候を
見てとれる。それでも、福島事故前に比すれば倍以上の者が関心や不安を示している。 
 
5.3.3 分析結果のまとめと考察 
  単純集計結果の経年変化と合わせて、変化の検定、関連性の分析、主成分分析、数量化
Ⅲ類、クラスター分析とした統計手法を適用することで、単純集計だけでは見出しにくい
意識の背景に迫ることを試みた。例えば、質問項目「利用」、「有用」、「安心」において、
すべて同一選択肢を選択した回答者は全調査でほぼ 20%程度である。調査初期には 10%程度
の回答者がすべて選択肢・中間を選択していたが、福島事故 2 年前ほどから一定割合で減
少し、福島事故によってその変化が加速されて第 6 回調査では 4%程度となった。選択肢・
中間「どちらともいえない」を単に意見がない（意思表示しない）回答とは言い切れない
が、明確に意思表示する傾向は確実に強まった。同時に、迷いや躊躇が減少した結果とも
捉えることができる。そして、多くの回答者は各質問項目で異なる選択肢を選ぶ。その影
響がここで用いた統計分析に表れる。 
  主成分分析を適用し、原子力発電に対する賛否意識が原子力発電に対する利用の是非に
対する意見、有用・無用認識、安心・不安感情によって、ほぼ規定されることを再確認し
た。そして、安心・不安感情は、原子力利用に対する賛否に及ぼす影響が他の 2 つに比し
て小さいことも示した。主成分分析の主な用途は情報の縮約であり、通常の分析で寄与率
の低い主成分に言及することは少ない。第 5 章では、寄与率の低い主成分も考慮対象とす
ることで質問項目群の構造の探索を試み、そこから有用・無用認識と不安・安心感の葛藤
など複雑な心理が入り込んでいる可能性を示した。そして、これらの心理が福島事故前後
で変化した。 
  さらに、数量化Ⅲ類による分析で福島事故前後における中間層の意識変化の様相も明ら
かにした。福島事故による中間層の意識の変化を深く知るためには、中間層の範疇で態度
を変化させる、中間層から離れる、新たに中間層に移行するなどとした回答者を区別して
評価する必要がある。本継続意識調査は追跡調査ではなく、個々の回答者の経年変化に言
及することはできない。ここで検討する中間層とは、調査時点で中間的な意見を有する層
で調査ごとに異なる階層である可能性もある。サンプル調査の限界でもあるが、ここでは
中間的な意見を有する層の意識背景に迫った。 
  本継続意識調査の最大の着目点は、等間隔で定期的に実施している調査の利点を活かし
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て、福島事故前後複数年に及ぶ意識の変化に基づく福島事故の影響評価である。福島事故
によると思われる原子力発電に対する否定方向への変化が、3年程度経過した時点でもほぼ
継続している。福島事故後に、原子力発電に対する関心が高まって日常的に意識するもの
へと変化した。そして、利用に対する見解が肯定から否定へと移行し、有用性認識が弱ま
り、不安感が増加し、そして信頼感が減少した。その変化が福島事故前の状態に戻りつつ
ある兆候は明確には感じにくい。そこには、『原子力の日常化』とする状況を通じて、中間
層の意識変化が色濃く影響している。 
  本継続意識調査では意識の変化を起こさせた要因（例えば、中国製冷凍餃子の農薬混入
事件）によっては、変化した意識が 1 年程度後には以前の状態に戻るものもあることを確
認している。北田による調査 17)では、2004 年に発生した美浜 3 号機の事故によって変化し
た意識が 1年後程度で事故前の状態に戻ったことが報告されている。また、第 3章では種々
の機関で実施されていた原子力に関する調査結果の分析から、チェルノブイリ事故の影響
のみが長期的に残存しているものの他の事故や事件の影響が継続している形跡は見られな
いことを示している。本継続意識調査結果では意識の変化が継続しており、福島事故が人々
へ大きな衝撃を与えたことが改めてわかる。 
 福島事故によるものと思われる変化は、一過性的なものではなく、人々の意識を転換さ
せたものと見るべきである。特に、原子力に対する関心には顕著な変化が見られる。ここ
において、関心の喚起を好機と捉える姿勢が重要になっていく。なお、安心感や関心に多
少の“復帰”兆候を感じることもできるが、顕著な変化ではない。 
  また、福島事故の影響で有用認識も減少したことも着目点である。有用・無用認識は、
安心・不安感情よりも原子力利用に対する賛否意識に寄与していた。福島事故が人々の価
値観や生活意識に変化を与え、その結果として原子力を無用と見るようになったのか、あ
るいは、福島事故が原子力発電に対する不安を高めたことで停止を求める方向に市民の意
識を動かした結果、意識の整合を取るため無用認識を高める傾向が表れたのかについては、
本継続意識調査では明らかにできなかった。 
 
5.4 日本原子力学会員の特徴 
 
5.4.1 学会員（専門家）を対象とした他の意識調査 
  科学技術の社会への実装に伴う軋轢の要因を解明し、解消することを目指した取り組
みとして、当該科学技術の推進を担う者（当該科学技術の専門家としての位置付け）と
市民（当該科学技術の非専門家としての位置付け）の意識差に着目した研究が行われて
いる。この意識差を解明するための研究として、市民と専門家を対象とした意識調査が
実施されている。1986 年に実施された丹羽の調査 18)は、この先駆けともいえるもので
ある。土屋、小杉らは、1999 年ころから原子力やリスクを題材に専門家と市民の意識
差に着目した調査 19～24)を行っている。この中で、地震・津波および放射能に関する意
識の調査 24)は福島事故後に行われている。また、岡部らは、福島事故後の原子力やリス
クに対する専門家と市民（大学生）の意識差について報告している 25～27)。これらの研
究において、専門家の意識について福島事故前後で比較可能なものはない。 
 専門家の意識は市民との比較の観点で行われる場合がほとんどであるが、2000 年に
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損害保険の観点から、建築学、土木工学、地球科学などの分野の専門家に地震などの災
害に関する意識を尋ねた調査 28)や電気学会が会員に対して技術者倫理・行動規範につい
て尋ねた調査 29)は、専門家だけを対象としたものもある。さらに、フランス、ドイツ、
日本、イギリスの研究機関に所属する科学者（疫学者と幹細胞研究者）に対して、マス
コミとの接し方について尋ねた調査 30)もある。 
 しかし、研究者集団である学会員に直接関与している研究開発事項について尋ねた調
査は見当たらない。ここで、原子力学会の会員に原子力について尋ねたことは、自身が
直接関与している研究開発事項について尋ねたもので他に例のない調査研究である。 
 
5.4.2 調査結果の分析評価 
(1) 原子力発電に対する意識の集計結果 
  本継続意識調査では、原子力発電に対する関心の有無（以下、「関心」）、利用の是非（以
下、「利用」）、有用性／無用性認識（「以下、「有用」）と安心／不安感（以下、「安心」）に
ついて、質問をしている。結果を第 5-2(2)表から第 5-4(2)表に示している。ここでは、
この結果を元に学会員の原子力に対する意識について言及していく。 
 これら 4 質問項目において、福島事故前の回答割合に統計的に有意な変化は少なく、意
識は一定していたが、福島事故前後の第 5 回と第 6 回調査の間で否定方向への有意な回答
割合の変化が見て取れる。学会員も福島事故によると思われる影響を受けている。「安心」
の変化が「利用」や「有用」よりも大きい。その後、第 7 回では肯定方向への変化（福島
事故前への復帰方向の変化）が生じたが、第 8 回では再び否定方向に変化している。福島
事故後の「利用」と「有用」の間において、「弱肯定」の変化に明確な差異がみられる。ま
た、「安心」には、有意な変化がほとんどない。なお、「関心」は、全調査期間で肯定が 90％
弱、弱肯定が 10％弱で、統計的に有意な変化は見られない。 
 5 件法において、選択肢を数量化（-2=肯定、-1=弱肯定、0=中間、1=弱否定、2=否定）す
ることで定量的な評価、分析が行える。第 5-6 表に学会員と首都圏住民の「利用」、「有用」、
｢安心」、「関心」の平均値（学会員の全体的意識に相当する）と不偏分散値の経年変化を示
している。福島事故前後で市民、学会員とも統計的に有意(p<.01)に増加（＝否定方向への
変化）している。首都圏住民の変化は一過性ではなく、福島事故後も継続している。一方、
学会員は福島事故後に特徴的な変化があり、福島事故約 2年後の第 7回の肯定側への変化、
第 8 回の否定側への変化も統計的に有意(p<.01)となっている。第 5-6(2)表より、「利用」、
「有用」においては福島事故前の平均値は-2 に近いが、福島事故後に肯定度は低下した。
一方、「安心」の肯定度は「利用」、「有用」に比して低く、福島事故前後の変化も大きい。 
 
（2）回答傾向による学会員の分類 
 学会員の特徴を見極めるため、「利用」、「有用」、「安心」の回答の組合せに基づいて分類
していく。回答の組合せごとの選択者割合の経年変化を第 5-9 表に示す。「利用」、「有用」、
｢安心」の全てを肯定とした学会員は、福島事故前の第 3回において全回答者数の 45.2%で、
第 5回（49.0%）まで最多数層であった。この層は、原子力利用に対してもっとも積極的な
（回答をする）層（以下、第 1層）である。福島事故前後で 49.0%から 21.9%に減少し、そ
の後 27%程度となっている。 
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第 5-9 表 学会員の層別選択割合 
 
 
 
 
 そして、「安心」のみを弱肯定とした学会員（以下、第 2層）は全調査でほぼ一定となっ
ており、福島事故後約 1年（第 6回）および 2年後（第 7回）では最多数層となっている。
第 1および 2層が、学会員の多数（福島事故前で 80%程度、後で 50％強）を占めている。 
 「利用」、「有用」を肯定、「安心」を中間とした学会員は福島事故前後 2 年の調査（第 4
回から第 7回まで）では 3番目に多くなっているが、第 8回では減少している。次に、「利
用」を弱肯定とした組み合わせが上位となっており、どれも 10%以下である。それら以外の
組合せで選択した学会員は福島事故後に増加している。  
 
（3）分類した学会員の特徴 
 分析に必要な標本サイズの観点から、第 1 層、第 2 層とその選択以外の層（以下、第 3
層）と 3 分類とし、各層の特徴評価を中心に他の質問結果を用いて学会員の意識を分析し
ていく。なお、学会員の結果は一部の選択肢に集中しており、統計的な分析に限界がある
ので、首都圏住民について実施した分析とは異なる観点から分析を行うこととする。 
 
(a)  年代と専門分野 
 本継続意識調査では、年代（20 代から 70 代まで）と専門分野を尋ねている。年代につい
第1層 第2層
利用 肯定 肯定 肯定 弱肯 弱肯 弱肯
有用 肯定 肯定 肯定 弱肯 肯定 弱肯
安心 肯定 弱肯 中間 弱肯 弱肯 中間
45.2% 28.8% 4.4% 4.6% 1.8% 1.3% 13.9%
1 2 4 3 5 9
44.8% 28.3% 4.0% 3.2% 3.2% 2.4% 14.1%
1 2 3 4 4 6
49.0% 28.4% 3.5% 3.0% 2.2% 1.8% 12.0%
1 2 3 4 5 6
21.9% 26.4% 9.7% 5.2% 3.3% 5.2% 28.3%
2 1 3 4 6 4
27.7% 29.5% 8.4% 4.3% 3.0% 4.5% 22.5%
2 1 3 5 6 4
27.2% 25.3% 4.5% 8.6% 5.6% 5.0% 23.8%
1 2 6 3 4 5
第3層
第8回
         上段：選択者割合、下段：選択者割合の順位
          表中の弱肯は，弱肯定を示す
他
第3回
第4回
第5回
第6回
第7回
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ては、20 代は全調査で第 1 層の割合が有意(p<.01)に低い。30 代は福島事故後の 2 回の調
査（第 6、7回）で第 3層の割合が高い。40 代は、第 7回調査のみ第 2層が高い。50 代は、
福島事故前には第 1 層が高く、福島事故後に差異がなくなった。これは、全体分布に対し
て特徴がなくなったことを意味している。第 8回調査では、第 1層が再び高くなっている。
60 代は、第 5回調査で第 1層が高く、第 7回調査で第 2層が高くなっている。70 代は全体
的な分布に対して特徴的な差異はない。全調査期間において、20、30 代で第 1 層が低く、
50 代では特に高い傾向を示している。 
 専門分野は、「総論」、「放射線工学と加速器・ビーム科学」、「核分裂工学」、「核燃料サイ
クルと材料」、「核融合工学」、「保健物理と環境科学」と日本原子力学会の区分を採用した。
事故前後に関わらず、「総論」（原子力の社会科学系分野に相当する）で第 1層が高く、「核
分裂」（原子炉に近い）で事故前に第 1層が高かったが、福島事故後の第 6回では差異がな
くなった。そして、第 7 回では第 2 層が高くなり、第 8 回では第 1 層が高くなったことが
主な差異である。「核燃料サイクルと材料」と「保健物理と環境科学」の分野では全調査で
専門分野による層間に特徴的な差異はなく、全体分布と変わりがない。 
 
(b) 普段の生活における関心や不安のある事柄 
 普段の生活における事柄に対する関心と不安を問う質問には、調査当時の社会情勢など
の影響を知る目的もある。提示した事柄の中に「原子力」と「原子力施設の事故」があり、
後者は事故を明記することで事故に対する具体性を強めたものである。回答者全体の選択
割合を第 5-8 表に示している。 
 この質問では、「原子力」に対する関心は全調査で 80%程度選択されている。本継続意識
調査において、原子力発電に対する関心の有無を直接質問した「関心」（5件法）（第 5-5(1)
表）による結果と突き合わせれば、事柄（「原子力」に対する関心）の選択割合は適切と判
断できる。その上で、「原子力」と比して「原子力施設の事故」に対する関心が弱いことも
正当な調査結果であると言える。そして、福島事故前後で 46.6%から 63.2%と有意(p<.01)
な変化を示している。福島事故後は 60%程度が原子力施設の事故について関心があると答え
ている。「原子力」と「原子力施設の事故」に対する関心の差異は、福島事故前では 30%強
であったが、福島事故後 20%強と縮まった。40%程度は、福島事故後も「原子力施設の事故」
に対する関心を選択していない。 
 不安については、福島事故前はどちらの事柄も 10%程度以下であった。福島事故後に増加
して 10%から 20%程度となっている。「原子力施設の事故」に対する不安の福島事故後の変
化は、第 7回で 24.2％から 18.6%と減少(p<.05)し、第 8回で再び増えているが有意とは言
えない。 
 分類した層ごとで集計した結果を第 5-10(1)～(4)表に示す。たとえば、第 5-10(1)表に
示す「原子力」に対する関心では、第 3回で第 1層者中の 87.3%が「原子力」に対する関心
を選択したことを示している。第 3層は、全調査において相対的に関心が弱くなっている。
なお、表中にて白抜き文字で表示した箇所は、福島事故前後以外において、特異に変化し
たと思われる箇所を示している。 
  この表中で灰色網掛けした「分散」列は、Kruskal-Wallis 検定 31)による 3 群の分散分析
を用いて、第 1 層、第 2 層、第 3 層の 3 群（層）間の一様性に関する検定結果を示してい
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る。ここで、*は p<.05、**は p<.01 で有意な差があることを示す。「原子力」に対する関心
と「原子力施設の事故」に対する不安は、全調査において、第 1、2 層、3 層の間には有意
な差があること、すなわち、層間において意識が一様とは言えないことを示している。 
 「原子力施設の事故」に対する関心は、層間の差異が少ない。分類した層に関わらずに
関心が分布している。福島事故後に第 3 層が相対的に増加し、さらに層間差が小さくなっ
た。また、「原子力」に対する不安の層間の差異は福島事故前後で明確ではない。第 4回で
第 3層が 16.1%に、第 7回で第 1層が 14.8%と特異な値となった影響である。  
 表中の右 3 列は、分散分析結果を受けて実施した多重比較による層間差に関する検定結
果を示し、「第 1 第 2」は第 1層と第 2層の差の検定結果である。「第 1 第 3」、「第 2 第
3」も同様で、3 つの層の関係性を考慮した上で 2 つの層ごとに一対比較を行っている。第
1 層と第 2 層の差は少ないが、第 3 層との差は 4 つの質問で異なる。「原子力」に対する関
心では、第 2層と第 3層の差が福島事故前には有意(p<.01)であったが、福島事故後に差が
有意ではなくなり、第 8回では再び有意(p<.01)な差が生じている。 
 ここで、第 4 回調査の第 3 層が 16.1%に、同時に「原子力施設の事故」に対する不安が
20.2%となっていること、すなわち、第 4回調査で第 3層の不安が増加したことを特異なも
のと見ることに正当性のある解釈が可能であれば、不安について福島事故前後の変化がさ
らに顕著となる。「原子力」に対する関心においても、第 8 回調査で第 2 層が 92.9%（特異
的に変化）と増加したことで、福島事故後に第 2層と第 3層の差が再度生じている。 
 
第 5-10 表 「原子力」と「原子力施設の事故」への関心と不安 
 
 
(1) 「原子力」に対する関心 
 
 
 
(2)「原子力施設の事故」に対する関心 
第1 第1 第2
第1層 第2層 第3層 分散 第2 第3 第3
第3回 87.3% 79.0% 57.9% ** * ** **
第4回 89.6% 84.2% 65.3% ** ** **
第5回 85.3% 77.4% 60.3% ** ** **
第6回 91.0% 85.1% 76.3% ** **
第7回 92.9% 84.2% 74.5% ** * **
第8回 92.8% 92.9% 75.1% ** ** **
関心：「原子力」
第1 第1 第2
第1層 第2層 第3層 分散 第2 第3 第3
第3回 50.4% 44.9% 38.4% *
第4回 57.1% 49.2% 44.6% * *
第5回 52.6% 39.5% 42.6% * *
第6回 61.9% 68.3% 61.1%
第7回 61.9% 63.0% 53.1%
第8回 63.2% 68.8% 57.0%
関心：「原子力施設の事故」
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(3)「原子力」に対する不安 
 
 
 
(4)「原子力施設の事故」に対する不安 
 
 
(c) 原子力発電などに関わる意見の納得度 
 本継続意識調査では、提示した意見への納得／不納得度を問う質問もあり、第 5-7(1)～
(8)表に学会員全回答者の回答割合とその変化に対する統計的検定結果を示している。この
質問は、安全に関する意識と有用性に関する意識に大別できる。 
 
a) 安全に関する意識 
 ここでは、まず第 5-7(7)表に示した地震に対する危険性に関する質問を取り上げる。福
島事故後に地震の危険性を肯定する意識が増加し、否定意識が半減している。福島事故前
後でも弱否定は変化していない。そして、福島事故後の変化は小さい。 
 
第 5-11 表 地震に対する意識（平均値） 
 
 
 
第1 第1 第2
第1層 第2層 第3層 分散 第2 第3 第3
第3回 5.1% 4.5% 6.9%
第4回 5.4% 5.6% 16.1% ** ** **
第5回 2.9% 5.6% 9.2% * *
第6回 9.7% 8.1% 20.3% ** * **
第7回 14.8% 13.9% 19.7%
第8回 5.9% 12.8% 17.4% ** **
不安：「原子力」
第1 第1 第2
第1層 第2層 第3層 分散 第2 第3 第3
第3回 4.0% 10.2% 11.3% ** * **
第4回 6.8% 8.5% 20.2% ** ** **
第5回 4.9% 8.5% 12.1% * *
第6回 7.5% 14.9% 36.1% ** ** **
第7回 5.8% 12.7% 31.0% ** ** **
第8回 7.9% 24.8% 27.9% ** ** **
不安：「原子力施設の事故」
第1層 第2層 第3層 全体 検定
第3回 1.562 0.835 0.270 1.016
第4回 1.536 0.898 0.280 1.018
第5回 1.686 1.073 0.418 1.226 ++
第6回 1.448 0.876 0.047 0.573 --
第7回 1.452 1.042 0.038 0.726 +
第8回 1.520 0.929 0.049 0.672
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 第 5-11 表に分類した層と回答者全体の平均値を示す。全体については、前回調査時の平
均値との差について検定した結果を最右列に合わせて示す。福島事故前の第 5 回で 1.226
と調査時期内でもっとも否定（＝危険ではない）されている。福島事故前後で 1.226 から
0.573 と地震を危険とする意識が有意(p<.01)に増加している。福島事故後も全体的意識は、
危険とは思わない側にあるが、第 7回で危険とは思わない意識が、0.573 から 0.726 と強く
なっている(p<.05)。3 層間には、全調査で有意(p<.01)な差があり、層ごとにも有意(p<.01)
な差が認められる。第 1層の否定度は強く、福島事故後の変化も小さくなっている。 
 さらに、学会員の地震に対する危険性認識を詳細に探求するために、特定期間のみ継続
した質問と特定調査回のみで採用した質問を交えて評価を行っていく。安全面に関連する
別質問として、『今後 100 年の間に原子力発電施設から放射性物質が敷地外に漏れて、一般
の人々が死亡するような事故が起こる』に対する肯定／否定度を尋ねている質問を取り上
げる。ただし、この質問は福島事故前の調査で実施され、回答割合に有意な統計的変化は
ない。福島事故前の第 3回から第 5回における回答割合を第 5-12 表に示す。 
 そして、福島事故後の第 6 回では、この質問を受けて『東日本大震災が起こる前に、福
島第一発電所の事故のような事故が起こると思っていた』と文言を変えた。この結果を第
5-12 表に白抜き文字で区別して示す。第 7回以降は質問していない。 
 
第 5-12 表 事故の可能性（第 3回から第 5回）と予見（第 6回） 
 
 
 
 第 5-13 表に各層と回答者全体の平均値を示す。福島事故前の質問における平均値は、回
答者全体では 1.0 程度であり弱否定に相当する意識となっていた。3層間には、全調査で有
意(p<.01)な差があり、層ごとにも有意(p<.01)な差が認められる。一方、事故の予見につ
いて振り返って尋ねた質問ではどの層の平均値も 0.9 程度であり、層間の差は統計的に有
意でない。どの層も同程度に福島事故の予見を否定していることがわかる。 
 
 
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第3回 4.4% 8.0% 13.1% 30.8% 43.5% 0.0%
第4回 3.2% 8.2% 15.2% 29.4% 43.7% 0.0%
第5回 4.2% 6.1% 13.8% 31.6% 43.9% 0.5%
第6回 2.9% 15.7% 8.5% 34.2% 38.3% 0.3%
第7回
第8回
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
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第 5-13 表 事故の可能性と予見に対する意識の平均値 
 
 
  
 
 次に、福島事故後に取り入れた質問で『今後、原子力発電の安全性を確保することは可
能である』がある。第 5-14 表に回答割合を、第 5-15 表に各層と回答者全体の平均値を示
す。回答者全体で-1.2 から-1.4 程度であり、弱肯定以上に相当する意識となっている。ま
た、肯定度が強まり続けている。3 層間に全調査で有意(p<.01)な差があり、層ごとにも有
意(p<.01)な差が認められる。第 1層の肯定度は、ほぼ肯定（-2 値）に近付いている。 
 さらに、関連する質問『原子力発電の立地地域において、住民が避難しなければならな
いような事態も十分に考えなければならない』に対する結果を第 5-16 表と第 5-17 表に示
す。回答者全体の肯定度は-1.3 から-1.4 程度となっている。第 1層と第 2層に差は認めら
れない。第 8回では第 3層との差もなくなり、回答者の意識が一様化へ向かっている。第 1
層と第 2層が第 7回でともに-1.2 程度であったものが、第 8回で-1.3 から-1.5 程度と第 3
層と同程度の意識に近付いたことの影響である。 
 
第 5-14 表 安全確保の可能性 
 
 
 
 
第 5-15 表 安全確保の可能性に対する意識の平均値 
 
 
 
第1層 第2層 第3層 全体 検定
第3回 1.529 0.881 0.252 1.010
第4回 1.579 0.763 0.369 1.022
第5回 1.461 0.921 0.319 1.050
第6回 0.881 0.894 0.896 0.892
確保 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第6回 38.0% 47.1% 8.3% 2.5% 0.7% 0.3%
第7回 45.1% 44.0% 7.0% 1.3% 1.6% 0.2%
第8回 57.3% 30.8% 7.7% 1.6% 1.6% 0.5%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓++ ↓--
↓+ 
第1層 第2層 第3層 全体 検定
第6回 -1.619 -1.410 -0.902 -1.193
第7回 -1.768 -1.455 -0.883 -1.297 -
第8回 -1.914 -1.638 -0.992 -1.407 -
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第 5-16 表 避難に対する意識 
 
 
 
第 5-17 表 避難に対する意識の平均値 
 
 
 
 
b) 有用性認識に関する意識 
 提示意見に対する納得度に関する質問には、原子力発電の有用性認識に関わる質問もあ
る。まず、『原子力発電がなくても、電力は十分供給できる』を取り上げる。回答割合は、
第 5-7(1)表に示している。第 5-18 表に各層と回答者全体の平均値を示す。この意見は納得
できないものとして否定されている。3 層間には全調査で有意(p<.01)な差があり、層ごと
にもほとんど有意(p<.01)な差が認められるが、第 1層と第 2層間で差が認められない調査
回がある。第 7回で否定度が強まり、第 8回で第 6回と同程度の否定度に弱まっている。 
 
第 5-18 表 電力供給の可能性に対する意識の平均値 
 
 
  
 
 さらに、『日本での原子力発電による現在の発電量を考えると、近い将来に原子力発電に
代われる発電方法はない』がある。回答割合は、第 5-7(3)表に示している。第 5-19 表に各
避難 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第6回 44.0% 45.0% 6.4% 1.5% 0.0% 0.0%
第7回 40.3% 52.6% 4.1% 2.1% 0.0% 0.0%
第8回 57.2% 33.2% 5.9% 2.5% 0.9% 0.0%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓++ ↓-- ↓+ 
↓++
第1層 第2層 第3層 全体 検定
第6回 -1.134 -1.242 -1.430 -1.316
第7回 -1.155 -1.182 -1.498 -1.309
第8回 -1.303 -1.454 -1.494 -1.432 --
第1層 第2層 第3層 全体 検定
第3回 1.851 1.756 1.346 1.692
第4回 1.854 1.667 1.238 1.635
第5回 1.791 1.514 1.121 1.561
第6回 1.672 1.627 0.766 1.191 --
第7回 1.884 1.667 1.021 1.451 ++
第8回 1.651 1.496 0.740 1.179 --
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層と回答者全体の平均値を示す。この意見は納得できるものとして肯定されている。3層間
には全調査で有意(p<.01)な差があり、層ごとにもほとんど有意(p<.01)な差が認められる
が、第 1 層と第 2 層間で差が認められない調査回がある。第 7 回で肯定度が強まり、第 8
回で第 6回程度に肯定度が弱まっている。 
 
第 5-19 表 原子力発電代替の可能性に対する意識の平均値 
 
 
  
 
 福島事故後の調査のみにおける利用に関連する質問に『日本としては今後も原子力発電
を推進していかねばならない』があり、第 6回から第 8回調査で質問している。第 5-20 表
に回答割合を、第 5-21 表に分類した各層と回答者全体の平均値を示す。第 1層と第 2層に
差は小さいが、層ごとで意識に有意(p<.01)な差が認められる。回答者全体の意識は、第 7
回で有意(p<.01)に肯定側に変化している。第 5-2 表と第 5-6(2)表に示した「利用」の肯定
度よりは低くなっているが、今後も原子力発電を利用していくとする意思は共通している。 
 
第 5-20 表 今後の推進に対する意識 
 
 
 
第 5-21 表 今後の推進に対する意識の平均値 
 
 
第1層 第2層 第3層 全体 検定
第3回 -1.692 -1.545 -0.931 -1.452
第4回 -1.664 -1.373 -0.851 -1.363
第5回 -1.725 -1.463 -0.830 -1.449
第6回 -1.679 -1.559 -0.674 -1.128 ++
第7回 -1.729 -1.552 -0.724 -1.247
第8回 -1.605 -1.355 -0.619 -1.073 ++
推進 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第6回 37.0% 35.7% 16.0% 5.6% 2.1% 0.3%
第7回 47.6% 35.2% 9.8% 3.9% 2.1% 0.2%
第8回 49.5% 30.1% 12.9% 2.7% 4.1% 0.4%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓++ ↓--
第1層 第2層 第3層 全体 検定
第6回 -1.649 -1.447 -0.494 -0.998
第7回 -1.813 -1.509 -0.640 -1.222 --
第8回 -1.849 -1.667 -0.540 -1.181
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 同様に、『原子力発電所はひとつも再稼働すべきではない』は第 7、8 回調査で質問して
いる。第 5-22 表に回答割合を、第 5-23 表に分類した各層と回答者全体の平均値を示す。
強く否定しており、再稼働を求めていることがわかる。第 1 層と第 2 層の差は有意ではな
いが、第 3層とは有意(p<.01)な差がある。第 3層の否定度は他層より強くはない。 
 
第 5-22 表 再稼働に対する意識 
 
 
 
第 5-23 表 再稼働に対する意識の平均値 
 
 
  
 
5.4.3 分析結果のまとめと考察 
 第 5-2 表から第 5-6 表に示した原子力発電に対する意識の経年変化において、首都圏住
民ばかりではなく学会員も福島事故後に否定的な意識が増加している。そして、第 5-9 表
に示した学会員の分類における各層の構成割合も大きく変化している。ここでは、福島事
故前と後の意識とその間の変化を中心にまとめていく。特に、学会員の安全性に対する認
識と福島事故後の原子力利用に対する意識、特に利用肯定度の特徴的（振動的）な変化に
焦点を当てる。 
 
(1)  福島事故前の意識 
 福島事故前、学会員は原子力発電の利用と有用性について、ほとんどが肯定し、経年変
化も見られなかった。安心感については、やや弱い肯定度で一定していた。第 5-9 表に示
した学会員分類では、利用、有用、安心を肯定した層（第 1 層）と安心のみ弱く肯定した
層（第 2層）はそれぞれ 45%程度と 28%程度であり、福島事故前の第 1層と第 2層は変動の
ない層と捉えられる。 
 第 5-8(1)表および第 5-10 表に示した学会員全体での「原子力」と「原子力施設の事故」
に対する関心と不安では、福島事故前後で変化を示したが、福島事故前および後の経年変
化はほとんどない。そして、「原子力」と「原子力施設の事故」に対する意識は、重複する
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第6回
第7回 1.1% 0.7% 2.5% 14.1% 80.9% 0.0%
第8回 1.8% 1.6% 2.9% 12.2% 80.8% 0.4%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
第1層 第2層 第3層 全体 検定
第7回 1.981 1.891 1.456 1.730
第8回 1.967 1.936 1.392 1.686
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部分があることを考慮しても「原子力施設の事故」に対する関心は強くはない。そして、「原
子力」よりも多少不安はあるものの「原子力施設の事故」に対する不安感を持っていると
は言い難い程度である。特に、第 5-10 表において第 1 層の不安が弱くなっている。一方、
第 3 層は、関心は弱いが、不安は強くなっている。第 5-11 表と第 5-13 表に示した地震に
対する危険性と事故の可能性についても、第 1 層は両認識を否定しており、安全面に対す
る確信度が強い。 
 第 5-12 表および第 5-13 表に白抜き数字で示している、福島事故前を思い起こすことを
求めた上で質問した結果は、各層で否定度がほぼ同一である。福島事故を境に各層に人数
の出入りがあり、福島事故前の固定層とは状況が異なっていると考えられるので、単純に
比較はできるものではない。それを考慮しても、第 1 層が福島事故前 1.5 程度と否定して
いたことを勘案すれば、特に第 1層は危険に対する感受性が低いといわざるを得ない。 
 一方、安心感に多少の懸念を抱いていた第 2 層は、第 1 層より地震に対する危険性認識
と事故の可能性認識を持っていた。第 2 層では、安心感に対する多少の懸念と地震に対す
る危険性認識や事故の可能性認識が連動していたものと捉えることができる。第 3 層には
事故に対する危険性認識が認められるが、学会員全体平均で福島事故前には大規模事故が
起こるとは思ってもいなかったことがわかる。 
 
(2) 福島事故後の意識 
 第 5-2 表と第 5-6 表に示すように、福島事故によると思われる影響で原子力利用に対す
る肯定度が第 5回（-1.77）から第 6回（-1.44）と弱まったが、次年の第 7回では(-1.57)
と肯定度が強まっている。しかし、次々年度の第 8回では(-1.40)と福島事故約 1年後の状
態程度の肯定度となっている。有用性認識は第 7 回と 8 回の間で弱まり、安心感は第 6 回
と第 7回の間で強まっている。この間の回答分布の傾向において、「安心」は肯定のみが第
6 回と第 7 回の間で 23.2%から 30.4％と有意な変化を示しているだけである。「利用」は肯
定のみの変化が顕著であるが、「有用」は肯定と弱肯定の両選択肢で変化が起こっている。 
 第 5-11 表に示した地震に対する意識は、第 6回で変化した分が第 7回で福島事故前の状
況に戻りつつあった。そして、約 3 年後には再び約 1 年後の状況に戻っている。この間に
は、各原子力発電所サイトで安全対策が施された。同時に活断層に関する議論も浮かび上
がっており、両者の影響が考えられる。なお、第 1 層の地震に対する安全性認識は高い状
態で変化していない。 
 第 5-15 表に示した安全確保の可能性に対する意識は、福島事故後において時間の経過と
ともに肯定度を強め、利用に対する肯定度の変化と合致しない。第 5-17 表に示した避難の
是非は、学会員全体が避難する状況がありうることを認めており、その変化は少ない。第 1
層の安全確保に対する肯定度の強まりは大きいが、避難において第 1 層は他層よりも若干
肯定度が弱くなっている。 
 原子力発電に対する安全性認識の変化には、福島事故後に利用肯定度に見られる振動的
な変化は見受けられない。安全性認識が福島事故後の原子力発電利用の是非の変化と重な
る部分は少なく、福島事故後の利用肯定度の変化の直接的な要因であるとは考えにくい。 
 一方、第 5-18 表と第 5-19 表に示した有用性認識に関連する質問は、利用肯定度の変化
と重なり合う。第 5-18 表に示した電力供給の可能性に対する意識については、ほぼ否定し
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ているが、福島事故後の学会員平均や第 1 層と第 3 層の変動が利用肯定度の変化と重なり
合う。一方、第 2層の変動は他層とは傾向が異なっている。 
 そこで、有用性認識が利用是非の規定因子と捉えれば、有用性認識や電力供給の可能性
に対する意識の変化理由が問われる。有用性認識は社会情勢に依存する部分が多いと考え
られ、前述した普段の生活における関心や不安のある事柄に関する質問を踏まえて検討し
ていく。 
 この質問で、調査当時の社会情勢などの影響を知ることができる。土田 32、33)は、2012 年
12 月の衆議院選挙により自由民主党が政権を担うことになった影響について指摘している。
第 5-24 表に福島事故後に顕著な変化を示した事柄として「政治や経済」(第 5 回調査まで
は、「政治」と「経済」を分けていた)、「地球温暖化などの環境問題（表中では「温暖化」
と略）」(第 5回調査までは、「環境」と「地球温暖化」を分けていた)、「地震や台風のよう
な自然災害（表中では「自然災害」と略）」の結果を示す。政治や経済における不安の減少
は、原子力利用の推進を否定していない自由民主党が政権を担うことになったことが影響
していると思われる。また、2013 年には異常気象によるものと思われる自然災害が頻発し、
原子力発電の停止と合わせて温暖化への不安とともに自然災害への脅威が強まったと見る
ことができる。自然災害や温暖化は、原子力発電の有用性認識の向上を通じて利用度肯定
度の変化に結びついていくものと捉えられる。これに従えば、有用性認識は第 8 回におい
て強まるはずであるが、調査結果では逆に弱まっている。 
 
第 5-24 表 社会的関心・不安事象 
 
 
 
 
 これまでの展開から、福島事故後の利用肯定度の変化と安全性認識の変化の共通性は少
ないが、有用性認識の変化には重なる部分もあることがわかる。しかし、社会的関心や不
安事象に対する調査結果に基づく温暖化への懸念から第 7 回と第 8 回の間で有用性認識が
低下する要因はなく、むしろ向上する方向である。 
 原子力発電の温暖化防止への貢献については、『原子力発電は発電の際に二酸化炭素を出
さないので地球温暖化の防止にできる』を提示して尋ねている。結果は第 5-7(2)表に示し
ている。学会員は原子力発電が温暖化防止に貢献することを肯定している。ここで着目す
べき点は、第 7回と第 8回調査の間で肯定が減少したことである。これは、第 5-24 表に示
した結果と整合が取れない。福島事故後の肯定と弱肯定の変化傾向は利用肯定度の変化と
合致しているものの、温暖化に関する意識に不整合がある。  
関心 不安 関心 不安 関心 不安
第6回 68.4% 63.5% 52.9% 30.1% 37.5% 37.5%
第7回 72.1% 52.2% 47.2% 26.8% 33.5% 39.5%
第8回 67.0% 39.2% 53.6% 36.9% 45.5% 50.9%
↓++ ↓++
自然災害
↓-- ↓+ ↓++
温暖化
↓--
政治や経済
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 これを踏まえて、原子力発電代替の可能性に対する意識の変化と有用性認識の変化に着
目していく。「近い将来」（調査票の質問文に基づく表現）に原子力発電に置き換わるエネ
ルギー源があるとする認識が、原子力発電の有用性認識に直結することは当然と言える。
しかし、福島事故後の調査期間に有力な代替候補と捉えられる再生可能エネルギーなど他
エネルギー源の飛躍的な性能向上はなく、温暖化防止に直結するものではないとも言える。  
 なお、第 8回調査において 20 年後の再生可能エネルギーの発電量比率を希望として尋ね
た質問では、～1割＝23.3％、1～3割＝43.5％、3～5割＝20.4%であった。質問形式が若干
異なるので単純比較できないが、福島事故前の第 5 回調査では、～1 割＝68.8％、1～3 割
＝21.3％、3～5割＝20.4%であったことから、福島事故後に学会員の原子力発電代替の可能
性に対する意識が変化したことが裏付けられる。ただし、この観点だけでは、原子力発電
代替の可能性に対する意識が第 6 回と第 8 回調査の間で振動的に変化した要因の説明が付
きにくい。 
 一方、第 7回調査時点を含む 2012 年 7 月から 2013 年 9 月の間に大飯 3、4号機は稼働し
ていたが、第 6、8回調査時には原子力発電は稼働していない。大飯原子力発電所の稼働が
第 7 回調査の有用性認識向上に結びついたと見れば、原子力発電が調査時期で稼働してい
たか否かが、原子力発電の有用性認識に関わっていくことになる。 
 この帰結として、原子力発電の稼働がなくとも電力供給には支障がなければ原子力発電
の有用性認識は低下すると捉えた学会員の存在が認められる。 さらに、温暖化に対する意
識との関連から、再生可能エネルギーへの期待によって原子力発電の利用価値に対する見
方の変化も十分に考えられる。すなわち、今後、再生可能エネルギーの利用が拡大し、そ
れに従って原子力発電の存在価値の低下を見据えたことになる。第 5-23 表に示した再稼働
に対する強い肯定意識とは合致しにくい。学会員に“意識の混乱”があるとさえ感じ取れ
る状況とも言える。 
 ここでは、この“意識の混乱”を別観点から見つめていく。水野ら 34)は、個人が認知し
ている世論（認知世論）が個人の意思決定に影響を与える可能性について評価している。
そこでは、公共事業を題材として関与者の賛否意識に認知世論（特に逆風世論）が最も影
響があることをNoelle-Neumannが提唱した「沈黙の螺旋理論35)」に基づいて実証している。
原子力利用を目指す層も、福島事故後の逆風世論を感じ取ることで利用肯定度の低下を促
すことはありうる。  
 すなわち、福島事故直後に高まった“脱原発”機運が時間とともに低下していくはずで
あるとする見込みを抱くこと、同時に自由民主党政権および温暖化対策の切迫状況を原子
力発電の推進に対する追い風であると学会員が捉えたことが、第 6 回と第 7 回の間の利用
肯定度の強まりにつながったものと解釈もできる。 
 しかし、自由民主党政権下でも 2015 年 4 月現在、全原子力発電所は停止している。そし
て、市民の原子力発電への否定意識は福島事故後も変化していない。これは、第 4 章で示
した継続意識調査や種々の他調査 11～15)においても同様な結果となっている。学会員も逆風
世論を雰囲気として感じ取っているものと思われる。 
 学会員の多くは、原子力発電所の再稼働を望んでいることを第 5-23 表で示した。原子力
発電所の停止期間において電力供給に表立った支障なく、原子力発電の有用性が大きく向
上する状況にはない。少なくとも数年の範囲における原子力発電所の停止に対する直接的
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な損失を市民が認識しなければ、市民の利用肯定度が向上することはないと学会員が感じ
ることで、原子力発電の再稼働に対する社会的障壁が弱まる可能性は少ないと見るように
なる。このように再稼働のしにくさを感じ取ることで、第 7 回と第 8 回の間で利用肯定度
が弱まったと見ることもできる。 
 福島事故後、学会員の原子力利用の是非に対する意識は世論の動向に対する知覚が影響
していると解釈すれば、“意識の混乱”を説明できる。この観点では、世論の動向を自分な
りに感じ取ることに影響を受けた利用肯定度の変化によって、有用性認識のほうが変化し
たと見ることになる。すなわち、有用性認識を受けて、利用是非を判断するのではなく、
利用是非の判断が有用性認識に影響を及ぼしたと捉えるものである。  
 これは、「選択＝意思決定が先で、理由は後付け」となる解釈であり、認識回路は反転し
ている。認知心理学と脳科学に基づく下條や渡邉らの研究 36)では、『意思決定後に選好理由
の後付けをする事を示す証拠を得た。選好の自覚的決定以前に行われている潜在脳の働き
については、プレディクティブ（予測的）／ポストディクティブ（理由の後付け）という 2
つの過程も相補的に関わることを明らかにした。』と述べている。また、この研究に関連し
て Johansson37)は、決定の理由を後付けで作話し、自身を納得させようとすることに対する
実験的な検証を示している。自身を納得させるように理由付けを行うことは、矛盾を含ん
だ人間心理を説明する「認知不協和理論 38）」にも通ずる。これらの研究や理論によれば、
何らかの要因で利用肯定度が低下した場合、整合を取るために（矛盾しないように）有用
性認識を低下させること（すなわち、論理の逆転）は十分にありうる。何らかの要因とし
て、認知世論の影響が大きいものとする論拠は水野ら 34)の研究に基づくことができる。 
 そして、福島事故後の利用肯定度に対する振動的な変化は、原子力発電の電力供給への
貢献による有用性認識の変化と認知世論の影響による変化によって、相補的かつ複合的に
生じたものと見ることが妥当だと考えられる。 
 学会員の意識調査における重要な発見は、第 1 層と第 2 層が多数を占め、同時に第 1 層
と第 2 層の共通点と相違点を明らかにしたことである。福島事故前の原子力学会の定款に
おける日本原子力学会の目的には、原子力の開発発展に寄与が明言されている。学会員が、
原子力利用の積極的推進を目指すことに迷いはなかった。本継続意識調査でも、福島事故
前には、原子力発電に対する態度を規定する利用肯定、有用性認識、安心感を肯定する第 1
層が多数を占め、いわゆる“主流派”であった。そして、重要なこととして、福島事故前
には第 1 層を中心としていた学会員の地震や事故の危険性に対する感受性は弱いと言わざ
るを得ない状況であったことが挙げられる。 
 
5.5 福島事故後における原子力を巡る社会的な問題に関する考察 
 
 調査対象とした首都圏住民は、日本国民、あるいは日本に在住している一般市民・公衆
を必ずしも代表してはいない。同時に学会員も原子力の専門家を必ずしも代表するもので
はない。さらに、市民として原子力立地地域の住民の意識把握は重要であり、比較評価に
も欠かせない。ただし、ここで市民として首都圏住民を選定したことは、社会運動とし
ての理念的活動における原子力を巡る社会的な問題に特化したこととなる。本研究では、
住民運動となる、原子力施設立地付近の生活環境の防衛に関わる活動とは切り分けた。
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これは調査上の制約でもあるが、ここで示した分析結果については限定がかかっているこ
とに注意を払う必要はある。 
 福島事故後、1回の調査では意識背景を測り知ることには限界がある。本継続意識調査の
ように福島事故後に少なくとも 3 回程度の調査による変化の様相の把握から意識背景につ
いて考究できることを 5.3 節や 5.4 節で示した。そして、変化の様相から今後の意識動向
も予測可能なものとなっていく。 
 
5.5.1 首都圏住民（非専門家） 
 非専門家の位置付けとなる市民の意識について、首都圏住民による意識調査でその一端
を明らかにした。そこから、今後の原子力を巡る動向を検討する際に重要となる観点につ
いて考察していく。福島事故によるものと思われる変化は一過性的なものではなく、人々
の意識を転換させたものである。特に、原子力に対する関心には顕著な変化が見られる。
ここにおいて、関心の喚起を好機と捉える姿勢が重要になっていく。そこで、福島事故の
影響と思われる変化において、関心の持ち方に注視する必要がある。どのように関心が高
まり、そして高まった関心が今後の原子力利用に、どのように作用するかなどをさらに探
求していくことが重要である。 
 福島事故前には、原子力に関心を持つことと原子力を肯定すること、同時に関心を持た
ないことと否定することが結びつく傾向にあったことを分析で明らかにした。関心はない
が賛成とする態度を表明すること、逆に関心はあるが反対とする態度を表明することに心
理的な躊躇いを伴うと解釈すれば、福島事故前の状態ではこの心理作用から関心の有無と
賛否が結びついていたと捉えられる。このような関係は、外的要因によって変更されやす
い。福島事故後、高い関心を持つ層は強い肯定と否定に意見を分ける傾向が表れた、ある
いは、強い否定と高い関心を同時に喚起したとも言える。このことは、特に数量化Ⅲ類に
よる分析に表れている。関心の持たれ方は、過去に経験したことのない状況のものと言え
る。原子力利用の動向を定める際に現状の関心の持たれ方に合わせた対応が必要となる。 
 関心は安心に関わる。福島事故によって、原子力を、特に原子力発電所の安全性を見つ
める目が変わったことは明白であり、少数とは言えない程度の市民が将来の原子力利用に
対して関心を強めると同時に疑いを持ち始めている。福島事故後 3 年以上を経過した時点
でも関連する報道（除染、汚染水の漏えい、再稼働や脱原発行動などを含む）がなされ続
けている。関心が穏やかに低下する兆候を見せてはいるが、急激に低下することはないと
思われる。今後もエネルギーや原子力に関連する題材が浮上した際に、福島事故が俎上に
乗ることは当然と受け止める。このように、原子力に対する市民の注目度や関心度は高ま
り、『原子力の日常化』とする状況を生み出している。そして、『原子力の日常化』状態が
関心の持ち方と原子力利用の賛否の関係を激変させた。 
 そして、関心が高まり続ければ、行政や専門家への依存意識を薄れさせていく。ここに
おいて、福島事故を経て、原子力発電の動向を政策として決定するには、新たな取り組み
（決定過程）が必要になると考えるべきである。その際に市民の関心が低下し、『原子力の
日常化』とする状況から離れること、すなわち事態の“鎮静化”や“忘却”を待つことで
否定的意識の薄れを期待することは得策ではない。また、本継続意識調査から、福島事故
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によるものと思われる意識変化は、チェルノブイリ原発事故同様、長期にわたり意識に影
響を及ぼすものと捉えることが妥当である。 
  福島事故前の数年間には、原子力発電の存在を強く意識するような顕著な出来事は少
なかった。このように、『何も起こらず、何も報道されない』状態が原子力の日常性を低下
させ、低い関心状態のままに信頼を高めていった。1970 年代の原子力導入時期を除けば、
福島事故直前は原子力に対する肯定度が最も高まった時期と見ることができる。それは、
何も起こらなかったことによるもので、確実な実績が原子力に対する注視度を弱めていっ
たことと解釈できる。原子力を巡る社会的な問題は、プルサーマルの実施や高レベル放射
性廃棄物の処分場の立地など、新規の行為に対する対立に限定され、原子力関係者もその
ように見ていた。これは、未知な行為の実施や、いわゆる迷惑施設の立地への抵抗であり、
懸念されることはむしろ当然でもあるものである。少なくとも、ウラン酸化物燃料による
軽水炉利用は、実績のある技術として、全面的な賛同とは言えないまでも、顕著な新増設
でなければ、社会的な懸案事項として気に掛ける存在ではなかった。すなわち、軽水炉利
用の維持は社会的な問題とは捉えられていない状況であったと言える。 
 軽水炉利用を巡るこのような事態は、福島事故後の市民の意識変化から、再現されるこ
とはないものと見ることが妥当である。これは、関心や不安のある事柄に関する質問から、
原子力の日常性が高まっていることからも明らかである。 
 ただし、福島事故後において、過去になかったような低信頼状態となったわけではない
ことにも着目しておく必要がある。福島事故によって、完全に信頼が失われたわけではな
く、福島事故後の信頼レベルでも過去には原子力発電所は稼働していたことは事実である。
しかし、福島事故前に信頼が増加していたことを原子力に対する好意的な見方の増加の表
れと捉えれば、ここで失った信頼は好意的な見方の喪失（実績の喪失とも言える）に他な
らない。そして、信頼度の評価においては、関心度に相当する『原子力の日常化』度合い
を加味したものである必要がある。関心の有無は、信頼の判断基準を左右する。 
 『原子力の日常化』が高まった状況において、まず取り組むべきことは好意的な見方の再
生であり、そのための信頼の再構築である。そのためには、福島事故直前の状態まで信頼
度を確保・回復することを再稼働の前提条件とみなすべきである。信頼を確保するための
特別な“特効薬”はなく、無情報による信頼向上が期待できない現況では、原子力に取り
組む者たちの公正な姿勢と原子力に関わる状況の透明性を確保し、市民にその決意を認識
してもらうことが、原子力に対する好意的見方を再生する効果的な方法と思われる。 
 民主党政権で実施した熟議に基づく「エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調
査 39)」は、画期的な取り組みと評価できる。福島事故によって関心が高まったことは、原
子力の利用に対する建設的な熟議が行える好機であった。この熟議の場において、これま
で主体的ではなかった多くの市民が主体的に取り組めるようになることは、中間層の意識
に影響を与え、社会の雰囲気の変革にもつながっていく可能性がある。代表性が確保され
ている市民の熟議への参画は、市民の好意的な見方を向上させると共に、熟議には参加し
ていない市民も能動的な存在へと変えることにつながっていく。『原子力の日常化』状態は、
能動的な市民と今後の原子力利用の在り方について、協働して模索する絶好の好機となり
うる。また、原子力の動向に関する決定過程において、市民と共に熟議する姿勢を重視す
ることは、推進に対する公正な姿勢と透明性の確保には必要不可欠な要素である。 
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  その意味で、「エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査 39)」の継続を原子力推
進側から推し進めてみることは、市民感情に多大な好影響を与えるものとなる。ただし、
熟議の過程から信頼を育んでいくために重要なことは、決定事項の承認ではなく、決定事
項の創出を求める姿勢であり、決定過程における手続き的公正を重視するものである。こ
の姿勢こそが公正さと透明性を際立たせるものとなり、市民感情の中から原子力に対する
信頼が再構築されていくものである 40,41,42)。 
  一方で、原子力発電利用の是非と有用・無用認識の関連性が、変化の少なかった意識
の代表である。また、有用・無用認識と安心・不安の直接的関連は低いものであることを
示した。原子力発電の有用認識の向上が、原子力推進に効果的である。原子力発電の有用
性認識の増加が軽水炉の再稼働に向けた鍵となりうるが、電力不足による懸念を思わせ、
電力料金の値上げを迫るなどの恐怖性喚起などによる有用性を強調した説得では公正な姿
勢と透明性に疑義を持たれかねない。市民の原子力発電に対する好意的な見方の喚起には、
原子力推進側の公正な姿勢と透明性を確保する継続的活動がその対策となる。原子力発電
所の再稼働のためには、これまで以上に原子力発電の推進を担う者たちの社会的責任に基
づいた誠意のある行動が必要となる。 
 
5.5.2 日本原子力学会員（専門家） 
 本継続意識調査によって、学会員が自らの考えを再自覚し、社会からの期待と信頼に応
えるための基礎情報を得たこと、またこれによって社会との共進の道を探る緒についたこ
との確認ができるようになることは意義深い。このような調査が行われなければ、学会員
全体がどのような意識を有しているか、有していたかについての情報さえ持ち合わせてい
なかったことを考慮すれば、大変な進展とも言える。  
 安全面では、学会員全体が福島事故前には大規模事故が起こると思わなかったことは否
めないことを示した。この事実が、福島事故にどのように影響したかについて真摯に検討
していかねばならない。いわゆる『安全神話』を率先してしまった表れとも考えられる。『安
全神話』の弊害は、原子力を推進する側にこそあった。『安全神話』からの脱却は、原子力
推進側の急務である。福島事故前には、第 1 層が『安全神話』の担い手であったことは否
めず、安全面に若干でも懸念を持つ第 2層がこれからの原子力を担うことが必要となろう。  
 なお、学会員の代表的な安全に関わる意識として、再稼働しても安全確保は十分に可能
であるが、避難を伴うような事故が起こりうる可能性は認めていると括れる。そして、「原
子力施設の事故」に対する不安を示した者は 20％程度、また、地震の危険性において、強
弱を合わせて肯定している者も 20%程度で、多くの学会員は福島事故後も事故を脅威とは感
じていないと捉えられる。これより、避難を伴うような事故は可能性としては考えうるが、
事故が起こることは、ほぼあり得ないと捉えている心情が見えてくる。自信の表れによる
ものか、あるいは『安全神話』から完全に脱却するには至ってはいないことの表れである。 
 今後、安全を確保することが可能であるとの認識が大勢を占めている。この判断に根拠
が存在するか否かを問うことが重要である。ここに、論理思考の反転として「再稼働すべ
きだから、安全が確保できる」のような論理展開がなされてはならない。このような思考
が、人の考えに影響を及ぼしていることを認知心理学や脳科学の研究で解明されつつある
36,37)。極端な言説を用いれば、論理思考の反転が『安全神話』を生みだしたとも言える。 
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 また、「原子力施設の事故」に対する関心が、福島事故後も 60%程度であることの妥当性
を安全の観点から評価することも必要であろう。安全に気を配る上限は存在しないとすれ
ば、関心は高いほうが良い。40%が関心を選択しない事実には注意が必要である。 
 さらに、福島事故後の意識変化の要因についても注意を払わねばならない。ここでのポ
イントは、福島事故によって原子力発電利用の是非が否定側に移行した回答者の「真意」
にある。すなわち、福島事故を契機に安全性を懸念することなどによって利用肯定度を弱
めたのか、あるいは、福島事故を経て世論が否定見解となったことを受けて、自身の意見
を修正したのかなどの論理展開を見極める必要がある。そして、意識を変えた者、変えて
はいない者の考え方を掘り下げていかねばならない。 ここに、論理思考の反転が影響を及
ぼしている可能性が否定できない。 
 福島事故は、福島事故前には問題と見られてはいなかった点を問題視する契機ともなる。
そこで、福島事故前を改めて捉え直すことの重要性が高まる。福島事故前には、学会員の
原子力利用に対する意識の変化はほとんどなかった。学会員の大多数は、原子力利用を前
向きに捉えていた。学会員において、原子力に関する事項の意識で肯定／否定と見解が分
かれるものは少ない。しかし、「安心」のように肯定と弱い肯定で意識を分けるものが多々
ある。学会員において、弱く肯定（あるいは、弱く否定）することは、単に控えめ表現を
選択したわけではない。そこに明確な理由があると捉えるべきである。この観点から、調
査結果の分析において、肯定（あるいは否定）の一方向に意識が集中し、その中で肯定（あ
るいは否定）と弱い肯定（あるいは、弱い否定）を選択した心理的な背景を探ることが重
要になっていく。しかし、本継続意識調査は、首都圏住民と学会員を調査対象として同時
期に同一質問をすることを前提としている。そのため、学会員の心理的背景をさらに探る
ことは、多数の質問や多数の選択肢の提示など回答を煩雑にしてしまうことに繋がり、こ
の前提と合致しにくい。そのため、分析に限界を生じさせてしまったことは否めない。 
 ほとんどが原子力分野に関わっている者で構成されている学会員が、原子力利用の積極
的推進を目指すことは当然であろう。福島事故前には、原子力発電に対する利用、有用、
安心感を肯定する第 1 層が半数を占め、いわゆる“主流派”であったと思われ、そして固
定的であった。次に、安心のみ弱く肯定する第 2 層が数的に続いていた。「安心」におい
て弱い肯定を選択することは明確な意味を持つことであった。そこには、安全に対する若
干の疑義があり、それが「事故可能性」認識に表れた。この姿勢が謙虚さなどに繋がって
いくものと思われる。 
 「安心」を裏付ける安全性判断は、「利用」や「有用」に対する判断とは若干異なるも
のと捉えられる。安全性判断には、より専門性が求められる。そして、安全性判断と安心
感が乖離している可能性も否めない。学会員は原子力技術に関する専門家集団であるが、
原子力分野は多岐にわたっており、必ずしも全員が原子力発電の安全面に精通しているわ
けではないはずである。第 1 層の全てに当てはまるものではないが、「安心」を肯定した
背景には慢心、思い込み、そして願望が含まれていたことは否定できない。特に、福島事
故前は、この傾向が顕著に表れていたものと思われる。そして、福島事故後においても第 1
層は多数層である。 
 「利用」と「有用」を意識して原子力技術の発展に取り組むことが、原子力利用の発展
を目指す学会員の姿勢となる。福島事故前には、「安心」において、より一層の向上を真
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に目指す姿勢が欠如していた傾向が否めない。第 1 層か第 2 層のどちらを選択するかに思
い悩む姿、安心について熟慮する姿勢こそが重要であったのではないかと悔やまれる。 
 5.4 節で学会員の論理思考の反転傾向を指摘した。この反転傾向が安全面にも影響してい
る可能性が否定できない。それは、「安全だから利用していく」とする論理的に順方向な
思考（理由付け）ではなく、「利用したいから（していくべきだから、せねばならないか
ら）、安全であると思う」と表現されるような思考の存在である。言うまでもなく、この
ような思考は、安全性確保の妨げとなるものである。専門家が反転思考を示してしまって
いる点を見つめ直さねば、安全確保、そして原子力利用に繋がっていかない。 
 
5.6 福島事故後の原子力の在り方に対する考察 
 
5.6.1 福島事故後の原子力を巡る社会的な問題に対する考察 
 これまでに検討してきた意識調査結果に基づいて、原子力を巡る社会的な問題に関して、
“観察”（社会的な問題の分析）を遂行してきた。本研究では、“観察”の中で社会的な問
題の解明に向けた方法論として、社会調査の手法に乗っ取った意識調査の実施手法を検討
してきた。その上で、“観察”を“構成”（“観察”で分析した社会的な問題の解決に向けた
方策の策定）に結びつけることが本研究の主眼である。そこで、まず、これまでの成果か
ら、“観察”に対する結果についてまとめていく。 
 福島事故前、多くの市民が原子力利用を肯定していたことは、本研究で実施した意識調
査（首都圏住民）や内閣府（全国民）5)など他機関で実施した意識調査に共通している。本
研究では、「肯定していた」ではなく、「否定はしていなかった」と表現される状態であっ
たことを示した。これは、消極的な賛成を示す多数層の意識背景分析で明らかとした。 
 この時期、ウラン酸化物を燃料とした軽水炉利用は、非立地地域住民においては顕著な
懸案事項とはなっていなかった。確実な稼働実績によって安全管理への信頼が増したこと
に伴って、多くの市民の視線では軽水炉は自身の範囲外で「利用されているもの」であり、
その動向を注視するものとはなっていなかった。すなわち、「既成事実」と「実績」が市民
の目から原子力発電を遠のけていた。佐田 43)や小熊 44)は、社会的な問題の発掘と抗議活動
を行う社会運動の担い手となりうる者たちに関する分析に基づき、原子力発電に関わる課
題や懸念は社会運動のテーマとして選択すべき優先順位を下げつつあり、結果的に反原発
運動が散逸的になっていたと指摘している。社会的な活動に熱心な層の視線は、既に稼働
されている原子力発電以外に向けられていったのである。 
 なお、原子力利用が社会運動のテーマに至らないとは、原子力を巡る社会的な問題に対
する注目度が低いことと同義である。Kitsuse ら 45)は、社会的な問題を特定の社会の状況が
問題であるとする定義活動として把握するものと述べている。ただし、多くの市民の肯定
は「やむをえないもの・しかたがないもの・どうにもできないもの」と表現される否定的
感情を意識背景に潜ませたものであり、何らかの「きっかけ」で意識背景を変え、再び反
原発運動が活発化する余地は残されていた。 
 一方で、同時期において、原子力関係者（ここでは、日本原子力学会員）は半数程度が
原子力発電の利用について安心しており、原子力発電の安全確保に自信を抱いていた。こ
の者らは原子力発電の利用と有用性も肯定していた。本研究では、この者らを第 1 層と定
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義して、分類した。この層に属さない者のほとんどは、原子力発電の安全性に多少の疑義
を持っていた。福島事故前の日本原子力学会の定款では、日本原子力学会の目的に原子力
の開発発展への寄与が明言されており、学会員が原子力利用の積極的推進を目指すことに
迷いはなかった。多数を占めていた第 1 層が、いわゆる“主流派”であったと思われる。
福島事故前には第 1 層を中心とした原子力関係者の地震や事故の危険性に対する感受性は
弱いと言わざるを得ない状況であったことを調査結果から示した。 
 佐田 46)も、原子力関係者らが発信した情報内容などを分析し、『日本の原子力関係者は、
国内の原発は世界的に見ても相当高い（安全）水準にあるという意識を持っていた。だか
ら、過酷事故を想定したマネジメントは真剣に考えられることはなかった』と述べている。
そして、原子力関係者の安全確保に対する強い自信が、市民が安全性への不安をいだくこ
とを無知に基づいた誤解とする意識を強めていった。その不安の原因を市民のリテラシー
不足や報道の偏りにあるとする意識を抱かせ 47)、その対応を図らせた。しかし、市民の安
全性への不安が広域的な社会運動に至ることは少なくなっていった。 
 この時期において、原子力関係者によるウラン酸化物を燃料とした軽水炉利用に関する
対応は、不祥事などに起因された、立地地域に限定された活動が主に行われ、全国を対象
とすることはなかった。一方で、プルサーマルや高レベル放射性廃棄物の処分を巡って、
全国レベルの活動が行われていた。ここでは、軽水炉の利用が全国レベルで対策すべき懸
案事項にはなっていなかったことを注意しておかねばならない。すなわち、ウラン酸化物
を燃料とした軽水炉利用については、市民（非立地地域住民）や原子力関係者も、広域に
及ぶ深刻な社会的な問題とは捉えていなかったのである。この状況では、原子力関係者が
持っていた安全確保に対する自信は、市民にとって期待していること（原子力発電が正常
に稼働され、情報が発信されないこと）を達成するための裏付けとして、有利に作用する
ものであった。それには、あくまでも事故が現実とならないことが大前提であった。 
 しかし、福島事故後、市民にとって原子力は注視すべき対象へと一変した。そして、福
島事故後の一時期を除けば、原子力発電所は稼働していない。この状況では、原子力発電
所を再び稼働するか否か、いわゆる再稼働の是非を巡って対立も生じてくる。福島事故直
後から、全国各地で原子力発電に反対するデモ活動などが行われるようになっている。
本継続意識調査から、その機運を確認することができる。福島事故と思われる影響によっ
て、首都圏住民は原子力利用に対する否定的な意識を増した。そして、福島事故後 3 年以
上を経ても、否定的な意識が変わることはなかった。今後、緩やかに減少することはあっ
ても、急激に否定的な意識が変わることはないと推定できる。 
 一方、福島事故後に行われた 3 回の国政選挙や地方選挙において、原子力の利用を否定
せず、経済成長を重視した政策を掲げた自由民主党が圧倒的な勝利を収めている。有権者
は、脱原発（依存）を公約とした政党を選ばなかった。この投票行動は、本継続意識調査
における首都圏住民の結果や脱原発（依存）を目指した社会運動の活性化などに代表され
る社会状勢と整合が取れないと見ることができる。 
 この不整合の要因は 2 つに大別できる。一つは、日本の選挙事情によるもので、衆議院
選挙で採用されている小選挙区比例代表並立制と低投票率による効果で、選挙結果と民意
が乖離する可能性があると言われている。そして、原子力発電の是非が選挙の争点にはな
らなかったこと、あるいは、争点としなかったこと、および、投票行動を規定する因子が
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政策判断だけに限定できないことなども、不整合の要因として挙げられる。 
 もう一つは、本継続意識調査の制約によるもので、市民の原子力利用に対する意識の複
雑性を測りきれていないこと、および、調査対象が首都圏住民であり、日本全国の有権者
と異なっていることの影響が挙げられる。ここにおいて、意識の複雑性とは「現状で原子
力発電に替わるものはないが、将来的には廃止したい」とする表現に代表される意識であ
る。本継続意識調査では、「利用」、「有用（現状と将来）」、「安心」などを個別に訪ねてい
る。個々の質問の関連性などを分析することで、ある程度まで“複雑な意識の深層”につ
いて知ることができるが、そこには限界もある。 
 調査対象が首都圏住民に限定されている影響を完全に評価することはできない。そして、 
再稼働の是非については、首都圏住民のみならず立地地域住民の意識が影響する。原子力
発電に対する賛否を直接尋ねた意識調査ではないが、代表的な立地地域である敦賀市住民
の放射線やリスクに関する意識調査を実施している 48)。共通する質問は少ないが、敦賀市
住民は首都圏住民よりも放射線に対する恐怖や不安が弱いなどの特徴があることを見出し
ている。これが福島からの距離によるものか、立地地域の特徴によるものかは、この意識
調査だけでは判断できない。 
 この意識調査などから、敦賀市住民は原子力発電に対して、首都圏住民よりも好意的と
思われる。地方選挙や経済状況にも鑑みれば、立地地域住民の再稼働への抵抗は少ないと
見ることができる。ただし、立地地域周辺自治体の住民の意識は、立地地域住民とは異な
ることも予想はされる。そして、再稼働の是非を左右する民意は、人口の多い都市圏住民
が支配的である。状況によっては総論反対、各論賛成に近い状況さえも想定されるが、総
論が各論よりも重視されると見るべきである。原子力利用に対する意識の地域特性は重要
な観点であるが、再稼働の是非は多数を占める非立地地域住民の意識によるものが支配的
となると見ることが妥当である。 
 今後の原子力利用に対する“複雑な意識の背景”や調査対象に関する差異を確認できる
意識調査が実施されている。2014 年 10 月に日本原子力文化振興財団が実施した意識調査 10)
では、現在の状況を考慮して、以下に示す質問を行っている。これは、全国の 15 歳から 79
歳までの男女 1200 人を対象とし、首都圏住民と全国民との差異も評価できる。 
 
質問：今後日本は、原子力発電をどのように利用していけばよいと思いますか 
①原子力発電を増やしていくべきだ   1.3% 
②東日本大震災以前の原子力の 
 状況を維持していくべきだ      8.8% 
③原子力発電をしばらく利用するが、 
 徐々に廃止していくべきだ      47.8% 
④原子力発電は、廃止すべきだ     16.2% 
⑤わからない             20.6% 
⑥その他                              1.3% 
あてはまるものはない                  3.5% 
 
 半数弱の 47.8%が、「③原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ」
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を選んでいる。全国民を対象として、再稼働を巡る状況を確実に把握できる質問であるが、
この調査回のみで行われているので経年変化を見ることはできない。 
 この調査結果について評価をしていく。原子力発電所の使用可能年数には限界がある。
そのため、新増設しなければ、やがて原子力発電所は廃止される。すなわち、原子力発電
所の新増設の動向に目を向け、それを回避すれば、時間経過とともに「③」の脱原発依存
が徐々にではあるものの確実に進展していくことになる。このように捉えれば、国政選挙
で原子力発電の動向が争点となりにくくなることも説明ができる。現状を維持すれば、多
数民意である「③：脱原発依存」は希望どおり達成されることになる。従って、原子力発
電の新増設を明示している政党が政権を担わなければ、「③」は達成される。「④」は強い
主張がなければ達成されないが、「③」は必ずしもその必要はない。そして、少なくとも、
現時点で新増設を志向し、求めている者は 10.1%(①1.3% + ②8.8%)に過ぎず、即時廃止を
求めている(④16.2%)よりも少数派である。原子力の積極活用を政策とした政党はごく限定
されており、支持を得ることはなかった。すなわち、多数民意である「③」は達成された、
あるいは十分に達成可能だと捉えられているものと思われる。 
 なお、この結果を、第 5-2(1)表で示した「利用」の第 7 回調査結果（首都圏住民）と照
らし合わせると、否定（やめるべきである：23.6%）はほぼ「④」に、肯定（利用してゆく
べきである：4.6%）と弱肯定（どちらかといえば利用してゆくべきである：14.4%）の半数
程度が「①あるいは②」に、弱肯定の半数程度と中間（どちらともいえない：28.0%）の一
部と弱否定（どちらかといえばやめるべきである：29.2%）が、「③」に対応していると捉
えることができ、両調査の結果の整合を説明することができる。また、第 5-7(8)表に示し
た、20 年後の有用性認識の結果とも合致している。 
 このように解釈すれば、日本原子力文化振興財団の質問結果も、福島事故後において、
ほぼ一定な意識であると捉えることが妥当である。同時に、首都圏住民の意識と全国民の
意識は人口構成比率の観点からも、大きな差異がないことが確認される。日本原子力文化
振興財団の報告書 10)の中で木村も同様な見解を述べている。そして、この質問を 2014 年度
の調査において採用した経緯に選挙結果との整合を見る意図があったことに間違いはない。 
 これより、（全国民的な）民意は脱原発依存（将来的な廃止）を望んでいることに疑いは
ない。ここでは、別の質問結果を用いて、脱原発依存の強度を含めて確認していく。本継
続意識調査において、福島事故後の原子力の動向の評価に関連する意識も尋ねており、第 5
章で示した賛否態度とともに原子力に対する民意を補足する貴重な情報となる。まず、首
都圏住民の原子力の動向に関わる意識について、第 5-25(1)表から第 5-25(3)表に示す。こ
れらの質問は、福島事故後のみの調査で実施している。 
 第 5-25(1)表に「日本としては今後も原子力発電を推進していかなければならない」、第
5-25(2)表に「原子力発電所はひとつも再稼動すべきでない」、第 5-25(3)表に「今後、原子
力発電の安全を確保することは可能であると思う」とした意見への肯定／否定度を示す。 
 今後も推進していくべきとする回答者は少数で、半数以上が否定している。再稼働の是
非において、第 6回調査では 25%程度（17.6%+7.0%）が再稼働を望んでいたが、第 7回調査
では 16%強（8.2%+8.0%）が再稼働を望んでいるだけである。そして、20%強が安全確保を可
能と捉えているが、不可能と捉える回答者が多数派である。どの意識も時間経過とともに
原子力の利用に対して否定方向に、さらに変化しつつある。 
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第 5-25 表 福島事故後の原子力の動向に関わる意識（首都圏住民） 
 
(1) 日本としては今後も原子力発電を推進していかなければならない 
 
 
 
 
(2) 原子力発電所はひとつも再稼動すべきでない 
 
 
 
 
(3) 今後、原子力発電の安全を確保することは可能であると思う 
 
 
 
 
 
 
推進市 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第5回
第6回 3.8% 7.0% 31.2% 31.0% 20.6% 5.6%
第7回 2.2% 6.2% 31.4% 22.8% 32.8% 4.6%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓-- ↓++
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第5回
第6回 17.4% 16.0% 37.6% 17.6% 7.0% 4.4%
第7回 26.0% 15.8% 36.8% 8.2% 8.4% 4.8%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓++ ↓--
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第5回
第6回 6.4% 15.8% 34.6% 20.2% 17.4% 5.2%
第7回 7.6% 15.0% 31.4% 16.0% 24.2% 5.8%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓++
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第 5-26 表 福島事故後の原子力に対する印象（首都圏住民） 
 
(1) 私は、個人的には原子力発電が嫌いである 
 
 
 
 
(2) 原子力発電のリスクは一部の立地地域に偏っており、社会的な公正さを欠く 
 
 
 
 
(3) 原子力発電は、人類の未来を危険にさらすものだ 
 
 
 
 
 
 
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第5回
第6回 22.2% 23.0% 33.4% 14.4% 4.4% 2.0%
第7回 34.0% 20.0% 34.4% 5.2% 4.4% 2.0%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓++ ↓--
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第5回
第6回 16.4% 30.4% 35.2% 7.4% 3.6% 6.4%
第7回 23.0% 26.8% 30.4% 5.8% 4.0% 9.8%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓++ ↓+ 
肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第5回
第6回 21.4% 26.0% 37.0% 7.4% 3.0% 5.0%
第7回 29.6% 24.4% 31.6% 6.0% 4.2% 4.0%
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
↓++
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 次に、感情面にも関わる質問を通じて、原子力に対する印象について尋ねた結果を第
5-26(1)表から第 5-26(3)表に示す。第 5-26(1)表に「私は、個人的には原子力発電が嫌い
である」、第 5-26(2)表に「原子力発電のリスクは一部の立地地域に偏っており、社会的な
公正さを欠く」、第 5-26(3)表に「原子力発電は、人類の未来を危険にさらすものだ」とし
た意見への肯定／否定度を示す。どれも原子力発電に対して厳しい見方となっている。「嫌
いではない」、「社会的な公正さを欠かない」および「人類の未来を危険にさらすものでは
ない」と捉えている者は、どれも 10%程度であり、30%程度は感情あるいは理念から拒否を
示していると見ることができる。第 5-26(3)表の「原子力発電は、人類の未来を危険にさら
すものだ」を肯定することは、原子力利用に対する完全否定とも言えるものである。日本
原子力文化振興財団の結果と合わせれば、半数が「③」を選択していても、原子力を好意
的に見ていることではないことがわかる。 
 このように、福島事故後の原子力を巡る状況は、「③」とする民意が半数（多数）であっ
ても、利用（再稼働、および新増設）を目指す立場から見れば、非常に厳しい状態と言わ
ざるをえない。状況としては、「③」の選択肢にある「しばらく利用」、「徐々に廃止」とす
る意識において、「しばらく」が表わす期間を短縮させ、同時に「徐々に」を促進させたい
意向が強まっていると解釈できる。一方で、決して即時廃止は望んでいない、あるいは不
可能と見ていることも明らかである。そして、少なくとも現状段階での有用性を否定して
はいない。 
 これらの観点から、今後の原子力の在り方における注目点は、再稼働の是非ではなく、
軽水炉の新増設の是非であることが意識調査と選挙結果からわかる。この結果より、既存
の原子力発電所の再稼働は否定見解がある程度存在していても、見込めるものと捉えても
かまわないと見られる。再稼働に向けた障壁は低くはないが、決して乗り越えられないも
のではない。自由民主党政権、経済産業省や経済界の動向や立地地域の状勢に鑑みれば、
熱意となんらかの実行力を行使することで、再稼働は達成できる見込みは十分にあると思
われる。当然、反原発活動は活性化するものの福島事故直後のような盛り上がりとはなら
ないと捉えられる。ただし、福島事故で敏感になった市民は、再稼働を巡る過程を注視し
ていると見ることが重要になっていく。過程の内容によっては、反原発運動が軽水炉の新
増設を阻止するために福島事故直後以上の盛り上がりを見せる可能性がありうる。そして、
第 5-26(2)表に示したリスクの偏りに対する意識結果においても首都圏住民の 10%程度しか
否定していない。このことは、立地地域に対する意識に影響を及ぼすものであることにも
注視していなければならない。回答者である首都圏住民は、原子力に対して受益圏の側に
おり、この意識の肯定は公共性を重視するものである。原子力利用は公共性を欠くものと
する意識は、原子力利用の大義の喪失にもつながりかねない。 
 それゆえ、再稼働を強権的、あるいは、なし崩し的に行ない、市民の多くが強権的、あ
るいは、なし崩し的だと捉えることは、軽水炉の新増設に対する警戒を一気に高めてしま
う。国政選挙や地方選挙において圧倒的な勝利を収め続けている自由民主党政権において
も、選挙結果に基づく民意を根拠として再稼働を推し進めてはいない。大切なことは、再
稼働を目指す過程に尽きる。そして、これが軽水炉の新増設の是非判断に影響を及ぼす。 
 首都圏住民は、今後の原子力に対して厳しい見方をしていることは事実である。これに
対して、5.4 節で示した学会員の意識の有り様は、福島事故後においても、特に安全面にお
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いて楽観的、あるいは、危機に対する感受性が低いと言っても過言ではない。第 5-4(2)表
「安心」から、福島事故後に 30%程度が原子力利用について安心していることがわかる。福
島事故前は 50%弱であったことから、福島事故前後で有意に減少はしている。本継続意識調
査で採用した意識の強弱を考慮している五択式の質問では、回答者が中間選択肢を選ぶ傾
向があることが知られており、控えめ表現を好む市民に特徴的なものと捉えられている。
一方、学会員においては「利用」、「有用」、「関心」の回答傾向から、控えめ表現として弱
肯定を選ぶことは少ないと捉えることができる。従って、「安心」について肯定を選択した
層と弱肯定を選択した層には、明確な差異があるものと捉えるべきである。 
 
 
 
 
第 5-11 図 第 1 層から第 3層の分布 
 
 
第1層
第2層
第3層
福島事故前
第1層
第2層 第3層
福島事故後
Δ
δ
Δ(1-α)
Δ(α)
δ
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 本継続意識調査は調査対象母集団を学会員と固定しているが、調査対象者は毎調査で無
作為抽出しているので、個々人の意識変動を追うことはできない。学会員全体として、集
団としての傾向が把握できるだけである。それでも、第 5-4(2)表「安心」や第 5-9 表から、
福島事故前に「安心」を肯定していた 50%程度のうち、20%程度が福島事故で意識を変えた
ことは掴める。それは、30%程度が福島事故後も意識を変えていないことを示していること
でもある。 
 そして、第 5-4(2)表「安心」や第 5-9 表から、「安心」で弱肯定を選択する層は、福島事
故前後を問わず 40%程度となっている。ここで、明らかにできない重要な観点がある。第 1
層のなかで、福島事故前後で意識を変えた 20%の福島事故後の意識である。すなわち、意識
を変化させたことで、どの層に移行したかの判別である。そして、「安心」で弱肯定を選択
する層の 75%程度が第 2層となり、それらの層は福島事故前後で数的に変化していないこと
を特徴的な傾向として押さえておく必要がある。 
 第 5-11 図に、福島事故前後における第 1層から第 3層の分布の変化に関するイメージを
示す。第 5-11 図では、第 1層の中で福島事故後に他層に移行した（Δ）のうち、0≦α≦1
の範囲のαの割合で第 2 層と第 3 層に移行した分で振り分けることを示している。また、
第 2 層から第 3 層へ移行した層を(δ)とする。なお、反対方向の移行はないものとした。
第 2層は数的に変化していないことから、Δ(α)≒δとなる。このαを決める根拠がない。
なお、Δは福島事故前後の第 1層の変化から 20%程度となる。 
 一方、第 2層が数的に変化していないことに着目すると、Δ(α)＝δ≠0よりもα≒0と
捉えるほうが、妥当と捉えられる。それは、福島事故後に第 2 層の他の意識の変化傾向か
ら、ある程度は裏付けられる。すなわち、Δ(α)＝δとなったことを偶然とは見ない立場
に相当する。あるいは、δは大きな値ではないとしても同様である。 
 このように見ると、第 1 層のうち福島事故前後で変化しなかった層（Δを引いた残り、
30%ほどの層）と第 2層（δの値が有意であれば、δを引いた残り）は、福島事故で意識を
変化させなかった層であることが明らかである。このことから言及できることは、福島事
故前後で学会員の意識はあまり変化していないことにある。特に、第 1 層のうち変化しな
かった層（Δを引いた残り）は福島事故後も第 1 層であり続けている。学会員の意識変化
は、第 1層のうちのΔ、第 2層のδ、および第 3層内での変化に留まり、限定的である。 
 そして、この第 1 層のうち変化しなかった層は原子力施設の事故に対する不安をほとん
ど示さず、地震に対する危機意識も低いことを示した。第 5-15 表に示した安全確保の可能
性に対しても、福島事故後、時間経過とともに肯定度を強め、第 8 回調査では、この層内
のほとんどの者が肯定する状況となっていった。また、第 5-10(4)表に示した原子力施設の
事故に対する不安をほとんど持っていない。福島事故前では、安全性に対する確信は、市
民の視点から自信と捉えられることで好意的な印象を形成するものであったが、福島事故
後は一転して慢心・過信と捉えられることにつながっていく。 
 第 1 層は福島事故で半減したが、変化しなかった層は福島事故の影響をあまり受けてい
ないと思われ、確信的意識を有する層と捉えられる。ここで、第 5-13 表に示した事故の可
能性と予見に対する意識に着目し、第 1層が福島事故前に 1.78～1.46 程度と事故の可能性
をほとんど否定していたことを勘案すれば、確信的意識を有する層は危険に対する感受性
が低いといわざるを得ず、自省が見られにくい層であることは否定できない。 
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 一方、安心感に多少の懸念を抱いていた学会員の第 2 層（特に福島事故以前から第 2 層
であった者）は、第 1 層より事故の可能性認識を持っていた。安心感に対する多少の懸念
と事故の可能性認識が連動していたものと捉えることができる。しかし、学会員全体では、
福島事故前には大規模事故が起こるとは、ほとんど思ってもいなかった。第 5-12 表より、
事故の可能性を認めていた者は 10%程度であり、75%程度は事故の可能性を否定していたこ
とが事実である。比較のために、ここで首都圏住民の事故の可能性に対する意識について、
第 5-3 表に示す。首都圏住民では 35%程度が事故の可能性を認め、15%強が否定していた。
結果的であるが、学会員全体の危険性認識は十分ではなかったと思われる。 
 なお、第 1 層のうち変化しなかった層（Δを引いた残り）と第 2 層（δの値が有意であ
れば、δを引いた残り）は、安全面に関わる意識は異にするが、有用性に関する意識に大
きな違いはない。有用性に関する意識は、第 1、2 層と第 3 層で 2 区分されるだけである。 
  また、有用性に関して、福島事故後に特徴的な傾向が表れている。第 5-7(1),(2),(3),(8)
表より、福島事故後直近の第 6 回調査で生じていた有用性に関する否定的な意識が、第 7
回調査で戻る傾向を示した。しかし、第 8 回調査で再び否定的な意識を増した。これにつ
いては、5.4 節で認知世論と原子力発電の稼働状況に影響を受けている可能性を示している。
学会員も福島事故後に原子力利用に対する複雑な意識を持っていると推測できる。それは、
たとえば、「再稼働を目指すべきだが、世論はあいかわらず否定的であり、また、福島事故
後の数年間でほとんど原子力発電の稼働がなくとも電力供給に大きな支障がなく、原子力
の利用が社会維持に絶対的なものであるとする認識（有用であることに変わりはないが、
必ずしも必要なものではなくなったことを指す）が薄まりつつあることから、今後の原子
力利用は流動的であると思われる」と括れるものである。一方で、安全性については自信
を示し続けており、過信や慢心に繋がる恐れを依然として抱えている。 
 
 
第 5-27 表 事故の可能性（第 3回から第 5回）と予見（第 6回）：首都圏住民 
 
 
 
前市 肯定 弱肯定 中間 弱否定 否定 不知
第2回 13.6% 32.4% 38.4% 13.2% 2.4% 0.0%
第3回 12.0% 29.2% 42.6% 14.4% 1.8% 0.0%
第4回 9.6% 27.6% 42.2% 17.0% 3.6% 0.0%
第5回 6.2% 19.6% 10.8% 35.8% 27.6% 0.0%
第6回
第7回
↓++,  ↓+　 ==   p<.01,p<.05において増加
↓-- , ↓-   ==   p<.01,p<.05において減少
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 市民の視点から、原子力関係者に過信や慢心があると認識されること、同時に自省を見
せず、思いやりや謙虚さがないと認識されることは、福島事故後の状況に鑑み、決してあ
ってはならない。この観点から、学会員の反省を含めた意識変化は少なすぎるといわざる
をえない。長期的な視野に鑑みれば、原子力利用は有用な技術であるが、安全面には危惧
もある。それを十分に自覚した上で安全性の確保、向上に日進月歩取り組んでいることを
示し、それを市民が認識してくれることが再稼働の判断に重要である。 
 また、第 5-27 表より、首都圏住民の 40%以上が事故の可能性を認識していたことも、今
後の原子力の在り方を検討する際に重要な情報となる。首都圏住民は、絶対安全を真に受
けていたわけではないことは明らかである。事故の可能性を認識していた者(40%程度）に
おいても、福島事故後に行った事故の予見に対する質問では事故が起こると思っていたと
回答した者は 25%強であり、また 70%強が否定している。事故の可能性は否定していなくと
も、事故が現実に起こるとは必ずしも思っていなかったことがわかる。換言すれば、それ
だけ福島事故の影響は大きかったと言える。 
 ここまでの展開から、市民の大勢は福島事故によって衝撃を受けてはいるものの再稼働
については容認する姿勢を示すと捉えられるが、新増設には抵抗を示す可能性が高いこと
が明らかとなっている。そして、福島事故前において学会員は過信や慢心と捉えられても
しかたがない自信を持っていた。福島事故は学会員にも原子力利用に対して否定的な意識
をもたらしたが、大勢を占めるものではなかった。福島事故後、微妙な意識変動を伴いな
がら、原子力利用に対する肯定的な意見を強めている。そして、学会員の意識に認知世論
の影響が表れている可能性を継続意識調査に基づいて示した。そこには、世論を注視する
と共に、いわゆる「様子見」とする思考を感じ取ることができる。学会員に中に意識の安
定性が欠けているきらいが否定できないことも事実である。 
 学会員は現状認識を高めると共に、さらに自省の念を示し続けねばならない。学会員の
意識の在り方が今後の原子力の動向を決定づけるものであるとする強い意志を学会員は持
たねばならない。ただし、それは強制的に統一されたものであってはならないし、必ずし
も原子力利用一辺倒である必要もない。統一化しようとする有形・無形の圧力がない条件
下で基本概念や姿勢が統一された学会であることが最善である。 
 その上で、原子力推進側に属している（あるいは、多くの市民がそう思っている）原
子力学会が今後の原子力利用の動向判断に対する仕切り役を任せるに足る対象である
ことを市民が認識するように努めていくことが重要である。そのためには、原子力学会
および学会員は自己批判を含めて、公共的な視野、そして市民目線を重視した見解を表明
し、行動し続けることが求められる。 
 今後の原子力利用の動向判断に対する仕切り役の存在とそれに対する市民の肯定的
認知が、今後の原子力利用の動向判断を大きく左右する。その動向判断は市民によるも
のでなければならない。その観点で、動向判断の場の仕切り役の大任を原子力学会が中心
となって務める必要性が浮上する。そして、それに対する市民の支持と認知を求め続けな
ければならない。 
 今後の原子力の在り方における注目点は、再稼働の是非ではなく、軽水炉の新増設の是
非であることを述べた。再稼働は見通せるが、再稼働に至るまでの過程の在り方について
は細心の注意を払っておく必要性を指摘した。ここに、電力料金の値上げなどをほのめか
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すような恐怖の喚起などの強引さや自分本位な考えが見透かされることは避けねばならな
い。市民の意識から、再稼働は特別な強権を用いなくとも見込みは十分あることを示した
が、再稼働の是非の判断方法や過程に対して市民が疑義を持つことは回避しなければいけ
ないことを改めて強調しておく。再稼働の是非に関する社会的な合意形成過程の実践が、
軽水炉の新増設に関する社会的な合意形成過程の試金石ともなるのである。 
 福島事故後の状況変化に原子力発電所の事故の実感があり、リスクを抜きにして原子力
利用の在り方を探ることはできない。リスクの存在に伴う市民の疑義を回避するためには、
開かれた場での公正な判断が必須となる。リスクに言及することなしに再稼働の是非を判
断することは、再稼働の是非の判断方法や過程に対する疑義を噴出させる。しかし、福島
事故前において、学会員は市民のリスク感覚（リスクリテラシー、リスクに関する科学的
なリテラシーとも表現される）が不十分であることなどを理由として、リスクについて語
ることを避けていた 49)。そして、それが呪縛となって、原子力関係者の心を押さえつけ、
福島事故の遠因となっていった 50)。ゼロリスク、あるいは絶対安全からの決別は、平成 12
年度の原子力安全白書 51)の冒頭で述べられるなど、2000 年ころを契機に変革の兆しがあっ
たものの大きな動きには至らなかった。福島事故後は、原子力関係者も市民もリスクに正
面から向かい合わねばならない。 
再稼働の是非の判断に規制基準の捉え方が関わってくる。規制基準とはリスクを語
るものである。たとえば、「規制基準を満足し、安全が確認された原発は再稼働する」
とする宣言を額面どおりに受け取れば、安全を確認することができる者の存在、完全な
事故の予見性が求められる。現政権はその役目を原子力規制委員会に求めている。一方
で、原子力規制委員会は規制を満たしているか否かを確認することは安全を担保するこ
と、すなわち絶対安全と同一ではないことを明言している 52）。畑村 53）なども安全規制
に対する考え方への批判を含めて、同様な指摘をしている。「安全が確認された原発は
再稼働する」とする意識は責任の転嫁にも等しく、発展的な行為に結びつくことはない。 
規制基準を満たすことで安全性が確認されたと判定された原子力発電所は、絶対に
安全なものではない。これが福島事故の教訓であり、規制基準を満たすことは現行の技
術や経済性などの制約の中で危険性を最小化したにすぎない。最小化した危険性が無視
しえるほど小さいものであると主張するのでは、福島事故前の状況と本質的な違いを示
すことはできない。この状況では、どこかの段階で「絶対安全」で納得しなければ再稼
働されることはない。福島事故の教訓に「絶対安全」の否定が挙げられ、「絶対安全」
を都合よく活用しないことを求めるものである。 
安全に対する完全な予見性を否定すれば、リスクは前面に押し出す必要があり、そ
の上で原子力利用の是非について、市民の判断を求めるものとなっていく。そして、そ
の判断は予定調和的に制限されたものであってはならない。判断結果によっては、原子
力利用を放棄するだけの覚悟を原子力推進側となる原子力関係者が、持たねばならない。
同時に、原子力利用を推進する判断に至った場合には、市民の側も覚悟を持たねばなら
ないことも自明である。すなわち、覚悟が一方のみに強要されるものであってはならな
い。市民はゼロリスクを求めているのではなく、原子力利用が持つリスクとベネフィッ
トのトレードオフ関係における選択に判断をつけかねているのである。多くの市民は、
どの方向性が最善なのか判断することを難しいと感じているし、その判断を避けたいと
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する意識も強いものと思われる。この点の改善が急務であり、市民を決定過程に“巻き
込む=involve”ことが重要である。 
 なお、今後の原子力の在り方を決定する要因は軽水炉の新増設の是非であるが、これに
関する議論をベースロード電源の比率に関する議論とすり替えるような行為も慎まねばな
らない。重要な点は、この是非判断に十分な時間があることである。原子力推進側の原子
力関係者は、十分な熟慮を持って行動せねばならないし、その猶予が残されている。 
 
5.6.2 福島事故後の原子力を巡る社会的な問題の解決に向けた意識変革 
 
 福島事故の教訓として、今後の原子力の動向の判断過程では「リスク」をキーワードと
して検討し、意思決定せねばならないことが挙げられる。そこで、原子力を利用する行為
を「リスクの有る行為」と捉え直すことを念頭とした新たなリスク概念を提唱する。この
概念を社会的な意思決定過程へ適用することが福島事故の教訓を活かしたものとなる。そ
して、この概念の帰結として、「リスクの有る行為」の是非にはその行為によって損害を被
る可能性のある者らの“決意や覚悟”とする感情・心情が重要となる。そして、それを醸
成するには社会的な政策決定・判断過程への市民の参画が求められることに繋がる。 
軽水炉の新増設の是非を市民の参画を得て、熟議し、判断する社会的な意思決定・合意
形成過程の構築に向けた取組の一環として、再稼働の是非を判断する場の構築と実践して
いくことが肝要となる。このとき、対立を生みそうな科学技術の社会への実装場面におい
て、まず、専門家が市民に相談を仰ぐことを基本方針とすることが必要である。 
 市民の参画による熟議を活かすことのできる要点に「上流からの関与」54)がある。福島事
故後の状況は、見方によっては「上流」と捉えることを可能とする。すなわち、「上流」と
は重大な意思決定がなされていない段階を指し示すものである。検討初期となる「上流」
であるからこそ市民の参画に実効的な意義を求めることができる。社会技術としての原子
力技術を確立するために最初に実施することは「リスクの有る行為としての原子力利用の
是非（再稼働の是非を含め）」を多面的な視野から、市民の参画の下で（あるいは、市民が
支配する場で）熟議すること、その方法論を確立することが軽水炉の新増設に向けた第一
歩、あるいは大前提となると捉えるものである。 
 それには、デフォルトを改めることも重要となっていく。ここにおけるデフォルトとは、
明確に意思表示しない者、すなわち、「賛成でも反対でもない」、あるいは、「賛成（反対）
だが、あえて意思表示するほどではない」などと考えている者の賛否である。これまでは、
これらの者は賛成として扱われてきた。その結果、政策を推し進める側にとって「反対を
表明するものは、声の大きな一部であり、民意の多数は賛成である」を根拠に行為を遂行
することを可能としてきた。福島事故後は、状況を異にしている。そこで、これまでの展
開を実現化するためにデフォルトを反対として扱うこと、および、全体的な意識をそのよ
うに変えることが肝要となる。これは、明確な賛成が多数として全体的な合意に至らない
場合は、当該行為を推進しえないと捉えることであり、原子力利用の推進を目指し、それ
を担う原子力関係者がその覚悟を持たねばならない。市民も推進を目指す者も覚悟を持つ
ことを避け続け、覚悟の置き換えとして絶対安全が流用されたことを留意せねばならない。 
 まず、推進を目指す者が覚悟を示さねば始まらない。その上で、市民目線で今後の原子
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力利用の在り方を市民と話し合い、協力しながら方向性を創生していくとする意識の変革
（決意や覚悟に相当する）こそが、今後の原子力利用の是非を左右すると言っても過言で
はない。市民の覚悟は、その過程の中で培われるものでなければならない。 
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6. 福島事故後の原子力を巡る社会的な問題の解決に向けた意識変革の要点 
 
6.1 はじめに 
 
 第 5 章で原子力利用の推進を目指し、それを担う原子力関係者たちの意識変革による
決意や覚悟の表明が今後の原子力利用の是非を左右するとまとめた。第 6 章では、意識
の変革に関わる重要な 2 つの概念について言及し、その方向性について補強していく。 
 福島事故後の原子力の動向を左右する事項において、劇的に変化したことに原子力利
用に対する安心感が挙げられ、絶対安全あるいは安全神話の否定の帰結としてリスクを
前面に押し出さなければならないことが注目される。本研究で実施した継続意識調査に
おいて、首都圏住民と原子力関係者のリスク認知とも関連する安心感の変化に特徴的な
差異が確認されている。この中で、福島事故後、首都圏住民のほとんどは不安を強めて
いること、そして、変化の兆しがないことを示した。一方、原子力関係者の安全に対す
る意識において、原子力施設の事故の危険性に対する感受性は弱いと言わざるを得ない
状況であったことも示した。日本原子力学会員に限定されるものの原子力関係者の事故
の危険性に対する感受性の弱さを実データに基づいて実証した研究例はなく、本研究の
みが明らかにしたものである。そして、いわゆる「安全神話」あるいは「ゼロリスク」
に対する呪縛は原子力関係者こそを桎梏していたことの裏付けともなった。 
日本原子力学会員の事故の危険性に対する感受性の弱さや「安全神話」とする桎梏
が、福島事故の発生に影響を及ぼしていた可能性が強く、それを踏まえて新たな対応を
勘案することが緊縛の課題である。本研究における継続意識調査で得られた日本原子力
学会員の安全に対する意識の動向に基づいた提言は、福島事故後の原子力利用の動向に
大きな影響を及ぼすものであり、福島事故の教訓ともなる。ここで、キーワードの一つ
として「リスク」が挙げられる。 
まず、原子力を利用する行為を「リスクの有る行為」と捉え直すことを念頭とした
新たなリスク概念を提唱していく。ここでは、リスクと意思決定の関係に着目するもの
で、リスクを社会的な視野から見つめ直すことを主眼とする。この概念の構築と適用が、
福島事故の教訓を活かすこととなり、福島事故後の原子力の在り方に影響を及ぼす。こ
の概念の帰結として、リスクの有る行為の是非には、その行為によって損害を被る可能
性のある者らの“決意や覚悟”とする心情が重要となり、それを醸成するには社会的な
政策決定・判断過程への市民の参画が必須となることに繋がることを示していく。そこ
で、合意形成に必要な概念と方法論、および専門家の役割に触れる。 
 「リスク」や「合意形成」に関する検討と“観察”で得た情報に基づいた提言（今後
の原子力利用の在り方）の実施可能性を判断するために必要な要件（意識変革のポイン
ト）を示すことが本研究の完遂となる。社会技術としての原子力技術を確立するために
実施することは「リスクの有る行為としての原子力利用の是非」を多面的な視野から、
市民の参画の下で（あるいは、市民が支配する場で）熟議すること、その方法論を確立
することが、福島事故後の原子力利用の在り方を巡る展開において、第一歩、あるいは
大前提となるものである。 
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6.2 リスクの有る行為としての原子力利用 
 
 ここでは、原子力を巡る社会的な問題の対応について原子力関係者と社会（市民）の考
え方の差異を浮き彫りにすることで、両者の意識変革の方向性について考察していく。そ
のために、まず両者の考え方の特徴をリスクに対する捉え方を題材に言及する。そこで、
リスクを行為の是非・選択によって生じる望ましくない結果の可能性と定義する。リスク
の有る行為の判断は、その行為全体をめぐる価値判断であると見る。この立場を取れば、
原子力利用による社会的対立は原子力利用とする行為の価値判断の見解不一致に起因する
と捉えることになる。リスクの有る行為の是非・選択判断には「リスクの社会的視野での
再評価」概念が有効に機能する。原子力利用を巡る社会的対立の解消には、社会的視野か
ら価値判断の場の構築が重要である。 
 特に、福島事故後の状況変化に原子力発電所の事故の実感があり、リスクを抜きにして
原子力利用の在り方を探ることはできないことが、この考察の必要性を際立たせる。 
 
6.2.1 原子力利用によって生じる社会的対立と争点 
 原子力利用の必要性（同様に不要性）や期待を論じるためには、目指そうとしている社
会像とそこから見える望むべき価値に言及する必要がある。価値の追求には必ず期待され
ない側面、すなわち損失及びその可能性が伴う。社会が望むべき方向とそれに照らし合わ
せた正負の面を見つめた価値判断が原子力利用（ここでは再稼働とその後の動向となる）
の争点となる。 
  原子力利用は人々の生活を左右し、その是非は価値判断を含んでいる。しかし、福島事
故前後においても、原子力利用に関する論争は必要性の強調と不安の表明に終始し、そこ
に価値判断を含んだ問題であるとする認識が欠如している。これを傍観的に眺める人々は、
積極的に加わる様子を示さず、同時に置き去りにされてしまう 1)点においては、福島事故後
も本質的に変わってはいない。 
 
6.2.2 社会的対立とリスク概念 
  原子力利用によって生じる社会的対立において、対立サイドで主張を一方的に繰り返す
ことに集中し、論争が解決に機能していない状況に変化はない。その要因として市民と科
学技術専門家および政策を決定し、推進する者らの意識の乖離 2)が、大きく影響しているも
のと捉えられる。そこには、両者の考え方の違いがあり、その顕著な例としてリスクに対
する捉え方がある。ここでは、リスクを題材に両者の考え方の差異を浮き彫りにしていく
と共に原子力利用の争点に大きく係わるリスク概念を明確化していく。その過程から、原
子力を巡る社会的な問題に伴う社会的対立に向けた対応について言及していく。 
 
(1) リスクと不確実性 
 自然科学的な立場でリスクを論じる場合、リスクは計量可能であり、「危険事象が発生す
る確率とそれによって生じる損害の大きさの積」として扱われる。その立場から中西 3)は、
リスクを「エンドポイント（＝どうしても避けたい事）が起こる確率」と定義している。 
  どのようなエンドポイントを想定するか、その発生頻度が確率で与えられるか否かでリ
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スクをとらえる観点が異なる。リスクとして扱われるものは未来の損失であり、予測には
必ず不確実性が伴う。自然科学的見地では、不確実性を事象の発生確率で明確化しようと
する。一方、人文・社会科学的見地では、事象そのものに不確実性があり、明確化は不能
と見る。リスクを争点の中に取り込むには、リスクの定義を明確にし、論争の中でリスク
概念を共有することから始めねばならない。 
 
(2) 価値判断とリスク概念 
  通常、エンドポイントは「人間の生命の安全や健康、資産ならびにその環境に望ましく
ない事」を表し、様々な事象が想定される。同一エンドポイントであれば、リスクの大小
は、その発生確率で判断できる。しかし、比較対象のリスクのエンドポイントが異なる場
合には、それぞれのエンドポイントの価値を換算することになる。価値の換算とは、価値
判断に他ならない。 
  このとき、価値を判断する（損得の）尺度は、文化や政治的側面を絡めた社会経済活動
を通じて社会的に構成される。価値は社会経済システムに依存し、社会的な基盤や背景を
抜きにして論じる事は出来ない。ゆえに、対象となる者が準拠する社会基盤を前提とし、
心理や感情も含めた概念である価値をリスク概念の中で扱う必要が生じる。 
 自然科学に基づいたリスク概念では、人の心情が盛り込まれている価値を判断すること
はない。そこで、人文・社会科学と自然科学との融合を通じて、価値判断を明示的に取り
入れたリスク概念が必要となる。 
 
(3) リスクとリスクの有る行為 
  リスクを何らかの意思決定の結果の後に生じる負の可能性と捉える。そして、リスクを
「ある行為の選択によって、望ましくない結果が起こる可能性」と定義する。リスクを行
為とその選択に結びつけたことで、リスクの判断はそのリスクが伴う行為（以下、リスク
の有る行為）の判断となる。リスクの有る行為の実施に関わる判断では、望んでいること
（便益）があり、同時に望ましくないこと（損失）が生じる可能性を有していることが特
質として挙げられる。リスクを行為と結び付けて考えることは、その行為自体を広く取り
扱うことを意味しており、損失の観点のみでリスクに言及することではない。すなわち、
リスクは損得勘定と繋がり、損得に対する感情（捉え方）にも関わっていく。 
 
(4) リスクの有る行為としての判断 
 リスク評価は、エンドポイントの評価で代表されるが、リスクの有る行為の実施判断（意
思決定）はそのリスクの有る行為によって得られる便益の価値やその行為を取り巻く様々
な要因を合わせて判断することになる。その行為を取り巻く様々な要因を合わせて価値判
断することが「リスクの社会的視野での再評価」の基本概念である。 
 リスクの有る行為を取り巻く様々な要因とは、その行為による便益（目指そうとしてい
る社会像に照らした有益性）の捉え方、行為選択の正当性、責任の所在など政治的、倫理
的、社会経済的な様々な要因を指す。ここで提唱する「リスクの社会的視野での再評価」
は、 
・リスクの判断は、リスクの有る行為全体の価値判断であり、様々な要因を含めて考
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える必要があること 
・価値判断の尺度は、社会的に構成されること 
を基本とするものである。リスクの有る行為の実施判断は、様々な要因を総合的に考慮し
て判断せねばならないことが示唆される。 
 
(5) リスクをめぐる立場の違い 
  リスクの扱い方は、「客観主義」と「構成主義」に大別して比較される 4)。前者は自然科
学者や政策決定・実施者の多くが支持する。後者は社会科学者の多くが支持し、市民の感
覚にも近い。前者の立場では、リスクは客観的な実存である。後者の立場では、リスクの
本質的な定量化は不可能と見ており、実存とは捉えられていない。古田 5)は、リスクをめぐ
る争点として、前者ではリスクの許容レベルを挙げ、後者ではリスクの採択をした責任の
所在を挙げている。リスクが定量化可能なものか否かの見解によって争点が異なることに
なる。客観主義では定量化できるものが重要な要因であり、リスクの許容レベルが損失の
観点のみで語られる。一方、構成主義では定量化できない部分にこそ重要な要因が存在す
るものとし、直接的にリスクの許容レベルに言及することは無い。 
 
(6) リスクに対する見解 
  ここでは、現象解明などが不十分な場合（現象解明が進行中の場合）には定量化しえな
い部分は残るが、リスク自体は客観的実存と見る。しかし、リスクの判断はリスクの有る
行為全体から行う必要があること、及び、そこに価値判断を含むものであることから、社
会的に構成されるとする立場を取る。従って、リスクの許容レベルについて言及するため
には社会の視野から評価することが必要となる。 
  これより、科学技術専門家が問題視する市民のリスク認知の乖離（専門家と非専門家の
リスク認知の乖離、リスクが客観的であれば認知には個人差は無いことになる）について
も扱いが異なってくる。リスクを認知することは、対象の危険性を判断することでもある。
リスク認知とすれば乖離であるが、リスク（危険性）判断ととらえれば、その乖離は個人
差や状況差としての判断の違いを現すこととなる。リスク（危険性）判断のずれは、リス
クの有る行為に係わる評価観点の違いである。ゆえに、リスク認知の乖離はリスクを客観
的な実存とする立場では解消を目指すべき根本的な問題となるが、「リスクの社会的視野で
の再評価」の立場ではむしろそれがあって当然となる。 
 
6.2.3 リスクの有る行為としての原子力利用 
  原子力利用により生じる社会的対立の争点はリスクの有る行為をめぐる価値判断であり、
その価値判断の手段、根拠は社会の中で構成される。原子力利用の場合、便益、損失とも
社会の範疇にあり、その是非判断も社会的な行為である。 
 
(1)リスクの有る行為における立場 
(a) 便益享受者と損失負担者 
  原子力利用による恩恵は広く社会に共通するが、損失の可能性は地域的、或いは時間的
な偏りを持つ。また、近年の特徴として、原子力利用に対する価値判断が多様化し、状況
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差、個人差が現れやすくなり、便益享受者と損失負担者のなかでも見解が分かれている。 特
に、福島事故後に顕著な傾向となっている。 
 
(b) 行為主体と知覚主体 
  行為が社会的な場合、その行為による便益享受者、損失負担者の区分と共に、大塚 6)が指
摘するように行為選択の決定や行為実施を担う者（以下、行為主体）、行為の影響を知覚す
る者（以下、知覚主体）との区分が重要となる。原子力利用の場合には、行為主体は原子
力利用推進・実施者であり、知覚主体は非専門家である市民（特に、立地地域住民）とな
る。ここでは、原子力用推進・実施者を行為主体、市民を知覚主体として捉えていく。 
 
(2) リスクの有る行為と選択  
  社会的行為としてのリスクの有る行為は「自身を含めた社会が便益を期待した上で、予
め想定した損失を覚悟の上で実施するもの（以下、自発的行為）」と「自身の選択の結果で
は無いにも係わらずに被る可能性のある損失を伴う行為（以下、非自発的行為）」に分けら
れる。「自発的行為による損失」と「非自発的行為による損失」では、その損失の捉え方が
（その損失自体は同一でも）大きく異なる。社会的行為としてのリスクの有る行為の損失
は、その選択のされ方によって「非自発的行為による損失」、「自発的行為による損失」の
どちらにもなりうる。なお、単純に 2分化できないことが現実である。 
 
(3) リスクの有る行為の是非判断  
  社会全体に係わる損失の可能性が大きい、或いは大きいと認識される行為の是非に対す
る社会的決定は、全体的合意が基本となる。竹内 7)が指摘するように社会全体での意見の一
致が形成しえない場合には、社会的な意思決定は代表性のある政治的指導者の政治的判断
に依ることが基本である。  
  現状を見ると原子力利用に代表される科学技術に係わる判断は、藤垣 8)が指摘するように
科学技術専門家が科学的合理性に基づいて行い、政治的判断とは一線を画したものとなっ
ている。通常、代表性のある政治的指導者が諮問とする形を通じて、科学技術専門家・官
僚や関係者が中心となって（たとえば、専門家などから成る有識者会合として）判断し、
そこでの決定を政治的判断の裏付けとしている。この前提は、科学で全てが判断できるこ
とと共にその判断が立場など社会的要因を超えた中立的（≒客観的）なものであることが
担保されることにある。 
  そして、行為主体と知覚主体が同一でない場合には、行為主体の決定権が知覚主体から
の依頼に基づくものであり、かつ、決定がその審議過程を含めて客観的なものであること
が正当化（知覚主体がその決定を納得いくものと認識すること）される条件である。行為
主体の決定権は政治によって与えられ、保障されるという形で間接的には知覚主体からの
依頼となっている。また、決定の客観性は、決定が科学的合理性に基づくことをもって保
障される。科学技術が高度化し、社会の中で影響が強まると、立場を超えた中立性確保や
科学的合理性の適用範囲が問題となっていく。 
  この状況では、政治的な代表性の根拠が乏しいと共に責任主体が明確ではない者による
科学的判断を社会の意思として採用するには限界がある。現行の社会において、科学技術
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に関する意思を決定するためのシステムは、吉岡 9)が指摘しているようにサブ・ガバメント
状態（特定の集団が政策を事実上決定している状態）を強く有し、知覚主体である市民は
そこに加わることはなく、行為主体を信頼することでのみ意思決定に参加できる形となっ
ている。そして、信頼することは任せることであり、決定内容に合意すること（異議を唱
えないこと）を意味している。この決定システムによって、多くの者の納得に基づく合意
を形成することは年々困難になっている。この状況は、福島事故後の一時期を除けば、ほ
とんどの状況で当てはまる。 
 
(4) 社会的行為としての判断  
  社会的行為としてのリスクの有る行為の決定は手続きと責任を明確に定めた規範が必要
であり、その規範を多くの者が認め、共有することが社会の意思としての決定に対する正
当性を与え、その決定に対する納得感の醸成につながる。そして、規範とは関係する者が
主体的に関与し、自発的に取り入れるものであり、こうした理念を共有することが意見を
異にする者の間に納得感を伴う合意を生みうる。 
  社会的行為をめぐる価値判断は個人差や状況差に依存し、意見対立の可能性をもたらし
うる。社会におけるリスクの是非は、そのリスクを伴う行為全体について、それに係わる
多数の者で判断し、その過程で信頼関係を醸成しながら納得し合わなければ対立（その可
能性を含む）を収められない。これをリスクの有る行為の是非を社会的に判断する際の大
原則とせねばならない。行為が社会的であるとき、可能性を含めた損失の分配が正当・誠
実に行えるシステムを社会が持つことが必須である。 
 
6.2.4 社会的対立への対応 
  ある行為の損失のみに着目すれば、「自発的行為による損失」と「非自発的行為による損
失」のどちらであっても客観的リスク評価値は同一である。しかし、「リスクの社会的視野
での再評価」では、その行為を取り巻く状況が異なり、判断結果も違う。リスクの有る行
為としての原子力利用による損失は、原子力利用を推進するのであれば「自発的行為によ
る損失」であることが望ましい、あるいは、なければならない。それが、行為による損失
を納得できるものとする最良かつ唯一の方策である。それには、損失を受ける可能性のあ
る者（たち）を中心とした自発的な選択によるものでなければならない。 
  損失を許容することは、納得することが基本となる。損失を実感しにくい（しにくかっ
た）都市部では損失が自分のことにならないこと（すなわち、意識しないで済むこと）を
保障することで納得感を導いていた。これは、第 5 章で示した継続意識調査で明らかにし
ている。 
 施設立地地域では、過疎と言った地域特性による既存の損失を軽減する形として、施設
による新規の損失が補填され、同時に損失を否定することで受忍感情を形成してきた。し
かし、損失の受け入れに対する納得において、損失への懸念、損失に見合うだけの恩恵に
対する認識の相違や、損失負担や恩恵配分の偏りが全体的納得感の醸成を大きく阻害する
状況を生み出した。 
  これゆえ、リスクの有る行為としての原子力利用を社会全体での自発的な選択によるも
のではなく、結果的に行為主体が選択した行為であるとする意識を知覚主体が抱く。この
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意識は、損失が実感されない状況では多くの知覚主体が当該行為を自分から切り離し、行
為主体への干渉を弱める。しかし、損失の実感が顕著化すると知覚主体が当該行為を意識
することで不安が生じ、それが知覚主体の抵抗として作用する。これが、福島事故前後の
状況を的確に表している。 
 
(1) 知覚主体としての市民にとっての原子力利用 
 便益を享受していても損失を否定することは原子力利用が自分の問題とならないこと、
すなわち、自身の選択の結果として、自身を含む社会の便益を期待した行為による覚悟の
上のものとなっていないことで生じる。自分の問題とは自身が損失を被る可能性のある事
態だけではなく、自身が恩恵を享受していることで他者が損失を受ける可能性のある事態
を含めねばならない。社会的な題材を自分の問題とすることは、問題を自身に当てはめる
ことである。これまでは、損失を意識することが問題を自身に当てはめることを意味し、
そうなって始めて影響を意識した知覚主体となっていた。 
  原子力利用が自分の問題となりにくい背景には、特に福島事故前において、行為主体と
知覚主体が共に社会的行為の是非は、委ねられた特定者による判断によるべきだとする認
識を強く共有していたことがある。特に、多くの知覚主体にとっては決定内容の中身の如
何よりも自分の問題にならないことを強く望んでいたことが（代表性などに係わらずに選
定された）行為主体と（影響を意識しないで済ませたい）知覚主体の区分を正当化し、こ
の図式の社会的意思決定システムを容認していた。 
  多くの知覚主体にとって望ましくない影響が出ない限り、あるいはそれを強く意識する
ことがなければ、異議を唱えず、行為主体に決定から実行に至る全てを一任してきた。こ
の一任関係の維持のために行為主体は、原子力利用による損失を知覚主体に意識させない
ように、すなわち知覚主体にとって自分の問題とならないように多大な精力を社会的受容
確保、理解促進活動として注ぎ込んできた。そこにもっとも貢献するのが無事故情報（す
なわち、状況が情報と成らずに知覚主体に意識させないこと）であることは逆説的である。 
 
(a) 知覚主体を取り巻く状況の変化 
  社会意識や原子力利用を取り巻く情勢の変化が、原子力利用を含む社会全体の題材を自
分の問題として意識する者を増やす傾向を強めている。これは、福島事故前からの社会の
潮流でもあったが、福島事故によって、この傾向は加速されたと捉えられる。この増加が
積極的に発言する知覚主体を「一部の特定者」として無視することを出来なくする。さら
に、福島事故後は、多くの市民が「一部の特定者」として行動をするに至った。原子力を
強く意識する事態の発生（事故や不祥事、福島事故はその最大の表れとなる）によって、
原子力利用が社会での懸案事項となっていった。 
 福島事故後でも、多くの者は傍観的であり、損失を実感しなければ積極的に発言するこ
とを避けている。多くの知覚主体は、自分の問題となって欲しくない願望を有すると共に
自分の問題ではあるもののどうにもならない無力感を抱いている。自分の問題とは、自身
で解決できる問題である必要があり、その可能性が閉ざされると例え自分の問題であろう
と、自分の問題としての認識を失い、主体的な姿勢を取ることを避けてしまう。原子力利
用が置かれている現況を注視すると、多くの市民が積極的に自分の問題として意思表示せ
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ず、そして、強く否定はしないものの「懸念や不安を抱く傍観者」としての態度を取って
いたことが見えてくる。福島事故直後は、このような状況が改善の方向に社会が動き出し
ていた。しかし、その動きは、一時的なものに留まってしまった。 
 
(b) 知覚主体と行為主体の関係 
  改めて、この意識とこの意識より形成されている状況の是正が、今後の原子力利用の是
非を左右する。解消には市民から自分の問題意識を薄れさせて行為主体への一任状況を再
現すること、あるいは、自分の問題意識を高め、多くの市民の関与から納得感を共有した
決定を導くことの 2つの方策が考えられる。 
  前者の方策では、多くの者の納得を得た上で合意を形成することは出来ず、社会的な対
立を収めるには限界がある。これでは、原子力利用による損失に対して「非自発的損失」
とする呪縛から逃れることはできず、行為主体は損失に対する過剰な警戒意識を抱く。不
十分な納得状態で行為を遂行すると、その行為による失敗・不祥事が行為主体への不信に
直結し、許されない雰囲気が醸成される。その結果、行為主体と知覚主体の間に不信感を
増幅しあう悪循環な状態を生み出してしまう。これが「絶対安全」や「安全神話」の呪縛
に他ならない。 
 さらに、それを伝えるメディアに対して行為主体の意識は敵対的となり、それが一層の
混乱化へつながる。福島事故後の意識変化より、この方策はありえないことを指摘した。
ただし、再稼働に限定すれば、この方策もあり得ないものではない。ただ、それでは軽水
炉の新増設には決して繋がることはない。 
  後者の方策を探ることが重要である。見解が完全に一致しなくとも互いに納得できる決
定事項を見出し、それを受け入れ合うことを合意形成の基本とすることで社会的な対立を
発生させないようにすることが可能である。意見の一致の如何に係わらずに納得感に基づ
いた合意の調達には、関与者の積極的な参加が前提となる。ここで関与者とは強い利害や
信念を持つ特定の者だけを指すのではなく、傍観的だった市民を含めねばならない。多く
の関与者の積極的参加によって、（どのように決定しても）納得感を高めていくことが後者
の方策の基本である。 これを体現したものが、2011 年 7 月から 8 月に実施された「エネ
ルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査」10）であったが、継続されることはな
かった。 
 
(c) 行為の是非判断 
  損失を被る可能性のある行為の是非については、知覚主体が納得を抱いた上で決めるこ
とが重要であり、そのためには原子力による損失に対する認識を変えることが必要である。
その認識を変えるには、損失そのものだけに着目することではなく、リスクの有る行為と
しての原子力利用に係わる様々な要因を総合的に評価する必要がある。それには、様々な
要因に関与する多くの者の見解を取り入れることが最良の方法となる。そのため知覚主体
と行為主体が共に意識を変え、共に意思決定過程に関与することが重要となってくる。そ
の実現には、市民が原子力利用を自分の問題として捉えることから始める必要がある。 
  市民にとって原子力利用が自分の問題だと“感じないこと”と共に“感じられないこと”
の 2 点を考えねばいけない。前者は意欲の問題であり、多くの者にとって損失の脅威が自
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分のものではないことが“感じないこと”に大きく影響している。後者は社会システムを
含む問題であり、原子力利用の是非をめぐる論争において置き去りにされ、同時に例え自
身の考えとは異なってもどうにもできないことによる不満と不納得感が一種のあきらめに
近い感情（同時に、強い依存）を生み出していることが背景にある。多くの市民（特に、
非立地地域住民）にとって、原子力利用に関する問題では傍観的かつ第三者的であること
を望むと共にそのような姿勢を取らざるを得なかったのである。この状況では、理念や信
念に基づく対立か実害としての損失への強い実感がなければ、自分の問題として行動する
ことはない。 
  参画意欲は、社会の中での自分の問題であるとする認識から生まれる。そして、自分の
問題は自身で関与できる問題であると認識することが肝要となる。そして、社会全体の問
題として扱うなかで、問題を解決する仲間意識を醸成せねばならない。すなわち、自分も
問題を解決する一員であるとする意識が社会全体に浸透するように社会的意思決定システ
ムを取り巻く状況を変えていかねばならない。その上で行為主体は、知覚主体である市民
が原子力利用の是非をめぐる論争に関与できるように整理された争点と争点を見極めるた
めの判断尺度を示さねばならない。ここで、争点は目指そうとしている社会像（どのよう
に生き、どのような幸福を追求するかと同義である）とそれを実現するためのリスクの有
る行為をめぐる価値判断であり、「リスクの社会的視野での再評価」が争点の判断尺度の根
拠を与える。 
 
(2) 社会的対立への対応 
 原子力利用により生じる社会的対立は、2つに大別される。1つは、原子力発電所などの
施設の建設の是非をめぐる対立である。もう 1 つは、原子力利用の導入・推進をめぐる対
立である。前者は各論として扱われ、施設建設（予定）地の近辺に住む住民による日常生
活に係わる利害として金銭、生活環境などの防衛が中心課題となる。後者は総論として扱
われ、居住地域にかかわらず市民による啓蒙・理念的活動として特定の価値や理念の対立
が中心課題となる 11）。問題の本質と対応は切り離して考えるべきでだが、実践されている
対応を含めて混同され、それゆえ混乱している。どのような者がどのような観点から自分
の問題としたかについて切り分ければ、ここでの展開はどちらにも当てはめることができ
る。 なお、原子力発電所の再稼働の是非判断において、各論として扱うことを避け、総論
として扱うことが重要である。本研究では、市民として首都圏住民の意識に着目しており、
総論としての意思決定に範囲を限定する。 
 
(a) 当事者意識の形成 
  各論、総論のどちらの問題においても、関連するアクターとしては、行為主体（各論の
場合は、行為を実行する主体、総論の場合は行為の是非を決定する主体）、是非について積
極的に行動する知覚主体（賛否を表明する活動的知覚主体≒社会運動家、各論の場合は住
民運動家となる）、傍観的で意見を表明しない知覚主体（賛否を表明しない傍観的知覚主体）
の 3 つに分けられる。行為主体と懸念を表明する活動的知覚主体（社会運動の担い手とな
る者）の間で互いに一方的な主張を繰り返し、その対立を第三者的に眺めている傍観的知
覚主体（多くの市民）は、対立が激しさを増すほど距離を置き、傍観的姿勢を強める傾向
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があった。一方で、この対立によって、対立を生み出す当該事項が社会的関心時であると
する認識を強める。この認識が原子力利用を社会的な問題とさせる。  
  福島事故前において、傍観的知覚主体の多くは消極的な賛成態度を示していた。そして、
行為主体の行動に対して、傍観的姿勢をベースとした暗黙の合意を形成し、行為主体はそ
れを拠り所としていた。この暗黙の合意は、原子力利用を意識しない状態を維持すること
が形成の条件であった。この層の意識変化が暗黙の合意を薄れさせ、原子力利用を注視す
るようになっていく。あるいは、その可能性を強める傾向が増しつつあるとも言える。そ
こから、行為主体はこの層への働きかけが効果的と考え、暗黙の合意の復活を視野に社会
的受容確保、理解促進活動などを実践していた。しかし、この層が抱く懸念や不安は、当
該事項が社会的関心事となることで喚起される。この層への応対は、傍観的姿勢からの脱
却を求める方策へと転換することが肝心であった。そのためには、実施主体はこの層へ直
接働きかけるだけではなく、当該事項を社会的関心事とさせている社会運動の担い手とな
る者との協調が有効となる。 
  これまで、行為主体は社会運動とは対立的に接していた。このような対立的な姿勢が市
民の参画意欲を削いでしまう。対立関係から、解決に対する見解は異なっても同じ問題を
共有する“仲間”として協調的に接することで、社会運動を“対立”をもたらすだけの活
動から、“問題解決”のための活動と変えていくことができる。そして、その意識と行動が、
傍観的知覚主体である市民の認識を変える。それが、傍観的姿勢から関与意識を強め、第
三者的意識を当事者意識へと変えていくことができる。特に、福島事故後、脱原発デモと
して社会運動が活性化し、多くの市民も加わった。問題解決の観点からは“好機”となる。 
 
(b) 当事者意識形成への要点 
  多くの者が当事者意識を持ち、意思決定へ参画すると混乱が助長されるだけであるとす
る意識を有する行為主体は存在する。しかし、行為主体としての原子力関係者は、市民に
とって原子力利用を自分たち全員の問題として、自分たちで議論し、判断する“雰囲気”
を盛り上げ、“場”を作り上げていくことが結果的に原子力利用を円滑に推進していく鍵と
なると認識せねばならない。それには、行為主体と傍観的知覚主体の両者の意識を変える
必要があり、その意識変化が制度や行動に表れる。  
  傍観的知覚主体としての市民にとって、「原子力利用を自分の問題として、自分たちで解
決しようとする決意を持つことと是非判断できるように努めること」が要求される。一方、
行為主体は、「知覚主体に行為主体が決めたことを説得し、同意を取り付けて実行すること
が最も効率的なものとして、その堅持のみに固執する姿勢を排除すること」が必要である。
この姿勢の堅持が行為主体の閉鎖性を際だたせ、それより、知覚主体は印象を悪化し、距
離をおいた反発を生んでしまう。 
  このことを強く意識することで、これまでの取組も変容する。例えば、リスクコミュニ
ケーション活動も、そこでは受容への手続きとして、さらにリスクを扱うことで損失を認
めさせることを目指して、説明・説得するだけの活動ではなく、多様な関与者による熟議
をベースとした手続き的公正を遵守した意思決定過程（の一部）として、同時にリスクに
対する民主的な管理機能として作用する合議あるいは共考の場としてのあり方が見えてく
る。このように、行為主体は決定や関連する事項へ知覚主体の参加を促し、同時に知覚主
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体は自らの責任と覚悟において参加し、主体的に活動する意識を持つこと、そして、問題
を解決する成員として一体となって取り組んでいく状況を築き上げることが必要である。 
 
(c) 当事者意識と信頼の関係 
  しかし、多様な知覚主体の参画は多様な見解を考慮した上での最適な決定を導き出す可
能性を高めるが、決定が形成されない可能性も高めてしまう。場合によっては、決定が切
迫される事項に対して無力となる懸念がある。しかし、切迫されていることを理由に根拠
が曖昧な決定をすることは許されず、結果的に見ても有効とはならない。この相反する課
題は、知覚主体の関与の意味を捉え直すことで克服できる。原子力利用の是非のような意
見一致となりにくい社会的行為の決定は、最終的には政治的判断に依らねばならないこと
は前述した。政治的判断の根拠となる政策決定過程に知覚主体が関与することで決定事項
に対する透明性が向上し、信頼感も高まる。 
  知覚主体は、この信頼によって行為の実施に伴う損失の回避を行為主体に委ねることを
認める。これが、行為主体が行為を実施するために必要な機能としても作用する。ただし、
政策決定過程における決定とは当該行為の実施だけを意味するのではなく、その行為を実
施しない、或いは、見直すとする選択肢も実施と同等な可能性として考慮されていなけれ
ばならない。これが確約されていないと関与は受容のための見なし行為となり、関与者が
行為主体を信じるに足る対象として認識することはない。行為主体は、関与を決定への受
容手続きととらえている限りは、関与の効果は発揮されない。 
  知覚主体の関与によって、知覚主体が行為主体を監視し、場合によっては中止も含めて、
その行為を制御可能とすることで、知覚主体にとっての不確実性（行為主体の不誠実な態
度による損失の可能性）は低減される 12）。そこでは、初期費用として多大な労力やコスト
を費やして、行為主体を律することになる。しかし、この過程を通じて、互いの信頼関係
に基づいて不確実性を低減できれば、労力やコストは削減される。関与で築かれる信頼と
決定を高次元で両立させ、不確実性を低減することが関与のもう一つの意義である。 
 
(d) 当事者意識の効用 
  知覚主体としての市民が、自分の問題として係わる（係われる）ことが重要である。そ
して、合意の在り方を「自分の問題ではないことが前提の暗黙の合意（＝信じることは、
任せることであり、合意していることに結びつく）」から「自分の問題として積極的に関与
することによる明示的な合意（＝加わり、見つめ、確かめる、そして、そこから信じ合い、
合意を目指していく）」に変えていく必要がある。なお、暗黙と明示の合意の違いを信頼し、
一任することが主体性の放棄になっていた合意と主体性を維持した合意と切り分けること
もできる。「リスクの社会的視野での再評価」概念はリスクと当事者意識を結びつけ、明示
的合意を形成する機能として有効に機能する。 
  暗黙の合意から明示的な合意に向けて思考を変えるには、意識変革や活動を通じて仲間
意識を高め、そこから信じ合えるように、行為主体が努めていかねばならない。なお、こ
の信頼関係は、行為主体が任せてもらう、任せられるべきであるとする意識を抱いていて
は醸成できない。福島事故までの社会状況では、暗黙の合意は形成されやすく、行為主体
はそれに依存していた。しかし、この合意は実体が明確ではなく、同時に崩れやすい。一
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方、明示的な合意は容易に形成できないが、それを形成することで（あるいは、その形成
を目指す姿勢を示すことで）社会と原子力の関係は飛躍的に改善することができる。 
 福島事故後、明示的な合意を目指す方向に志向を変えていくべきであった。その取りか
かりが、「エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査」10）であった。 
 
6.2.5 社会的対立解決への糸口 
 過去、原子力利用の受容を求める際に、「絶対安全」を活用した。行為主体が「絶対安全」
で知覚主体を説得し、同時に知覚主体がそれで納得することは、知覚主体にとって原子力
を自分の問題としないこと（損失を実感しない、あるいはしないと思い込むこと）を意味
し、知覚主体が原子力による損失を自分から切り離し、「自発的損失」とする意識を持つこ
とを妨げていた。 
 
(1) リスクと当事者意識 
  原子力安全に対するキーワードが「絶対安全」から「リスク」に変わった。「リスク」で
安全・危険を考えることは、必然性などを含めたその行為全体を考えることであり、市民
にとって原子力利用を自分の問題とすること（損失などを考慮して取り扱うこと）を意味
している。しかし、福島事故前後に関わらず、広く受容されている他のリスクの有る行為
の（客観的）リスク値の比較やそれから導かれる「リスクの許容基準」に関する展開など、
リスクは安全（或いは危険）を判断する尺度としてだけで用いられている。そこには、他
の行為と客観的リスク値のみで比較することで当該行為の正当化を図ろうとする意図が読
み取れ、許容リスクが損失の観点のみで語られる。この傾向は、低線量被曝影響のリスク
判断に関わる局面でも顕著となっている。これでは、リスクと当事者意識は結びつかない。
特に、リスクを持ち出すことで知覚主体に損失、および損失の可能性のある行為を認めさ
せようとする意思が一層の混乱を生みだす。 
 「リスクの社会的視野での再評価」概念を念頭にすることによって、当該行為の正当性な
どを判断し、是非の決断を下す道筋を示す事が出来る。リスク概念で言及することは、安
全か否かを識別することではなく、その行為をやるべき価値があるか否かを当事者として
判別する根拠を示すことにある。当事者としての価値判断は、千差万別な要素を含んだも
のとして与えられる。そこから、この概念を社会的行為の評価の尺度に用いることは、多
様な人々の参画による熟議の必要性を強調することになる。熟議を通じて培われる様々な
立場の者への配慮により、対応する様々な事象の観察へとつながり、隠れた危険性、日の
当たらない被害者も見出すことができる。 
  知覚主体は、行為主体と共に主体的に熟議することが求められる。市民が原子力に代表
される科学技術導入の是非について主体的に熟議するためには、それを取り巻く論争を見
極め、議論・判断できる知的基盤が必要となるが、現状では十分とは言い難い。そこで、
行為主体が知覚主体としての市民を手助けする形で判断する場を充実させ、判断を手助け
する道具として「リスクの社会的視野での再評価」概念を活用していく必要がある。その
上で、知覚主体の一人一人が意見を持ち、主体性とそれに伴う責務・責任を自覚した上で
参画できる状況を整えることが要求される。 
  これが、リスクの存在を認め、リスクの有る行為について、可能性を含めた損失の分配
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やその是非に関する決定方法・手続きを明確に定めた規範があり、それゆえ、リスクにつ
いて対応・対策を考えることができ、そして、この過程で当該リスクを減らしていくこと
のできる社会を実現し、持続的発展につながるものである。この社会を形成していくこと
が、科学技術を取り巻く社会的なリスクの有る行為の推進を推し進めることが可能となっ
ていく。それが、再稼働とその後につながっていくこととなる。社会的なリスクの有る行
為の推進は、納得による“覚悟”が伴ったものでなければならない。そして、“覚悟”が安
全を強化することに繋がることを意識し続けねばならない。 
 
(2) 社会的対立の解消へ向けた対応 
 科学技術は、行為主体の論理や価値観で推進される傾向が強く、必ずしも同一な論理や
価値観を有しない市民との乖離が大きくなり、それが軋轢の一因となっていた。ここでは、
この乖離を検討する有効な題材として、「リスク」を取り上げ、その捉え方の改革を求めた。  
 
(a) 現状分析から見える対応策 
  推進の立場の論理構成で推し進めすぎると市民にわだかまり的な違和感が芽生えやすい。
平常時にはその感情は出ることはないが、福島事故に代表される異常時には、その感情が
表面に表れ、不確実性が顕在化したことによる反発を生み出してしまった。そして、行為
主体は、後追い的対応策を強いられる。不確実性の顕在化による反発の本質は、この反発
をかう土壌にある。行為主体はこれを見失い、知覚主体が受容の条件として損失を認めな
いこと（ゼロリスク要求）に原因を求め、そこから、損失を認めさせる手段としてリスク
を持ち出すようになりがちである。 
 リスクコミュニケーションは、この範疇に留まっているものが多い。この場合、リスク
は客観主義の立場で語られ、行為主体は、知覚主体にのみ意識変化を求め、行為主体が決
めた事の受容確保を図る。行為主体は、説明・説得のための方法を変えるだけである。こ
の図式が原子力利用を取り巻く現況を現しており、市民が当事者意識を抱くことを斥けて
いる。両者の意識を変え、出来るだけ初期の段階から関与者間で熟議し、そこで決まった
事を進めることが重要である。その意識変化こそが、当事者意識や主体性の向上として原
子力を巡る社会的な問題の解決に結びつく。 
 これは、ナノテクノロジーを題材として，研究開発の方向性に市民の意向を反映させて
いくことを目指した「上流からの関与 (upstream engagement)」13)に通じるものである。上
流からの関与は，当該科学技術が社会に展開される前段階における研究の創成段階から市
民が関与する必要性を強調する。そこには，遺伝子組換技術などが社会への展開段階に至
った段階においてから，市民の意向を伺いだし，結果的に有効な効果が認められなかった
ことの反省の意味づけもある。 
 なお、原子力において，IAEA の INSAG が「INSAG-20: Stake-holder Involvement14)」で，
原子力利用の是非判断において計画の立案段階から市民が参画すべきと提言し，社会に展
開する際に生じる課題を克服する方策として意思決定過程への市民参画が注目された。原
子力施設の新規立地・建設などの今後の計画において，できるだけ早期の段階から市民が
関与することが望まれ,「上流からの関与」状態を実現することも重要である。 
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(b) 実効的関与 
  市民が原子力利用を自分の問題として主体的に取り組むことを“実効的関与”と捉える。
市民の参画を受容の手続きとみなし、誤解の修正、知識の付与を目的とし、決定事項に対
する影響（変更の可能性）を持たない儀式的かつ形式的関与に対し、実効的関与は決定事
項を創出することが根本的な差異になる。それには、「上流からの関与」が必要となる。市
民にとって、原子力政策をめぐる最終的な判断以前の意思決定には関与できず、最終的な
判断を信任し、受容することを求められるという形を通してだけの関与が求められていた。
国民／住民投票は、最終段階での施設建設の是非判断を多数決として示せるだけである。
そして、それ以外の関与を事実上排斥する姿勢が、当事者意識の形成を阻害していた。な
お、多数決は民主社会における有効な決定方法の一つではあるが、その前段階として、代
表性の確保と熟議が存在していなければならない。この観点から、国民／住民投票は決し
て実効的関与とはなりえない。 
 
6.3 社会的合意形成と専門家の役割 
 
 6.2 節では、福島事故後に適用すべきリスク概念について検討した。この節の主眼は市民
社会と科学技術の関係を巡る現状を把握し、市民と科学技術の利用を志向している専門家
の意識を絡めて、科学技術の社会への実装における問題の解決に向けた提案に役立てる方
針を示すことである。リスクを伴う科学技術の利用を志向している専門家が、市民社会と
共同し、相談しながら科学技術の方向性を決定する姿勢を重視することが重要であり、そ
の理論面に関する検討を行っていく。 
 ここでは、福島事故後においても福島事故前と共通する状況と異なっている状況を分け
て考察していく。福島事故は社会を変えた、あるいは変える契機であり、実際に福島事故
前後で社会の状勢や市民意識に変化が見受けられる。そして、6.2 節で展開したリスク概念
と暗黙の合意の否定が重要な役割を果たしていく。意識を変えるためには、なんらかの契
機が必要であり、福島事故こそが契機に他ならない。 
 
6.3.1 検討の前提 
   本研究は、是非を巡る意見の相違の調整や解消などを推し進めることによる「福島事故
後の原子力の利用」を目指している。このような視座からの研究の成果は、「社会的受容」
を得るための活動や提言になりがちである。しかし、原子力に象徴される科学技術の社会
への実装を巡る対立の背景には、「社会的受容」を得るとする科学技術の推進に対する方法
論に問題の本質が見出されることが多々ある。 
  科学技術の推進において鍵となる社会的合意形成について、桑子 15)は不特定多数との合
意形成としている。ここでは、不特定多数を市民社会（市民が社会の中心的な担い手にな
る社会）として捉えていく。そして、合意の内容について制約を持たない合意形成、すな
わち、予定調和ではない意思決定の在り方と意義を探っていく。 
 
6.3.2 現状分析と問題点への対応策 
   福島事故後における原子力利用、同時にこれから社会に実装することを目指す科学技術
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全般を視野として論旨を展開していく。原子力利用の進め方に対する問題は、原子力利用
に固有な面と科学技術全般に共通する面がありうる。しかし、問題の根底には広く科学技
術の進め方に起因する一般論としての要因が潜んでいると捉えることができる。 
  
(1) 社会的受容の定義 
  科学技術における社会的受容とは、「科学技術の推進・供給側の専門家などが決めて、需
要側の市民に受け入れを求める」と言い換えられる。吉田 16)は、『新しい技術の社会的合意
形成を図ること。そこでは、受容されることを前提としており、合意は賛同を得ることを
指す』と当該科学技術の推進側としての専門家らの意識を指摘している。 
  社会的受容を中核とする社会的な意思決定システムが成立するには、当該科学技術に関
わる専門家らが科学的な思考と論理判断に基づいて意思決定することで、唯一あるいは最
適な解（解とは導いた決定事項を指す）が得られるとする前提が必要になる。唯一あるい
は最適な解を社会に示し、その解が唯一あるいは最適であることを分からせること（それ
に疑義を持たせないこと）と社会的受容を得ることは同義になる。そこでは、専門性が行
使され、専門家らが絶対的な立ち位置を占める。いわゆる、専門家主導型の意思決定シス
テムである。 
 この形式の意思決定システムは、福島事故前ではある程度良好に機能していた。福島事
故後、このような意思決定システムの成立性については疑いが生じている。 
 
(2) 社会的受容の適用限界 
  専門家集団も社会を構成する一つの集団にすぎない。社会の中には多数の集団が存在し、
それぞれの価値観を反映した解が示される。多様な価値観は多様な合理性概念を意味し、
多様な解の存在こそが必然となる。各集団の解が異なるとき、あるいは、専門家集団以外
の集団からも異なる解が示されるとき、その解を巡る対立の可能性が生じる。このとき、
専門家集団の解が唯一あるいは最適なものでなければ（あるいは、最適なものと判断され
なければ）、専門家集団の解を社会の決定として採用するには、解を導いた専門家の代表性
（誰を代表し、誰が選んだか）が問われる。  
  価値観の多様化と共に科学技術の進歩が、科学技術に関わる問題を複雑化させている。
唯一あるいは最適な解の存在は、もはや夢想的でもある。当該科学技術の専門家を中心と
して導いた解を市民社会が受容することで進展していく科学技術推進システムは、科学技
術推進集団を除く種々の集団から批判の対象となって久しい 17）。 
 
(3) 社会的受容と「正しさ」概念 
   原子力利用を志向する集団の中においても、社会的受容とする考え方にある種の傲慢さ
や思いあがりを感じ、その是正を図る動きはあった 18)。しかし、意識の根底にまで変化が
達しているとは言い難い。その集団での社会的な活動は、「受容」を「理解」と置き換えた
だけのものが多く、そこでの「理解」とは「賛同」を意味していることを第 1章で述べた。
福島事故前、2009 年 6 月に経済産業省より公表され、推進への取り組みが端的に打ち出さ
れた「原子力発電推進強化策」19)では、「国民との相互理解」とする用語が推進に向けた受
容確保のために強調されていた。その根底には、自分たちが主張する「正しい」決定に反
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対することは「正しい」ことが分からない無知によるとする意識が存在していた。これは、
第 1 章で指摘した、いわゆる「欠如モデル」が根づいていたことによる。福島事故後もそ
のような意識は、変わってはいないと言わざるを得ない状況である。 
   唯一あるいは最適な解が存在しないとは、誰もが疑うことのない程の絶対的な「正しさ」
が存在しないことと同義である。この状況下では、「正しい」、「最適な」などの表現は価値
観に裏付けされたものであり、個人差を持つ。価値観が多様化し、それを表明することが
できる社会状況の出現により個人差は顕在化していく。意見の相違は無知ではなく、個人
差そのものであることが浸透しつつもあった。このような状況では、何が「正しい」もの
であるかについて、社会的合意として確立するには社会を構成する者による話し合い（熟
議）によって判断することが必然となる。6.2 節で再構築したリスク概念からも、この必然
性は導き出される。これが、社会的合意形成システムを構築する際の重要なポイントの一
つである。特に、福島事故後は、その必然性はさらに強まったと捉えねばならない。 
  杉山 20)は、欠如モデルに基づいた科学技術専門家が市民への一方的な啓蒙活動を行う背
景には、専門家集団による実質的な意思決定の独占に妥当性を与え、自身の拠り所を堅持
する姿勢があると指摘している。専門家の多くは、専門家主導に基づく政策決定に対して、
肯定的な意識を有し、その維持を目指した帰結として「欠如モデル」に基づいた行動を取
っていたことになる。 
  
(4) 原子力利用の是非を巡る専門家と市民の意識の差異 
  福島事故後における原子力利用を巡る対立は、その是非などを巡って社会的活動が繰り
広げられている最前線であり、社会的活動の現状を把握するための好材料となる。原子力
利用の是非は信念と利害が主な判断因子となるが、両者が分離できないほど絡み合ってい
る。原子力利用を志向する専門家の考え方は、信念と利害関係に基づいた上で原子力を推
進したいとする動機から生まれる。そして、自身も何らかの形で携わることにより能動的
な姿勢を取る。これは第 5章で示した原子力学会員の継続意識調査から明らかである。 
 一方で、多くの市民にとって原子力は推進されているものであった。そのため、強い否
定／肯定見解を持たなければ能動的になることは少ない。そして、多くの市民が受動的な
姿勢を持ち、それが不安を喚起しつつも傍観的姿勢を取り続けていたことを第 3章から第 5
章で示している。  
   市民と専門家の間の意識の差違について、土屋 21)はリスク認知を題材に研究し、意識の
差異が知識や情報環境の違いによるものと共に専門家の職業上のバイアス（しがらみであ
り、利害関係を代表するものと言える）の影響を指摘している。意識の形成に動機が影響
を及ぼし、そこから知識や情報環境に違いが出てくる。市民と専門家の深い溝としての疎
遠関係は、動機の違い（動機を生み出す価値観の違いともいえる）とそこから生じる能動
的／受動的姿勢の違いに起因する部分が大きい。この意識の差異が対立を生み、硬直化さ
せる要因となっていた。なお、ここでの対立とは、推進側としての原子力利用を志向する
専門家の考え方に真っ向から反対することだけを指すものではない。多くの市民が推進側
の考え方に全面的には同調しないこと、社会的受容を認めないことを含める。すなわち、
共感し、賛同せずに懸念を抱くことも含めて対立（その可能性を含む）と広く表現するこ
とが状況を的確に示すものと見るべきである。福島事故後、この傾向が強くなっているこ
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とに疑いはない。 
 
(5) 価値観の差異と行動の関係 
   個々人の価値観によって利害が形成され、その利害によって目標が規定される。そして、
目標に基づいた動機が生じる。高教育化、高度情報化や社会的な共通目標の喪失などによ
って価値観が多様化すると利害・目標・動機の相反傾向も大きくなっていった。同時に同
じ価値観を持つ者同士が強く結束するようになる。そこで結束した集団は固有な価値判断
や行動基準を有した閉鎖的なものとなりがちで、相容れない価値観を有した相手には非寛
容となる。そして、相手の価値観を認めず、相手が自身の価値観と同一となることを求め
る行動を起こす。原子力利用を志向する／懸念を示す集団は、その典型を示している。こ
れが、いわゆる「原子力ムラ」と揶揄される要因である。木村ら 22,23）は、原子力ムラの構
造を明らかにする研究を福島事故後に開始している。 
 福島事故前において、いわゆる賛成／反対の両サイドで繰り返される原子力利用に関す
る論争は、必要性の強調と不安の表明に終始し、そこに価値判断を含んだ問題であるとす
る認識が欠如していた。これを傍観的に眺める多くの人々は、積極的に加わる様子を示さ
ず、同時に置き去りにされてしまっていた 1)ことを 6.2 節で述べた。一方で、置き去りにさ
れた多くの市民の価値観は、原子力利用を志向する／懸念を示す集団と実態としての対立
を生じさせるほどの差違を有したものではなかった。そのため、能動的な行動を取ること
は稀であった。原子力利用に懸念を示し、行動する集団は、社会運動を起こす主体ともな
る。社会運動は、市民が対象となる問題を自分の問題として意識することで拡大していく。
原子力利用を志向する集団は、社会運動とは対立的に接する。これは、福島事故後も同様
である。そして、多くの市民がその社会運動に賛同し、行動を起こすこと（特に、同調し
て異を唱えること）がないように注意を振り向けていた。そこでは、市民を意思表明しな
い「暗黙の合意」者に留め、能動化・当事者化を抑制することに奔走するようになってい
た。福島事故が、「暗黙の合意」の前提を消滅させたことを第 5章で示した継続意識調査結
果と 6.2 節のリスク概念に対する展開に基づいて示している。 
 
(6) 暗黙の合意からの脱却 
   福島事故前に、多くの市民が暗黙の合意者となっていた背景には、それを市民が望むと
同時に強いられていること（それしか選択肢がなく、自身の力が及ばないこと）があった。
市民は、意思決定を担う原子力利用を志向する集団を信頼することでのみ意思決定に関与
できるにすぎなかった。そして、信頼することは任せることであり、決定内容に合意する
こと（異議を唱えないこと）を意味していた。市民にとって科学技術は、手の届かない所
で行われている行為、同時に、なんともしようもない行為であった。市民は、実質的には
『隔離』されている状況に置かれていた。 
   福島事故前から、科学技術を市民にとって手の届く所で、なんとか出来る行為に変える
動きがあった 24）。そこで、率先すべきことは市民が科学技術利用を自分の問題として主体
的に考えること、それを実現する風土として「科学を議論する文化」25)の構築であることが
主張されていた。科学を議論する文化は市民の科学への関心度が高いこと、同時に科学技
術を担う専門家が科学を議論する文化の意義を理解することが構築の前提となる。これが、
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科学を議論する文化・風土の醸成につながるものであるが、十分に醸成されているとは言
い難い。 
  科学を議論する文化を構築するための活動にアウトリーチやサイエンスカフェがある。
原子力利用を志向する集団が行うサイエンスカフェは、飲み物が提供される講演会として
親しみのアピールが主目的であった。科学を議論する文化の構築を意義としているとは思
えないものが、ほとんどであった。科学を議論する文化は市民社会と専門家が協力しなが
ら、科学技術をガバナンスするために必要な意識的背景である。福島事故前に発行された
平成 16 年度科学技術白書 26)では、「社会のための、社会における科学技術」に向けた動き
の重要性を指摘し、市民全てが利害共有者(Stakeholder)として科学技術政策に関与し、
様々な主体による対話に基づいた科学技術ガバナンスの必要性を提唱していた。そこでは、
様々な主体から能動的に発せられる意思を政策形成等の議論の中に取り入れられるような
仕組みをガバナンスとしていた。 
 福島事故後の原子力が置かれた状況は、福島事故前に提示された「社会のための、社会
における科学技術」とした概念に基づく展開がより一層求められている。 
 
(7) 疎遠な関係の解消 
  これまでの展開から、福島事故前に強調されていた「社会的受容を得られない」とは、
暗黙の合意が形成しえないと言い換えられる。原子力利用を志向する集団の種々の社会的
活動は、暗黙の合意の復活を視野に実践されていた。そこでは、傍観的市民層に鎮静を求
める働きかけを効果的と捉え、能動的な専門家による、非専門家である受動的かつ傍観的
な市民に一方的に理解を求めることを目指した説得行動を取りがちだった。一方的に求め
る理解の中には、技術的内容だけではなく、推進する（原子力利用を志向する集団が自身
の行動の根拠とする）動機が、「必要性の主張」として含まれていた。動機を共通化し、市
民に同じ目標を抱かせること（例えば、今後も経済成長を社会の共通目標とすること）は、
目指すべき目標を共有することによって原子力導入の意義を明確にすることでもあった。 
  これこそが当時の社会的受容活動の最終的な目標であり、これが達成されれば多少の意
識の差異による対立は大きな問題にはならないものと捉えられていた。通常、目標が共有
化されるには、貧しさからの脱却（高度経済成長）や仮想的な敵の出現など、明白な目標
が掲げられる状況が必要になる。社会の高度化に伴い、目標は共通化されにくくなる 11）こ
とが指摘されている。それゆえ、社会の熟成につれて、社会的受容（共通目標）の確保を
目指した活動は、有効には機能しえないものとなっていく。そして、福島事故はこの流れ
を決定的なものとした。 
   福島事故前、原子力利用を志向する集団は、それまでの社会的活動が有効に機能せず、
市民社会との疎遠な関係を埋めることができなかった反省点として「広報・広聴」活動に
活路を求め、市民の「理解」を得るために説得するコツを掴むなど対処的な処置に集中し
ていた。2009 年 6 月の「原子力発電推進強化策」19)などからも、この意識を読み解くこと
が出来る。 
  市民社会との対話やコミュニケーションを「広報・広聴」とする態度は、市民が判断す
ることを想定してはいないことを示すものであった。それでも、それ以前の活動に比すれ
ば大きな前進であった。これらの社会的な活動は、意識の違いを埋めるために市民側にの
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み譲歩を求め、市民の意識を、原子力利用を志向する集団の意識に合わせることで疎遠な
関係の解消を目指していた。ここにおいて、決定事項は不変であり、情報のみが原子力利
用を志向する集団から市民へ一方向に流れるのであった。その流れを円滑にすることが、
「広報・広聴」の改善であった。 
 
(8) 社会的受容に基づく関係からの脱却 
   福島事故前後に関わらず、市民社会との疎遠な関係の解消に向けては、一方向的な活動
から双方向的な活動を目指した改革が望まれる。真の双方向とは決定に関わる意思が両者
（ここでは、市民社会と原子力利用を志向する集団・専門家）の間で行き来せねばならな
い。そのためには、合意形成を目指す両者が決定に対する同等な権利・力を有しているこ
とが求められる。それが、考え方に違いがある対象間でも良好な関係を構築することを可
能としていく手段にもなる。 
  この実現には、考えが違っている理由を含めて両者が違いを正しく受け止め、把握して
いる必要がある。大事なことは自身の考えが正しく、考え方の異なる相手の考えが間違っ
ていると捉えないことである。特に、どちらかがどちらかに合わせるためだけの行為とし
ないことである。それを目論みとすることは疎遠な関係をさらに深め、対立の深刻化を助
長してしまう。互いの考えを尊重し、納得し合うことを目指していかねばならない。 
  その上で、両者の関係のあり方を共に考えるための熟議としての対話が、重要な役割を
果たす。そこから、『市民の理解を得る＝社会的受容』から踏み出した展開が期待できる。
市民社会の「理解」とは、市民社会の「決意」で在らねばならないことを 6.2 節で示した。
社会的受容の限界は、理解を賛同としてだけの意味づけに留めている点にあり、決して決
意を生むことはないことである。 
 
(9) 原子力利用を志向する集団の意識変化の必要性 
  1948 年から継続している「国民生活に関する世論調査」26）から、人々の意識に経済成長
のみを志向した社会に対する迷いが顕著となりつつあることが読みとれる。価値観の多様
化を象徴する現象である。にもかかわらず、原子力利用を志向する集団にとっての市民は
受動的対象に過ぎず、不安感以外の感情に気をかけようとはしてこなかった。それは、福
島事故後も本質的には変わりはない。 
 原子力利用を志向する集団が拠り所とする意思決定システムは、社会の発展に伴う価値
観の多様化、および福島事故による急激な意識変化により機能しなくなっている。原子力
利用を志向する集団は、それには考慮せず、意見が分かれていること（例えば、目指すべ
き将来像が多様化したこと、そして福島事故後は将来の電源構成における原子力利用の比
率に対する考え方にばらつきが大きくなったこと）を前提とした社会的意思決定システム
を構築しえないままで政策を決定し、原子力利用が推進されようとしている。 
  受動的かつ傍観的な市民の意思が、直接的に科学技術政策に影響することは稀であった。
この状況は、福島事故後、民主党政権で実施した熟議に基づく「エネルギー・環境の選択
肢に関する討論型世論調査 10)」を除けば、現在も継続している。 
 しかし、市民の意思は社会の雰囲気を確実に変える。社会の雰囲気は実体的な力ではな
いが、メディアなどを介して影響力を確実に強めている。近年、社会の雰囲気に抗するこ
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との出来る強大な力は存在しなくなりつつある。原子力利用を志向する集団は社会の雰囲
気変化を気にかけ、一喜一憂する。第 5 章 4 節で、日本原子力学会員が認知世論の影響を
受け、意識を変えている様相を示した。 
   福島事故後における再稼働の是非などとした科学技術を社会に実装する際に起こりう
る対立を円滑に処理するためには、受動的かつ傍観的意識を形成し、強いられていた多く
の市民の能動化・当事者化が必須である。それにより、市民社会の関わりを雰囲気による
間接的な影響力ではなく、直接的な影響力へと変えることができる。実体が不明瞭な雰囲
気による影響は無責任化などの弊害を伴うが、その影響力を押さえつけることはできない。 
 市民社会が正当な権利の行使として、社会的題材について真摯な議論を推し進めること
が、公共性を重視することにつながる。それゆえ、市民社会の直接的な影響力を強めるこ
とが双方にとって重要になっていく。福島事故は市民の能動化・当事者化を進める好機で
あったが、原子力関係者において原子力利用の在り方を決める際にそれを積極的に活用し
ようとする意思は表立たなかった。 
  原子力利用を志向する集団の意識が、市民の能動化・当事者化を抑えてしまう要因とな
っていた。原子力利用を志向する集団が社会的受容の確保を大前提に市民の意思を知るこ
とを説得の切り札とすることは、市民を決定に対する同等な権利を有したパートナーと見
ない姿勢の現れであった。原子力利用を志向する集団の意識改革こそが求められる。それ
が市民の意識に影響を及ぼし、相乗効果を生む。科学を議論する文化を醸成するための開
始点となり、市民社会が加わった科学技術ガバナンスが確立される起点となる。これこそ
が、福島事故後の社会状勢の変化によって実現可能となりつつあるものであり、これを実
現する絶好期でもあったのである。その芽でもある「エネルギー・環境の選択肢に関する
討論型世論調査 10)」が芽生えようとしている段階でつまれてしまったことは、またとない
機会を逸してしまったものとしか言いようがない。 
 
6.3.3 科学技術政策形成の在り方 
  ここでは、科学技術を社会に実装する際に生じる対立を調整、解消するための要点を整
理し、科学技術政策決定、意思決定システム構築の観点から今後の社会が満たすべき目標
を以下に定める。これは、福島事故後の原子力利用の在り方を巡る意思決定に反映される
べきものである。 
 
(ア)  協働目標 
 市民と専門家が互いを認め合いながら互いの役割分担を認識し、対等な立場で
責任を伴った行動から科学技術の動向を探っていかねばならない。 
(イ)  リスク負担の公正化目標 
 科学技術の社会への実装など社会的リスクの伴う行為について、その是非に関
する決定方法・手続きを明確に定め、皆が納得しているルールがあり、それ故、
リスクについて対応・対策を皆で考えることができ、この過程で当該リスクを減
らしていくこと、管理することができる状況となっていること。そして、損失（可
能性を含める）の分配が正当・誠実かつ納得して行える社会システムを持ち、“暖
かい”対応ができねばならない。  
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 これは、功利主義に基づく最大多数の最大幸福思想では実現しにくく、最小不
幸社会思想に通じるものである。 
 
 (ア)、(イ)の実現は、市民社会と科学技術専門家による科学技術ガバナンスの確立なく
してありえない。特に、(イ)は科学技術の判断は社会を構成する者、特にリスク受容を強
いられる者（市民、あるいは特定地域住民）の参画の上で意思決定することの重要性を(ア)
とは別の観点から指摘するものである。それは社会的なリスクの受忍における主体性と政
治、社会、民主性の考察（特に同意原則の観点を重視して）から導かれる。そして、6.2 節
で示したように、科学技術の動向を判断する概念としてリスクを適用することを目論むも
のである。リスク論で言及せねばならないことは、 安全か否かを識別することではなく、
科学技術のことを考えるための入り口として当該科学技術の推進を行うべき価値があるも
のか否かを判別することである。リスク概念は社会全体に及ぶ、あるいは局所的な損失の
可能性の民主的な分配を通して、公共性を強調し、重視することに繋がるものでなければ
ならない。 
 
(1) 様々な社会問題に対応できる合意形成モデル 
   社会の目的が共有され、専門家が示す決定によって利害の相反と不確実性が小さいとき、
専門家に決定を委ねることは有効であり、市民においても自分の問題として行動する必要
が少なくなる。しかし、社会全体に係わる損失の可能性が大きい、或いは大きいと認識さ
れる科学技術において、その影響度が高まるほど利害の相反や不確実性が増す。それゆえ、
専門家のみによる決定で、社会的行為として当該科学技術を推進するには限界があり、そ
れに変わる合意形成モデルは必須であるとの認識は高まりつつあった。 
   ここで検討する合意形成モデルは、「市民が社会の中心的な担い手となる市民社会によ
る社会的懸案事項への実効的な関与」を目指すものである。なお、桑子 15)は、日本社会に
適した合意形成モデルの特徴を、『みんなで話し合い、熟慮した賢明な提案を採択し、笑い
を含む工夫を凝らしながら、解決のための決断へと導くプロセス』としている。現状の問
題点は、この表現における「みんな」が限定された関係者を指し、不特定多数に至ってい
ないこと、すなわち、市民社会における市民としての「みんな」の決断として導かれたも
のでないことである。 
 
(2) 合意形成モデル 
  専門家主導型の進め方（[A] 専門家主導モデル）の市民にとって最大の問題は、手出し
ができず、いつの間にか決められてしまうことである。不満もくすぶりやすく、対立が生
じることもある。対立への対応には何らかの強制的な力が行使され、沈静化されることが
通常的である。権力、政治力、経済力など何らかの強制的な力の行使は、警戒され、胡散
臭く感じられがちである。そこで、専門家主導型モデルに変わり、市民の関与を深めるこ
とを目指したモデルが必要となる。 
 
[B] 専門家相談モデル 
  専門家主導モデルの問題点を改善する一つの方向として、科学技術の推進を志向す
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る集団に属する専門家が、市民社会に話を持ちかける。そして、専門家が市民社会に
相談しながら合意を形成するモデルが挙げられる。ここで、決めるのは専門家側であ
る。予め、専門家側で解を調達しておく。専門家主導型との差異は、専門家らが決め
た解を専門家自身および市民社会が共に固定的・確信的な解と見なさないと要約でき
る。市民社会との相談によって、その解に対する両者の確信度が強まり、実行する場
合がある。逆に確信度が弱まり、別の解を模索する場合もあることが特徴である。相
談によって結果が変わる点が肝要である。  
  相談とは、問題の解決のために話し合ったり、他人の意見を聞いたりすることであ
り、説得することではない。相談しつくした結果、両者の間に納得感が生まれること
を重視する。通常、自身より立場や見識が上位ないしは同等の者と行う行為である。
専門家側から、明確な意思表示を伴って市民社会に相談を持ちかけることが重要であ
る。これは、両者を対等な立場と見ることであり、相談される側の市民社会も意識の
向上など変化につながる。それには、推進を志向する専門家間で得た決定を導くに至
った判断基準や論拠などを含めて、その決定過程を示すことを重視し、市民社会が検
討、評価可能となる情報を専門家側が示さねばならない。 
 
[C] 専門家助力モデル 
  専門家相談モデルをさらに進めたモデルとして、専門家らが市民社会の手助け（助
力）を行う方式が考えられる。このとき、助力する専門家は当該科学技術の推進を志
向する立場の者に限定されない。ここでは、決めるのは市民社会の役割である。市民
社会は、自らの意思で適切な対象に適切な助言・助力を求める。その「適切さ」も市
民社会が自ら判断する。判断の主体を、市民社会に委ねることになる。 
 
 不確実性を含むことを前提として、藤垣 8)は科学技術を巡る社会的意思決定の根拠として、
社会的合理性を挙げている。そこでは、当該対象ごとに利害関係者集団による社会的合理
性の担保された意思決定プロセスによって決めていくことが必須であることを指摘してい
る。そして、ここで根拠とした社会的合理性を担保するために、意思決定の民主化を重要
な要素としている。そのためには、利害関係者の参画、意思決定に必要となる情報の提示、
選択肢の多様性、プロセスの透明性と公開性、手続きルールの明確化がなされていなけれ
ばならないとしている。また、藤垣 28)は社会的合理性と科学者の持つ科学的合理性の適用
性について、科学技術が持つ不確実性を絡めて、両者の協調を指摘している。これは、こ
こで提示した目標(ア)、(イ)と合致する。この観点からも、「[A] 専門家主導モデル」の適
用範囲は限定されるべきである。 
   「[A] 専門家主導モデル」で、目標(ア)、(イ)を達成することは不可能とは言えないが、
そこには限界がある。 (ア)、(イ)の達成が、ここで求める合意形成モデルの成立要件であ
る。ここでは、科学技術政策へ市民社会が関与を行う具体的な方法については言及しない。
目指す点に着目することで制度設計に必要なことを明らかにしていくことに留める。まず、
明らかにしておくべき見解として、上記の 3モデルが段階的移行を取り、「[C] 専門家助力
モデル」に収束するか否かである。それを判断する観点は「決める」ことによる社会への
影響度、｢決める」ために考慮せねばならない選択の幅、「決める」だけの情報が調達可能
184 
 
か否か、そして「決める」ために費やす資産・労力の大きさなどである。個々の社会的懸
案事項ごとに、これらを考慮して、どの方式を取るべきかを判断することが肝要となって
いくと捉えるべきである。  
   「[A] 専門家主導モデル」のまま、あるいは、それだけでは様々な社会問題に対応でき
る汎用性のある合意形成モデルにはなりえない。また、多くのことを市民社会が判断して
いくことにも限界がある。社会的な懸案事項となりうる題材において、それに関わる専門
家が、まず市民社会に相談することを意思決定の前提とすることが両者の役割分担を認識
し、対等な立場で責任を伴った行動を取りうる範囲を広げる。そして、受容と相談は根本
的に異なるものであることを、専門家、市民とも常に意識した上で行動する必要がある。 
  対立を生みそうな科学技術の社会への実装場面において、まず、専門家が市民に相談を
仰ぐことを基本方針とする。そして、当該科学技術の状況に応じて、「[C] 専門家助力モデ
ル」から「[A] 専門家主導モデル」などの対応の仕方を、「[B] 専門家相談モデル」を具現
化した制度の場によって決めていくことが実現性と効果を両立しうるものと捉えられる。 
  科学技術が社会に実装される際の早い段階において、様々な社会的影響を予期し、意思
決定への支援するものと定義されるテクノロジーアセスメント(TA)29)、特に市民参画型のテ
クノロジィアセスメント(PTA)と「[B] 専門家相談モデル」の相性は良く、同時に、あるい
はその一環として行うことができる。市民社会と専門家によるテクノロジィアセスメント
機関は、相談の窓口としての両者の接点を与える機能も果たしうる。 
 
(3) 地層処分場立地を巡るスウェーデン型 とイギリス型合意形成概念 
  2010 年 1 月 30 日に行われた「原子力廃棄物を考える  国際市民フォーラム 立地を成功
させるために」30)では、スウェーデンとイギリスの地層処分立地に関して、過去の社会的活
動の失敗を反省として、新たな方向性を見出していることを紹介している。両者とも市民
の関与を重要視することは同様であるが、求める方向に若干の違いがある。以下にその違
いを簡単に示す。 
 
① 合意型（イギリス）：市民の関与によって合意を創出することを目指す取組 
② 信頼型（スウェーデン）：市民の関与によって信頼を醸成することを目指す取組 
 
   合意型は言葉どおりに「みんな（＝関わりのある不特定多数）で決める」ことを最終点
とし、もはや「社会的受容」とする概念はない。「[C] 専門家助力モデル」によって達成し
えるものである。市民の責任も労力も大きなものとなるが、ここで得ることができた合意
は代えがたい価値がある。そこで合意した内容に基づいて、地層処分などの行為を行うと
き、それを行う集団が何らかの不利益をもたらすことを行った、あるいは、もたらしそう
な場合、みんなで決めたことに対する違約事項として即座に決定事項を覆すだけの強い権
限を有することになる。福島事故は、この違約事項に該当する。 
   信頼型は関与によって信頼を醸成し、それに基づいた行動を地層処分などの行為を行う
集団が取ることを基本とするものである。「社会的受容」とする概念は、穏やかに存在する。
「[B] 専門家相談モデル」とよく合致する。ここで強調すべき点は、ここで必要な信頼を
得るためには関与と意思決定が結びついたものでなければならず、「みんなで決める」こと
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が前提となることである。その前提が担保され、かつ当該行為を行う集団がその前提の維
持を確約し、「みんな」もそう感じることが、当該行為を行う集団を信頼することにつなが
り、その集団に行為を委ねることを認める。そのためには、その集団が、そして、その集
団の行為が信頼に値するものであるか否かを常に監視できること、信頼に値しないもので
あった場合には即時に中止できることなどが保障されていなければならない。 
   受容を求める信頼型に必要な信頼は、「受容されるために必要な信頼関係」ではなく、「互
いに決定過程に関与することで醸成される信頼関係」であり、誠実な態度に裏打ちされた
ものである。市民の関与が意思決定と切り離されているとき、形式的かつ、不誠実なもの、
自己の都合のみを優先させたものと捉えられ、信頼を得ることには結びつかない。後者の
信頼なくして、前者の信頼を得ることはできない。 
 福島事故前後に関わらず、原子力利用を志向する集団の社会的活動の現状は、前者の信
頼を得ることに活動の多くを費やしている。前者の信頼だけを目指すことは誠実な態度の
担保としての信頼（後者の）には結びつかない。 
   ここでは、両型を併合する合意・信頼型を提唱する。それは、『市民が関与し、意思決
定に参画できることが保障されること（関与権）によって日常的に関与する必要性を低減
させる。特別な事体が生じた（あるいは、生じそうな）とき、関与権を発動することで市
民の意向が活かされる』とするものであり、「[B] 専門家相談モデル」の範疇でも十分に機
能する可能性を排除していない。 
 
(4) 話し合う仕組みと決める仕組み 
   “私”だけが決めてよい事は、“私”だけの問題に限定される。同時に、社会で決める
べき題材に社会を構成する“私”が関与することは、権利として保障されている。一方で、
社会的な事項を決めることは、責任を伴う行為である。福島事故前には、多くの市民にと
って科学技術の動向などに対する意思を表明することは敷居も高く、かつその有効性認識
も低いものであった。そのため、多くの市民においては、何もしないこと（あえて行動を
起こさないこと）がもっとも合理的な方策となっていた。特に、当該科学技術を実現する
施設が立地される可能性の低い都市部に居住する住民は、何もしないことで利益のみを受
け取る“ただ乗り”を享受できていた。そして、施設の立地があり得る地域のみが、意思
決定の前面に押し出される。このような状況では、合意型も信頼型も共に成立の気配さえ
感じさせず、悪循環ともなる気配を示してしまっていた。 
   福島事故後の原子力の動向について定める場で、原子力利用の実施を決定した場合にの
み原子力利用を円滑に進めていくことを可能となると捉えなおさねばならない。確実な社
会的合意形成がなされている必要があり、それがなされていなければ福島事故前の悪循環
を解消することはできない。 
 この悪循環の解消において、“私”が“私”の意見を述べることができると共に、どのよ
うな意見であろうとも反映される可能性を否定されていない仕組みをまず提供し、意見を
表明しあう過程を充実させることが望まれる。そこから新たな方向性を探るための取り組
みが必要になっていく。そこでは、原科 31）の指摘に基づき、「合意形成を前提としない意見
表明の場」、「合意形成を目的とした討議の場」、および、「合意形成プロセスや合意内容に
ついて異議申し立てができる場」など目的に応じた仕組みの提供が必要である。合意形成
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を目的とした討議の場に加わる者は、代表性が確保されていなければならないなど制度へ
の要求が高い。この場が民主党政権で実施した熟議に基づく「エネルギー・環境の選択肢
に関する討論型世論調査 10)」の中核部分と重なり合う。 
   そこで、合意形成を前提としない意見表明の場と合意形成を目的とした討議の場の中間
に位置する場の設計を志向する。両場を結びつけることを目指す場であり、異質の他者の
存在を許容し、合意を強要せず、どこまで合意することができるか（合意の限界）を見出
すことなどを主眼とする場でもある。この場は合意のあり方を探ることで合意が形成でき
ない問題点を解明するための場でもあり、同時に「なごみ」の場でもある。そして、「[B] 専
門家相談モデル」を具現化した場として機能させていくことができる場である。社会的な
懸案事項としての科学技術に関わる題材は、この場から当該科学技術に関わる政策につい
ての熟議が展開される。題材に応じて、この場でどのモデル、どの型に基づいて協議して
いくかを定めることが、この場における最初の仕事である。  
   市民社会は社会を構成する多様な人々の集合体であり、全ての人々が直接的に関与する
ことには限界がある。このとき、市民社会の関与の在り方、意思決定プロセスの公平性な
どに対する市民の受容（これも社会的受容である）を構築することが重要な要点である。 
 最初に取り組むべきことは、市民社会が明確に賛成と意思表示しなければ承認されたこ
とにはならないシステムに変えることであり、両者の明確な意思に裏打ちされた意思決定
プロセス像を導くことである。これは、目標(イ)を満たすために担保せねばならない要件
でもある。これは、前述したデフォルトを改めることに通じるものである。 
 
(5) 合意形成の仕組みと安心、信頼、倫理の関連 
   これらの仕組みによって、市民にとって科学技術を推進する側の将来における行為と過
去に見えないところで行われた行為を予測、推測可能なものへと変えることで、対立を免
れる道を与えることに繋がっていく。すなわち、科学技術の社会への実装を目指す集団に
とって、「みんな」で話し合って、事を決めようとする姿勢（相談する姿勢）を原理・原則
とする行動規範に則した行為が、自身の利益や都合だけを優先したものではないことを担
保することによる自身の誠実さを具現化できる行為となり、もっとも倫理的な行為、かつ、
戦略的な行為となることである。そして、倫理的行為を実践し続けることで、および、実
践していると受け取られ続けることで、自身に損失を及ぼすような行動を取らないだろう
（未来の確約・未来の安心）、取られていなかっただろう（過去の推測・現在の安心）とす
る予期が市民に満たされる。この確約と予期が確信されることこそが信頼となっていく。
ここで、倫理は確約や予期を補填する機能を果たす。同時に、信頼は市民の負担を軽減す
る機能を果たす。市民にとって、以前の経緯が見える状況、先行きが見える状況、先行き
に関われる状況を得ることで安心が担保される。これは、目標(ア)、(イ)が達成されたこ
とによる市民が獲得できる恩恵となる。 
 
6.4 まとめ 
 
 6.2 節では原子力利用により生じる社会的対立を生み出す要因に対し、リスクを題材に主
に意識面から論じた。リスクを主体的な判断の材料として用いることで、原子力利用は社
187 
 
会と共に進化する。「リスクに基づいた主体的な判断の重視」が、福島事故後に求められる
両者の意識改革の要点である。原子力利用の推進を目指し、それを担う原子力関係者は、
原子力内から意思決定環境を改革する意思を表示せねば「リスクの有る行為」としての原
子力利用の道は切り開けない。その中で多くの市民と協力して社会的な問題の克服を目指
す意識を示さねばならない。そして、その意識を市民が感じ、共有することから始めるこ
とが肝心である。そこでは、原子力利用に伴うリスクに正面から向き合う必要があり、こ
れが福島事故後の原子力の在り方を検討する際の基本理念となっていく。 
  そこで、まず行うべきことは原子力利用の推進を目指し、それを担う原子力関係者が
社会に向き合う意識を変えることである。意思決定過程への市民の実効的関与を目指す必
要があり、それを妨げている諸々の意識を見つめ直し、排除しなければならない。原子力
技術は、自身の実装のあり方をめぐる方法論を自身の中に内包していることが強く求めら
れる。その方法論は説明・説得や金銭による対価の供与にのみ基づくものではありえない。 
  そこで求められることは、原子力関係者は『決定結果の正当性を強調するのではなく、
決定過程の正当性を確保し、その認知を得る』とするように意識を改め、一方で市民は『原
子力利用が日常生活を左右する問題であり、その動向に対して積極的に関与せねばならな
い』と強く認識することである。福島事故後、市民には、このような認識が高まりつつあ
った。これを維持、理想的には拡大し、活かしていかねばならない。そのように認識でき
る仕組みと仕組み構築への意気込みが重要となっていく。まずは、原子力関係者から率先
して、それを意気込みとして示すべきである。 
  6.3 節では、福島事故前において原子力を巡る社会的問題に対する対応として実践されて
いた「社会的受容」をベースとした活動の問題点を指摘し、「社会的受容」を求める姿勢と
そこに潜む意識を探り、特に専門家側となる原子力関係者の意識改革の方向性について言
及してきた。この背景には、価値観の多様化が強力な内集団を形成させ、意識の乖離を大
きなものとしてしまうこと、一般社会や科学技術社会論の範疇では常識的なことが科学技
術を推進する集団では常識とはなっていないことがある。特に、自身の立場を維持するこ
とを目指す場合には、それが顕著に表れる場合が多い。社会と科学技術の間に深い溝があ
り、それを埋める必要性を否定する者は少数派であろう。しかし、溝の形成要因や埋め方
に対する考え方は立場などで大きな異なりがある。 
 溝は社会の側からも埋めることができる。しかし、科学技術（特に原子力技術）は社会
との間に高く、堅固な壁を構築し、自らの対場を堅守している。それが、社会的受容の壁
に他ならない。その壁は内部から破壊することでしか、根本的な解消には至らない。壁の
内部からの崩壊なくして「社会のための、社会における科学技術」にはなりえない。 
 ここで提案した「合意形成モデル」は、目標(ア)、(イ)の満足を前提に、「[B] 専門家相
談モデル」を突破口とし、合意・信頼型の市民関与の実現を最初の一歩とするものである。
そのためには、科学技術の推進を志向する集団が、いままでの方法論の限界を自省的に見
極め、その上で、「市民社会と相談をする」ことを通じて、合意・信頼型の社会的合意形成
システムを構築することに踏み出さねばならない。 
そして、軽水炉の新増設の是非判断において、市民の参画を得て、熟議し、判断する社
会的な意思決定過程の構築に向けた取組の一環として、まず再稼働の是非を判断する過程
の構築と実践に活かしていくことが肝要である。このとき、6.3 節で示した「[B] 専門
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家相談モデル」を前面にした合意形成の在り方を構築していくことが重要となっていく。
そこでは、対立を生みそうな科学技術の社会への実装場面において、専門家が市民に相談
を仰ぐことを基本方針とする。そして、当該科学技術の状況に応じて、「[C] 専門家助力モ
デル」から「[A] 専門家主導モデル」などの対応の仕方を、「[B] 専門家相談モデル」を具
現化した制度の場によって決めていくことが実現性と効果を両立しうるものになる。 
 福島事故後の状況は、重大な意思決定がなされていない段階と捉えられ、市民の参画に
実効的な意義を求める場となりうる。社会技術としての原子力技術を確立するために最初
に実施することは「リスクの有る行為としての原子力利用の是非」を多面的な視野から、
市民の参画の下で（あるいは、市民が支配する場で）熟議すること、その方法論を確立す
ることである。これを第一歩、あるいは大前提とするものである。その方法論は市民参画
による政策決定を志向した「エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査 10)」の経
験を踏まえて、熟議によって解を創生するものとして原子力関係者が主導的に実施するこ
とも候補である。 
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7. 結論 
 
本研究は、原子力利用によって引き起こされている、あるいは引き起こす可能性の
ある社会的な問題を題材として、科学技術の導入を巡る社会的な問題にも適用可能な分
析手法の構築を目指した。そして、構築した手法を適用して、福島事故後の原子力を巡
る状況について探求した上で、福島事故後の原子力利用を巡る社会的な問題の解決に向
けた方途・道筋について検討した。 
まず、意識調査に着目し、問題を分析する手法として活用するために求められる要
点を示した。そして、市民（首都圏住民）と原子力利用に携わる者（原子力学会員）に
対して、福島事故前後 3 年の計 6年に及ぶ継続意識調査を行った。  
本研究で構築した原子力利用を巡る社会的な問題を分析するための方法論は、たと
えば遺伝子組み換え技術やクローン技術など公衆が懸念を示し、導入を巡って意見の対
立が深刻化する可能性を有している科学技術によって生じる社会的な問題にも基本的
な枠組みとして適用可能である。一般的な科学技術によって生じる問題の詳細には、
個々の科学技術に固有の特性に依存する部分もあるが、問題に共通する部分が存在する。
そして、個々の問題に共通する部分に問題の中核が主にあることに鑑みれば、本研究で
構築した方法論は、科学技術全般を巡る社会的な問題に対する一般的な分析方法となり
うる。すなわち、本研究の成果は工学に携わる者がその技術を社会に実装する際、ある
いは実装後に表出した社会的な問題の対応に寄与するものである。これは、本研究にお
いて、社会的な問題の特徴を、社会を構成する者がどのように問題を意味づけるかによっ
て問題自体が明確化されるとした考え方を基本としたことによる効果である。 
福島事故前後数年に及ぶ継続意識調査結果から、市民の大勢は福島事故によって衝撃を
受けてはいるものの再稼働については容認する姿勢を示していること、一方で新増設には
抵抗を示す可能性が高いことを明らかとした。その上で、福島事故後の原子力を巡る社会
的な問題の解決に向けた方途・道筋を以下にまとめる。 
福島事故後の状況変化に原子力発電所の事故の実感（リスクの顕在化）があり、リスク
への言及が必須となる。そこで、リスクを行為の是非・選択によって生じる望ましくない
結果の可能性と再定義することで、その是非判断には行為全体を巡る価値判断に基づくも
のであることを基調とした判断過程が浮かび上がる。 
その行為は社会的な行為であり、是非の如何は社会を形成する集団（公衆）に影響する。
そこから、行為の遂行によって損害を被る可能性のある者らの“決意や覚悟”とする感情・
心情が重要となる。それを醸成するには社会的な政策決定過程への市民の参画が重要な役
割を成す。 
そこにおいて、公衆の参画による政策決定過程への原子力の利用に携わる者の関与の在
り方において、原子力の利用に携わる者が当該技術における専門家（工学者）として市民
社会と相談する姿勢を重視することが肝要となる。  
これらの研究や検討から、本研究では以下の目標を達成した。 
 
研究達成 1）：科学技術を巡る社会的な問題を解明する手法を構築し、原子力技術
に適用することで、問題の要点などを可視化した。  
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研究達成 2）：首都圏住民と原子力学会員の意識調査によって、福島事故後の原子
力を巡る状況を明らかにした。  
研究達成 3）：その上で、福島事故後の原子力の在り方において、 「リスク」を前
提に市民参画の上で意思決定を行うことの重要性を指摘し、解決に向
けた方策について提言を示した。  
 
本研究は福島事故後の対応や解決に向けた道筋について考究したが、それを実行するこ
とを目指したものではない。今後も、意識動向の調査・分析が必要になる。  
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